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○ 大学の概要

（１） 現況
① 大学名：国立大学法人北海道大学

② 所在地：北海道札幌市北区，北海道函館市

③ 役員の状況
学長名：中村睦男（平成１６年４月１日～平成１９年４月３０日）
理事数：７名
監事数：２名

④ 学部等の構成

文学部
教育学部
法学部

学 経済学部
理学部
医学部
歯学部
薬学部

部 工学部
農学部
獣医学部
水産学部

文学研究科
教育学研究科
法学研究科

大 経済学研究科
理学研究科
医学研究科
歯学研究科
薬学研究科

学 工学研究科
農学研究科
獣医学研究科
国際広報メディア研究科
情報科学研究科

院 水産科学院・水産科学研究院
環境科学院・地球環境科学研究院
公共政策学教育部・公共政策学連携研究部

附 低温科学研究所 ※
置 電子科学研究所
研 遺伝子病制御研究所
究
所

医 看護学科
療 理学療法学科

技 作業療法学科
術 衛生技術学科
短 診療放射線技術学科
期 専攻科助産学特別専攻
大
学
部

※は，全国共同の機能を有する附置研究所を示す。

⑤ 学生数及び教職員数

学生数 １７，８３１名（うち留学生数 ７６９名）
・学部 １１，２９９名（うち留学生数 １８２名）
・大学院 ６，２５０名（うち留学生数 ５４６名）
・研究所等 ４９名（うち留学生数 ４１名）
・医療技術短期大学部 ２３３名（うち留学生数 ０名）

教員数 ２，１２７名

職員数 １，８５７名

（２） 大学の基本的な目標等
（中期目標の全文）
北海道大学は大学院を中心とする研究主導型の基幹総合大学であり，その起源は明治９
年（１８７６年）に誕生した日本で最初の近代的高等教育機関である札幌農学校に遡る。
実学を尊ぶリベラルな学園として出発した本学は，その後，東北帝国大学農科大学，北

， （ ） ，海道帝国大学を経て 昭和２２年 １９４７年 の学制改革により北海道大学となったが
今般，平成１６年（２００４年）４月より，国立大学法人北海道大学として，新世紀にお
ける知の創成，伝承，実証の拠点たる大学の存在意義を厳しく自覚し，その在り方を不断
の自己評価により見つめ，さらに自己改革を進める体制を整備するに至った。

， ，「 」，「 」，北海道大学は その長きにわたる歴史のなかで フロンティア精神 国際性の涵養
「全人教育」そして「実学の重視」という四つの基本理念を一貫して掲げ，学問の自主，
自由を培ってきた。すなわち，それぞれの時代の課題を受け止め新しい道を拓くこと，多
様な世界に精神を開くこと，豊かな人間性と高い知性を兼ね備え，広い視野と高い識見を

， ， 。求めること そして 常に社会と学術双方に向けられた旺盛な実証的探求心の重視である
北海道大学はこれらの基本理念の今日的具体化を志向し，教育研究を通じて，人類の福
祉，科学，文化及び産業の発展に寄与することを社会的使命とする。
この使命を達成するため，北海道大学は，教育においては専門教育とリベラルアーツの
有機的調和に立脚しつつ，高度の専門性と高い倫理観を有し，様々な分野において活躍す
る指導的中核的人材を育成し，それにより日本及び世界の発展に貢献することを目指す。
研究においては，自然，人間，社会に関する真理を探究し，知の創成，新たな価値の創造
に務めるため，常にその活動を前進させる責務を負う。そして，社会貢献においては，開
かれた大学として産業界，地域社会，国際社会との連携により，常に教育研究の成果を広
く還元することに努めなければならない。

（３） 大学の機構図
次頁参照
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監査室
( 20 6) ( ( , ) )事務局 昭 ・ 総務部 総務課 秘書室 広報室 ・人事課・職員課

(企画調整課(経営分析室)・情報システム課)企画部
(主計課・経理課(財務管理室)・調達課)財務部
(学生支援課・教務課(全学教育事務室)・入試課・ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ課)学務部

( ( ))学術国際部 研究協力課・国際企画課 留学生交流室
( )施設部 施設企画課・施設整備課・施設保全課・施設管理課

(明9・12) 北分館(昭44・4)附属図書館

(昭28・4)文学研究科
(昭28・4) 乳幼児発達臨床センター(昭53・4)教育学研究科
(昭28・4) 高等法政教育研究センター(平12・4)法学研究科
(昭28・4)経済学研究科
(昭28・4) 地震火山研究観測センター(平10・4)大 理学研究科
(昭30・4) 動物実験施設(昭47・5)医学研究科
(昭49・4)学 歯学研究科
(昭33・4) 薬用植物園(昭51・5)薬学研究科
(昭28・4)院 工学研究科
(昭28・4)農学研究科
(昭28・4) 家畜病院(明45・6)獣医学研究科

水産科学研究科 昭 ・ 平成17・4 廃止(水産科学院・水産科学研究院を設置)( 28 4)
地球環境科学研究科 平 ・ 平成17・4 廃止(環境科学院・地球環境科学研究院を設置)( 5 4)

(平12・4)国際広報メディア研究科
( 16 4)国 情報科学研究科 平 ・

立

大

( 25 4)学 文学部 昭 ・
(昭24・5)教育学部
( 28 8)法 法学部 昭 ・
(昭28・8)学 経済学部
( 5 4)人 理学部 昭 ・
(大8・2) 北海道大学病院(平15・10)部 医学部
( 42 6)北 歯学部 昭 ・
(昭40・4)薬学部
( 13 9)海 工学部 大 ・
(大8・2)農学部
( 27 4)道 獣医学部 昭 ・
(昭24・5) 練習船おしょろ丸(明42・2)水産学部

( 14 4)大 練習船うしお丸 平 ・

( 56 4)学 言語文化部 昭 ・

( 16 11) ( 16 4)附置 低温科学研究所 昭 ・ 環オホーツク観測研究センター 平 ・
( 4 4) ( 14 4)研究所 電子科学研究所 平 ・ ナノテクノロジー研究センター 平 ・

(平12・4) 疾患モデル動物実験施設(平12・4)遺伝子病制御研究所
(平12・4)ウイルスベクター開発センター

( 5)全国共同 触媒化学研究センター 平元・
( 2 6)利用施設 スラブ研究センター 平 ・

(平15・4)情報基盤センター

(昭53・4)アイソトープ総合センター
(昭54・4)機器分析センター
(平3・4)留学生センター

(平7・4)学 高等教育機能開発総合センター
内 先端科学技術共同研究センター 平 ・ 平成17・4 廃止(創成科学共同研究機構を設置)( 8 5)

(平11・4)共 総合博物館
(平13・4)同 量子集積エレクトロニクス研究センター

(平13・4)教 北方生物圏フィールド科学センター
(平16・4)育 エネルギー変換マテリアル研究センター
(平8・8)研 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

究 北ユーラシア・北太平洋地域研究センター 平 ・ 平成17・4 廃止( 12 4)
施 創成科学研究機構 平 ・ 平成17・4 廃止(創成科学共同研究機構を設置)( 14 2)

(平15・9)設 脳科学研究教育センター
(昭47・5)等 保健管理センター

体育指導センター 昭 ・ 平成17・4 廃止(高等教育機能開発総合センターに統合)( 47 5)
(平7・4)環境保全センター

(平15・10)知的財産本部

(昭55・10)医療技術短期大学部
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( 20 6) ( ( ) )事務局 昭 ・ 総務部 総務課 秘書室 ・広報課・人事課・職員課

(企画調整課(経営分析室)・情報システム課)企画部
(主計課・経理課(財務管理室)・調達課)財務部
(学生支援課・教務課(全学教育事務室)・入試課・ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ課)学務部
( ( ))学術国際部 研究協力課・国際企画課 留学生交流室

( ( ) )施設部 施設企画課 施設管理室 ・施設整備課・施設保全課
(明9・12) 北分館(昭44・4)附属図書館

(昭28・4)文学研究科
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(昭33・4) 薬用植物園(昭51・5)薬学研究科
(昭28・4)院 工学研究科
(昭28・4)農学研究科
(昭28・4) 家畜病院(明45・6)獣医学研究科

(平12・4)国際広報メディア研究科
(平16・4)情報科学研究科

水産科学院 平 ・ 設置( 17 4)
国 環境科学院 平 ・ 設置( 17 4)

公共政策学教育部 平 ・ 設置( 17 4)
立 水産科学研究院 平 ・ 設置( 17 4)

地球環境科学研究院 平 ・ 設置( 17 4)
大 公共政策学連携研究部 平 ・ 設置( 17 4)

( 25 4)学 文学部 昭 ・
(昭24・5)教育学部
( 28 8)法 法学部 昭 ・
(昭28・8)学 経済学部
( 5 4)人 理学部 昭 ・
(大8・2) 北海道大学病院(平15・10)部 医学部
( 42 6)北 歯学部 昭 ・
(昭40・4)薬学部
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( 14 4)大 練習船うしお丸 平 ・
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(平12・4) 疾患モデル動物実験施設(平12・4)遺伝子病制御研究所

(平12・4)ウイルスベクター開発センター

( 5)全国共同 触媒化学研究センター 平元・
( 2 6)利用施設 スラブ研究センター 平 ・
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(平16・4)教 エネルギー変換マテリアル研究センター
(平8・8)育 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

(平15・9)研 脳科学研究教育センター
究 創成科学共同研究機構 平 ・ 設置( 17 4)
施 人獣共通感染症リサーチセンター 平 ・ 設置( 17 4)
設 大学文書館 平 ・ 設置( 17 5)
等 アドミッションセンター 平 ・ 設置( 17 4)

(昭47・5)保健管理センター
(平7・4)環境保全センター

(平15・10)知的財産本部

(昭55・10)医療技術短期大学部

【平成１７年度】【平成１６年度】 北海道大学

（ ） ， ， ， 。※ 内の年月は設置・改組年月を表し 下線部については 左は１７年度に改組・廃止 右は設置・改組の組織を表す
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全 体 的 な 状 況

本学は法人化への移行時に，大学のトップマネージメントを支える体制として，５つの
， ， 。総長室と 総長室から独立した評価室を置き 役員補佐として14名の教員を配置している

各室では，全学的視点による企画･立案が行われ，最終的には役員会の議を経て総長の意
志決定が行われている。この体制をさらに強化するため，平成17年度には総長直轄の広報
室（室長は総長，他に理事（副学長，事務局長 ，役員補佐で構成）を設置し，広報体制）
の強化を図った。また戦略的な資源配分として，引き続き重点配分経費（平成17年度は約
14億円）と運用教員（実績数：教授ポスト19，助教授ポスト23，講師ポスト１，助手ポス
ト14，ポストの格上等の措置８）を，総長のリーダーシップにより，学生の生活環境の改
善，大型の外部資金獲得の促進，組織改革の促進，広報活動の充実などに重点的に配分し
た。
このような運営組織並びに資源配分制度の整備に基づいて，総長の主導により推進され

た取組の成果について，以下に概括する。

１．教育研究組織の整備
法人化にともなって，大学の主導による教育研究組織の適切な改編が求められ，かつ実

現可能となった。本学においては，専門職大学院として，平成16年度に設置した法科大学
院に引き続き，平成17年４月には公共政策大学院及び経済学研究科会計情報専攻を設置し
た。また，本年度には新しい複合領域での研究と教育の展開を目的とし，部局横断的な改
組による先端生命科学研究院・生命科学院の設置準備を行ない，平成18年度からの設置が
認められた。さらに，総長の主導で，国の基本政策や産業界からの要請などをふまえて，
北海道に立地する基幹総合大学にふさわしい研究と教育の内容を備えた観光学に関する教
育研究体制の整備を検討し，平成18年度に観光学高等研究センターを学内共同教育研究施
設として設置することとし，あわせて平成19年度の設置を目途に観光学に関する専攻を新
設するための検討を進めた。また，同様にアイヌ・北方先住民研究センター（仮称）を平
成19年度設置を目途に準備を進めた。

２．平成18年度以降の教育課程策定と単位の実質化の推進
新「高等学校学習指導要領 （平成11年告示）の下で高校教育を受けた学生が入学する」

平成18年度以降の教育課程内容を策定し，単位の実質化の体制を整備し，学士課程教育改
革準備を終了した。
単位の実質化の推進については （１）平成17年度入学者から全学部で「秀」評価及び，

ＧＰＡ制度を実施し，学部別ＧＰＡ平均値，授業科目・クラス別のＧＰＡ平均値・成績分
布等を調査して，成績評価基準・学生に対する修学指導の今後の在り方等を検討した。
（２）平成18年度入学者から，１年次履修登録単位数の上限設定を決定するとともに，成
績優秀者には上限設定を超えて履修登録を認める「特例措置」の基準を設定した。２年次
以降の上限設定については，全学部が検討を開始した （３）新教務情報システム上で成。
績評価分布状況の表（成績分布Ｗｅｂ公開システム）を整備し公開した （４ 「ＧＰＡ制。 ）
度の取扱いに関する要項」を定めるとともに 「 秀」評価，ＧＰＡ制度及び履修登録単位，「
数の上限設定の実施について（Ｑ＆Ａ （平成18年度入学者用 」を作成し，全教員，新入） ）

。（ ） ，生に周知する準備を終えた ５ 大学院課程における成績評価基準の見直しについては
各研究科等で検討を進め，経済学研究科，医学研究科，工学研究科，獣医学研究科，情報
科学研究科，水産科学院及び公共政策大学院において17年度入学者から「秀」評価を導入
した。

３．学生のキャンパスライフの充実に関する事業
（１）本学学生の教育と研究推進の観点から，入学料・授業料減免のほかに，次のとおり
表彰制度と奨励金制度の拡充と新設を行った。
①「北大えるむ賞」の表彰枠を拡大するとともに 「北大ペンハロー賞」を新設し，，
優れた課外活動（ボランティアを含む）を収めた個人又は団体を表彰することとし
た。
「北大えるむ賞」は２個人を 「北大ペンハロー賞」は19団体３個人を表彰した。，

②男女共同参画事業の一環として，研究者を目指す優秀な女子学生育成のために「大
」（ ） ， ，塚賞 対象者10名 を新設し 毎年総額500万円の奨励金を授与することを決定し

９月修了者の中から１名，３月修了者の中から９名にそれぞれ奨励金50万円を授与
した。
③学生の勉学を奨励する目的をもって新たに「新渡戸賞」を設けた。これは，学業成
績が秀でており，かつ，人格に優れ，他の学生の模範になると認められる学部学生
に奨励金を授与するものである。89名を表彰し，それぞれ年間20万円の奨励金を授
与した。

（２）総長が本年度の重点課題として選定した事業への重点配分経費では，学生のキャン
パスライフの充実に関する事業（総額約４億円）として，学生のキャンパスライフの整
備事業（約２億円 ，教育研究支援設備の整備事業（約９千万円 ，バリアフリー化への） ）
対応事業（約１.１億円）を実施した。

４．学部・大学院における教育プロジェクトの展開
（１）文部科学省による公募プログラム応募への支援
全学ならびに各部局等における，また部局横断的な教育改善・改革の取組を推進する
ため，文部科学省公募各種教育プログラム申請内容について，情報提供，意見交換等を
行って，各種教育プログラムへの応募促進を図った。その結果，現代ＧＰ１件，地域医
療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム１件，魅力ある大学院
教育イニシアティブ５件，派遣型高度人材育成協同プラン１件，大学教育の国際化推進
プログラム２件，の１０プロジェクトが採択された。
（２ 「特色ＧＰ・現代ＧＰ取組活動フォーラム／パネル展」の実施）
本学の社会貢献の一環として，教育活動の内容や成果を広く社会や教育関係者に情報
提供し，活用してもらうことを目的として，特色ＧＰ・現代ＧＰに採択された本学の５
つの取組が合同して平成18年３月にフォーラム及びパネル展を開催した。
（３）重点配分経費による教育改革支援
重点配分経費を活用して，全学教育，学部専門教育，大学院教育の質の向上及び学生
支援などを目指した教育改革促進事業を学内公募により支援した。

， ，①全学教育プログラム開発研究 全学的視点からの教育プログラムの開発：申請12件
採択９件，配分予算：7,472千円
②教育プログラム開発研究及び教育改革の試行：申請10件，採択４件，配分予算
：3,082千円

（４）北海道大学ＯＣＷ（オープンコースウェア）プロジェクトの取組
本学の社会貢献ならびにビジビリティの向上を目的に，講義情報をインターネット上
で公開する米国マサチューセッツ工科大学オープンコースウェア（ＭＩＴ・ＯＣＷ)へ
の参加を決定し，北海道大学ＯＣＷプロジェクトＷＧ及び作業チームを設置した。必要
経費及び人員(ＯＣＷ教員及び事務補助員各１名)を重点配分経費で措置し，平成18年４
月までに10科目以上の公開を目標に作業を開始した。

５．アドミッションセンターの設置
平成17年４月に，本学の共同教育研究施設等として，入学者選抜に関する調査及び分析
ならびに，入学者選抜の企画，広報，入学相談及び実施に関する業務を行うことを目的と
した「北海道大学アドミッションセンター」を設置し，入学者選抜にかかわる組織を一元
化した。アドミッションセンター長には教育担当副学長をあて，役員補佐を副センター長
とし，企画，広報・相談，調査・分析，実施の４部門をもって構成し，各部門にはそれぞ
れ専門部会を設置した。特に広報・相談部門には本学と包括連携を実施している（株）電
通北海道所属のスタッフを置き，平成16年度の入試広報改善プロジェクトからの継承を図
っている。
アドミッションセンター設置によって入試組織を一元化した結果，従来，入学者選抜制
度調査委員会が担当してきた企画及び調査・分析，ＡＯ入試の検討と広報・相談，旧実施
委員会が担当してきた業務の諸機能は有機的に関連するようになり，全学の協力体制の円
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滑化も実現した。
また，入試広報改善の一環として，高校生とその保護者，高校教員に対して，本学の現

， ， ， ，在を伝え 適切な学生募集を図るため アドミッションセンターと広報室が連携し 学生
電通北海道の協力を得て，平成17年12月にＤＶＤ「北海道大学－学びのフロンティア」を
作成した。このＤＶＤは，進学説明会や高校生の訪問時における説明などで活用されてい
る。

６．研究支援の推進
平成17年度に本学が推進した研究支援実績は以下の通りである。
（１）２１世紀ＣＯＥプログラムの支援

ＣＯＥプログラムの組織的推進のために平成14年に設置した２１世紀ＣＯＥ推進会議
（構成員は，総長，理事，研究戦略室役員補佐，拠点リーダ，当該研究科長）は，ＣＯ
Ｅプログラムの申請，採択プログラムの実施・運営・点検等に対して積極的に支援して
いる。本学では現在12件のＣＯＥプログラムが採択されており，平成17年度は平成15年
度採択の６拠点の中間審査が行われ，３拠点がＡ評価，３拠点がＢ評価とおおむね高い
評価を受けた。ＣＯＥ推進会議においては，前年度に引き続き，各拠点に対して指導助
言するとともに，進捗状況報告書（中間評価用）を作成し，ヒアリングのための学内リ

。 ，「 」 ，ハ－サル等を実施した また ２１世紀ＣＯＥプログラム拠点活動報告会 等により
その成果の社会還元に努め，平成18年２月には九州大学と共同で「北と南から，日本が
変わる，世界が見える」を東京で開催した。この報告会では，産学官関係者並びに一般
市民等約480人を対象に，平成16年度に採択された２拠点と平成14年度および平成15年
度に採択された各１拠点の活動状況について報告した。

（２）北大リサーチ＆ビジネスパーク構想の推進
平成15年度に文部科学省科学技術振興調整費戦略的研究拠点育成プログラムに採択さ
れた本学創成科学共同研究機構を育成機関とする「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想
（Ｒ＆ＢＰ構想 」は，平成17年度に行われた科学技術振興調整費の中間評価で 「北海） ，
道の社会・経済ニーズによく合致しており，地域との連携を強化しつつ大学の組織改革
を進める一つのモデルとなり得るもの」として 「継続すべきである」というＡ評価を，
得た。

（３）重点配分経費による研究支援
重点配分経費から約８千万円を学内公募による研究支援に活用した 公募事項は 世。 ，「

界的レベルの戦略的プロジェクト研究の推進 （応募17件，採択８件 「先端的融合学」 ），
」（ ， ），「 」（ ，問領域創成のための支援 応募18件 採択２件 若手研究者の研究支援 応募28件

採択９件）等であった。平成18年３月には採択課題に対する報告会を開催し，それぞれ
の課題に対して指導助言を行った。事後評価も厳正に行い，ほとんどが文部科学省の大
型科研費その他へ応募した。

７．産学官連携－包括連携と地域連携の推進
本学の包括連携は，①研究交流，②人材交流，③人材育成を三本柱としている。平成16

年度までに締結した11社のうち，平成17年度に６社２機関と技術交流や共同研究のほか，
ジョイント講演会，ビジネススクールやＭＯＴ(Management of Technology)教育などの人
材育成を推進した。平成17年度には新たに （独）国際協力機構（ＪＩＣＡ （株）北洋， ），
銀行，帝人（株）との間において，各関連分野の技術交流を展開するための研究交流，専
門家・調査団の派遣などの人材交流，共同セミナー・知財研修などの人材育成を推進する
ための包括連携協定を締結した。このうち，ＪＩＣＡとの連携では，平成17年12月に連携
協力協議会を開催し，スリランカにおける保健医療活動等を実施することを決定した。
一方，地域連携としては，平成17年度には，Ｒ＆ＢＰ構想の一環として，産学官連携事

， 「 」業推進室を設置し インキュベーションモデル事業や Ｒ＆Ｂパーク札幌大通サテライト
の開設など，Ｒ＆ＢＰ構想を具現化する事業を行った。
また，寄附講座については，新たに２講座（ニコンバイオイメージングセンター研究部

門，不定比化合物研究部門）を設置するとともに，１講座（ＵＦＪキャピタル起業家育成
研究部門）を更新し，合計18講座となった。

８．国際交流の展開
（１）本学の重要活動領域の一つである「持続可能な開発」のテーマを中核として，国際
戦略強化プロジェクトを構想し，文部科学省「大学国際戦略本部強化事業」に申請，採

択され 「持続可能な開発」国際戦略本部を創設した。国際交流室を中心として 「持続， ，
可能な開発」に関連した国際的研究・教育連携強化，大学としての国際戦略の総合的支
援機能強化プログラムを開始した。
（２）国際化支援機能の強化としては，①前年度に刊行した季刊の英語版ニューズレター
に加え，平成17年10月に中国語版ニューズレター（季刊）を刊行し，②協定大学との合
同シンポジウムを，従来から毎年開催している韓国・ソウル大学（平成17年10月）のほ
か，フィンランド・オウル大学（平成17年９月 ，米国・ハワイ大学（平成18年２月））
との間で開催し，全学的な学術交流を深めた。③事務職員の国際業務対応能力育成とし
て，国際業務を視野に置いた本学の目標設定のあり方等，効果的・効率的に業務を行う
ための研修をおこなった。
（３）本学においては，北東アジアを重視する戦略をとっており，①平成16年度に創設し
た北東アジア主要大学からの留学生奨学金制度を運用し，平成17年度には６名の留学生
を受け入れた。②本学大学院に北東アジアからの優秀な私費外国人留学生を受け入れる
目的で「北海道大学総長奨励金」を新設した。③北京に本学の事務所を確保し，平成18
年度開設に向けた準備を終えた。④中国の重点大学との交流をいっそう促進するため，
新たに南京大学と南開大学との大学間交流協定に向けた交渉を開始した。
（４）学生交流拡大に向けた広報活動としては，①海外への直接的広報活動として，台湾
での日本留学フェア，協定校の韓国のソウル大学，中国の浙江大学，復旦大学，米国の
ポートランド州立大学への個別訪問など，様々な機会に本学の紹介及び留学プログラム
の説明を行った。②派遣留学生拡大を目指して，留学説明会を平成17年度は６回（平成
16年度は５回）開催し，地域別・特定大学向けを用意して多様な留学ニーズへの対応な
らびにニーズ発掘を図るとともに，地域的貢献と効率化を考慮し，一部は札幌圏他大学
にも公開した。③派遣留学生の潜在層拡大に向け，全学入試広報のオープンユニバーシ
ティに留学生センターが加わり，高校生向けの広報も新たに実施した。
（５）国際開発協力の組織的推進として，①ＪＩＣＡとの包括連携協定を平成17年４月に
締結し，具体的プロジェクトの開始準備に着手した。② ＪＢＩＣ円借款による「中国
内陸部人材育成事業」プログラムに参加し，平成17年度は８名の研修生を受け入れた。

９．ポイント制による教員人件費管理システム導入の決定
本年度の業務運営に関する重要な検討事項のひとつは，法人化によって定員管理から人
件費管理に移行した利点を生かす柔軟な教員の人員管理システムの構築にあった。研究科
等の教員について，効率化係数による削減分と後述する運用教員制度のための留保分を削
減したあとの教員数の合計をポイント（教授：1.00，助教授：0.798，講師：0.748，助手
：0.604）に置き換え，その合計を当該研究科等の総ポイントとした。各研究科等はその
総ポイント内であれば，職種及び員数にとらわれない教員の配置が可能である。また，従
来の運用定員制度は空き定員によって生じる人件費の余剰を利用したものであったが，そ
れに代えて，教員の総人件費の４％を総長の下にあらかじめ留保し，期限を付して研究科
等に機動的に配分する運用教員制度への移行も決定した。その留保分は平成21年度までに
段階的に５％に拡大することになっている。この「ポイント制教員人件費管理システム」
は平成18年度から実施する。

10．人件費の抑制
本学では，今期計画期間中，教員人件費を効率化係数に応じて抑制することとし，上記
のポイント制は，これに伴う柔軟な人件費管理の方策として導入することとしたものであ
る。これとともに，既に16年度に決定していた事務職員の130人削減を部局別に割振る計
画を作成し，平成17年11月に最終決定した。平成17年12月末の閣議決定により，総人件費
の削減が求められることになったが，今期計画期間中に４％の削減が可能であると予測さ
れたので，これら既存の計画により対応することとした。

11．事務の効率化・合理化
「 」事務改善委員会による 国立大学法人北海道大学における事務組織等の在り方について

にもとづき，平成22年度当初までに事務系職員を重点施策，新規ニーズ，緊急対応などの
ために再配置することとし，また小部局の事務部を原則的に統合し，人事・経理等共通す
る事務について統合処理する提案を行い，引き続き，検討することとした。教室系事務職
員の段階的廃止は本年度も継続して実施した。事務的経費の削減および事務の簡素化とし
て，旅費関係業務の電子システム化と全面的アウトソーシング，年末調整関係書類の電子
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システム化を行った。定型的業務の一部については，派遣職員の活用，清掃業務，警備業
務契約の集約化，宅配業務，清掃・衛生用品賃貸借契約の一括単価契約，電気需給契約の
複数年契約，ガス供給の固定従量単価制契約などを実施した。さらに，給与計算関係業務
のアウトソーシングの検討も行った。また，事務改善コンクールを実施し，22件について
実施または実施に向けて検討を行うこととした。

12．病院における経営改善
（１）病院の管理運営に関する意思決定を迅速に行うため，平成17年５月に「病院執行会
議 （病院長を議長，病院財務担当理事，副病院長，病院長補佐及び事務部長で構成）」
を設置するとともに，平成17年６月に「経営企画室」を設置した。

（２）経営改善に努め，経営改善係数２％（約４億円）を達成した。また，医薬品及び診
療材料の購入改善を推進し，経費を約１億４千万円削減した。

13．広報室の設置と広報事業の推進
本学の諸活動を広く社会に対して積極的に発信するための広報に関する企画，立案等を

行うことにより，高等教育及び学術研究の水準の向上に果たす本学の役割の重要性につい
ての社会の理解及び関心の増進を図るために，平成17年５月に総長を責任者とする広報室
を設置した。広報室は，広報担当理事（副学長 ，理事（事務局長）のほかに，役員補佐）
１名，各総長室役員補佐のうちから広報室員兼任役員補佐各１名で構成され，総長が必要
に応じて広報室会議を開催することとした。
平成17年度においては，広報誌の発行等のほか，①平成17年２月に(株)電通北海道と包

括連携協定を締結し，相互の連携をとおして研究交流や人材育成などで協力を深めている
が，この締結のもとで平成17年度には，北大職員を電通の研修に１年間派遣した。②各報
道機関と提携・協力を進めることにより，広報活動の強化を推進するため，平成17年７月
に朝日新聞社及び北海道テレビ放送並びに北海道新聞社と教育・研究プロジェクトを共同
推進することで基本合意した。朝日新聞社，北海道テレビ放送との提携・協力は「ポプラ
プロジェクト」と称し，全国に向けて双方の公共的責務を，より効果的かつ公正に果たす
ための連携をコンセプトとしている。北海道新聞社との提携・協力は「北プロジェクト」
と称し，北海道内における双方の地域貢献責任を一層推進するための連携をコンセプトと
している。

14．特許出願事業の進展
本学と企業等との共同出願特許については，当該企業等に独占的実施権を付与し，ある

いは大学が保有するよりも譲渡したほうがよい特許については，譲渡するなどして，実施
料収入等の確保や出願経費の抑制等，効率的運用に努めた結果，平成17年度には，実施許
諾契約10件（新規７件，継続３件 ，譲渡契約13件，オプション契約３件，プログラム著）
作権利用許諾契約２件（新規１件，継続１件）となり，実施料収入は，昨年度の42千円に
比して，23,403千円（譲渡，オプション契約を含む）に達した。
また，大学知的財産本部整備事業に対する中間評価が行われ，知的財産本部における，

知的財産マネージャーが積極的かつ頻繁に発明者を訪問し，発明者との協働で権利化を進
めることが実績に結びついた取組などが高く評価され，Ａ評価を得た。

15 「北大グッズ」等の販売．
本学札幌キャンパスは北海道を代表する観光スポットの一つであり，その名称やロゴは

。 ，商業的に大きな価値を持っている 国立大学法人という制度的な制約の中で可能な範囲で
北大の広報活動，教育研究成果の普及活用事業の一環として，北海道大学の名称および商
標を使用し，本学自らの事業，もしくは民間企業の事業として，オリジナルグッズや北大
関連商品等の販売を行うことを平成16年度に決定した。平成17年４月には，本学初の認定
商品としてクッキー「札幌農学校」を発売した。好評を得て，平成17年度の売り上げは１
億４千万円に達した。また，平成17年11月に総合博物館にミュージアムショップをオープ
ンした。ここでの販売利益は博物館企画展示資金に充てる予定である。

北海道大学
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

北海道大学における教育は，その基本理念に基づき，高い倫理性を持って未踏の領域を開拓し，変化する社会に柔軟に対応し，実社会に専門的能力を生かし，世界の第一線
で活躍できる人材の育成を目標とする。
この目標を達成するに当たり，研究主導型大学である北海道大学には，何よりもまず国際的競争に耐えうる高い水準の大学院課程が求められるが，同時に，北海道における中

唯一の国立総合大学としてのユニークな地位と教育的伝統を持つ優れた学士課程を，今後とも維持し発展させていかなかればならない。そのために，学士課程と大学院課程に
おける各々の教育の特質と目標を明らかにし，充実した教育課程の展開と不断の改善を目指す。期
（ⅰ）学士課程
学士課程においては，市民としての自覚を持って社会に参加すること，専門の基礎となる学問やコミュニケーションの方法を身に付けること，特定の専門分野を広い視野の目

もとに学ぶこと，を目指した教育を通じて，国際的に通用する高度な学問的素養を持ち，健全な市民として的確な判断力とリーダーシップを発揮できる人材を育成するととも
に，専門職業人として指導的立場に立ちうる人材の育成を目指す。標
（ⅱ）大学院課程
大学院課程においては，研究主導型大学として世界的水準の研究を担うことのできる卓越した研究者を育成するとともに，基幹大学として社会に貢献しうる高度専門職業人

の育成を目指す。
・ 修士課程においては，専攻分野における高度の知識や学芸を身に付けさせ，研究に参画する基盤的能力を持った人材を育成するとともに，社会に必要とされる高度な専
門的能力を身に付けさせ，国際的にも活躍できる高度専門職業人を育成することを目標とする。
・ 博士（後期）課程においては，専攻分野における高度で，かつ最先端の知識や学芸を身に付けさせ，独立して研究を展開し，世界的水準の研究を担うことができる人材
を育成するとともに，専門的職業能力の一層の高度化を目標とする。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①全学教育の成果に関する具体的 ①全学教育の成果に関する具体的
目標の設定 目標の設定
【１】 【１】 ・ 全学教育科目は，すべての学部の学生にとって共通・必須の素養を育む
・ 本学では，教養教育（教養科 ・ 本学では，教養教育（教養科 「教養科目」(コアカリキュラム)と，各学部の専門教育の基礎となる「基
目 に専門基礎教育 基礎科目 目 に専門基礎教育 基礎科目 礎科目」から成る。） （ ） ） （ ）
を加えて，全学の責任の下に全 を加えて，全学の責任の下に全 「北大方式」の全学教育協力・支援体制に則り，高等教育機能開発総合・
学の教員が授業を担当する「北 学の教員が授業を担当する「北 センター長(理事・副学長)を委員長とし各学部等の代表で組織される全学
大方式 という特徴ある教育を 大方式 という特徴ある教育を 教育委員会における実施方法・開講計画の検討の結果，平成17年度には，」 ， 」 ，
以下のとおり「全学教育」とし 以下のとおり「全学教育」とし 全学25部局の専任教員及び外国人教師担当1,686コマ(週２時間で15週を１
て実施する。 て実施する。 コマとする),非常勤講師担当669コマの全学教育科目が開講された。全学教
ア）本学では，教養教育をすべて ア） 本学では，教養教育をすべ 育の成果に基づく教育プロジェクト「進化するコアカリキュラム」は，実
の学部教育にとって不可欠のコ ての学部教育にとって不可欠の 績ある教育改革の取組として文部科学省公募の平成15年度特色ある大学教
アと位置づけ 「コアカリキュ コアと位置づけ 「コアカリキ 育支援プログラム(至平成18年度)に選定されている。， ，
ラム」と称する。このように教 ュラム」と称する。このように ・ 教育改革室は 「入学者選抜の現状と今後の対応に関するタスク・フォー，
養教育を重視する教育理念に従 教養教育を重視する教育理念に ス （平成16年度に設置）における論点整理をもとに，学生編成，学生募集」
って 「最良の専門家による最 従って 「最良の専門家による 単位に関する検討に向けて調査を実施し，その結果を平成17年４月に「募， ，

」 。 ，良の非専門教育」を実施し，豊 最良の非専門教育」を実施し， 集形態に関する基本調査報告書 としてまとめた この調査結果を踏まえ
かな人間性と高い知性，並びに 豊かな人間性と高い知性，並び 平成17年5月に平成20年度以降の学生編成及び募集単位検討ＷＧを設置し，
広い教養，すなわち，人間の生 に広い教養，すなわち，人間の 平成17年8月に「学士課程教育の新たな段階をめざして （中間報告）を作」
とそれをとりまく社会や自然に 生とそれをとりまく社会や自然 成した。現在は，中間報告に関する各学部の意向を聴取している過程にあ
対する広い視野と高い視点，そ に対する広い視野と高い視点， る。
して深い洞察を統合する力を身 そして深い洞察を統合する力を ・ 「教養科目」は，平成13年度導入のコアカリキュラムの教育目標と基本
に付けさせるとともに，高いコ 身に付けさせるとともに，高い 計画に沿って，①分野別科目(思索と言語，歴史の視座，芸術と文学，社会

北海道大学



- 7 -

ミュニケーション能力や情報リ コミュニケーション能力や情報 の認識，科学・技術の世界)，②複合科目(環境と人間，健康と社会，人間
テラシー能力などの基盤的能 リテラシー能力などの基盤的能 と文化，特別講義)，③一般教育演習，④共通科目(体育学，情報処理・情
力，並びに異文化理解能力の育 力，並びに異文化理解能力の育 報科学，統計学，図形科学概論，心理学実験，基礎自然科学実験，インタ
成を図ることを目指す。 成を図ることを目指す。 ーンシップ)，⑤外国語科目(外国語Ａ・Ｂ(英語，ドイツ語，フランス語，
イ 専門基礎教育 基礎科目 は イ） 専門基礎教育（基礎科目） ロシア語，中国語)及び外国語Ｃ(イタリア語等))をもって構成し，シラバ） （ ） ，
数学，物理学，化学，生物学及 は，数学，物理学，化学，生物 ス等に示された授業計画に則り体系的教育を実施した。また，異文化理解
び地学の基礎的学問分野の学力 学及び地学の基礎的学問分野の については，分野別科目(歴史の視座，芸術と文学，社会の認識)，一般教
を，全学教育の段階で専門教育 学力を，全学教育の段階で専門 育演習，英語，中国語演習の中の10科目で異文化の基本的知識を学習する
に必要なレベルに到達させるこ 教育に必要なレベルに到達させ 内容を盛り込んで実施した。
とを目指す。 ることを目指す。 ・ 基礎科目として数学，物理学，化学，生物学，地学を開講し，体系的講

義と基礎実験を通じた授業を展開した。
・ 理科基礎科目(物理学，化学，生物学，地学)において，16年度導入の初
習理科パイロット授業を継続し，共通教科書の編纂，授業及びＷＥＢ上で
のＩＴ教材の活用，演示実験の開発，授業のビデオ収録等を進めた。
・ 平成18年度以降の新教育課程においては，基礎科目と専門科目の連関を
重視して，理科基礎科目，自然科学実験を抜本的に刷新することとし，共
通教科書の編纂，実験設備・機器の整備等の準備をはじめた。

②学部教育の成果に関する具体的 ②学部教育の成果に関する具体的
目標の設定 目標の設定
【２】 【２】 ・ 各学部の専門教育においても，以下のとおり，継続的に教育改革に取組
・ 学部教育では，全学教育で身 ・ 学部教育では，全学教育で身 んだ。
に付けさせた能力等に加えて， に付けさせた能力等に加えて， ・ 平成16年度に導入した「コース制」の再編成(文学部)，カリキュラム改
人文・社会・自然諸科学の各分 人文・社会・自然諸科学の各分 訂(法学部)に沿って，２年次の専門教育を本格的に始動した。
野の基礎的知識を確実に習得さ 野の基礎的知識を確実に習得さ ・ 経済学部，薬学部等で，専門教育の中での英語教育の充実を図った。
せるとともに，豊富な専門分野 せるとともに，豊富な専門分野 ・ 他大学等での学修成果について，法学部では休学中の外国の大学におけ
の知識を身に付けさせ，新しい の知識を身に付けさせ，新しい る学修成果の認定，歯学部，獣医学部では入学前の短期大学及び外国の短
課題に対して積極的に道を拓く 課題に対して積極的に道を拓く 期大学における学修成果(既修得単位)の認定を行うこととした。
人材を育成する。 人材を育成する。 ・ 工学部で学科再編(12学科から４学科へ)を実施し，歯学部(総合臨床基礎

実習の新設等)，農学部，水産学部でカリキュラムを改訂した。
・ 平成18年度以降の全学教育を中心とした新教育課程が確定したのを受け
て，各学部とも専門教育の改革の検討を進めた(【26】参照)。

【３】 【３】 ・ 各学部とも取得しうる資格を学生に示し，取得のためのアドバイスを行
・ 国家試験にかかわる専門職業 ・ 国家試験にかかわる専門職業 うなどの努力を行った。特に学部教育が国家試験資格と直接に結合してい

， ，人を養成する学部では，専門職 人を養成する学部では，専門職 る学部では 専門的職業人となるための新しい教育プログラムの導入など
業人としての自覚を高めるた 業人としての自覚を高めるた 下記のとおり独自の教育努力を展開した。
め，専門導入教育及び実践的教 め，専門導入教育及び実践的教 ・ 医学部保健学科では，学生が医療の現場での見聞や体験を通じて医療人
育と結合した教育課程を充実さ 育と結合した教育課程を充実さ の仕事の重要性・責任を認識し，各専門職種の役割やチーム医療の必要性
せ，高い合格率を維持するとと せ，高い合格率を維持するとと を理解することにより，医療を学ぶモチベーションを高めるため，１年次
もに，それぞれの分野において もに，それぞれの分野において から早期臨床体験学習を実施した。
指導的立場に立ちうる人材を育 指導的立場に立ちうる人材を育 ・ 歯学部では, 歯科医師国家試験の早期化に対応したカリキュラムを実施
成する。 成する。 した。

・ 薬学部では 「薬学英語」において，専門的なテーマ，現代的なトピック，
を扱った英語圏の放送ビデオ等を利用して，実践的英語リスニング能力の
向上を図るとともに，課外学習による資料収集・レポート作成・プレゼン
テーション能力の向上でも成果を上げた。
・ 獣医学部で，教育支援プログラム(16年度特色ＧＰ，17年度現代ＧＰ，国
際化ＧＰ)に基づき，教育の国際化，臨床教育改善に向けた取組を進めた。
・ このような努力の結果，平成18年３月卒業者については，医師国家試験
合格率は91.8％，歯科医師国家試験合格率は92.2％，薬剤師国家試験合格
率は79.2％，獣医師国家試験合格率は97.4％，総平均89.1％となった。な
お 医療技術短期大学部卒業者については 看護師94.9％ 理学療法士100.， ， ，
0％，作業療法士87.5％，臨床検査技師94.9％，診療放射線技師83.3％，助
産婦100.0％，総平均92.8％であった。

③大学院教育の成果に関する具体 ③大学院教育の成果に関する具体
的目標の設定 的目標の設定

北海道大学
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北海道大学
， ，【４】 【４】 ・ 各研究科等においては 各研究室・ゼミ等で関係論文の勉強会を開催し

・ 修士課程においては，専門科 ・ 修士課程においては，専門科 研究成果の検討を積極的に行い，国内及び国際学会の参加・発表促進を図
目の履修，各研究室・ゼミ等で 目の履修，各研究室・ゼミ等で ることにより，学生の研究意識の向上に努めた。
の研究への参加及び修士論文の の研究への参加及び修士論文の ・ 高度専門職業人育成のための多様なコースの充実を図り，更に学際領域
指導・審査により，専攻分野及 指導・審査により，専攻分野及 や融合領域の教育プログラムの拡大により，幅広い社会のニーズに応え，
び関連分野において，研究に参 び関連分野において，研究に参 活躍できる人材育成の推進を図った。
画する能力を持つ人材を育成す 画する能力を持つ人材を育成す ・ 夜間及び休日等において授業を開講する大学院設置基準第14条特例の実
る。併せて社会のニーズに対応 る。併せて社会のニーズに対応 施や長期履修制度に基づく学生受け入れの拡大に伴う社会人学生に対する
した多様なコースの充実を図 した多様なコースの充実を図 指導体制の充実を図った。
り，国際的にも活躍できる高度 り，国際的にも活躍できる高度 ・ 学生の職業意識向上のための国内及び国外のインターンシップ制度活用
な専門的能力を持つ高度専門職 な専門的能力を持つ高度専門職 の推進及び進路指導等の充実を図った。
業人を育成する。 業人を育成する。 ・ これらの結果 1,525名の修了者のうち 276名が博士後期課程に進み 1,， ， ，

035名が専門的・技術的職業などに就職した。

【５】 【５】 ・ 各研究科等においては，研究者育成のためのプロジェクトを立ち上げ，
・ 博士 後期 課程においては ・ 博士 後期 課程においては 学会での研究発表を促進する体制の整備(文学)，外国語基礎文献講読や研（ ） ， （ ） ，
独自のテーマに基づく研究を自 独自のテーマに基づく研究を自 究会での報告・討論をはじめとするコースワークの導入による研究基礎能
立的に遂行するよう指導し，専 立的に遂行するよう指導し，専 力の向上(法学)，特色ある大学教育支援プログラム等を活用した教育支援
攻分野及び関連分野において， 攻分野及び関連分野において， の強化と指導体制の充実(工学，獣医学，情報科学)，学年毎に論文の進捗
独立して世界的水準の研究を展 独立して世界的水準の研究を展 状況を報告させるシステムによる適切な指導体制の促進(法学，国際広報メ
開できる人材を育成するととも 開できる人材を育成するととも ディア)など，研究指導の高度化，先端的研究レベルでの研究奨励と支援な
に，高度に専門的な業務に従事 に，高度に専門的な業務に従事 どを行い，博士学位授与者の拡大を図る諸施策を実施した。
する人材を育成する。 する人材を育成する。 ・ 文部科学省の教育支援プログラム「魅力ある大学院教育」イニシアティ

ブに，①人間の統合的理解のための教育的拠点(文学研究科)，②学生主導
型の研究マネジメント力養成(法学研究科)，③全国大学院共通滞在型教育
プログラム(理学研究科)，④π型フロントランナー博士育成プログラム(工
学研究科)，⑤次世代の獣医科学研究者育成プログラム(獣医学研究科)が採
択され，それぞれの計画に沿って，大学院の教育課程の実質化を目指す取
組を進めた。

④卒業後の進路等に関する具体的 ④卒業後の進路等に関する具体的
目標の設定 目標の設定
（ⅰ）学士課程 （ⅰ）学士課程
【６】 【６】 ・ 産業界，官公庁，公益的組織及び専門的職業において指導的役割を担う
・ 基礎・専門教育及び研究経験 ・ 学士課程では，基礎・専門教 ためには，適切な職業選択が必要であり，そのための情報提供やガイダン
により得られた広い視野と知見 育及び研究経験により得られた ス，セミナーの開催及び相談体制の充実を図った。
を最大限に生かし，産業界，官 広い視野と知見を最大限に生か ・ 学部教育における少人数教育などを通じて，研究者あるいは高度専門職
公庁，公益的組織及び専門的職 し，産業界，官公庁，公益的組 業人を志す者の育成に努め，大学院修士課程及び博士課程への進学者を拡
業において指導的役割を担うこ 織及び専門的職業において指導 大するガイダンスなども実施し，日常的指導や特に優れた学生を対象とす
と，研究者あるいは専門職業人 的役割を担うこと，研究者ある る特別選抜制度などを導入した。
を志す者については，本学又は いは専門職業人を志す者につい ・ この結果，2,260名の卒業者のうち，大学院に1,196名が進学し，臨床研
他大学の大学院に進学すること ては，本学又は他大学の大学院 修医(医科・歯科)として147名，獣医師として18名，薬剤師として８名，科
を目指す。 に進学することを目指す。 学研究者・技術者・事務従事者等として578名が就職した。

【７】 【７】 ・ 生命系の国家試験に係る専門的職業人を養成する学部は，いずれも技術
・ 国家試験に係る専門的職業人 ・ 国家試験に係る専門的職業人 のみでなく，社会的，倫理的見地を含めて専門的職業人を育成する教育を
を養成する学部では，取得した を養成する学部では，取得した 進めるとともに，先端的研究分野への進学を促進している。医学部では卒
資格を生かして，それぞれの専 資格を生かして，それぞれの専 業者97名のうち89名が医師国家試験に合格(その他既卒6)し，88名が臨床研
門分野で指導的な立場で活躍 門分野で指導的な立場で活躍 修医となり医療に従事した。歯学部では，64名の卒業者のうち59名が国家
し，社会，地域のために貢献す し，社会，地域のために貢献す 試験に合格(その他既卒６)し，59名が臨床研修医となり医療に従事した。
るとともに，より高度の教育を るとともに，より高度の教育を 薬学部では，78名の卒業者のうち77名が薬剤師国家試験を受験し，合格者
目指して大学院に進学すること 目指して大学院に進学すること は61名(その他既卒５)であり，65名は大学院に進学した。獣医学部では，

， ，も目標とする。 も目標とする。 卒業者38名のうち37名が獣医師国家試験に合格し 18名が獣医療に従事し
７名が大学院に進学した。
・ その他，司法試験に３名(他に既卒者１名)，公認会計士試験に１名が合
格した。

（ⅱ）大学院課程 （ⅱ）大学院課程
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北海道大学
， ，【８】 【８】 ・ 修士課程では 高度専門職業人育成と研究者育成の両方を目指しており

， ，・ 修士課程では，専攻分野にお ・ 修士課程では，専攻分野にお 修士課程修了者1,525名のうち 276名が大学院博士(後期)課程等に進学し
いて修得した高度の知識や研究 いて修得した高度の知識や研究 1,035名が科学研究者(77名)，機械・電気技術者(199名)，建築・土木測量
能力を最大限に生かすべく，本 能力を最大限に生かすべく，本 技術者(67名)，情報処理技術者(138名)，薬剤師(10名)，専門と関連する事
学又は国内外の他大学の博士 学又は国内外の他大学の博士 務・販売・サービス従事者(177名)，その他の専門的・技術的職業に就職し
（後期）課程への進学はもとよ （後期）課程への進学はもとよ た。
り，研究，教育機関や企業等の り，研究，教育機関や企業等の ・ なお，司法試験に８名（法科大学院を含む）が合格し，公認会計士に１
研究開発部門への就職を目指 研究開発部門への就職を目指 名（会計専門職大学院在学生）が合格した。
す。また，高度専門職業人養成 す。また，高度専門職業人養成
を行う分野の修士課程修了者 を行う分野の修士課程修了者
は，社会のニーズに対応した高 は，社会のニーズに対応した高
度に専門的な業務を目標とす 度に専門的な業務を目標とす
る。 る。

【９】 【９】 ・ 博士(後期)課程の修了者は534名であったが，そのうちさらに他専攻の大
・ 博士（後期）課程では，専攻 ・ 博士（後期）課程では，専攻 学院に進学した者は１名，就職者は270名で，その就職先は,神戸大学大学
分野において修得した高度，か 分野において修得した高度，か 院講師，北海学園大学講師，(中国)広東省スワトウ大学文学部講師(以上，
つ最先端の知識と研究能力を最 つ最先端の知識と研究能力を最 経済学研究科)，鹿児島大学助手(法学研究科)，札幌医科大学助手(医学研
大限に生かすべく，国内外にお 大限に生かすべく，国内外にお 究科)，北海道大学助手など大学の研究職が42名，作物研究所，北海道農業
ける大学等の高等教育機関の教 ける大学等の高等教育機関の教 研究センター，国立遺伝学研究所，地球フロンティア研究システムその他
育職並びに各分野の研究所及び 育職並びに各分野の研究所及び の諸機関の科学研究者が45名，その他，医師・歯科医師97名，情報処理技
企業の研究開発部門に就職する 企業の研究開発部門に就職する 術者５名，機械・電気技術者13名，鉱工業技術者12名などが主なものとな
ことを目標とする。また，社会 ことを目標とする。また，社会 っている。
の変化に応じて多様化すると思 の変化に応じて多様化すると思
われる高度に専門的な業務をも われる高度に専門的な業務をも
視野に入れる。 視野に入れる。

⑤教育の成果・効果の検証に関す ⑤教育の成果・効果の検証に関す
る具体的方策 る具体的方策
【10】 【10】 ・ 新教務情報システムへの移行(平成17年度)に伴い 「秀」評価及びＧＰＡ，
・ 単位修得状況，進級状況，学 ・ 単位修得状況，進級状況，学 制度の実施(17年度)，１年次における履修登録単位数の上限設定の導入(18
位取得状況及び資格取得状況な 位取得状況及び資格取得状況な 年度)に合わせて，個人別学修状況一覧表(学修簿)，成績評価結果を検証す
どについて点検評価を行い，そ どについて，引き続き点検評価 るための「成績評価分布状況表」(成績分布ＷＥＢ公開システム)等のデー
の向上に努める。 を行う体制の整備を進める。 タ出力機能の整備を進めた。

・ 単位修得状況(成績)，進級状況の点検評価の方策について，教育改革室
のＧＰＡ・上限設定等検討ＷＧで検討を開始し，学位取得状況及び資格取
得状況などについては，情報の集約，改革の方策の検討のため，教育改革
室に学部教育及び大学院教育検討ＷＧを設置した。

【11】 【11】 ・ キャリアセンターでは，卒業（修了）後の進路及び就職後の状況等を把
・ 卒業（修了）後の進路及び就 ・ 卒業（修了）後の進路及び就 握するため，各学部等の同窓会の会員情報を保有する北海道大学連合同窓
職後の状況等を調査するための 職後の状況等を調査するための 会（各学部・研究科の同窓会や地区同窓会が加盟する組織）事務局と会員
ネットワークを，同窓会組織等 ネットワークの整備について， 情報の提供について検討を重ね，平成17年度の個人情報保護法の施行に伴
と連携して整備する。 同窓会組織等と連携しつつ検討 う個人情報の取り扱いなども踏まえて，①個人情報の漏洩を防止するため

する。 ＣＤ－ＲＯＭの電子媒体で情報を授受する，②使用にあたってはインター
ネットに接続していない専用のパソコンを設置する，③使用者を限定する

， （ ，などを条件として 平成18年３月より同窓会からの会員の個人情報 氏名
卒業学部・学科，勤務先等）について提供を受けることとなり，連携体制
が確立した。
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北海道大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

①アドミッション・ポリシーに関する基本方針
・ 北海道大学は，毎年すべての都道府県から入学者を受け入れている全国型の大学である。このことが，異なる地域的・文化的背景を持つ者同士の切磋琢磨を可能にし，
望ましい教育的環境を作り出している。本学は，創立以来のこの伝統を今後とも維持し発展させ，全国各地のみならず，広く世界に人材を求める。中

・ 北海道大学の教育目標に基づいた人材育成を行うため，学士課程教育を受けるにふさわしい学力を備えるとともに，向学心・創造力・倫理性に富み，論理的思考力とリ
ーダーシップを持つ学生を受け入れることを目指し，諸種の資質と能力をはかる多様な選抜制度を通じて入学者を選抜する。期
・ 大学院課程においては，北海道大学及び各研究科の教育目標を，研究者及び専門職業人として，より高度に達成することを目指し，これに適した能力，資質，適性，個
性，意欲を持ち，深い進学動機を有する学部卒業者，留学生，社会人を多面的に選抜する。目
・ 各種のメディアを活用した積極的な広報活動を通じ，これらのアドミッション・ポリシーを入学志望者・関係者に公表周知する。

②教育課程に関する基本方針標
・ 北海道大学の教育に関する目標を達成するため，充実した教育課程の編成に努め，創造的かつ体系的な教育内容を提供する。
・ 全学教育においては，コアカリキュラムの精神に則り，バランスの取れた教育課程の編成に努める。
・ 学部教育においては，学部専門科目の充実を図るとともに，教養科目及び基礎科目との接続を深め，体系的な学部一貫教育の実施に努める。
・ 大学院教育においては，広い視野を持った，世界水準の研究能力を養成するため，共通授業等により研究科の枠を越えた教育・研究面での連携を図ることを含め，指導
体制の一層の充実に努める。併せて，高度専門職業人育成のための教育課程の充実にも努める。

③教育方法に関する基本方針
・ 各学部・研究科における教育課程やそれぞれの授業の特性に適合した授業形態及び学習指導方法等を実施することを基本方針とする。
・ 授業方法の多様化により教育効果の向上を目指し，授業内容の改善を図るとともに，特に学生参加・少人数・体験型授業や，多様な社会経験・実地研修等の機会の拡充
を図る。

④成績評価に関する基本方針
適切な成績評価は教育効果を上げるために不可欠であるとの認識に立ち，教員による厳格かつ公正な成績評価を行い，評価基準と成績分布を適切に公表することによって
実効的な単位制を確立する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①アドミッション・ポリシーに応 ①アドミッション・ポリシーに応
じた入学者選抜を実現するため じた入学者選抜を実現するため
の具体的方策 の具体的方策
（ⅰ）学士課程 （ⅰ）学士課程
【12】 【12】
・ 平成１６年度入学者から，本 （平成１７年度は対応する年度計
学の教育を受けるにふさわしい 画なし）
学力を備えた学生を選抜するた
め，大学入試センター試験で５
教科・７科目を課す制度を導入
する。

【13】 【13】 ・ 平成18年度入試は，平成16年12月に発表したアドミッション・ポリシー
・ 平成１８年度入学者から，平 ・ 平成１８年度学部入学者から とそれを具体化した制度(①理学部，工学部及び農学部の募集単位と入学者
成１２年大学審議会答申，平成 は，平成１６年度における見直 選抜方法の変更，②新教育課程の改訂に伴う選抜方法の変更及び旧教育課
１１年告示の高等学校学習指導 しの結果に基づき入試を実施す 程履修者に対する経過措置の実施，③ＡＯ入試実施学科の増加及び新たに
要領に対応する入学試験制度改 る。なお，平成２０年度以降の 大学入試センター試験を課すＡＯ入試の導入，④ＡＯ入試型の方式による
革を，前期日程試験，後期日程 入学者選抜方法については，国 新たな帰国子女特別選抜，⑤医学部医学系における１次と２次を通しての
試験，ＡＯ入試それぞれの目的 立大学協会における入学者選抜 理科３科目受験など)に基づいて実施した。
の見直しを通じて実現する。 制度改革に対応し検討を行い， ・ 平成20年度以降の入学者選抜方法については，平成17年６月開催の国立

その結果を公表する。 大学協会総会において平成19年度(平成18年度と同様)方式を踏襲すること
が承認されており，このことにより，平成20年度の一般選抜については，
現状の分離分割方式により実施することとした。なお，獣医学部について
は，平成20年度から，前期日程，後期日程の募集人員の配分を１対１とす
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ることとし，ホームページへの掲載を含めて公表した。
・ 教育改革室は 「入学者選抜の現状と今後の対応に関するタスク・フォー，
ス （平成16年度に設置）における論点整理をもとに，学生編成，学生募集」
単位に関する検討に向けて調査を実施し，その結果を平成17年４月に「募

」 。 ，集形態に関する基本調査報告書 としてまとめた この調査結果を踏まえ
，平成17年５月に平成20年度以降の学生編成及び募集単位検討ＷＧを設置し

平成17年８月に「学士課程教育の新たな段階をめざして （中間報告）を作」
成した。現在は，中間報告に関する各学部の意向を聴取している過程にあ
る。

【14】 【14】 ・ 平成18年度の編入学試験は８学部で実施し,法学部法学課程では引き続き
・ 多様な学生を受け入れるた ・ 多様な学生を受け入れるた ２年次編入を実施した。また，平成18年度入学者から，新たに医学部保健
め，２年次及び３年次編入学制 め，２年次及び３年次編入学制 学科で編入学試験を実施したが,定員20名に対し49名の志願者があった。こ
度を拡充するとともに，帰国子 度の一層の拡充に努める。 の結果，全学における志願者は643名となり，129名が入学した。
女特別選抜については，平成１
６年度入学者からその対象を永
住権保有者に拡大する。

【15】 【15】 ・ 平成17年４月に，学内共同教育研究施設等として，入学者選抜に関する
・ 入学者選抜組織については， ・ アドミッションセンターを設 調査・分析，企画，広報・入学相談及び実施に関する業務を行うことを目
平成１８年度入試をその第一段 置し，入学者選抜組織の一元化 的とした「アドミッションセンター」を設置し，入学者選抜組織の一元化
階として，既存組織の見直しと を実現する。 を実現した。このセンターには，企画，広報・相談，調査・分析，実施の
一元化を検討・実施する。 ４部門を置き，センター長の下に，副センター長，部門ごとに高等教育機

能開発総合センター入学者選抜研究部ならびに学部の教員，さらに電通な
ど学外者のスタッフを置き，運営については「運営会議」を設置して，重
要事項の審議，部門間の連絡調整を行っている。
・ 平成18年度以降の入学者選抜の実施に関して，アドミッションセンター
設置にともない，平成17年４月に①入学者選抜委員会に実施にあたる総務
委員会を新たに置き，アドミッションセンター長である副学長がこれを統
括するとともに，②出題・採点委員会を設置し，出題部会，採点部会の構
成方針，出題・採点の基本方針や改善点などを決定し，これを出題部会，
採点部会に伝える体制を整えて，平成18年度の入学者選抜を実施した。

【16】 【16】 ・ アドミッションセンター広報・相談部門では，高等学校の生徒，保護者
・ 高等学校及び入学志望者への ・ 高等学校及び入学志望者への 及び入学志望者への説明会・模擬講義等を通じた情報提供のため，北海道
説明会・模擬講義等を通じた情 説明会・模擬講義等を通じた情 内においては函館市 北見市 帯広市で 道外では新潟市で北大説明会 北， ， ， （
報提供，インターネットを利用 報提供，インターネットを利用 大セミナー）を開催し，模擬講義を通じて高校生に北海道大学の魅力を伝
した入試相談，学生の参加によ した入試相談，学生の参加によ えた。また，受験産業等主催の高校生向けの進学説明会（札幌，東京，横
るキャンパス・ツアー及び教育 るキャンパス・ツアー及び教育 浜，大阪，名古屋，福岡）に参加し，北海道大学の情報提供，進学相談に
支援等，高大連携の拡充を図る 支援等，高大連携の拡充を図る 応じた。高校生からの入試や進学に関するインターネットを利用した質問
とともに，入試広報関係の一層 とともに，入試広報関係の整備 ・相談が約700件あり，アドミッションセンター相談部門及び学部の入学相
の整備を行う。 を行う。アドミッション・ポリ 談員が回答した。また，本学を訪問した62校の高校生約3,500名に対して，

シーに対応し，大学の研究・教 学部等の協力を得て，大学・学部説明会，模擬講義，学生によるキャンパ
育の特徴を明確にした広報活動 ス・ツアーを行った。
の展開に着手する。 ・ 平成16年度に高校教員，ＪＴＢ，電通などの学外者を含む広報アドヴァ

イザリー・ボードの協力をえて入試広報改善プロジェクトＷＧにおいて検
討し，平成17年３月に「北海道大学入試広報改善プロジェクトに関する報
告」を提出した。これを踏まえて平成17年度にはアドミッションセンター
広報・相談部門は広報室と連携し，電通の協力を得て，受験生に本学のす
ばらしさを知ってもらい，本学への進学意欲を高めてもらうことを目的と
した入試広報ＤＶＤを作成し高校等に配付するとともに進学説明会や高校
生の訪問時における説明などで活用した。
・ これらの活動の結果，平成18年度前・後期日程試験の志願者は18歳人口
の減少にかかわらず前年度の10,210名から10,535名に増加し，また受験者
に占める北海道外からの受験者の比率も上昇した。

（ⅱ）大学院課程 （ⅱ）大学院課程
【17】 【17】
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， ， ， ， ， ，・ 大学院進学ガイダンスの実施 ・ 大学院への入学志望者に対し ・ 平成17年度においては これまでの文学 教育学 経済学 理学 医学

・充実並びに大学院授業のシラ て明確で豊富な情報を提供する 歯学，工学，獣医学，国際広報メディア，情報科学の各研究科等及び脳科
バス及び各研究科，専攻，研究 ため，引き続き大学院進学ガイ 学研究教育センターに加えて，新たに環境科学院と公共政策大学院におい
室等の情報に関するホームペー ダンスの実施・充実及び各研究 て進学ガイダンスを実施し，充実に努めた。
ジを充実させ，入学志望者に対 科，専攻，研究室等の情報に関 ・ 全ての専攻において,ホームページで大学院の情報提供を行った。特に，
して明確で豊富な情報を提供す するホームページの充実に努め 経済学研究科では，ホームページの改訂に関するワーキンググループを設
る。 るとともに，大学院授業のシラ 置して，大幅な組織改革（会計専門職大学院の設置等）に対応するために

バスをホームページ上に掲載す ホームページの改訂を16年度に引き続き行い，理学研究科でも，同様にワ
ることについて検討する。 ーキンググループを設置しての検討を行い，それにしたがって組織改編に

伴う情報を提供するとともに，研究室に関する情報を充実させた。また，
， ，公共政策大学院では,研究会活動の内容紹介等を充実させ 環境科学院では

インターネットを利用した学院入試説明会を実施した。
・ 大学院授業のシラバスのホームページ上への掲載については，すでに掲
載済みの理学，国際広報メディア研究科，水産科学院に加えて，平成17年
度から工学，農学，情報科学研究科及び公共政策大学院でも一部または全
部を掲載し，学生の履修にあたっての利便性の向上を図った。また，歯学
研究科及び新設の生命科学院では18年度から，文学研究科では19年度から
ホームページ上に掲載することを予定している。その他の研究科において
も現在鋭意検討中である。なお，教育改革室では，19年度から学部授業の
シラバスデータを新教務情報システムに統合するのに続いて，大学院授業
のシラバスデータも新教務情報システムで全学的に運用する方向で検討を
開始した。

【18】 【18】 ・ 多様で優秀な人材を確保するために，各研究科等において社会人と留学
・ 多様で優秀な学生を確保する ・ 多様で優秀な大学院学生を確 生のほかに特別選抜や複数回の入学者選抜，さらに札幌・函館以外の地域
ため，大学院入学機会の複数化 保するため，入学者選抜の年複 （東京会場など）を設けての入学者選抜の実施など，態様は異なるが入学
を進める。 数回実施及び入学者の受入の拡 者受入の拡充を図った。また，秋季入学については，修士課程で７研究科

充について引き続き検討する。 が実施し17名が入学，博士課程で９研究科が実施し56名が入学した。

（ⅲ）留学生，社会人学生 （ⅲ）留学生，社会人学生 ・ 大学院においては，外国語版ホームページに，大学院募集要項について
【19】 【19】 は，工学・農学・情報科学研究科・環境科学院の各研究科等に加えて，新
・ 学部・大学院とも，アドミッ ・ 留学生に有益な情報を積極的 たに経済，理学研究科で掲載し，入学情報については，文学・経済学・理
ション・ポリシー，研究室案内 に提供するため，学部・大学院 学・歯学・工学・農学の各研究科に加えて，新たに情報科学研究科及び環
等の外国語版をホームページ上 とも，外国語版のホームページ 境科学院で掲載した。
に掲載し，奨学金，ポストドク 上に，アドミッション・ポリシ ・ また，学部においては，アドミッション・ポリシーについて，文学部に
ター等，留学生に有益な情報を ー，研究室案内等の掲載を引き 加えて新たに教育学部が，理学部，工学部が一部学科で外国語版を掲載し
積極的に提供する。 続き推進する。 た。

【20】 【20】 ・ 留学生特別選抜は修士課程について11研究科等で実施し48名が入学し，
・ 大学院においては，留学生及 ・ 大学院における留学生及び社 博士課程について８研究科等で実施し18名が入学した。また，社会人特別
び社会人の特別選抜を拡充し， 会人の受入の拡大を図るため， 選抜は修士課程について７研究科等で実施し42名が入学し，博士課程につ
受入の拡大を図る。 引き続き留学生及び社会人の特 いて11研究科等で実施し58名が入学した。また，文学研究科では，新たに

別選抜の拡充について検討す 入学試験委員会を設置し，留学生特別選抜を含めた進学率の向上等につい
。 ， ， ，る。 て検討した なお 理学研究科では 留学生特別選抜を実施していないが

口頭試問を英語で行うなど留学生に配慮した。

， ， ，【21】 【21】 ・ 留学生の受入数は 11月１日現在で平成13年度721名 平成14年度763名
・ 留学生について，上記方策の ・ 留学生について，上記方策の 平成15年度772名，平成16年度792名，平成17年度には840名となり，平成16
ほか 後記３の １ の③の 留 ほか 後記３の １ の③の 留 年度と比べて48名の増をみた。受入身分別でみると非正規生の増加が著し， （ ） 「 ， （ ） 「
学生交流その他諸外国の大学等 学生交流その他諸外国の大学等 く，学部・研究科別では，文学研究科・法学研究科等の文系研究科で受入
との教育研究上の交流に関する との教育研究上の交流に関する 数が急増している。
具体的方策」に掲げるところに 具体的方策」に掲げるところに なお，本学では平成16年度から，受入数の拡大とともに質の確保を図っ

。 ， 「 」より，受入の拡大に努める。 より，受入の拡大に引き続き努 ている 具体的には 国際交流室において昨年策定した 北東アジア戦略
める。 に基づき，中国浙江大学，吉林大学，復旦大学及び韓国ソウル大学との大

学院留学生招致プログラムを実施し，平成17年度に６名を受け入れた。受
入者には，月額10万円の奨学金を支給している。
また，本学大学院に優秀な私費外国人留学生を受け入れる目的で，学業

が優秀で，かつ日本文化等に大きな関心を持つ者に対し奨励金を給付する



- 13 -

北海道大学
制度として「北海道大学総長奨励金」を新設し，平成18年度からの支給に
向けて応募者を募り，その選考を行った。平成18年度の受給予定者は，３
名。１名につき，年額200万円の支給を予定している。
海外ヘの直接的広報活動として，台湾での日本留学フェア，協定校の韓

国のソウル大学校，中国の浙江大学，復旦大学，米国のポートランド州立
大学への訪問など，様々な機会に本学の紹介及び留学プログラムの説明を
当該大学の学生等に対して行った。

【22】 【22】 ・ 社会人の入学志望者に対して有益な情報を積極的に提供するため，各研
・ 社会人の入学志望者に対し ・ 社会人の入学志望者に対して 究科等でホームページにおける情報提供内容の充実を図った。
て，ホームページ等を活用し， 有益な情報を積極的に提供する ・ 理学研究科では，平成18年度からの組織改編(理学研究院・理学院)に伴
入学案内の拡充を図る。 ため，引き続きホームページの い，社会人入学者に対して組織の変更点についての情報を加えた。また，

内容等の充実を図る。 新組織の編成に従って研究室紹介部分のコンテンツを拡大した。
・ また，情報科学研究科では平成19年度博士後期課程への社会人の入学希
望者の参考のために18年度入学試験情報を掲載し，水産科学院では17年４
月の組織改組に合わせてホームページを改訂し，新たに社会人向けメニュ
ーを含む「地域のみなさま 「企業のみなさま」向け等の訪問者別ページを」
掲載した。

②教育理念等に応じた教育課程を ②教育理念等に応じた教育課程を
編成するための具体的方策 編成するための具体的方策
（ⅰ）全学教育 （ⅰ）全学教育
【23】 【23】 ・ 教養科目は，バランスの取れた教育課程の編成に配慮して開講数を調整
・ 前記（１）の①の「全学教育 ・ 前記（１）の①の「全学教育 するとともに，さらに充実を図った。詳細は以下の各項を参照。
の成果に関する具体的目標の設 の成果に関する具体的目標の設 ・ 一般教育演習は，開講数は１学期107(平成16年度99)クラス，２学期63(1
定」に掲げる内容を達成するた 定」に掲げる内容を達成するた 6年度61)クラスに拡充したが，履修者数は１学期2,190(16年度2,094)名，
め，教養科目は，当面，以下の め，教養科目は，引き続き以下 ２学期817(16年度1,019)名と，２学期の減少が目立った。これは，17年度
一般教育演習 分野別科目 の「一般教育演習 「分野別科 からのＧＰＡ制度導入の結果，学生に自主的な「履修登録抑制」の意識が「 」，「 」， 」，
「複合科目 「共通科目 「外 目 複合科目 共通科目 働いたためと考えられる。」， 」， 」，「 」，「 」，
国語科目」によりバランスの取 「外国語科目」によりバランス ・ 一般教育演習のうち，論文指導演習は，１学期の開講数18(16年度14) ク
れた教育課程を編成するととも の取れた教育課程を編成すると ラス・履修者数351(16年度293)名，２学期の開講数19(16年度12) クラス・
に，学生の多様な学力レベルに ともに，これらの科目の充実を 履修者数245(16年度206)名に拡充した。
対応した教育開発など，不断に 図る。 ・ フィールド体験型演習は，１学期の開講数11(16年度７) クラス・履修者
教育内容の充実に努める。 ア） 「一般教育演習」は，本学 数225(16年度152)名，２学期の開講数２(16年度２) クラス・履修者数50(1
ア 「一般教育演習」は，現在， の特色科目であり，コミュニケ 6年度50)名と充実した。新しい試みとして，北大・京大のフィールド施設）
全国最大規模の年間延べ３，０ ーション能力，学問や社会の多 を相互に利用した合同演習は２クラス開講し，人気の高い水産学部附属練
００人近くが履修する本学の特 様性の理解能力，そして豊かな 習船おしょろ丸を利用した合宿演習は４クラス・87名に拡充した。
色科目であり，コミュニケーシ 人間性を涵養することを目指し ・ 分野別科目は，例年２学期の履修者数が少ないことにより，１学期に128
ョン能力，学問や社会の多様性 ている。その一層の向上のため (平成16年度125)クラス，２学期に85(16年度109)クラス開講し，開講時間
の理解能力，そして豊かな人間 に，引き続き研究林・牧場・練 帯ごとの開講数にも偏りが無いように調整した結果，履修者数は１学期11,
性を涵養することを目指してい 習船等の大学施設を活用した学 840(16年度11,632)名，２学期6,541(16年度7,781)名となった。
る。その一層の向上のために， 部横断・フィールド活用・体験 ・ 分野別科目の論文指導講義は，一般教育演習の論文指導演習の拡充に伴
研究林・牧場・練習船等の大学 型少人数教育，論文指導等の充 って調整した結果，１学期の開講数33(16年度39)クラス・履修者数778名(1
施設を活用した学部横断・フィ 実を図る。 6年度953)名，２学期の開講数23(16年度31)クラス・履修者数443(16年度56
ールド活用・体験型少人数教育 イ 分野別科目 においては 9)名となった。） 「 」 ，
の充実も含め，内容のさらなる 異文化理解能力等を身に付けさ ・ 複合科目は，１学期の開講数37(16年度35)クラス・履修者数6,850(16年
充実に努める。 せることを目指すとともに論文 度6,986)名 ２学期の開講数21(16年度21)クラス・履修者数3,299(16年度3,，
イ 「分野別科目」においては， 指導の拡充を図り 複合科目 934)名となった。） ，「 」
異文化理解能力等を身に付けさ においては学際的な学問の発展 ・ 共通科目(インターンシップを除く)は，１学期の開講数87(16年度86)ク
せることを目指し 複合科目 の理解を深めさせ 及び体育学 ラス・履修者数6,358(16年度6,381)名，２学期の開講数90(16年度91)クラ，「 」 ， ，
においては学際的な学問の発展 情報処理等の共通性の高い基礎 ス・履修者数4,647(16年度4,947)名，うち情報処理・情報科学は，１学期
の理解を深めさせ 及び体育学 的な科目である「共通科目」に の開講数15(16年度15)クラス・履修者数2,682(16年度2,713)名，２学期の， ，
情報処理等の共通性の高い基礎 おいては，特に 「情報教育科 開講数19(16年度19)クラス・履修者数1,443名(16年度1,636)名であった。，
的な科目である「共通科目」に 目」ではコンピュータの基本的 ・ これらの科目でも，ＧＰＡ制度実施の結果，特に２学期の選択科目では
おいては，特に，コンピュータ 利用技術に習熟させ，高度なネ 学生に自主的な「履修登録抑制」の意識が働いたためと考えられる。
の基本的利用技術に習熟させ， ットワーク社会に対応できるＩ ・ ＣＡＬＬ教室(４教室)を利用して，英語を中心に第１学期に週当たり73
高度なネットワーク社会に対応 Ｔスキル及びＩＴモラルを身に コマ，第２学期に65コマ開講し，ＣＡＬＬ教室の稼働率が，64％（平成16
できるＩＴスキル及びＩＴモラ 付けさせることを目指し，引き 年度後期）から平成17年度前期後期平均69％に向上した。
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ルを身に付けさせることを目指 続きそれぞれ内容の一層の充実 ・ 平成17年９月にＣＡＬＬシステムの利用実績を基に将来計画について中
し，それぞれ内容の一層の充実 に努める。 間評価を行い，18年度以降の継続利用を決定した。
に努める。 ウ） 「外国語科目」では 「読 ・ 平成18年度以降の新教育課程において，ＣＡＬＬシステムを使用する科，
ウ 外国語科目 では 読む む 「書く 「話す 「聞く」 目の必修化（英語Ⅱ ・能力別選択必修科目（英語Ⅲ）の設定を決定し，開）「 」 ，「 」， 」， 」， 」， ）
「書く 「話す 「聞く」能力 能力のバランスのとれた向上を 講準備を開始した。」， 」，
のバランスのとれた向上を図る 図るため，ＣＡＬＬ（コンピュ
ため，ＣＡＬＬ（コンピュータ ータ支援言語学習）システムを
支援言語学習）システムを使用 使用する授業科目の充実を図る
する授業科目の拡充を図るほ ほか，このシステムを使用する
か，このシステムを使用する科 科目の必修化・能力別選択必修
目の必修化・能力別選択必修科 科目の設定に向けて，引き続き
目の設定などを実現するととも 検討を行うとともに，学生に対
に，学生に対して語学の自主学 して語学の自主学習に利用する
習に利用するよう修学指導に努 よう修学指導に努める。
める。

【24】 【24】 ・ 基礎科目として数学，物理学，化学，生物学，地学を開講し，体系的講
・ 基礎科目では，入学してくる ・ 基礎科目では，平成１８年度 義と基礎実験を通じた授業を展開し，１学期の開講数178クラス・履修者数
学生の学力の多様化に対応する 学部入学者の学力の多様化に対 15,378名，２学期の開講数170クラス・履修者数10,909名であった。
ため，中等教育以下の新学習指 応するため，中等教育以下の新 ・ 平成18年度以降の新教育課程について，教育改革室及び各学部での検討
導要領に応じた教育課程を編成 学習指導要領に応じた教育課程 の結果，全学教育と，高校教育及び専門教育との連関の強化を目指して，

， （ ， ，し，数学，物理学，化学，生物 の編成を目指し 各科目 数学 理科基礎科目においてコース別履修制度等を次のとおり実施することとし
学及び地学について各科目ごと 物理学 化学 生物学及び地学 新科目の開講準備を開始した。， ， ）

， ， ， ， ，に「コース別履修制度」の実施 ごとの「コース別履修制度」の ①専門系コース：理学部(物理学 化学 生物学) 薬学部(化学 生物学)
を具体化する。 実施に向けて，引き続き検討を 工学部応用理工系(物理学，化学)で採用し，基礎科目と互換性科目(専門

進め，成案を得る。 科目)を組合せた科目構成とする。
②準専門系コース：上記以外の理系学部・学科では，基礎物理学，基礎化
学，基礎生物学，基礎地学を採用し，授業内容を標準化する。
③文系学生，及び理系学生のうち当該科目を高校で履修しなかった者向け
に，主題別科目の中で数学及び理科の入門科目を新設する。
④基礎実験を抜本的に刷新し，融合的要素を加えた総合的自然科学実験を
新設する。

・ 文系学生向けに文系基礎科目(人文科学の基礎，社会科学の基礎)を新設
することとし，開講準備を開始した。

【25】 【25】 ・ 全学教育科目では「アイヌ文化展示を見に行こう 「知里幸恵『アイヌ神」
・ 北海道に立地する国立総合大 ・ 北海道に立地する国立総合大 謡集』を読む 「北方の文化と生態 「北大総合博物館で学ぼう-ヒグマ学入」 」
学として，アイヌ民族をはじめ 学として，アイヌ民族をはじめ 門 「北海道学 「北東アジア古代史」６科目，また文学部専門科目及び大」 」

。とする北方諸民族に関する教育 とする北方諸民族に関する教育 学院文学研究科授業科目では25科目にわたり北方文化関係科目を開講した
を充実させる。 を充実させるため，引き続き同 ・ 北方諸民族に関する研究教育を総合的に推進する体制づくりについて検

内容の開講科目数の拡大を図 討を行い，国内の関連機関等に関する現状調査を実施するとともに，平成1
る。 7年12月に国際シンポジウム「先住民族と大学」を開催した。また，平成17

年度後期から大学院共通授業科目「先住民族研究特別講義－アイヌと北方
少数民族－」を開講した。

（ⅱ）学部教育 （ⅱ）学部教育
【26】 【26】 ・ 平成18年度以降の新教育課程について，教育改革室及び各学部での検討
・ 創造的かつ体系的な学部一貫 ・ 創造的かつ体系的な学部一貫 の結果，学部一貫教育の強化のため，全学教育科目を中心に，以下の改革
教育を提供するため 教養科目 教育を提供するため，引き続き 案を決定し，新科目の開講準備を開始した。， ，

， 「 」基礎科目，専門科目及び国際交 全学教育の教養科目及び基礎科 ①コアカリキュラムの運用状況の点検 授業科目区分の整備( 分野別科目
流科目の充実を図るとともに， 目，並びに専門科目及び国際交 を「主題別科目 「複合科目」を「総合科目」に改称)。」，
各科目間における内容の重複等 流科目の充実を図る。 ②「共通科目」において 「情報処理・情報科学」を「情報学」に再編・刷，
を整理し，整合性を高める。 新，体育学Ｂ(講義)を新設。

③従来の外国語科目を基礎(コア)部分の「外国語科目」と発展部分の「外
国語演習」に再編 「外国語演習」では専門科目及び国際交流科目との連，

， ，関を強化し卒業年次までいつでも履修できる態勢を構築 英語において
ＣＡＬＬシステムを利用したオンライン授業及びＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ試
験に基づく成績評価を導入，自習支援システムを構築，ＴＯＥＦＬ，Ｔ
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ＯＥＩＣ試験等の優れた成果に基づく単位認定制度を新設。
④主題別科目の中に，数学，物理学及び化学の入門科目を新設，文系学生
向けコアカリキュラムとしても活用。
⑤理科基礎科目において，コース別履修制度・互換性科目(専門科目)を導

， ，入し専門科目との連関を強化 授業内容の標準化(共通教科書の編纂等)
自然科学実験に融合的要素を加えて抜本的に刷新，文系学生向け自然科
学実験の刷新。
⑥文系基礎科目(人文科学の基礎，社会科学の基礎)の新設
・ 全学教育の抜本的刷新に合わせて，各学部の専門科目についても，大学
院教育・卒業後の社会的貢献や全学教育との関連を重視しつつ，少人数教
育，双方向型授業の推進，学内外の医療現場での実習の充実などの授業改
革及びカリキュラムの改訂(理学部： 理学部共通科目 の新設 医学部： 医「 」 ， 「

」 ， ，学研究実習 の新設 歯学部：全国歯科大学共用試験対応のカリキュラム
農学部，獣医学部：専門職業人としての自覚及び問題解決能力を育成する
ための導入教育科目の新設等)を決定したほか，他の学部においても18年度
以降の学部専門教育について検討する(歯学部，工学部)など，継続的に教
育改革に取組んだ。
・ 国際交流科目は24科目開講され，延べ231名の留学生と179名の日本人学
部・大学院学生(合同授業４科目における全学教育科目の履修者32名を含
む)が共に学んだ。

【27】 【27】 ・ 平成18年度以降の新教育課程について，教育改革室及び各学部での検討
・ 学部専門教育における理系基 ・ 学部専門教育における理系基 の結果，基礎科目と専門科目の連関の強化を目指して，理科基礎科目にお
礎科目については，学部の枠を 礎科目について，学部の枠を越 いてコース別履修制度及び互換性科目(専門科目)の導入を決定し，新科目
越えた互換性科目（異なる学部 えた「互換性科目（異なる学部 の開講準備を進めるとともに，関係学部で規程を整備した。
で展開されている共通の内容を で展開されている共通の内容を
もつ科目）として単位の共通化 もつ科目 」として単位を共通）
を図ることや，これらを全学教 化すること，並びに互換性科目
育におけるコース別履修制度と を全学教育の基礎科目における
接続させることについて検討 コース別履修制度と接続させる
し 成案が得られ次第実施する ことについて，具体的に検討す， 。

る。

【28】 【28】 ・ 学士課程教育における少人数教育は本学の特徴であり，全学教育におけ
・ 学部・学科等の特性に応じ， ・ 進路指導及び人間教育を含め る一般教育演習と分野別科目の論文指導講義とともに，専門教育ではゼミ
研究室・ゼミへの分属等の少人 た個別指導を行うため，学部・ ナール，研究室単位の教育を基礎としている。平成17年度は専門教育の開
数教育をさらに進め，進路指導 学科等の特性に応じ，研究室・ 講科目数3,435のうち，25人以下の科目は1,547であり，引き続き少人数教
並びに人間教育を含めた個別指 ゼミへの分属等の少人数教育を 育を推進した。
導を行う。 さらに進める。

(ⅲ）大学院教育 (ⅲ）大学院教育
【29】 【29】 ・ 大学院授業のシラバスは，文学研究科(平成19年度からホームページ上で
・ 大学院授業のシラバスを整備 ・ 大学院授業のシラバスの内容 公開予定)を除くすべての研究科等で作成されており，それぞれ内容の充実
するとともに，総合大学として を充実させるとともに，総合大 を図っている。ホームページ上への掲載の状況は【17】に記載したとおり
研究科の枠を越えた連携を図 学として研究科の枠を越えた連 である。
り，大学院共通授業科目を拡大 携を図り 「大学院共通授業科 ・ 既存の研究科の枠を越えた横断的な新しい大学院教育プログラムとして，
する。 目 の開講数をさらに拡大する 平成12年度から実施している，全研究科等の学生を対象とする大学院共通」 。

授業科目についても，毎年開講科目の増加を図り，17年度には20分野で47
科目(16年度は12分野35科目)を開講し，1,510名が履修して，学際的で有意
な人材育成を目指した。

【30】 【30】 ・ 修士課程における高度専門職業人育成については，法学，経済学研究科
・ 高度専門職業人の育成のため ・ 大学院課程における高度専門 及び平成17年度からは公共政策大学院が修士専修コース等を設置し，特定
の特別な教育課程の充実を図 職業人の育成のため，引き続き 課題に関するリサーチペーパーあるいは研究成果報告書の提出をもって修

， 。る。 学位論文に代えてリサーチペー 士論文に代えることとし コースワークを中心とした大学院教育を行った
， 「 」， 「 」パーの提出により修了させる等 また 薬学研究科が 臨床薬学コース 水産科学院が 広領域教育コース

（ ， ， 。の特別な教育課程 特別コース を設け 他の研究科等も高度専門職業人育成の新たな方法の検討を行った
専修コース等）の充実を図る。
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【31】 【31】 ・ 各研究科等において，先端的研究への大学院生の取り組みを指導し，研
・ 学生の研究水準を向上させる ・ 大学院学生の研究水準を向上 究活動に要する経費等を支援する制度を活用しつつ，国際雑誌や学会誌な
ため，修士論文，博士論文，学 させるため，修士論文，博士論 どへの投稿と学会やワークショップでの報告を促進した結果，平成17年度
会誌投稿論文等の執筆や学会発 文，学会誌投稿論文等の執筆や に修士課程在学者の学術論文は963編，学会発表は3,235件，博士課程在学
表を促すよう，指導体制の充実 学会発表を促すよう，引き続き 者の学術論文は2,156編，学会発表数は3,214件であった。
を図る。 指導体制の充実を図る。

【32】 【32】 ・ 各研究科等・専攻・講座・研究室において，学会旅費等への補助を含め
・ 学生に対して，早期に第一線 ・ 大学院学生に早期に第一線級 て大学院生の学会参加促進を進めた結果，学会参加数は修士課程で国際472
級の研究者との協働を体験させ の研究者との協働を体験させる 名,国内2,747名,博士課程で国際657名,国内2,467名であった。
るため，国内外での研究活動・ ため，国内外での研究活動・学
学会に参加させるよう指導体制 会に参加させるよう，引き続き
の充実を図る。 指導体制の充実を図る。

③授業形態，学習指導法等に関す ③授業形態，学習指導法等に関す
る具体的方策 る具体的方策
【33】 【33】 ・ 教育改革室及び各学部での検討の結果，平成18年度入学者から第１年次
・ 学士課程においては，各学期 ・ 学部学生に各年次にわたって において履修登録単位数の上限設定の導入を決定し，制度の詳細を「 秀」「
ごとに，学生各自の履修科目登 適切な授業科目を履修させるた 評価，ＧＰＡ制度及び履修登録単位数の上限設定の実施について(Ｑ＆Ａ)
録における単位数の上限を設定 め，各学期ごとに，学生各自の (平成18年度入学者用)」として公表した。第２年次以降の上限設定につい
することについて，学部単位ご 履修科目登録における単位数の ては，全学部が検討を開始した。
とに検討し，成案が得られた学 上限を設定することについて，
部から逐次実施する。 引き続き各学部ごとに検討す

る。

， ，【34】 【34】 ・ 教育効果を高めるための学生参加型授業 少人数授業及び体験型授業や
・ 教育効果を高めるため，学士 ・ 教育効果を高めるため，引き インターンシップ等の社会経験・実地研修型授業等の拡充については，教
課程，大学院課程とも，学生参 続き学士課程 大学院課程とも 育改革室，教務委員会，各学部・研究科等において検討し，全学的な課題， ，
加型授業，少人数授業及び体験 学生参加型授業，少人数授業及 として取り組み，下記のとおり実施した。
型授業や，インターンシップ等 び体験型授業や，インターンシ ・ 学生参加型授業については，全学教育の一般教育演習等で推進し，大学
の社会経験・実地研修型授業等 ップ等の社会経験・実地研修型 院課程及び学士課程の演習等では広く採用されているほか，講義でも各教
を拡充する。 授業等の拡充に努める。 員の努力で推進されており 学生による授業アンケートの結果によると 効， ，「

果的に学生の参加を促したか」という設問に対し，肯定の意見(強くそう思
う，そう思う)が平成16年度47.3％から17年度は48.3％に増加した。国際広
報メディア研究科では自治体と共同して政策提案を行う授業を実施するな
ど，学習意欲を高め授業に積極的に参加させる特色ある取組を実施した。
・ 少人数教育については，全学教育では一般教育演習や論文指導講義の拡
充などを通じて推進し，多人数の講義にはＴＡを配置してきめ細かな教育
を行うようにした。学部専門科目においても開講科目3,435のうち履修者25
名以下の科目は1,547，履修者26名から50人の科目が828となった。
・ インターンシップについては，平成16年度から全学教育で「インターン
シップ」科目を新設し学部・大学院にかかわらず全学的に実施するととも
に，４学部が独自に専門科目として開講し，単位認定を行った。また，５
研究科においても独自にインターンシップに関する科目を開講して，単位
認定を行った。さらに，単位認定はされないが，４研究科の学生がインタ
ーンシップに参加した。インターンシップ以外の社会経験・実務研修型授
業も10学部の専門教育，９研究科で開講し，体験型授業としては学問分野
の特性に基づき，調査実習や早期臨床実習等を開講している。

【35】 【35】 ・ 全学教育科目及び学部専門科目の演習，実習を担当する教員のきめ細や
・ 学士課程の演習，実習等は， ・ 学士課程の演習，実習等にお かな指導の補助を目的にＴＡを採用する科目を増やすとともに採用数を拡
ティーチング・アシスタントを いてきめ細やかな指導を行うた 大してきた ＴＡの採用数は 平成17年度には延べ2,490名・149,347時間(全。 ，
有効に活用し，きめ細やかに指 め，引き続きティーチング・ア 学教育566名・19,596時間，専門教育1,924名・129,751時間)に増加した。
導する。 シスタントの有効活用に努め

る。

【36】 【36】 ・ 平成17年度に教育改革室の下に設置した大学院教育検討ＷＧにおいて，
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・ 大学院課程における学位取得 ・ 大学院課程における学位取得 平成17年９月の中央教育審議会答申「新時代の大学院教育－国際的に魅力
率の向上を図るため，学位授与 率を向上させるため，引き続き ある大学院教育－」の趣旨に沿って,各研究科等における円滑な学位授与を
基準の見直し及び基準設定の拡 学位授与基準の設定及び見直し 促進するための諸施策について，問題点及び改革の可能性を精査し,体制整
大に努める。 について検討する。 備を含め改善に向けた具体的検討を開始した。

【37】 【37】 ・ 情報基盤センターは1,254台の教育用コンピュータを全学に配置し，さら
・ 情報基盤センター及び附属図 ・ 情報リテラシー能力の育成や に附属図書館に増設して教育情報システムのオープン利用環境を強化・拡
書館を中心として，情報メディ 教育効果の向上のため，情報基 充するとともに，協調学習のためのグループ用ポータルの提供，ｅ－ラー
アを活用した教育の実施・支援 盤センター及び附属図書館を中 ニング利用可能な教育用コンテンツ配信，札幌・函館キャンパス間におけ
を強化・拡充する。 心として，情報メディアを活用 るハイビジョン画質での遠隔教育環境の提供などを行った。情報基盤セン

する教育の実施・支援を引き続 ターが提供する教育情報システムは，全学部生によって利用されており，
き強化・拡充する。 そのＩＤは教育用の統合ＩＤとして使用され，１年次第１学期に行われる

情報教育によって学生にＩＤを取得させるとともに，基本的な情報教育を
行った。

， ，・ 附属図書館は情報検索入門授業を51回 文献検索ワークショップを９回
ライブラリー・セミナーを21回，文献探索講習会１回を行うなど，情報メ
ディアを活用した教育支援を実施した。

【38】 【38】 ・ 「北大えるむ賞」の受賞者を拡大するとともに，平成17年４月に新設の
・ 学生の学修意欲の向上やボラ ・ 平成１６年度に新規に創設し 「北大ペンハロー賞」に基づき，課外活動等における顕著な功績を収めた

。 ， 「 」ンティア等の社会活動を促進す た顕彰制度に基づき，表彰を実 個人又は団体に対して表彰した これに基づく表彰は ① 北大えるむ賞
るため 顕彰制度の充実を図る 施する。 ：２個人，②「北大ペンハロー賞 ：19団体３個人である。， 。 」

・ 男女共同参画事業の一環として，研究者を目指す優秀な女子学生育成の
ために「大塚賞 （対象者10名）を新設し，９月修了者から１名，３月修了」
者から９名に奨励金500,000円を授与した。
・ 優秀学生育成のために 「新渡戸賞」を新設し，学業成績が秀でており，，
かつ，人格に優れ，他の学生の模範になると認められる学部学生89名に対
して年間200,000円の奨励金を授与した。
・ 部局においても，次の顕彰制度を創設した。
①医学研究科・医学部：音羽博次奨学基金（学業・人物ともに優秀者 ５
名）
②工学部：電気学会北海道支部賞（奨学金：システム工学科卒業生中の成
績優秀者 １名）
③獣医学部：獣医学部長特別表彰（韓国及び日本獣医師免許取得者：留学
生が日・韓の獣医師免許取得した努力を評価 １名）
④情報科学研究科：三上奨学賞（修士修了者のうち，優秀な学生に賞状と
記念品 １名）
⑤情報科学研究科：吉本千禎先生記念賞（修士修了者のうち，優秀な学生
に賞状と記念品 １名）

④適切な成績評価等の実施に関す ④適切な成績評価等の実施に関す
る具体的方策 る具体的方策
【39】 【39】 ・ 全学教育科目については，平成15年度以降，①成績評価基準の明示(シラ
・ シラバス等による成績評価基 ・ 成績評価基準の明示並びに厳 バスに「到達目標 「評価の基準と方法」を明示)，②成績評価基準(授業科」
準や成績分布の公表は，既に学 格な成績評価を徹底させるた 目ごとのガイドライン)の設定，③成績評価結果(クラス別の成績分布)の公
士課程で実施しているが，大学 め，学士課程においては，引き 表，④成績評価の妥当性の検討(評価の極端な片寄りの点検)を実施してお
院課程（修士課程）においても 続き成績評価基準や成績分布の り，平成17年度には，新教務情報システム上で成績評価分布状況表(成績分
実施するため，成績評価基準の 公表範囲の拡大を図るととも 布ＷＥＢ公開システム)を整備し，公表した。
見直しを行う。 に，大学院課程（修士課程）に ・ 専門科目についても，各学部で同様の取組を進め，平成19年度までに全

おいても，成績評価基準の見直 学部で成績分布の公表を実施することを９月教務委員会で確認し，各学部
しについて検討する。 の了解を得た。

・ 大学院課程における成績評価基準の見直しについては，各研究科等で検
討を進め，経済学，医学，工学，獣医学，情報科学研究科，水産科学院及
び公共政策大学院において17年度入学者から「秀」評価導入を決定した。

【40】 【40】 ・ 平成17年度入学者から全学部で「秀」評価及びＧＰＡ制度を実施し，１
・ 学士課程に「秀」評価（優の ・ 本学卒業者の質を保証するシ 学期のＧＰＡデータを利用してクラス担任による成績不良者に対する修学
上に秀を加えて５段階評価とす ステムの一環として，学士課程 指導を行い，クラス担任アンケートによりその状況を把握し，今後の改善
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る）及びＧＰＡ（grade point における 「秀」評価（優の上 策を検討した。，
average）制度を導入し，修学 に秀を加えて５段階評価とす ・ ＧＰＡ制度の本格利用について，関係委員会，学部等で検討し，平成18
指導等に積極的に活用するよう る）及びＧＰＡ（grade point 年度から授業料免除の選考基準に利用することを決定した。
努める。 average）制度の試行を通じ， ・ 医学部では，医師国家試験の合格率とＧＰＡとの連関性を分析し，利用

本格利用に向けた準備を進める 方法の検討を行った。薬学部においては，学科配属及び分野配属の際の参
とともに，修学指導等への積極 考とするとともに，ＧＰＡ優秀者を表彰する制度を導入した。また，他の
的な活用方法について検討す 各学部においても，専門科目における成績評価基準の設定等の具体的方策
る。 について，検討を開始した。

・ ＧＰＡ制度の改善について，教育改革室及び各学部等で検討し，全学教
育科目の体育学Ａ，情報学Ｉを「パス・ノンパス(P/NP)科目」(通算ＧＰＡ
の適用除外科目)とすること，既修得単位として認定された単位の取扱いを
改訂すること等を決定し，それらをまとめて平成18年３月に「 秀」評価，「
ＧＰＡ制度及び履修登録単位数の上限設定の実施について(Ｑ＆Ａ)(平成18
年度入学者用)」として公表し，あわせて「ＧＰＡ制度の取扱いに関する要
項」を定めた。



- 19 -

北海道大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制に関する目標

①職員の配置に関する基本方針
北海道大学の教育に関する目標を達成するために必要な教員組織の整備・充実を図るとともに，これを有機的に機能させるための教育支援体制を強化する。

②教育環境の整備に関する基本方針中
・ キャンパスが学生の学習及び生活の場であり，多くの人々との触れあいや多様な経験，学問を通じて人間性が育まれることに鑑み，本学特有の優れた自然環境を有効に
活用して，すべての学生にとって最良の学修環境を整える。期
・ 教育施設設備を計画的に整備充実するとともに，情報基盤センターを中心にキャンパス全体の電子情報環境を整備する。また，附属図書館の教育支援・学術情報センタ
ー機能を強化する。目

③教育の質の改善のためのシステムに関する方針
個々の教員による教育活動の評価を充実させるとともに，教育貢献を業績として重視する。また，各学部・研究科の組織としての教育活動を評価する。さらに，授業改善標

を目的とした適切な研修の推進を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①適切な職員の配置等に関する具 ①適切な職員の配置等に関する具
体的方策 体的方策
【41】 【41】 ・ 企画・経営室において，研究科等における柔軟な教員組織編制が可能と
・ 北海道大学の教育に関する目 ・ 教員組織編制の在り方につい なるシステムについて検討し，これまでの「国立大学法人北海道大学教員
標を達成するために必要な学科 て ，Ⅱの3の⑥の「中長期的視 配置規程」に基づく人員管理から総人件費管理に移行することとし 「ポイ，
・専攻等を構成し，それぞれの 野に立った適切な人員 人件費 ント制教員人件費管理システム」について取りまとめた 「ポイント制教員（ ） 。

」 ， ， ，学科・専攻等における教育研究 管理に関する具体的方策」に掲 人件費管理システム とは 各職種の平均給与を基に 教授を１ポイント
を実施するにふさわしい教員組 げるところにより，研究科等に 助教授を0.798ポイント，講師を0.748ポイント，助手を0.604ポイントとし
織の整備・充実を図るため，Ⅱ おける柔軟な編制が可能な適切 て，各部局等の総ポイントを定め，その範囲内において職種や員数にとら
の３の⑥の「中長期的視野に立 な教員編成とし得るシステムに われない教員人事管理を行う制度である。この検討結果を受け，平成18年
った適切な人員（人件費）管理 ついて検討し，成案を得る。 度から同制度を導入することとした。
に関する具体的方策」に掲げる あわせて運営費交付金の一定割合を全学に留保し，総長のリーダーシッ
ところにより，適切な教員編制 プの下に全学的な視点から定員または人件費の措置を講ずる「全学運用定
としうるシステムを確立する。 員制度」については，総人件費管理に移行することに伴い，総長の下に留

保した教員に係る人件費 教員人件費積算総額の４％の額 を配分する 全（ ） 「
学運用教員制度」に移行することとし，さらに適切な教員編制としうるシ
ステムとした。また，平成21年度までに，総長の下に留保する教員に係る
人件費の額を段階的に５％に拡大することとした。

【42】 【42】 ・ 大学の教育目標を達成するため，特に要望の強かった全学教育「化学」
・ Ⅱの３の⑥の「中長期的視野 ・ 教員組織編制の在り方の見直 に技術職員を１名配置した。また，企画・経営室において，改正学校教育
に立った適切な人員（人件費） しと併せて，大学の教育目標を 法に対処する「本学における教員の職に係る方策」の検討と平行して教室
管理に関する具体的方策」に掲 達成するための研究科等におけ 系技術職員に係る検討・議論を進めた。検討結果は「教室系技術職員に関
げるところにより，演習や実験 るより柔軟な教育支援職員の配 する基本方針（案 」として，研究科等の長に提案し，平成18年度中を目途）
指導等に教育支援職員を適切に 置について，引き続き検討を進 に，教育支援機能を充実させるため全学的視野に立った一元的管理を目的
配置するための体制を整備す める。 とする組織を設置すること，組織を設置するための検討ワーキンググルー
る。 プを設置することが了承され，同ワーキンググループにおいて組織を設置

するため引き続き検討を進めることとした。

②教育に必要な設備，図書館，情 ②教育に必要な設備，図書館，情
報ネットワーク等の活用・整備 報ネットワーク等の活用・整備
の具体的方策 の具体的方策
【43】 【43】 ・ 老朽施設再生整備として，以下の事業を実施した。
・ 豊かな自然及び歴史的な景観 ・ 老朽化した施設の改修につい ①文系（経済学部）研究棟の改修
を保全しながら，老朽化した施 ては，豊かな自然や歴史的な景 ②歴史的建造物としての外観維持に配慮した環境資源バイオサイエンス研
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設を順次改修するとともに，バ 観の保全，及びバリアフリー環 究棟改修施設整備等事業（ＰＦＩ事業）の第Ⅰ期工事
リアフリー環境の整備に努め 境にも配慮しつつ，Ⅴの１の⑤ また，バリアフリー環境を実現するため，以下の事業を実施した。
る。 の「施設等の整備に関する具体 ①クラーク会館に身障者用エレベーターと外部スロープの設置

的方策」に掲げるところにより ②保健管理センターに身障者用リフトと身障者トイレの設置
実施する。 ③情報科学研究科情報棟に身障者用エレベーターの設置

④医学部図書館に身障者用エレベーターの設置
⑤事務局新館のエレベーターの身障者用への改修及び旧・新館間の渡り廊
下の設置

， ， ， ，【44】 【44】 ・ 各部局においては 必要性の高い液晶プロジェクター ＶＴＲ ＯＨＰ
・ 講義室においては視聴覚装置 ・ 講義室においては，引き続き スクリーン等を中心に更新，新設による整備充実を図り，全学的にも設備
・プレゼンテーション装置等の 視聴覚装置・プレゼンテーショ 設置講義室数の増加及び設備率が微増した。機器設置状況は，ビデオは講
教育設備の充実に努める。 ン装置等の教育設備の充実に努 義室で69％，演習室で56％，スクリーンは同じく97％，62％，液晶プロジ

める。 ェクターは49％，32％，ＯＨＰは58％，21％などと設備率が増加した。
・ 全学教育についても，視聴覚装置等の整備を順次計画的に行い，要望に
応じた体制を整備した。

【45】 【45】 ・ 附属図書館において，購入または寄贈により26,298冊の図書を受入れる
・ 附属図書館における学生の学 ・ 附属図書館においては，引き とともに，学部等の図書室においても44,645冊の図書を受入れ，学生の学
習に必要な資料を充実し，留学 続き学生の学習に必要な資料の 習に必要な図書館資料の充実を図った。また，図書館委員会の下に設置し
生・国際対応サービスを拡大す 充実，並びに学術研究コンテン た「学術研究コンテンツ小委員会」において，電子ジャーナル及び電子的
るとともに，学術研究コンテン ツや図書目録データベースの整 参考資料の充実について検討し，新規の電子ジャーナル６タイトル，電子
ツを整備し，ネットワーク情報 備・充実等によるネットワーク 的参考資料３タイトルを選定するとともに，利用頻度の少ない電子ジャー
の利用環境の改善に努める。 情報の利用環境の改善に努める ナル34タイトルの購読を中止した。図書目録データベースについては，平

とともに，留学生・国際対応サ 成17年度に受け入れた全図書70,943冊を登録するとともに，機械化される
ービスを拡大するため，国際交 昭和61年以前に受け入れた図書52,208冊を遡及登録し，充実を図った。
流科目図書コーナーの充実や， ・ 留学生・国際対応サービスを拡充するため，国際交流科目関連図書とし
情報提供の観点からホームペー て125冊を購入するとともに，ホームページについても利用者サービスに関
ジ上の外国語版の拡充を図る。 する部分48頁相当について英語版を作成し掲載した。

【46】 【46】 ・ キャンパスネットワークについては，老朽化の進んだハブの更新，地方
・ 情報基盤センターを整備し， ・ 情報基盤センターにおいては 研究施設のＶＰＮ接続の実現に加え，安全な無線ＬＡＮのテストベット環，
それと連携してキャンパス・ネ セキュリティーの確保や利便性 境を構築し，利便性を向上させた。また，外部からの不正な侵入を防ぐフ
ットワーク環境の充実に努め を向上させるため，キャンパス ァイアウォールを更新するとともに，不正侵入探知・防御システムを導入
る。 ・ネットワークの整備を進める し，情報セキュリティ確保の水準を一層向上させた。

とともに，マルチメディアを活 ・ キャリアセンターと連携した遠隔キャリア相談や海外大学との異文化コ
用する教育の支援に引き続き努 ミュニケーション遠隔講義を具体化する試みを高精細な会議システムを採
める。 用して開始した。

・ 平成17年度から３年次にわたる「次世代e-Learningシステム創出事業」
の一環として 「デジタルコンテンツ生成・管理・発信システム （スタジ， 」
オ）について初年度の基礎的環境整備を実施した。
・ 全学の教育利用に供するために，引き続き1,254台のクライアントコンピ
ュータを全学に分散配置し，教育情報システムを提供した。これらは，Ｈ
ＩＮＥＳ上の教育用仮想ＬＡＮにおいて一元的に管理されており，グルー
プ学習支援，授業自動収録支援，ＣＮＮ放送教材利用支援等，教育学習情
報環境を提供した。教育情報システムは授業時間外はオープン利用されて
， ， 。おり 同センターでは 引き続き休日においてもオープン利用を実施した

【47】 【47】 ・ 陸上競技場及び第二体育館の整備，スポーツトレーニングセンターの宿
・ 学生の正課授業及び課外の体 ・ 学生の正課授業及び課外の体 泊棟サッシ入替，小体育館及び第一体育館ステージの床補修，サッカー・
育活動のための施設の充実に努 育活動のための施設の充実に， ラグビー場の整備，サークル会館電話設備更新等を行った。また，漕艇部
める。 引き続き努める。 に救命艇を，ハンドボール部に同ゴールを，軟式庭球部にコートローラー

をそれぞれ購入した。なお，弓道場及び的場を平成18年度に改修する準備
として埋蔵文化財の試掘及び本調査を実施した。

③教育活動の評価及び評価結果を ③教育活動の評価及び評価結果を ・ 平成16年度に国立大学法人北海道大学評価規程を制定し，各部局等を点
質の改善につなげるための具体 質の改善につなげるための具体 検及び評価を行う「実施部局」とし，部局評価組織を置くこととした。平
的方策 的方策 成17年度に新設した教育組織においても，同規程に基づき内規を定め，評
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【48】 【48】 価組織を設置した。
・ 各教育組織において，前記 ・ 各教育組織において，前記 ・ 平成17年度は，10教育研究組織で自己点検評価を実施し，５教育研究組
（１）の⑤の「教育の成果・効 （１）の⑤の「教育の成果・効 織で実施方針等を検討した。なお，評価室においては，これらの組織の活
果の検証に関する具体的方策」 果の検証に関する具体的方策」 動実績を取りまとめ，各組織に周知した（ 214-1】参照 。【 ）
に掲げるものを含め，組織とし に掲げるものを含め，組織とし
ての教育活動及び個々の教員の ての教育活動及び個々の教員の
教育活動を評価するための体制 教育活動を評価するための体制
並びに評価結果を教育の質の向 並びに評価結果を教育の質の向
上及び改善に結びつける体制を 上及び改善に結びつける体制の
確立する。 整備を進める。

【49】 【49-1】 ・ 本学では平成11年度から継続的に授業アンケートを実施しており，平成1
・ 学生による授業アンケートを ・ 学生による授業アンケートを 7年度も引き続き実施した（実施教員数952人，実施率67％ 。アンケート結）
引き続き実施するとともに，そ 引き続き実施するとともに，ア 果は，各教員及び所属部局長にフィードバックするとともに，評価室にお
の結果への教員の対応を学生に ンケートの実証性について検証 いて全体的な分析を行った。

，公開する。 する。 ・ これまで無記名式で行ってきた授業アンケートの実証性を検証するため
平成16年度に実施した記名式授業アンケート結果について分析を行った。

， ， ，その結果 無記名式と記名式では 結果において統計的に有意な差がなく
今後も無記名式で継続することとした。なお，分析結果については各教員
に通知するとともに，ホームページで公表した。

【49-2】 ・ 評価室において，授業アンケート結果への対応等の調査方法，公開方法
・ アンケート結果への教員の対 を検討し，成案を得た。成案に基づき，各教員へ平成17年度のアンケート
応を学生に公開する方法等につ 結果の通知にあわせて調査を実施した。調査内容は，当該アンケート結果
いて検討し，成案を得る。 に対する対応だけでなく，結果に対する意見，担当授業に関して学生に伝

えたいことや過去の結果を受けて対応したことについても記載できるもの
とした。なお，提出された教員の対応等については，原則的に授業名，担
当教員名も含めホームページで公表することとし，公表のための作業を進
めた。

【50】 【50】 ・ コアカリキュラムの教育効果の中長期的な評価のため，10月に学部４年
・ 教育活動に対する自己点検・ ・ 教育活動に対する自己点検・ 生全員(2,776名)を対象として，コアカリキュラム(教養教育)に関するアン
評価の結果をファカルティ・デ 評価の結果をファカルティ・デ ケート調査を実施し，958名から回答(回収率34.6％)を得た。分析の結果，
ィベロップメント（ＦＤ）の充 ィベロップメント（ＦＤ）の充 自然や宇宙，社会問題に興味を持ち，幅広い知識を身に付け，新しいもの
実のために活用する。 実のために活用する方策につい の見方や価値観に触れ，探求心を持つことについては成果が上がっている

て引き続き検討する。 が，倫理観や奉仕的精神を養い自分に自信をつける点では不十分なことが
うかがわれた。自由記述欄のコメントも多く寄せられた。集計結果は報告
書にまとめて，全教員に配布した。ここに示された課題は，今後の教育改
革の指針とし，ＦＤのテーマに採用することとした。

④教材，学習指導法等に関する研 ④教材，学習指導法等に関する研
究開発及びＦＤに関する具体的 究開発及びＦＤに関する具体的
方策 方策
【51】 【51】 ・ 平成17年６月に新任教員研修会を開催し，69名(参加率54％)を対象に，
・ 教育ワークショップ，新任教 ・ 教育ワークショップ，新任教 北海道大学の歴史と学風，平成18年度以降の教育課程(ＧＰＡ制度及び履修
員研修会等の研修機会を一層充 員研修会等の研修機会を一層充 登録上限設定による単位の実質化)，法人化後の教員の権利・義務，学生指
実させるとともに，実施時期， 実させるとともに，適切な実施 導，心のケアなどについて研修を実施した。
業務分担など，参加し易い環境 時期の設定，ＦＤ資料のオンラ ・ また，平成17年11月の教育ワークショップ(全学ＦＤ合宿)は，講師以上
を整備する。また，ティーチン イン化，各研究科主催のＦＤの の経歴５年未満の教員37名を対象に 「単位の実質化」をテーマとして開催，
グ・アシスタントを担当する大 支援などの推進を図る。また， した。このワークショップの資料は事前事後に誰でも参照できるよう高等
学院学生には，これまでどおり ティーチング・アシスタントを 教育開発研究部のホームページに公開した。
事前に研修を受講させ，その資 担当する大学院学生には，引き ・ 学部独自のＦＤは医学部,歯学部,工学部及び水産学部において，また研
質の向上に努める。 続き事前に研修を受講させ，そ 究科等独自のＦＤは法学研究科(法科大学院)・経済学研究科(会計専門職大

の資質の一層の向上に努める。 学院)・公共政策学教育部の全専門職大学院において実施した。今年度から
， 。医学部保健学科がＦＤを開催し 学部ＦＤの活動は全学に広がりつつある

また，高等教育開発研究部では，今後の指針を作るため，ＦＤの将来の在
り方についての研究会を開催した。
・ ティーチング・アシスタントについては, 平成17年４月に全学教育科目
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ＴＡ研修会を開催し,全学教育科目担当のＴＡ約250名及び専門科目担当の
ＴＡ38名が参加し 年々増加の傾向にある(うち全日参加した修了者は201(1，
6年度は209)名)。午前中はＴＡに関する基礎知識を講義し，午後は昨年よ
りも多い９つの分科会で講義とグループ学習を行い，ＴＡの資質向上に努
めた。また，水産学部では，教員とＴＡの連携を強化するため合同研修会
を実施した。

， ，【52】 【52】 ・ 学内の教育改善・改革の取組を支援するため 教育改革室が中心となり
・ 教育に関する研究開発プロジ ・ 教育に関する研究開発プロジ 各種教育プログラムへの応募や，各部局及び部局横断的な教育改革の取組
ェクトに対して，適切な学内支 ェクトに対して，引き続き適切 を促進した。
援措置を講じる。 な学内支援措置を講じる。 １)文部科学省による公募プログラムの支援

①文部科学省公募の各種教育プログラムに対して，教育改革室が支援し
て応募した結果，８プロジェクト(現代ＧＰ１件，地域医療等社会的ニ
ーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム１件，魅力ある大
学院教育イニシアティブ５件，派遣型高度人材育成協同プラン１件)が
採択された。
「 」（ ）② 特色ＧＰ・現代ＧＰ取組活動フォーラム/パネル展 平成18年３月
の実施
大学の社会貢献の一環として，教育改革室の主導のもと，特色ＧＰ

・現代ＧＰに採択された本学の５つの取組の合同でフォーラム及びパ
ネル展を開催した。

２)重点配分経費による教育改革支援
全学的な教育の質的向上，教育環境の改善を図るため，本学の複数の

研究者で構成するプロジェクト研究を公募することとし，総長室重点配
分経費にプロジェクト研究支援の経費を予算化し,以下の教育に関する研
究開発プロジェクトを全学に公募,採択し，教育環境・内容の改善，教育
のより充実を図った。
①教育プログラム開発研究及び教育改革の試行 申請数10件，採択数４
件
②全学教育プログラム開発研究，全学的視点からの教育プログラム 申請
数12件，採択数９件

⑤学内共同教育等に関する具体的 ⑤学内共同教育等に関する具体的
方策 方策
【53】 【53】 ・ 言語文化部においては，学部及び大学院における外国語教育を実施し，
・ 学部及び大学院における外国 ・ 言語文化部は，学部及び大学 全学教育の外国語科目で第１年次学生の第１学期・第２学期合わせて755コ
語教育を実施するとともに，言 院における外国語教育を実施す マ(履修者は23,204名),第２年次学生の第１学期・第２学期合わせて425コ
語及び文化に関する教育研究を るとともに，言語及び文化に関 マ(履修者は7,869名)開講し，外国語特別講義(全学教育の外国語演習と外
推進する。 する教育研究を引き続き推進す 国語Ｃを含む)を第１学期・第２学期合わせて120コマ(履修者は2,531名，

る。 うち大学院生415名)開講した。今年度から新たに,大学院共通授業において
「高度実践英語」２コマ(外国人教師担当，履修者数36名)を開講した。
・ 国際広報メディア研究科及び言語文化部の改組計画の検討に合わせて，
本学における今後の外国語教育の在り方について，教育改革室を中心とし
て，全学的な検討を開始し，17年12月に中間報告を公表し，さらに全学的
な検討を進めた。

【54】 【54】 ・ 留学生センターでは，平成17年度に授業の効率化・多様化を図り，日本
。 ， ，・ 留学生に対して日本語，日本 ・ 留学生センターは，留学生に 語コースの再編を行った その結果 授業のレベル及び種類が明確になり

文化・日本事情の教育及び修学 対して日本語，日本文化・日本 また，オンラインでの申込みが可能となったため，海外からの直接申込み
・生活上の指導・助言を行うと 事情の教育及び修学・生活上の にも対応できるようになった。
ともに，海外留学を希望する学 指導・助言を行うとともに，海 また，留学生指導部（教員２名）が病休等により相談業務を定期的に遂
生に対する情報提供や指導・助 外留学を希望する学生に対し， 行できない事態が生じたが，特に法律の知識を持つ非常勤職員を雇用し，
言に努める。 「海外留学説明会」及び「目的 サービスの質を維持した。

別説明会」を年数回開催するな 派遣留学生拡大に向け，平成16年度から従来の年２回開催を５回に増や
ど情報提供や指導・助言にさら した留学説明会を，平成17年度は６回に増やし，地域別，特定大学向けを
に努める。 用意して多様な留学ニーズ対応・発掘を図ると共に，地域的貢献と効率化

を考慮し，一部は札幌圏他大学へも公開した。
また，派遣留学生の潜在的増に向け，学内に設置している情報提供掲示
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板については，掲示物のデザインや色彩に工夫をこらし，情報の更新を頻
繁に行うよう努めた。
さらに，平成17年度から，サマープログラムの対象地域・対象校を７校

に拡大し，夏期及び春期に実施し，潜在的な留学希望者が長期留学へのス
テップとして利用できるよう環境作りに努めた。以上の努力の結果，交換
留学・サマープログラム等についての問合せ・個別相談が平成17年10月～
平成18年３月の間で約90件に上り，実際に留学に結びつくケースも数件み
られた。平成16年度はデータを取っていないが，相談件数は，年間で約90
件程度と推定される。
なお，留学生センターは，国際交流室と協力して平成17年度に初めてオ

ープンユニバーシティに参加し，留学生・留学経験者と高校生との座談会
。 ， ，を行った 参加者が少人数のため 特にアンケート等は実施しなかったが
， ，「 」 。 ，終了後 懇談の機会を得 満足した との回答を得た 好評を博したため

る。現在平成18年度の参加に向けて企画を策定中であ

【55】 【55】 ・ 高等教育機能開発総合センターには，全学教育部並びに高等教育開発研
・ 全学教育，入学者選抜及び高 ・ 高等教育機能開発総合センタ 究部，生涯学習計画研究部及び入学者選抜研究部の３研究部がある。全学
大連携に関する企画並びに教育 ーは，全学教育，入学者選抜及 教育部においては，全学教育科目の企画・調整を行い，高等教育開発研究

， ，方法の開発・改善及び生涯学習 び高大連携に関する企画並びに 部では コアカリキュラムにおけるＳＴＳ(科学・技術・社会)科目の研究
に関する研究を推進する。 教育方法の開発・改善及び生涯 理系における大規模授業の研究，ティーチング・アシスタントのあり方に

学習に関する研究を推進する。 関する研究等を，生涯学習計画研究部では，ユニバーシティ・エクステン
ション（大学教育の拡張）に関する研究，地域連携教育・人材育成の推進
に関する研究，地域生涯学習計画への参画に関する研究等を，入学者選抜
研究部では，入試広報の効果の検証，全学教育・大学院教育・ＣｏＳＴＥ
Ｐ（科学技術コミュニケーター養成ユニット）への参画，入試による選抜
効果の検証，初等中等教育との接続の評価，効果的な入学者選抜方法の開
発等を行い，これらの研究成果については各種出版物を通して学内の教員
等に周知し，ＦＤや入学試験の企画，地域社会の生涯学習計画の策定等に
も実践的に生かした。

【56】 【56-1】 ・ 学術標本の整理及び教育研究への支援を行うとともに，土・日曜日，祝
・ 学術標本の収蔵，展示，公開 ・ 総合博物館においては，引き 日を開館日とし，さらに札幌市内の文化施設等の夜間開放を行うカルチャ
及び学術標本に関する教育研究 続き学術標本の収蔵・展示・公 ーナイト等の臨時開館についても機動的に対応した。
の支援並びにこれらに関する研 開及び学術標本の教育研究の支 ・ 毎月第２土曜日の市民向け公開セミナーの定期的な開催に加えて，第４
究を推進するとともに，地域社 援並びにこれらに関する研究を 土曜日のＣＯＥセミナー開催も定着し，その結果毎月２回のセミナー実施
会への教育普及に寄与する。 推進し， 開かれた博物館とし となり，年度計画以上の成果を達成した。

て，土・日曜日，祝日を開館日
とし，毎月第２土曜日には市民
への公開セミナー及びシンポジ
ウムを行い，地域社会への教育
普及に寄与する。

【56-2】 ・ 博物館２階南側を整備して，平成17年11月３日に新しい常設展示「ミュ
・ 博物館２階南側を整備し，常 ージアムラボ」をオープンした。なお，この一画にはミュージアムショッ
設展示を行うとともに，企画展 プを開店した。さらに３階にも獣医骨格標本展示を新設した。企画展示は
の開催にも努める。 「シベリア・マンモス」展 「新着標本展2005－チョウとガに魅せられた研，

究者たち」展など12回実施した。

【56-3】 ・ ＣＯＥパラタクソノミスト講座は初級講座を２種類・３講座から４種類
・ 平成１６年度からの「ＣＯＥ ・６講座に，中級講座を４種類・４講座から５種類・５講座に充実させる
パラタクソノミスト養成講座」 とともに，パラタクソノミスト養成講座特別企画を実施した。さらに大学
を継続実施し，さらに「大学院 院共通授業「学術標本・資料学」を新たに開講した。
共通授業科目」を開講する。

【57】 【57】 ・ 保健管理センターでは，学生及び職員の心身の健康管理に関し，次のと
・ 学生及び職員の心身の健康管 ・ 保健管理センターは，学生及 おり専門的業務を実施した。
理に関する専門的業務を実施す び職員の心身の健康管理に関す ①新入生の健康診断を入学式前に実施し，受診率は98.6%とほぼ目標の受診
る。 る専門的業務を実施する。 率を達成した。
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②健康診断における有所見者が二次検査を受検したか否かを確認して，未
受検者には受検を勧奨するなど，健康診断の事後措置を充実させた。
③採血を伴う特殊健康診断において，迷走神経反射（ＶＶＲ）による事故
の予防のため，問診を充実させると共に臥位での採血を取り入れ，安全
施行を実施した。
④大学祭における急性アルコール中毒死の危険が極めて高いと判断し，学
生委員会において大学祭での禁酒を提言し，実行に移された。
⑤メンタルヘルス対策の一環として 「カウンセラーと一緒に観る映画会」，
を５回及び朗読会を１回実施した。

， ，⑥札幌キャンパス産業医として 当センター医師が17回の職場巡視を行い
また，衛生管理者(当センター薬剤師)も事前巡視を行うことにより,安全
で健康な職場環境の実現に努めた。
⑦受動喫煙防止の一環として，衛生管理者を対象に講演会を開催した。
⑧健康教育の一環として，全学１～２年生を対象とする総合講義「なぜ病
気になるのか－治療医学から予防医学へ」を実施した。

【58】 【58】 ・ 体育指導センターを高等教育機能開発総合センターに統合し，センター
・ 保健及び体育に関する教育を ・ 体育指導センターと高等教育 生涯学習研究部に平成17年４月に生涯スポーツ科学研究部門を設置した。
実施するとともに，学生及び職 機能開総合センターを統合し， ・ 高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部生涯スポーツ科学研
員の課外活動等における体育指 高等教育機能開発総合センター 究部門は，スポーツトレーニングセンターを利活用し，学生・教職員を対
導などを通じて，体力の向上， の生涯学習計画研究部に生涯ス 象としたスポーツ懇話会「対人球技の競技力向上のための筋力トレーニン
健康増進に寄与する。 ポーツ科学研究部門を設置し， グ理論と実践」を開催し,アメリカンフットボール,ラグビー,サッカー,ラ

同部門が学生及び職員の体育の クロス等の対人球技におけるトレーニング方法，理論について実技を含め
指導に関する専門的業務を実施 た講演会を実施した。また,市内在住の65歳以下の市民を対象とした公開講
するとともに，体育に関する公 座「北国の健康スポーツ～転倒予防運動と歩くスキー～」を開催した。本
開講座を実施し，地域住民の体 講座は,積雪寒冷地においては冬期間,転倒の不安から外出を控え,体力・健
力の向上，健康増進にも寄与す 康度ばかりではなく気力や意志力の低下を早め,引きこもりを助長するなど
る。 の悪循環が起こりやすいため,体力向上トレーニングの効果を期待し,転倒

予防に役立つ知識や運動メニューについて健康・スポーツ科学の面から講
義し,実技実践するものである.なお,本講座は道民カレッジの連携講座(ほ
っかいどう学コース15単位)に指定されている。
・ 文部科学省が実施する「国民体力調査 （本学の学生で18歳，19歳の200」
名が対象）を担当し，体力・運動能力調査を実施した。

⑥学部・研究科等の教育実施体制 ⑥学部・研究科等の教育実施体制
等に関する特記事項 等に関する特記事項
【59】 【59】 ・ 法学研究科，工学研究科，経済学研究科の連携により，高い政策能力を
・ 国家資格等の職業資格に関連 ・ 国家資格等の職業資格に関連 持った国際的にも通用する人材の要請を目指し，文理融合型の公共政策に
した人材や社会的に高度な専門 した人材や社会的に高度な専門 関する専門職大学院として，平成17年４月１日に「公共政策学教育部･公共

」（ ） ， 。職業能力を有する人材の養成ニ 職業能力を有する人材の養成ニ 政策学連携研究部 公共政策大学院 を設置し 42名の学生を受け入れた
ーズに対し基幹総合大学として ーズに対し基幹総合大学として 入学者選抜の工夫により，法学部，工学部，経済学部，教育学部卒等の学

， ， ， ，積極的に応え，その使命を果た 積極的に応え，その使命を果た 生 元国会議員 現職の地方自治体議員･職員 ＮＰＯ活動に関わる人材等
していくため，公共政策大学院 していくため，公共政策大学院 多様な入学者を確保した。
及び会計専門職大学院等の専門 及び会計専門職大学院を設置す ・ 公認会計士制度を担う高度な会計専門職を育成するため，平成17年４月
職大学院の設置を検討し，逐次 る。 １日に会計専門職大学院として大学院経済学研究科に会計情報専攻を設置
その実現に努める。 し，10名の学生を受け入れた。今年度の入学者のうち１名が，公認会計士

試験に合格した。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

・ 学生の要望等を積極的に受け入れ，改善を図りつつ，入学から卒業・修了まで快適な大学生活を過ごさせるため，学生の自主活動を支援するとともに，奨学金等の経済中
的支援を強化する。期
・ 社会の高度化，複雑化に伴い，入学してくる学生も多様化していることに鑑み，大学として，心身の健康，修学，就職等，多岐にわたる相談機能を充実・強化する。目
・ 社会にそして世界に開かれた大学として，社会人及び留学生の学修環境の整備に努める。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①学習相談・助言・支援の組織的 ①学習相談・助言・支援の組織的
対応に関する具体的方策 対応に関する具体的方策
【60】 【60】 ・ 学部新入生ガイダンス，オリエンテーション等の内容について，全学教
・ 新入生ガイダンス・オリエン ・ 大学における学修システムや 育委員会で検討し，平成17年度から履修指導に加えて，学生生活全般につ
テーション等の内容の見直しを 生活上の留意事項を確実に理解 いても指導・支援を強化した。また，平成18年３月にクラス担任会議を開
行うなどにより一層の充実を図 させるため，学部新入生ガイダ 催し，ＧＰＡを利用した修学指導や履修登録上限設定等について意見交換
る。 ンス・オリエンテーション等の を行い，次年度に向けた修学指導の方針を確認するとともに，メンタルヘ

内容の見直しについて引き続き ルスに関する講演等によりクラス担任と学生相談室，保健管理センターの
検討する。 連携の強化を図った。

・ 学部においては 「合宿研修」を新たに試み，クラス担任や上級生との交，
流を深める等，特色ある内容の充実を図った。

【61】 【61】 ・ 初年次学部学生の指導について，クラス担任マニュアルを作成して，ク
・ 入学時のほか，在学期間中に ・ 初年次学部学生における相談 ラス担任によるオフィスアワー及びクラスアワーを活用し，個別指導の強

。 ， ， ，おける学修・進学相談指導体制 体制を充実させるため，クラス 化を進めた また 学生相談室 保健管理センターとの連携の強化を図り
を 全学的・組織的に整備する 担任の業務内容を明確に位置付 １学期のＧＰＡデータを利用してクラス担任による成績不良者に対する修， 。

けることにより，成績不良者， 学指導を実施した。
留年者及び留学生等への個別対 ・ クラス担任アンケートにより，オフィスアワー，クラスアワー，ＧＰＡ
応の徹底化を図るとともに，従 データを利用した修学指導の状況を把握し，改善策を検討した。留年者数
来の学生個人等がクラス担任と について各学部の実状を調査し，いくつかの学部ではクラス担任による指
相談するためのオフィスアワー 導が留年者数の減少に効果を上げていることが分かったことから，クラス
及びクラス単位でクラス担任と 担任マニュアル改訂のため作業グループを立ち上げることとした。
相談するためのクラスアワーの ・ 高年次学生については，ゼミナール(演習)や研究室での学生への少人数
充実を図る。高年次の学生にお 教育あるいは個別指導に加えて，進級ガイダンスは経済学部以外の11学部,
いても，学習指導体制の一層の オフィスアワーは文，教育，法，経済，医，歯，工，獣医，水産の９学部
充実を図る。 が実施した。なお，薬学部においては，学生５～６名に教員１名を配置す

るきめ細かな担任制度で対応した。

②生活相談・就職支援等に関する ②生活相談・就職支援等に関する
具体的方策 具体的方策
【62】 【62】 ・ 学生相談室，保健管理センターの学生相談業務の任に当たる職員の連携
・ 学生相談室，保健管理センタ ・ 学生相談室，保健管理センタ 強化を図るため，学生相談室相談員及び保健管理センター医師・カウンセ
ー，クラス担任等の学生相談業 ー，クラス担任等の学生相談業 ラー等による「学生相談関係連絡会議」を１回開催し,平成18年度に向けた
務の任に当たる者の連携強化を 務の任に当たる者の連携強化を 学生相談体制について検討を行うとともに,事例に関する検討会を４回行っ
図る。 図るため，学生相談室相談員及 た。また,学部のクラス担任教員による代表者会議・全体会議に学生相談室

び保健管理センター医師・カウ 長が出席し,学生相談体制の現状，学生からの相談に係る対応方法等につい
ンセラー等で組織する連絡会議 て説明を行った。
を設置し，定期的に開催する。 ・ 学生と携わる機会の多い教職員への啓発のため，クラス担任教員，全学
また，クラス担任全体会議に学 及び各部局の学生委員会委員及び学生支援担当の事務系職員等を対象とす
生相談室長が出席し，学生相談 る「学生相談・メンタルヘルス講演会（講演題目：今時の学生相談 」を開）
体制の現状，学生からの相談に 催した。
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係る対応方法等について説明を
行うなど，連携の強化を図る。

【63】 【63】 ・ 平成17年度から，全学教育履修者を対象とする「学生の声」の回収を，
・ 学生から学習・研究環境及び ・ 学生から学習・研究環境及び 週１回から２回とし，迅速な対応に努めた。

， ， ， ， ， ，生活環境に関する意見・要望を 生活環境に関する意見・要望を ・ また これまでの法学 工学 獣医学 水産学に加え 平成17年度から
聞き，それに速やかに対応する 聞き，それに速やかに対応する 新たに大学院経済学研究科会計情報専攻（専門職学位課程）に「学生投書

」 ， ， （ ） ， ，体制は，現在，学部学生のうち 体制は，既に，全学教育履修者 箱 を設置し さらに法 経済 会計 では メールによる相談にも応じ
全学教育履修者を対象として高 及び一部の学部・研究科の専門 国際広報メディア，脳科学では学生へのアンケートを実施した。各学部や
等教育機能開発総合センターで 教育履修者を対象として実施し 大学院にあっては，少人数の教育・研究指導が演習や研究室を単位に行わ

， 。実施しているが，さらに各学部 ているが，今後さらにその実施 れており それらを通じた学生の意見・要望の聴取を日常的に行っている
・研究科を含めて全学的視点か 体制を拡充させる。 ・ 本学学生の生活実態及び本学に対する期待・要望等を把握し，学生の生
ら整備拡充する。 活・修学・進路等の支援体制の充実を図るための基礎資料とするために学

生生活実態調査を行った。

【64】 【64-1】 ・ 学生及び職員を対象とした啓発活動として，ポスター・リーフレットを
・ カウンセリング体制につい ・ 「セクシュアル・ハラスメン 作成・配付した。
て，アカデミック・ハラスメン トの防止等に関するガイドライ ・ 学生相談室専門相談員と保健管理センターとの合同会議を開催し，最初
ト，セクシュアル・ハラスメン ン」に従って学生・職員を対象 の相談窓口でセクシュアル・ハラスメント苦情相談とアカデミック・ハラ
トに対する相談体制・防止対策 に啓発活動を行い，併せて相談 スメント苦情相談を明確に識別して，セクシュアル・ハラスメント苦情相
も含めて整備する。 員の資質の向上を図る。 談の事案はセクシュアル・ハラスメント相談員へ，アカデミック・ハラス

メント苦情相談の事案は学生相談室長へ直ちに引き継ぐこととし，メール
や電話での外部からの苦情相談や深刻な事案で判断が難しい場合は，学生
相談室長に連絡するシステムとした。また，新任のセクシュアル・ハラス
メント相談員に対し業務内容説明会を実施した。

【64-2】 ・ 学生及び教職員に対して，学生相談室の存在を広く周知するため，同相
・ 学生相談室の存在を周知させ 談室の場所，予約方法，相談内容の例示等を記載した名刺判サイズの「ミ
るため，相談室の場所，予約方 ニカード」を20,000部作成・配付し，学生が同相談室を気軽に利用できる
法，相談内容の例示等を記載し ように努めた。
たミニカードを作成し，相談室 ・ 学生相談体制の充実を図るため，学生相談室，保健管理センター「カウ
を訪問しやすい態勢を整える。 ンセリング」及び・函館キャンパス「メンタルヘルス相談室」に，正規職

員のカウンセラーを配置することについて検討を行い，平成18年度からの
配置が決定した。

【64-3】 ・ 平成16年度に「アカデミック・ハラスメント」防止対策のための５大学
・ アカデミック・ハラスメント （北海道大学，東北大学，東京大学，東京工業大学，九州大学）合同研究
を防止するためにガイドライン 協議会を発足し，同年度に３回，平成17年度に２回開催して協議した。さ
を作成し，研修会を実施すると らに，平成18年３月に公開シンポジウム「アカデミック・ハラスメントの
ともに苦情相談体制の組織作り 現状と対策」を東京大学で開催し，協議会の最終報告書として「アカデミ
を行う。 ック・ハラスメント防止ガイドライン作成のための提言」を作成した。

・ アカデミック・ハラスメント，セクシュアル・ハラスメント，その他の
人権侵害を含めた「北海道大学におけるハラスメントの防止等に関するガ

（ ）」，「 （ ）」イドライン 案 国立大学法人北海道大学ハラスメント防止規程 案
を教育改革室で作成し，平成18年度制定に向けて，セクシュアル・ハラス
メント防止等対策室で組織体制等を検討した。

【65】 【65-1】 ・ サークル活動への支援のため，体育系学生団体の育成及び競技力の向上
・ 学生のサークル活動やボラン ・ 学生のサークル活動やボラン を図るための「リーダーズ・アッセンブリー ，交通事故，飲酒事故の予防」
ティア活動等に対する支援機能 ティア活動を支援するため，サ ・防止並びに安全対策への意識の向上を図るための「事故防止に関する講
の整備充実を図る。 ークル活動に対してはリーダー 習会 ，登山事故防止を図るための「冬山登山講習会」を実施した。」

養成講座，事故防止講習会，冬 ・ ボランティア活動への支援のため 「学生ボランティア活動相談室」にお，
山登山講習会等を実施し，ボラ いて活動先の紹介や，本学学生のボランティア体験談の発表及び障がい者
ンティア活動に対しては「学生 疑似体験等を内容とする「学生ボランティア養成講座」を実施するととも
ボランティア相談室」において に，同相談室を広く周知するため，学生向け広報誌「えるむ （平成17年７」
活動先の紹介やボランティア養 月号）にスタッフ及び活動内容等を掲載した。また，学生ボランティア活
成講座等を実施するとともに， 動相談室は，132日開室し，延べ490名の利用があった。
それらの支援機能の充実を図
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る。

【65-2】 ・ 「北大元気プロジェクト2005」の募集を平成17年６月に実施し，応募の
・ 学生が自主的に企画・立案を あった18件のうち「津軽海峡鯨類目視調査 「黒百合群生地復元事業」及」，
行う，キャンパス生活の充実， び「ウラホロクマ糞プロジェクト」など17件のプロジェクトを採択し，プ
地域社会との連携及び本学のＰ ロジェクト遂行に必要な物品等の経費として445万円を超える助成を行っ
Ｒ活動等のプロジェクトに対し た。
て，経費の助成を行う「北大元
気プロジェクト」を引き続き実
施する。

【66】 【66】 ・ キャリアセンターでは，就職支援体制を強化するため17年４月から専門
・ 平成１６年度に全学的な就職 ・ 学生への就職情報の提供や多 的知識及び経験を有する者を採用するために全国公募を行い，職員１名を
支援体制を構築し，学生への就 様な就職支援活動を充実させる 配置した。
職情報の提供，多様な就職支援 ため，キャリアセンターにおい ・ 学内の教員との連携・協力を図る組織として，中央官庁で勤務経験のあ

，活動の充実を図る。また，教育 て，全学的な就職支援体制を整 る教員を中心とした国家公務員Ⅰ種職員採用試験支援連絡会を発足させて
効果の向上のみならず，就職支 備・拡充する。また，教育効果 ＯＢによる講演会・官庁業務説明会の開催（10回 ，模擬面接（参加学生43）
援の観点からもインターンシッ の向上のみならず就職支援の観 名 ，面接カード相談会（参加学生37名）などを実施した。）
プ制度の充実を図る。 点からも，全学教育においてイ ・ 就職相談体制の強化を図るため，外部の就職情報関連企業と協力して18

ンターンシップの科目を充実す 年１月から試行的に週２回の相談会を開催し，延べ51名の学生がエントリ
るとともに，キャリア教育に関 ーシートの添削や模擬面接などの助言を受け，学生から好評を得ている。
する新たな授業科目を創設す 次年度においても継続することとした。
る。 ・ 施設の整備では，遠隔地に所在する函館水産学部にキャリア支援室を開

設して就職情報提供の強化を図った。さらにキャリアセンターと接続する
テレビ会議システムを導入して就職相談などの支援体制を確立した。
・ キャリア教育面では，平成17年度から特別講義「キャリアデザイン （１」
年次１学期：２単位）を開講し，120名が受講した。講義は，２回の自己分
析（ＥＱ能力 ，北城恪太郎経済同友会代表幹事，高橋はるみ北海道知事及）
び今井義典ＮＨＫ解説委員長等５名の著名な学外講師による講義，グルー
プディスカッション及び発表会を行ったが，受講後のアンケートでは，将
来のキャリアを考える上で役立ったと答えた学生割合は80%，学習意欲が高
まったと答えた割合は79％に達するとともに，ＥＱ能力（感情知能指数）
の各項目も５から７ポイント改善した。
・ 全学教育のインターンシップでは，新規開拓などを含め登録数89団体，
受入可能数163名（前年度登録数50団体，受入可能数90名）を確保して多く
の学生が参加できるようにした結果，109名の学生が参加（前年度88名）し
た。インターンシップに参加する学生は，３年次及び修士１年次が大部分
を占めていたが，低学年の２年次生が25名（前年度９名）と大きく伸びた
ほか官公庁及び企業の公募型インターンシップも奨励し，23名の学生（前
年度13名）が参加した。なお，来年度は，企業等の公募型インターンシッ
プに多くの学生が積極的に参加するようインターンシップの「チャレンジ
コース」を設けることとした。

③経済的支援に関する具体的方策 ③経済的支援に関する具体的方策
【67】 【67】 ・ 学生に対する経済的支援の観点から以下の施策を実施した。
・ 入学料，授業料免除等の経済 ・ 学生に対する経済的支援を充 ・ 授業料免除
的支援を充実させるとともに， 実させるため，平成１６年度に ①半額免除者を増やして免除者数の拡大を図った。
その採択基準の見直しについて 見直した入学料及び授業料免除 ②家計基準の中で，奨学金を収入として取り扱ってきたが，返還を要する
検討する。 の採択基準に基づき，平成１７ 奨学金については収入から除くこととし，基準の緩和を行った。

年度から実施する。 平成16年度前期免除者数 984名(全額免除 828名，半額免除 156名）
平成17年度前期免除者数 1,442名(全額免除 404名，半額免除 1,038名）
平成16年度後期免除者数 973名(全額免除 818名，半額免除 155名）
平成17年度後期免除者数 1,443名(全額免除 383名，半額免除 1,060名）

・ 入学料免除
家計基準の中で，奨学金を収入として取り扱ってきたが，返還を要する

奨学金については収入から除くこととし，基準の緩和を行った。
平成16年度入学料免除者数 144名（全額免除 ６名，半額免除 138名）
平成17年度入学料免除者数 129名（全額免除 ８名，半額免除 121名）
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専門職大学院における入試成績優秀者に対して入学定員の10%の範囲内・

， ，で入学初年時に入学料・授業料を免除する総長裁定枠を設け 法科大学院
公共政策大学院，会計専門職大学院をあわせて入学料11名，授業料10名の
免除を行った。

【68】 【68】 ・ 学部学生等海外派遣（留学）のため，クラーク記念財団と連携を図り，
・ 大学院学生・ポストドクター ・ 大学院学生・ポストドクター 長期は１件25万円を22件，短期は１件７万円を10件助成（平成16年度は長
への研究助成や国外での学会発 への研究助成や国外での学会発 期：１件20万円を14件，短期：１件10万円を７件）することにより，海外
表などに対する助成，学部学生 表などに対する助成，学部学生 留学の機会拡大を図った。
の外国留学の助成，及び奨学金 の外国留学の助成及び奨学金等 また，大学院学生等の国際学会等出席のため，昨年度と同様に，本学国
等については，本学の教育・研 については，本学の教育・研究 際交流事業基金及びクラーク記念財団と連携を図り助成を行い，海外にお
究活動を支援する団体等と連携 活動を支援する「財団法人北海 ける学会発表の支援を行った。
を図りつつ，支援の充実に努め 道大学クラーク記念財団」等と さらに 法・工・情報科学研究科などが部局独自の資金により 293件 1， ， （
る。 連携を図りつつ，支援の充実に 6年度は132件）に対し海外渡航・研究助成などを行った。

努める。特に，大学院生及び学
部学生の外国留学のための奨学
金等の充実に努める。

④社会人・留学生等に対する配慮 ④社会人・留学生等に対する配慮
【69】 【69】 ・ 留学生担当専任教員を全学的視点のもとに配置する制度の検討及び留学
・ 全学的視点のもとに，留学生 ・ 留学生に対する修学上・生活 生担当専任教員の職務についてのマニュアル作成については，中心となる
担当専任教員を配置する制度に 上の支援を一層充実させるた 教員が病休等で長期に不在だったこと等により，平成17年度は検討及び作
ついて検討する。 め，全学的視点のもとに，留学 成することができなかったが，留学生に対する修学上・生活上の支援を一

生担当専任教員を配置する制度 層充実させるという観点で 「留学生指導教員のための留学生支援ガイド」，
について引き続き検討する。ま を留学生指導部により作成・配布した。
た，職務についての全学共通マ
ニュアルを策定する。

【70】 【70】 ・ 北海道大学外国人留学生後援会と連携し 「留学生の賃貸住宅入居に伴う，
・ 本学留学生を支援する団体と ・ 本学留学生を支援する「北海 連帯保証」として平成17年度は300名の保証を行った（平成16年176名 。ま）
連携を図りつつ，大学としての 道大学外国人留学生後援会」等 た 「留学生の賃貸住宅における事故等に対する連帯保証人支援」として２，
留学生の支援に努める。 と連携を図りつつ，引き続き日 件（約127万円）の支援（立替払い用）を行った。さらに 「留学生を支援，

常生活面における支援に努め する団体に対する経済的支援」として，北海道大学国際婦人交流会が留学
る。 生向けに発行している印刷物で，子育て情報を掲載した「赤ちゃんと子ど

ものさっぽろのくらし2006（2002の改訂版 」の刊行費として約54万円を援）
助した。
また，市民ボランティア団体の協力を得て，新規受入れ留学生を主対象

として春・秋の２回で中古自転車を約60台配付した。
さらに，イスラム教徒が安心して食事ができるメニューを提供した｢Hala
l Food Day｣を留学生センターの協力のもと北大生協が開催し，約200名の
利用者があった。

【71】 【71】 ・ 留学生，外国人研究者及びその家族に対する支援のため，平成16年度と
・ 留学生及び外国人研究者の学 ・ 留学生及び外国人研究者の学 同様に北海道大学国際婦人交流会と連携し 「初歩の日本語と日本事情」を，

， ，修及び研究を実りあるものとす 修及び研究を実りあるものとす 内容とした入門 初級及び中級の３クラスの日本語サロンを開設したほか
るため，その家族を支えるボラ るため，その家族を支えるボラ 盆踊り，餅つき等の異文化交流並びに年３回の生活必需品の提供（ガレー
ンティア団体等との連携を深め ンティア団体「北海道大学国際 ジセール）等を展開した。
る。 婦人交流会」等と連携を図りつ

つ，引き続き，日常生活面にお
ける支援に努める。

【72】 【72】 ・ 平成16年度から長期履修制度を導入し，17年度には15研究科等で受け入
・ 社会人学生について，長期履 ・ 社会人学生について，働きな れ態勢を整備し，36名の学生に長期履修を許可した。長期履修が適用され
修学生制度（標準修業年限を超 がら学修できる制度として実施 ている学生は総計86名となった。
えて一定の期間にわたり計画的 している，大学院における「長 ・ 14条特例については，平成17年度に公共政策大学院が新たに実施したこ
に教育課程を履修し課程を修了 期履修学生制度（標準修業年限 とにより，実施研究科等は11研究科等に拡大した。なお，18年度には理学
することを認める制度）を実施 を超えて一定の期間にわたり計 院が実施することとなり，実施研究科等は12研究科等に拡大する。
するなど，働きながら学修でき 画的に教育課程を履修し修了す
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る教育環境の整備に努める。 ることを認める制度 」を引き）

続き実施し 「大学院設置基準，
第１４条（教育方法の特例 」）
を実施する研究科の拡大及び促
進を図る。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

・ 北海道大学は，研究主導型の基幹総合大学として，あらゆる学問分野で世界的水準の競争に耐えうる研究を展開し，人文科学，社会科学及び自然科学それぞれの既存学
問分野において国際的に高く評価される研究成果を示すとともに，先端的，学際的，また複合的な領域において，新しい時代の規範及び新規学問領域創生の萌芽となる研中
究を開拓する。期
・ 北海道及び周辺寒冷地の自然環境，文化，産業，生活等に関わる地域性・公共性を重視した研究をこれまで以上に強化し，北海道，さらにはアジア，北方圏地域をはじ目
めとする国際社会への貢献を図る。標
・ 研究水準及びその成果について，適切な検証により不断の向上を図る体制を構築する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①目指すべき研究の方向性 ①目指すべき研究の方向性
， ，【73】 【73】 ・ 後記②で述べるように 様々な研究分野において新たな学問領域の創成

・ 全地球的な新規課題への機動 ・ 全地球的な新規課題への機動 産業活性化への貢献という視点をより鮮明にした研究が行われた。
的対応を図り，新たな学問領域 的対応を図り，新たな学問領域 特に，平成17年４月に新たな知の創造を目指す部局横断型の研究拠点で
の創生，産業活性化への貢献と の創生，産業活性化への貢献と ある「創成科学研究機構」と産学官連携の推進拠点である「先端科学共同
いう視点をより鮮明にした研究 いう視点をより鮮明にした研究 研究センター」を統合した「創成科学共同研究機構」を設置し，知の創造
の推進を図る。 の推進を図る。 から活用まで一連の流れを一元的に掌握し，大学の研究機能や知的財産の

活用能力の向上を図ることができる体制を整えた。
・ また，２１世紀ＣＯＥプログラム「生態地球圏システム劇変の予測と回
避」による研究を推進し，寒冷圏と熱帯域の対比を軸に生態地球圏システ
ムの解明のため，全球環境変化モデルの要素となる北西太平洋の物理・化
学・生物海洋モデルを改良し，地球温暖化に伴う海洋生態系の将来予測を
進めた。

【74】 【74】 ・ 後記②で述べるように，様々な研究分野において基礎及び応用科学にお
・ 本学が創設から現在まで継承 ・ 本学が創設から現在まで継承 ける学問分野を強化し，世界をリードする研究が行われた。
し発展させてきた基礎及び応用 し発展させてきた基礎及び応用 特に，２１世紀ＣＯＥプログラム「人獣共通感染症制圧のための研究開
科学における特徴ある学問分野 科学における特徴ある学問分野 発」では，人獣共通感染症の制圧に向けた世界最高水準の研究を推進し，
をさらに強化するために，常に をさらに強化するために，常に 野生水禽類から分離同定したインフルエンザウイルスを系統保存し，これ
世界をリードする研究を推進 世界をリードする研究を推進 らのウイルスからワクチン候補株を選抜し，備蓄ワクチンを製造して，ニ
し，その研究目的を確実に達成 し，その研究目的を確実に達成 ワトリにおける効果を確認する等新たな知見を得た。また，人獣共通感染
することを基本とする。 することを基本とする。 症制圧対策を立案，指揮できる専門家を育成し世界に供給することを目的

として「人獣共通感染症研究センター」を学内共同教育研究施設として平
成17年４月に設立し，国際拠点形成を目指している。

【75】 【75】 ・ 後記②で述べるように，多くの研究分野において北海道の特性・地域性
・ 本学の研究の特徴である北海 ・ 本学の研究の特徴である北海 に根ざした研究が行われた。
道の特性・地域性に根ざした研 道の特性・地域性に根ざした研 特に創成科学共同研究機構が戦略重点プロジェクトとして推進する科学
究を引き続き推進する。 究を引き続き推進する。 技術振興調整費による「食の安全・安定供給」においては，昨年度に引き

続き「根圏」と動物消化管内に生息する微生物の単離・機能解析を進めた
中で，ウシ腸管内細菌が生産するセロビオースエピメラーゼの精製と遺伝
子の単離に世界で初めて成功し，機能性食品素材として有用性が期待され
る新規なオリゴ糖の生産に道を拓いた。
また，水産科学研究院が研究を進めている都市エリア産学官連携推進事

業「水産・海洋に特化したライフサイエンス領域」においては，地域の特
産品であるガゴメコンブとイカに照準を絞り，これらの製品化・高価値化
につながる研究で大きな成果をあげた。

②大学として重点的に取り組む領 ②大学として重点的に取り組む領
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域 域
【76】 【76】 ・ 年度計画に記載した研究領域については，２１世紀ＣＯＥプログラム，
・ 北海道大学の基本的目標に鑑 ・ 北海道大学の基本的目標に鑑 科学研究費基盤研究Ｓ，新世紀重点研究創成プラン等により大型プロジェ
み，数理・物理科学，ナノテク み，数理・物理科学，ナノテク クト研究による世界的研究拠点あるいは研究拠点形成を目指し研究を推進
ノロジー，生命医科学，バイオ ノロジー，生命医科学，バイオ した。
テクノロジー，情報科学，エネ テクノロジー，情報科学，エネ また，平成15年度採択の２１世紀ＣＯＥプログラムについては，平成17
ルギー科学，地球環境科学，人 ルギー科学，地球環境科学，人 年度に中間評価が行われ，同年度本学から採択された６件のプログラムの
間･社会統合科学，グローバリ 間･社会統合科学，グローバリ うち「特異性から見た非線形構造の数学 「流域圏の持続可能な水・廃棄」，
ゼーション研究，知的財産研究 ゼーション研究，知的財産研究 物代謝システム 「スラブ・ユーラシア学の構築」の３件がＡ評価を受け」，
等の新たな時代における問題解 等の新たな時代における問題解 たのをはじめ，全てについて上位の評価を得た。
決及び技術革新が要求されてい 決及び技術革新が要求されてい
る先端的・複合的領域におい る先端的・複合的領域におい
て，世界的研究拠点として，あ て，世界的研究拠点として，あ
るいは研究拠点形成を目指し るいは研究拠点形成を目指し
て，研究を推進する。 て，研究を推進する。

【77】 【77】 ・ 部局横断的な研究推進を戦略的に実施する創成科学共同研究機構では，
・ 上記領域のほかに，旧来の学 ・ 上記領域のほかに，旧来の学 超学問領域研究の創成，文系・理系にとらわれない調和のとれた学術の社
問体系を超えた新たな学問領域 問体系を超えた新たな学問領域 会還元を目指して，生命系，ナノテク・材料系，環境系，エネルギー系，
の創生を果たすために，複合的 の創生を果たすために，複合的 広域文化系，未踏系，情報系の重点７分野で学際的・融合的研究をすすめ
学際的領域における世界的研究 学際的領域における世界的研究 た。
拠点形成の核となりうる研究を 拠点形成の核となりうる研究を ・ ２１世紀ＣＯＥプログラム「新・自然史科学創成」においては，ＩＯＤ
推進する。 推進する。 Ｐ（統合深海掘削計画 ，国立極地研究所南極観測事業等の各種国際計画と）

密接に関連させて「新自然史科学」の研究を推進した。
・ また，２１世紀ＣＯＥプログラム「流域圏の持続可能な水・廃棄物代謝

」 ， 「 」，「 」，「 」システム では 伝統的な学問領域 環境工学 土木工学 資源工学
と先端的学問分野である「情報工学 「バイオテクノロジー 「ナノテク」， 」，
ノロジー」を融合することによる新たな環境社会工学「Socio-Environment
al Engineering」の確立を目指し，自立・分散型先端的水処理システムの
開発，病原性生物や化学物質のリスク評価技術の確立，資源リサイクル技
術の開発等に着手し，土木工学の分野に適切な時空間（流域圏）の発想を
持ち込む新たな視点により，国際的に高い評価が得られる研究成果を挙げ
ている。

【78】 【78】 ・ ２１世紀ＣＯＥプログラム「海洋生命統御による食糧生産の革新」にお
・ 地域社会の文化的・経済的活 ・ 地域社会の文化的・経済的活 いては，マリンサイエンス研究分野で世界をリードする「学術・研究拠点
性化及び公正な発展への貢献の 性化及び公正な発展への貢献の 都市」をめざす函館市の「函館国際水産・海洋都市構想」の研究拠点とし
ため，特にその歴史・文化，自 ため，特にその歴史・文化，自 て，食糧問題に重きを置いたウナギ始原生殖細胞ＰＧＤの可視化と発生経
然及び社会環境に対する理解を 然及び社会環境に対する理解を 路解明，同属異種間の魚類の借腹生産，海藻における人工的生活環の誘導
深めるとともに，地域産業の高 深めるとともに，地域産業の高 などの研究を水産科学研究院を中心に行い，成果を得つつある。
度化・安定化等並びに新規起業 度化・安定化等並びに新規起業 さらに，都市エリア産学官連携推進事業「水産・海洋に特化したライフ
に寄与する研究を推進する。 に寄与する研究を推進する。 サイエンス領域」では，ガゴメコンブとイカという２大テーマを柱とし，

直ちに成果を産業に反映可能な内容と大型成果の結実を期待する長期展望
型研究として 「ガゴメのライフサイクル操作等に関する研究開発 「イカ， 」，
資源の高価値化と健全性確保に関する研究開発」を行ない，既に参画企業
によるガゴメ素材を使用した製品の販売，イカの品質保持技術による活イ
カ輸送を実現した。
また，地域産業の高度化や新規起業に寄与する研究として札幌ＩＴカロ

ッツェリアの創成や日系企業の中国市場における情報リスク調査研究，地
域通貨制度の理論と応用に関する研究をはじめとして，全学的に様々な研
究が進められた。

【79】 【79】 ・ 文学研究科や理学研究科をはじめとして，全学的に様々な基礎的領域に
・ 基幹総合大学として，大学の ・ 基幹総合大学として，大学の おける研究が行われた。

「 」みが能く担いうる基礎的領域に みが能く担いうる基礎的領域に ２１世紀ＣＯＥプログラム 心の文化・生態学的基盤に関する研究拠点
おける研究の今日的及び将来的 おける研究の今日的及び将来的 では 本研究の４つの柱である 社会的知性と社会的適応課題の究明 協， 「 」，「
意義を見極め，その成果を発展 意義を見極め，その成果を発展 力行動の進化的・社会的基盤の分析 「社会規範の適応論的分析 「文化」， 」，
的に継承することに努めるとと 的に継承することに努めるとと の進化ゲーム論的分析」について，実験研究，自律エージェント型シミュ
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もに，近未来における人類の福 もに，近未来における人類の福 レーション及びフィールド調査を行うとともに，異なる文化的背景を持つ
祉への貢献はもとより，さらに 祉への貢献はもとより，さらに 参加者がインターネットを介して相互作用を行う国際通信実験を中国，台
普遍的な視点に立った研究の推 普遍的な視点に立った研究の推 湾及びニュージーランドとの間で開始した。
進にも努める。 進にも努める。 また，２１世紀ＣＯＥプログラム「特異性から見た非線形構造の数学」

では，数学とその周辺諸科学に存在する非線形構造に焦点を当て，特異性
の視点より，数学内部（非線形解析学，数理解析学，接触幾何学，特異点
論，代数幾何学，表現論，力学系等）の深化とともに，周辺諸科学（数理
， ， ， ， ， ， ）物理 数理生物 結晶成長 画像処理 気象学 散逸構造 断層面同定等

の活性化と新展開を目指した研究を推進し，平成17年度においてはＭＣＡ
Ｓ（Mathematical Center for Advanced Study)セミナーの開催，締結済み
の学部間協定を大学間協定に拡大する準備等の研究推進を行った。

③成果の社会への還元に対する具 ③成果の社会への還元に対する具
体的方策 体的方策
【80】 【80】 ・ 本学では，研究者の研究業績を平成11年度からデータベース化して公表し
・ 成果を市民や地域社会，企業 ・ 成果を市民や地域社会，企業 ており，平成17年度も内容の更新を行った。
等に分かり易く伝えるため，印 等に分かり易く伝えるため，印 ・ 平成17年12月開催の広報室会議において，ホームページのリニューアル

， 。 ，刷物，データベース，ホームペ 刷物，データベース，ホームペ を決定し 平成18年４月に完成した リニューアル後のトップページ等は
ージ等の多様な媒体を用いた広 ージ等の多様な媒体を用いた広 画像を多く用いるなど，視覚的に分かり易いデザインとし，訪問者別イン
報活動及び放送，インターネッ 報活動及び公開講座，公開展示 デックスを設けるなどユーザーの利便性に配慮した内容とした。
ト等の手段を含めた公開講座， 等の充実を図り，北海道大学を ・ 広報誌では，学外広報誌である「リテラポプリ」が本学の最新の研究内
公開展示等の充実を図り，北海 基点とする情報発信を推進す 容を一般にも分かり易く紹介しており，17年度においても，同誌を年４回
道大学を基点とする情報発信の る。 発行し広く学内外に配布するとともに，あわせてホームページでも公開し
頻度を高める。 た。

・ 公開講座も一般市民，高校生等を対象に多数の講座が開講され，多数の
受講があった。
・ 総合博物館では，精力的に企画展示を実施し，研究成果の情報発信を行
った。

【81】 【81】 ・ 平成17年４月に新たな知の創造を目指す部局横断型の研究拠点である 創「
・ 産学官連携のもとで，研究成 ・ 産学官連携のもとで，研究成 成科学研究機構」と産学官連携の推進拠点である「先端科学共同研究セン
果を産業技術として社会に移転 果を産業技術として社会に移転 ター」を統合した「創成科学共同研究機構」を設置し，知の創造から活用
・還元する体制のより一層の整 ・還元する体制の整備を図ると まで一連の流れを一元的に掌握し，大学の研究機能と知的財産の活用機能
備を図るとともに，連携基盤醸 ともに，連携基盤醸成のための の連携を図れる体制を整えた。
成のための交流事業を推進す 交流事業を推進する。 また，企業ニーズ発展を促進するためのシステムとして活動を展開する
る。 「産学官連携研究会」では，例会を９回，研究会を15回実施し，企業ニー

ズを収集するとともに，ニーズとシーズのマッチングを行い，事業化に向
けた活動を展開した。

【82】 【82】 ・ 平成17年度は新たに（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ （株）北洋銀行，），
・ 研究者個人のみならず大学と ・ 大学と企業等との包括連携等 帝人（株）の計２社１機関との間において，各関連分野の技術交流を展開
しても，企業等との密接な連携 を整備し，技術交流等を推進す するための研究交流，専門家・調査団の派遣などの人材交流，共同セミナ
体制を構築し，技術交流，人材 る。 ー・知財研修などの人材育成を推進するための包括連携協定を締結した。
交流，人材育成などを通じて， また，既に協定を締結している６社２機関とは，技術交流や共同研究の
研究成果を社会に還元する。 ほかジョイント講演会，ビジネススクールやＭＯＴ教育などの人材育成の

推進を図った。

【83】 【83】 ・ 重点配分経費による特許出願経費の予算化，インターネットを活用した発
・ 成果の社会への還元に資する ・ 成果の社会への還元に資する 明届の受付及び知的財産審査会の月２回開催による出願決定までの迅速化
ため，知的財産たる特許取得件 ため，知的財産たる特許の出願 等の方策を引き続き実施するとともに，教員等には，知的財産セミナーを
数の増加を目指す。 を引き続き推進する。 通じ質の高い発明等とするための明細書の記載等について説明を行い，特

許の出願を推進した。
・ 平成16年度は出願件数の増加を目指したが，平成17年度は特許の質向上
を目標とすることとし，活用されやすい特許の出願に努めた。発明届出件
数は，309件とほぼ前年度並みであったが，出願決定数は224件となった。
このうち企業等との共同出願決定件数は，前年度の114件から146件と28％
増となったが，大学単独出願決定件数は，前年度の138件から78件に厳選し
た。
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平成17年度の特許出願件数は，国内221件（前年度189件 ，外国出願（Ｐ）

ＣＴ出願を含む）は，76件（前年度12件）であった。

【84】 【84】 ・ 農学研究科，水産科学研究院，地球環境科学研究院，低温科学研究所等
・ 地球規模での自然環境保全と ・ 地球規模での自然環境保全と をはじめとして，全学的に様々な研究が行われた
人間活動の両立を目指す資源有 人間活動の両立を目指す資源有 ・ ２１世紀ＣＯＥプログラム「生態地球圏システム激変の予測と回避」で
効活用，持続型食糧生産等の人 効活用，持続型食糧生産等の人 は，寒冷圏と熱帯域の対比を軸に生態地球圏システムの解明のため，全地
類共生に関する研究を通じ，世 類共生に関する研究を通じ，世 球環境変化モデルの要素となる北西太平洋の物理・化学・生物海洋モデル
界，とりわけアジア及び北方圏 界，とりわけアジア及び北方圏 を改良し，地球温暖化に伴う海洋生態系の将来予測を進めた。
の環境と生活向上並びに産業・ の環境と生活向上並びに産業・ ・ また，アジア発展途上地域における伝統的農業技術の生態経済学研究や
経済等の発展に寄与することに 経済等の発展に寄与することに ポスト冷戦時代のロシア・中国関係とそのアジア諸地域への影響に関する
努める。 努める。 研究，遺伝子マップ集団を利用した作物の根系形質のＱＴＬ解析，アジア

原産ミツバチのショ糖分解酵素の分子機構に関する調査などアジア・北方
圏の環境，産業・経済に関する研究も数多く行われた。

【85】 【85】 ・ 北海道の産業・経済そのものの研究から，特許・起業により活性化に寄
・ 北海道の産業・経済及び自治 ・ 北海道の産業・経済及び自治 与する応用研究まで，全学的に様々な研究が行われた。

， 「 」の活性化に寄与する研究をより の活性化に寄与する研究をより ・ 特に ２１世紀ＣＯＥプログラム 海洋生命制御による食糧生産の革新
一層推進するとともに，北海道 一層推進するとともに，北海道 においては，函館市及びその周辺市町村在住の市民や関連企業を対象に同
の歴史及び民族の研究を促進 の歴史及び民族の研究を促進 プログラムの研究教育内容を紹介する成果報告会を実施しており，平成17
し，北海道文化の発展にもこれ し，北海道文化の発展にもこれ 年度は都市エリア産学官連携促進事業との合同成果発表会として「函館エ
まで以上に貢献する。 まで以上に貢献する。 リアにおけるライフサイエンスの最前線」と題した講演会を平成18年３月

に開催し，事業の目的・概要・成果・今後の方向性などを紹介するととも
に産学官連携事業による成果品等の展示を行った。
・ 北方諸民族に関する研究教育を総合的に推進する体制づくりについて検
討を行い，国内の関連機関等に関する現状調査を実施するとともに，平成1
7年12月に国際シンポジウム「先住民族と大学」を開催した。

【86】 【86】 ・ 本学の研究の成果発表としての学術書及び優れた教科書，並びに研究成
・ 成果発表としての学術書及び ・ 成果発表としての学術書及び 果の社会への普及を図る啓発書・教養書等を刊行する任意団体である北海
優れた教科書，並びに研究成果 優れた教科書，並びに研究成果 道大学図書刊行会について，大学出版部として組織を整備するため，同刊
の社会への普及を図る啓発書・ の社会への普及を図る啓発書・ 行会の設置形態について役員会で協議を進め，その結果，同刊行会は平成1
教養書等の刊行を推進する活動 教養書等の刊行を推進する活動 7年10月に有限責任中間法人「北海道大学出版会」となった。
への支援に配慮する。 への支援に配慮する。 また，本学で実施している２１世紀ＣＯＥプログラムの活動報告書刊行

などに同出版会を活用すると同時に交流プラザ「エルムの森」及び総合博
物館ミュージアムショップで同出版会の出版物を販売するなどの配慮をし
た。

④研究の水準・成果の検証に関す ④研究の水準・成果の検証に関す
る具体的方策 る具体的方策
【87】 【87】 ・ 研究戦略室（後記Ⅱの１の②参照）では，タイムズ社などの世界の大学
・ 研究成果を，それぞれの研究 ・ 研究成果を，それぞれの研究 ランキングのベースとなっているデータを解析し，教員の研究業績の客観
分野において評価の高い学術誌 分野において評価の高い学術誌 的評価のための資料の分析・提示を行った。
に原著論文として，あるいは国 に原著論文として，あるいは国 なお，タイムズ社の世界大学ランキングでは，平成16年度202位であった
際的に通用する著書として公表 際的に通用する著書として公表 本学のランクが平成17年度は157位と上昇した。
するとともに，国内外の学会・ するとともに，国内外の学会・ また，研究成果の著名な国際雑誌への投稿の奨励，先端的研究を誘導す
シンポジウム等において世界に シンポジウム等において世界に るための大型外部資金導入の戦略の立案を行った。
向けて発信するように努める。 向けて発信するように努める。 学術論文については，平成16年度8,077（うちレフェリー付6,567）件だ

， （ ） ， ，ったものが 平成17年度は8,126 同6,503 件 国際学会等への発表件数は
2,558（うち国際1,011）が2,730（同1,011）と増加した。

【88】 【88】 ・ 評価室と研究戦略室の連携の下 評価室に 研究評価ＷＧ を設置し 1， 「 」 ，【
・ 研究領域ごとに専門家による ・ 研究領域ごとに専門家による 06】の研究活動の評価を行うに当たって公正中立を期すための方策を検討
外部評価を受ける体制づくりを 外部評価を受ける体制の在り方 した。その一環として外部評価の在り方についても検討し，本学としての
進める。 について 後記 ２ の⑥の 研 基本的な考え方を報告書「研究活動の評価を行うに当たって公正中立を期， （ ） 「

究活動の評価および評価結果を すための方策について」として取りまとめた。
質の向上につなげるための具体
的方策」に掲げる方策の一環と
してさらに検討する。



- 34 -

北海道大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

学際的複合的な新規学問領域の創生と社会の急激な変化に対応した時代の要請に対する機動的な対応を常に念頭において，
・ 高度な研究の維持と一層の推進を可能にする柔軟な研究組織及び世界水準の研究環境，充実した支援基盤を整備するとともに，教員の流動化を促進する。中
・ 組織としての研究活動及び個々の研究者による研究活動を厳正に評価するシステムを確立するとともに，そのシステムを研究の質的向上と改善にフィードバックしうる期
体制を構築する。目
・ 研究活動より生じた知的財産について，これを適正に管理し，社会に還元するシステムを整備する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①戦略的研究推進に関する具体的 ①戦略的研究推進に関する具体的 ・ 研究に関する将来計画等を企画立案する研究戦略室では，重点配分経費
方策 方策 による研究）支援及び成果発表の実施，包括連携協定締結及び推進，２１
【89】 【89】 世紀ＣＯＥプログラム拠点活動報告会の開催，各種外部資金（科学研究費
・ 研究推進戦略に関わる組織を ・ 研究戦略室の下で，本学の主 補助金・振興調整費）獲得方策の検討や教員の業績評価（世界大学ランキ
編成し，本学の主導すべき研究 導すべき研究プロジェクトの推 ング）のための調査等を行った。
プロジェクトの推進等について 進等について立案するととも
立案するとともに，本学におけ に，本学における研究推進体制
る研究推進体制の在り方につい の在り方について多角的に検討
て多角的に検討する体制を立ち する。
上げる。

【90】 【90】 ・ 研究戦略室において，本学での科学研究費，受託研究，共同研究，寄附
・ 大型研究教育プロジェクト等 ・ 研究戦略室の下で，大型研究 金の過去の実績，他大学等の情報を収集・分析した結果をもとに，特に大
の獲得を円滑に行うための情報 教育プロジェクト等の獲得を円 型科学研究費の獲得に向けて，重点配分経費を活用し，大型科学研究費の
収集･分析，企画立案・調整を 滑に行うための情報収集･分析 獲得を目指している研究等に対して戦略的に研究助成を行った。，
行う体制を整備する。 企画立案・調整を行う。

②適切な研究者等の配置に関する ②適切な研究者等の配置に関する
具体的方策 具体的方策
【91】 【91】 ・ 大学の将来計画並びに研究課題の規模及び重要度・緊急度に応じた機動
・ 大学としての将来計画並びに ・ 大学としての将来計画並びに 的な教員の配置を行うため，全学運用定員制度の活用により，平成17年度
研究課題の規模及び重要度・緊 研究課題の規模及び重要度・緊 は以下のとおり教員を配置し，全学運用定員を活用した採用を行った。
急度に応じた機動的な研究者配 急度に応じた機動的な研究者配 ①評価室の円滑な運営のための教員配置
置を行うため Ⅱの１の⑤の 全 置を行うため，引き続き必要に ②知的財産本部の体制強化のための教員配置， 「
学的視点からの戦略的な学内資 応じてⅡの１の⑤の「全学的視 ③文書館設置に伴う教員配置
源配分に関する具体的方策」に 点からの戦略的な学内資源配分 ④医学部保健学科の組織整備に伴う教員配置
掲げるシステムを活用した採用 に関する具体的方策」に掲げる ⑤薬学教育６年制への対応のための教員配置
を行う。 システムを活用した採用を行 ⑥博物館の充実のための教員配置

う。 ⑦公共政策大学院及び会計専門職大学院の設置に伴う教員配置
⑧ＣＯＥプログラムの円滑な推進のための教員配置

【92】 【92】 ・ 企画・経営室において，研究分野の特性に応じ，民間組織・政府機関等
・ 研究分野の特性に応じ，民間 ・ 研究分野の特性に応じ，民間 から幅広く多様な人材を獲得するため，各部局等において柔軟な採用を行
組織・政府機関等から幅広く多 組織・政府機関等から幅広く多 うことができるシステムについて検討し，外部資金等による教員雇用を可
様な人材を獲得するため，人事 様な人材を獲得するため，人事 能とする「特任教員制度」及び「年俸制」について取りまとめた。これら
採用システムの弾力化を図る。 採用システムの弾力化について の検討結果を受け，平成18年度から 「特任教員制度」及び「年俸制」を導，

引き続き検討する。 入することとした。

【93】 【93】 ・ 企画・経営室における「本学における教員の職に係る方策（案 」の検討）
・ 研究者の流動性を高めるとと ・ 研究者の流動性を高めるとと の一環として，平成19年度以降新たに採用される助教に対して全学的に任
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もに優れた人材を確保するた もに優れた人材を確保するた 期制を導入することについて，各部局等からの意見を集約し，引き続き検
め，Ⅱの３の③の「任期制・公 め，Ⅱの３の③の「任期制・公 討することとした。
募制など教員の流動性向上に関 募制など教員の流動性向上に関 なお，平成17年度においては，次のとおり任期制を導入した。
する具体的方策」に掲げるとこ する具体的方策」に掲げるとこ ○水産科学研究院〈海洋生物資源科学部門資源保全管理戦略分野，海洋応
ろにより，任期制の導入や公募 ろにより，引き続き任期制の導 用生命科学部門安全管理生命科学分野《教授，助教授 〉》
制の推進に取り組む。 入検討を促進するために必要な ○人獣共通感染症リサーチセンター〈全部門《教授，助教授 〉》

調査研究を行うとともに，公募 ○エネルギー変換マテリアル研究センター〈エネルギー変換システム設計
制の推進に取り組む。 分野《助教授 〉》

○遺伝子病制御研究所〈全研究部門，疾患モデル動物実験施設，ウイルス
ベクター開発センター《助手 〉》

・ 公募制については，企画・経営室において，平成16年度の調査結果及び
新たに平成17年度に実施した公募状況の調査結果等に基づき，公募以外の
方法により教員人事を行った理由等を分析した。その結果，各部局とも公
募による人事を原則としつつ，特定の職種について研究領域の特性等によ
り公募以外の方法による例もみられた。これらの例を踏まえ，今後とも公
募制の推進に取り組むこととし，その一環として，平成18年度から教職員
の「採用情報」を本学ホームページ上に掲載することとした。

【94】 【94】 ・ 研究の効率的な推進と円滑な実施，特に重要度・緊急度の高い部門を支
・ 研究の効率的な推進と円滑な ・ 研究の効率的な推進と円滑な 援するため，法科大学院及び公共政策大学院を担当する法学研究科・法学
実施，特に重要度・緊急度の高 実施，特に重要度・緊急度の高 部事務部に１名（17.４.１ ，先端生命科学研究院・生命科学院（平成18年）
い部門を支援するため，技術職 い部門を支援するため，必要に 度設置）を担当する理学研究科・理学部事務部に２名（17.10.１）の事務
員や事務職員を適正かつ柔軟に 応じて技術職員や事務職員を適 職員を配置した。
配置する。 正かつ柔軟に配置する。 また，技術職員については，平成16年度から引き続き，企画・経営室に

おいて，改正学校教育法に対処する「本学における教員の職に係る方策」
の検討と平行して教室系技術職員に係る検討・議論を進め 検討結果を 教， 「
室系技術職員に関する基本方針（案 」として研究科等の長に提案し，平成）
18年度中を目途に，教育支援機能を充実させるため全学的視野に立った一
元的管理を目的とする組織を設置すること，組織を設置するための検討ワ
ーキンググループを設置することが了承され，引き続き検討を進めること
とした。

③研究資金の配分システムに関す ③研究資金の配分システムに関す
る具体的方策 る具体的方策
【95】 【95】 ・ 重点配分経費により，卓越した研究成果を上げることが期待できるプロ
・ 研究者個人や小規模グループ ・ 研究者個人や小規模グループ ジェクト（世界的レベルの戦略的プロジェクト研究）８件，学術研究上新
が推進する研究プロジェクト が推進する研究プロジェクト たな取り組みを行っているプロジェクト（先端的融合学問領域創成につな
は，それぞれの研究者が外部資 は，それぞれの研究者が外部資 がる研究）２件を採択したほか，17年度からの新たな事業である開発途上
金として獲得した競争的研究費 金として獲得した競争的研究費 国との共同研究，国際交流の推進プロジェクト（国際貢献に関する研究推
による実施を基本とするが，基 による実施を基本とするが，基 進 １件 自治体等と連携したコストシェアの考え方に基づく研究事業 地） ， （
礎的・基盤的研究領域で，外部 礎的・基盤的研究領域で，外部 域連携支援推進事業）３件，世界最先端の研究に発展する可能性を秘めた
資金の獲得が難しい初期段階の 資金の獲得が難しい初期段階の 研究（若手研究者の支援）９件に対して，公募を通じて資金の配分を行っ
萌芽的研究等については，重要 萌芽的研究等については，重要 た。
性や戦略性等を勘案しつつ，Ⅱ 性や戦略性等を勘案しつつ，Ⅱ なお，平成18年３月に重点配分経費による研究の成果報告会を実施し，
の１の⑤の「全学的視点からの の１の⑤の「全学的視点からの 研究代表者が研究の進捗度合，得られた成果，発展性，該当研究に基づく
戦略的な学内資源配分に関する 戦略的な学内資源配分に関する 大型研究費獲得への働きかけ等について報告した。
具体的方策」に掲げるシステム 具体的方策」に掲げるシステム
を活用した研究資金の支援を行 を活用した研究資金の支援を行
う。 う。

【96】 【96】 ・ 重点配分経費により，世界的レベルの戦略的プロジェクト研究，先端的
・ 本学の伝統と特色を生かした ・ 本学の伝統と特色を生かした 融合学問領域創成につながる研究，国際貢献に関する研究推進，地域連携
基礎的・応用的研究，地域・国 基礎的・応用的研究，地域・国 支援推進事業，若手研究者の支援，２１世紀ＣＯＥ活動報告会，産学連携
際貢献に関する研究，世界的レ 際貢献に関する研究，世界的レ 推進会議の地域や企業との情報発信の推進経費，成果の社会への還元とし
ベルの拠点形成研究，大学が主 ベルの拠点形成研究，大学が主 ての特許出願費等の支援を行った。
導すべき戦略的プロジェクト研 導すべき戦略的プロジェクト研 また，創成科学共同研究機構の研究活動を支援する経費として，特定研
究等については，その規模と重 究等については，その規模と重 究２部門，流動研究12部門に対して重点配分経費を措置した。
要度・緊急度を勘案しつつ，必 要度・緊急度を勘案しつつ，必



- 36 -

北海道大学
要に応じて上記システムを活用 要に応じて上記システムを活用
した研究資金の支援を行う。 した研究資金の支援を行う。

【97】 【97】 ・ 企画・経営室において，平成16年度に行った調査・分析を踏まえて，外
・ 外部からの新任教員に対する ・ 外部からの新任教員に対する 部からの新任教員に対する支援促進制度について検討し，学外の研究機関
支援促進制度（スタートアップ 支援促進制度（スタートアップ 等からの採用であって，かつ研究業績の特に優れた教員に対して，全学的
経費）を設ける。 経費）について検討し，成案を 見地から支援する制度について取りまとめた。これを受け，平成18年度か

得る。 ら，この制度をスタートアップ特別支援事業として導入することとした。

④研究に必要な設備等の活用・整 ④研究に必要な設備等の活用・整
備に関する具体的方策 備に関する具体的方策
【98】 【98】 ・ 創成科学共同研究機構，触媒化学研究センター，電子科学研究所附属ナ
・ 高度な研究設備のより横断的 ・ 高度な研究設備のより横断的 ノテクノロジー研究センターが所有する高度な研究機器・装置について，
効率的な利用を図るため，設備 効率的な利用を図るため，設備 創成科学研究棟オープンファシリティとして学内外の研究者が利用できる
・機器等を全学的に供用しうる ・機器等を全学的に供用しうる システムを整備するとともに，ウェブサイトから利用予約ができるように
体制を整備拡充する。 体制について引き続き検討す し，全学的な有効利用を図った。

， ，る。 また 学内の共同利用施設・装置等のウェブサイトのリンク集を作成し
「北海道大学研究機器利用の窓口」として本学トップページに掲載した。

【99】 【99】 ・ 平成17年度科学技術振興調整費及び特定経費でプロジェクト研究の実施
・ 大学主導の重点的研究プロジ ・ 大学主導の重点的研究プロジ に必要なために措置した設備については，創成科学研究棟オープンファシ
ェクトの実施に必要な設備は学 ェクトの実施に必要な設備は， リティとして学内外の研究者が利用できるシステムを整備するとともに，
内共同利用設備として整備し， 学内共同利用設備として整備を ウェブサイトから利用予約ができるようにし，活用を促進した。
円滑な共同利用体制の構築を図 図る。
る。

【100】 【100】 ・ 函館キャンパスに海洋・水産科学における先端的・独創的研究を推進す
・ 複合的・学際的な研究や共同 ・ 複合的・学際的な研究や共同 る拠点施設として，マリンサイエンス創成研究棟の新営整備を行った。ま
研究実施に係る研究ネットワー 研究実施に係る研究ネットワー た，札幌キャンパス以外の施設・設備について，工事16件（24,344千円 ，）
ク構築に資するため，札幌キャ ク構築に資するため，札幌キャ 設備２件（6,278千円）を整備した。
ンパス以外の諸施設を含め大学 ンパス以外の諸施設を含め大学
全体として施設・設備の適切な 全体として施設・設備の適切な
整備を図る。 整備を図る。

⑤知的財産の創出，取得，管理及 ⑤知的財産の創出，取得，管理及
び活用に関する具体的方策 び活用に関する具体的方策

， ， ，【101】 【101】 ・ 知的財産本部は 知的財産の一元的管理を行う組織として 本部長の下
・ 知的財産の大学帰属の原則を ・ 知的財産本部の整備を進め， 副本部長，知的財産戦略部及び知的財産権運用部の２部で運営され，知的
徹底し，知的財産の管理，活用 学内の知的財産の持続的集積・ 財産に関する戦略の立案，知的財産権の管理・運用等を行っている。

， ， ，等に関する業務を行う組織を編 一元管理の枠組みを整える。 知的財産戦略部に設置された知的財産審査会では 出願の可否 権利化
成し 学内研究科 研究所等 以 企業等への技術移転等に関する審査を月２回行い迅速に処理した。， ， （
下「研究科等」という ）にあ また，知的財産権運用部には，学内の知的財産の発掘・権利化・活用を。
る知的財産についての集積・一 行うため，知的財産マネージャー４名を配置している。また，知的財産マ
元管理体制を整備する。 ネージャーの指導の下，研究等に知的財産リサーチャーを委嘱し，発明等

の先行特許調査を通じ特許情報検索技術の向上を図るとともに，発明等の
質の向上に貢献した。なお，リサーチャーには，人材育成を兼ねて大学院
学生を委嘱しており，平成17年度は10名に委嘱した。
少人数での知財の効率的管理を目的に導入している特許管理システムに

ついて，平成17年度から，発明の届出，特許出願及び特許の期限管理のほ
か，共同出願契約書，特許実施契約書等のデータも取り込み，特許をより
一元的に管理する機能の整備を進めた。

【102】 【102】 ・ 知的財産ポリシー，産学連携ポリシー及び利益相反ポリシーについて，
・ 研究成果の取扱及び知的財産 ・ 知的財産ポリシー，産学官連 知的財産マネージャーが発明届出のあった教員の研究室へ赴き，発明相談
の管理・活用に関する｢知的財 携ポリシー及び利益相反マネジ とともに，各ポリシーについて理解を深めてもらうために個別に説明を行
産ポリシー｣等を整備するとと メントポリシーの周知を図る。 っており，研究室の訪問回数は延べ760回に達した。
もに 「利益相反」のマネジメ また，知的財産本部のホームページに知的財産ポリシー，産学連携ポリ，
ント等について「利益相反ポリ シー及び利益相反ポリシーを掲載して周知を促しているほか，新任教員の
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シー」を整備し，その普及を図 研修会においても職務発明制度の説明を行った。
る。

， ，【103】 【103】 ・ 職務発明制度及び知的財産についての理解を深めるため 平成17年度は
・ 知的財産の創出，取得，活用 ・ 知的財産の創出，取得，活用 日本弁理士会知的財産支援センターと協力し 知的財産セミナーを前期 基， （
の一層の促進を図るため，セミ の一層の推進を図るため，セミ 礎確立ラウンド ・後期（応用発展ラウンド）をあわせて４日間開催し，延）
ナー等を通じて広く知的財産に ナー，ホームページ等を通じて べ420名が受講した。同セミナーの内容は以下のとおりである。
関する啓発を行う。 広く知的財産に関する啓発を行 Ⅰ．基礎確立ラウンド（10月20～21日，６コマ）講義内容

， ， ，う。 ①権利化と外国出願のプロセス ②優先権 特許法30条適用と問題点
拒絶理由通知への対応，特許権と意匠，商標，著作権との関係，③研
究と事業化のための先行特許調査方法
Ⅱ．応用発展ラウンド（12月１～２日，６コマ）講義内容

， ，①戦略的特許明細書の作成 ②特許権と独占禁止法・不正競争防止法
実務者が知っておくべき権利活用と契約の問題点
また，公共政策大学院の協力により知的財産法のオープン講座を開設し

た。
・ 知的財産リサーチャーの特許検索技術の向上を図るため，平成17年８月
に特許検索システムの講習会を実施した。
・ 発掘した発明等の評価能力を高めるために，財団法人全日本地域研究交
流協会との共催により平成17年７月に目利き人材育成研修会を開催した。
・ 本学教員のベンチャー立ち上げを支援するため，起業プロジェクトセミ
ナー等を開催した。
・ 知的財産本部のホームページにおいては，研究者紹介及びベンチャー企
業の紹介を行っているほか，メールマガジンを発行し，タイムリーな話題
を掲載し，知的財産に関する啓発を行った。アクセス数は，３万件を超え
た。

【104】 【104】 ・ これまでに蓄積した知的財産の活用に向け地域からの情報発信を行うた
・ 広報活動やデータベースの整 ・ 知的財産に関する広報活動や めに，本学及び文部科学省の主催により 「産学官連携イノベーションフェ，
備により知的財産に関する情報 データベースの充実を図るとと アin北海道2005」を，平成17年11月10日，11日の両日 「第19回技術・ビジ，
の発信を進め，企業等との連携 もに，企業等との連携により， ネス交流会（ビジネスＥＸＰＯ 」及び「特許流通フェアin2005北海道」と）
により，知的財産の活用を積極 知的財産の活用を推進する。 同時開催した。なお，展示会のほかに，知的財産に関するシンポジウムを

。 ，的に推し進める。 大学技術移転協議会と共催した このフェアには北海道内国公私立10大学
東北地区国立大学４大学，鹿児島大学及び北海道ＴＬＯ（株）が参加し，
開催期間中には18,000名の来場者があった。
・ 第４回産学官連携推進会議（京都 ，第２回イノベーションジャパン（東）
京 ，日本分子生物学会（福岡 ，日本農芸学会（京都）等，大きなマーケ） ）
ットである関東・関西地域等で開催される展示会等に参加し，積極的な知
財情報発信を行った。
・ 特許情報に関しては，引き続き知的財産本部のホームページで公開した
ほか，平成17年度から独立行政法人科学技術振興機構の研究成果展開総合
データベース「Ｊ－ＳＴＯＲＥ」を本格活用して，未公開特許情報を掲載
し，知的財産の活用に向け積極的な事業活動を展開した。

⑥研究活動の評価および評価結果 ⑥研究活動の評価および評価結果
を質の向上につなげるための具 を質の向上につなげるための具
体的方策 体的方策
【105】 【105】 ・ 平成16年度に国立大学法人北海道大学評価規程を制定し，各部局等を点
・ 各研究組織において，前記 ・ 各研究組織において，前記 検及び評価を行う「実施部局」とし，部局評価組織を置くこととした。平
（１）の④の「研究の水準・成 （１）の④の「研究の水準・成 成17年度に新設した研究組織においても，同規程に基づき内規を定め，評
果の検証に関する具体的方策」 果の検証に関する具体的方策」 価組織を設置した。
に掲げるものを含め，組織とし に掲げるものを含め，組織とし ・ 平成17年度は，10教育研究組織で自己点検評価を実施し，５教育研究組
ての研究活動及び個々の研究者 ての研究活動及び個々の研究者 織で実施方針等を検討した。なお，評価室においては，これらの組織の活
による研究活動を評価する体制 による研究活動を評価する体制 動実績を取りまとめ，各組織に周知した（ 214-1】参照 。【 ）
並びに評価結果を研究活動の質 を整備するとともに，評価結果 ・ 平成16年度から 「研究活動一覧」の掲載業績の点検・審査について，全，
の向上及び改善の取組に結び付 を研究活動の質の向上及び改善 学的な点検評価委員会が行う仕組みから，各研究組織ごとに行う仕組みに
ける体制を確立する。 の取組に結び付ける体制の整備 変更しており，平成17年度も同様に実施した。なお，各研究組織における

を進める。 点検・審査実施の体制等について評価室で検証し，その結果を各組織に周
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知した。

【106】 【106】 ・ 評価室と研究戦略室の連携の下，評価室に「研究評価ＷＧ」を設置し，
・ 研究目標，研究計画，研究体 ・ 研究目標，研究計画，研究体 研究活動の評価を行うに当たって公正中立を期すための方策を検討し，本
制管理，投入研究資源，研究成 制管理，投入研究資源，研究成 学としての基本的な考え方を報告書「研究活動の評価を行うに当たって公
果等につき客観的多面的な評価 果等につき客観的多面的な評価 正中立を期すための方策について」として取りまとめた。
項目を設定するなど研究活動の 項目を設定するなど研究活動の
評価を行うに当たって公正中立 評価を行うに当たって公正中立
を期すための方策を検討し，平 を期すための方策を検討し，成
成１７年度中を目途に成案を得 案を得る。
る。

⑦全国共同研究，学内共同研究等 ⑦全国共同研究，学内共同研究等
に関する具体的方策 に関する具体的方策

，【107】 【107】 ・ 学内における全国共同利用の附置研究所・全国共同利用施設においては
・ 学内の全国共同利用の附置研 ・ 学内の全国共同利用の附置研 その特色を最大限に生かせるよう配慮し，附置研究所においては低温科学
究所・全国共同利用施設を中心 究所・全国共同利用施設を中心 研究所に平成16年度に設置した「附属環オホーツク研究センター」の組織
として，他大学等との連携によ として，他大学等との連携によ 強化に着手するとともに，今後環オホーツク圏の国際研究拠点としての役
る効果的な共同研究を推進し， る効果的な共同研究を推進し， 割を担えるよう，ロシア科学アカデミー極東支部や中国の研究グループ等
全国に開かれた研究拠点として 全国に開かれた研究拠点として との共同研究を開始した。
の地位のより一層の向上を図 の地位のより一層の向上を図 また，以下に述べる各センター等における他大学等の研究者対象の「共
る。 る。 同研究員制度 ，最先端で活躍する他大学教員を客員として招いた大学間共」

同研究・技術交流，産学官共同研究推進のための総合窓口機能や，２１世
紀ＣＯＥプログラムをはじめとしたプロジェクト研究における他大学・全
国の研究者の参加を積極的に促し，研究拠点としての地位向上を図った。

【108】 【108】 ・ 本学が培ってきた広範な学問領域（特に，地球温暖化・水の統合的管理
・ 本学における特色ある研究を ・ 本学における特色ある研究を ・循環型国際社会の構築・食糧・森林の安定的確保・感染症対策）につい
推進するため，既存学問分野の 推進するため，既存学問分野の て，持続可能性という視点で横断的に捉え直し，人類共通の目標価値であ
さらなる発展と深化の促進並び さらなる発展と深化の促進並び る 持続可能な開発 を本学の国際戦略の中心領域として 文部科学省 大「 」 ， 「
に異分野の融合による新しい研 に異分野の融合による新しい研 学国際戦略本部強化事業」に申請，採択された。具体的目標として「北東

」，「 」究の芽生えを誘導することを目 究の芽生えを誘導することを目 アジア・環オホーツク北太平洋における気候システム 人獣共通感染症
指し，重要度・緊急度に応じた 指し，重要度・緊急度に応じた 北海道大学サステイナビリティ・ガバナンス計画 の３課題を設定し 持「 」 ，「
大規模共同研究を戦略的に推進 大規模共同研究を戦略的に推進 続可能な開発」の実現に貢献しつつ，本学の国際対応，国際戦略全般の機
する。 する。 能・能力向上を意識して活動を展開するため，総長が議長となり，教授，

助教授及び学術国際部長で構成する「持続可能な開発」国際戦略推進会議
を設置した。

【109】 【109】 ・ 触媒化学研究センターにおいては 情報発信・交流拠点の活動として 国， ，「
・ 触媒化学に関する研究，情報 ・ 触媒化学研究センターは，触 際シンポジウム 「研究討論会」の２事業を実施し，平成17年度は 「日本」 ，
の発信及び交流拠点としての活 媒化学に関する研究，情報の発 の誇る先駆的研究成果を日本の研究機関の主導で海外において情報発信す
動を推進し，この分野における 信及び交流拠点としての活動を る国際シンポジウム（講演者＝日本人，聴衆＝外国人 」を初めてドイツの）
全国共同研究を実施する。 推進し，この分野における全国 アーヘン工科大学で開催し，250名を超える盛況を得た。

， 「 」共同研究を実施する。 このほか 本学において国際シンポジウム 不均一酸化触媒を展望する
， 「 」 「 」を開催したほか 昨年度まで実施していた 研究討論会 と 研究発表会

とを統合した「精密材料設計のフロンティア－戦略と機能化」を開催し，
学内外から多数の研究者が参加した。
また，他大学等の研究者が同センターの教員と触媒化学に関する研究課

題について共同研究を推進するための「共同研究員制度」により平成17年
度は55件の共同研究を行った。

【110】 【110】 ・ スラブ研究センターにおいては，２１世紀ＣＯＥプログラム「スラブ・
・ スラブ・ユーラシア地域に関 ・ スラブ研究センターは，スラ ユーラシア学の構築：中域圏の形成と地球化」を中心に総合研究を推進し
する総合研究を推進するととも ブ・ユーラシア地域に関する総 た。このプロジェクトの下で18件の共同研究を進め，この多くには大学院
に，この分野における全国及び 合研究を推進するとともに，こ 生，ポスドク研究者や他大学の研究者を参画させ，全国規模の共同研究と
国際共同研究を実施する。 の分野における全国及び国際共 して推進した。

同研究を実施する。 また，重点配分経費により「国際貢献に関する研究の支援」として「北
海道とサハリン州：相互理解に資する歴史記述を求めて」が採択され，こ
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れにより，サハリン国立大学と国際共同研究を実施し，同大学と交流協定
を締結するに至った。
さらに，特別教育研究費の拠点形成経費により 「スラブ・ユーラシア地，

域と隣接地域との相互作用に関する総合研究」を全国共同研究として実施
した。

【111】 【111】 ・ 情報基盤センターにおいては，全国共同利用設備であるスーパーコンピ
・ 全国共同利用設備を含む情報 ・ 情報基盤センターは，全国共 ュータシステムを更新し，従前に比べ21倍の総合演算性能を有する大規模
基盤を整備し，情報化を推進す 同利用設備を含む情報基盤を整 超高速計算システムを整備したことに伴い，利用負担料金に計算ノード単
る研究開発並びに情報メディア 備し，情報化を推進する研究開 位のパック型定額方式を導入した。
を活用した研究教育の実施及び 発並びに情報メディアを活用し 研究面では，全国共同利用設備を活用した学術研究を推進するため，全
支援を行う。 た研究教育の実施及び支援を行 国共同利用７大学情報基盤センター長会議の下に設置されたグリッドコン

う。 ピューティング研究会，コンピュータネットワーク研究会及び認証研究会
， ，において 調査研究を行うとともに研究機関の相互連携と情報共有を図り

特にグリッドコンピューティング及び認証基盤の研究会においてはその中
核を担った。
教育面では，学内共同利用の情報基盤を用いた情報教育，外国語教育，

遠隔教育，キャリア支援教育，教育デジタルコンテンツの諸分野で情報メ
ディア活用教育の実施に大きな成果を上げた。

【112】 【112】 ・ アイソトープ総合センターにおいては，理学研究科，農学研究科，医学
・ アイソトープを利用する研究 ・ アイソトープ総合センター 研究科，大学病院，薬学研究科，工学研究科，獣医学研究科，地球環境科
教育において共同利用施設の活 は，アイソトープを利用する研 学研究院，遺伝子病制御研究所等がアイソトープを利用する研究教育を行
用を図る。 究教育において共同利用施設の っており，さらに他大学の利用も受け入れた。

活用を図る。 また，利用者に対する教育訓練を年10回行ったほか，学生実習，安全講
習会の企画，実施等を行った。
平成17年度においては，サイクロトロンを利用した核医学や放射薬品学

等の分野で学外との共同研究を進展させた。

【113】 【113】 ・ 機器分析センターにおいては，各部局より元素分析，質量分析，核磁気
・ 分析機器を利用する研究教育 ・ 機器分析センターは，分析機 共鳴分析，アミノ酸組成分析及び蛋白質配列分析の委託を受け，分析装置
において共同利用施設の活用を 器を利用する研究教育において に熟練した専任のオペレータにより，高精度な分析データを提供した。
図る。 共同利用施設の活用を図る。 平成17年度の実績は16部局から10,617件あった。

【114】 【114】 ・ エネルギー変換マテリアル研究センターにおいては，最先端で活躍して
・ 高機能エネルギーマテリアル ・ 高機能エネルギーマテリアル いる他大学の教授，助教授を客員教員として招き，大学間の共同研究・技
の開発基盤を構築するため，共 の開発基盤を構築するため，共 術交流を積極的に展開した。
同利用施設を整備する。 同利用施設として，エネルギー また，日本人４名と外国人２名の若手研究者を非常勤研究員として採用

変換マテリアル研究センターを し，科学研究費補助金６件，科学技術機構戦略的創造研究推進事業分担課
整備する。 題１件等を獲得し，活発な研究活動を行うとともに，国内外の第一線で活

躍する研究者を招いた国際シンポジウムやセミナーを開催し，エネルギー
変換マテリアル分野・変換システム分野の研究成果を公表した。

【115】 【115】 ・ 部局横断的な研究推進体制の確立，超学問領域研究の創成，文系・理系
・ 基礎的・学際的研究から応 ・ 先端科学技術共同研究センタ にとらわれない調和の取れた学術の社会還元等を目指して先端科学技術共
用，開発及び実用に至る研究並 ーと創成科学研究機構を統合 同研究センターと創成科学研究機構を統合し「創成科学共同研究機構」と
びにこれらの研究支援を行い， し，創成科学共同研究機構とし して再編した。
本学と産業界等との研究協力を て再編することにより，本学と 本学と産業界との連携協力の一元的窓口としての機能を果たす体制とし
推進する。 産業界との連携協力の一元的窓 て，研究企画部を設置し，調査・企画，パテントマップ化，ビジネスモデ

口としての機能を充実させる。 ル化などの専門家を配置した。
また，基礎的・学際的研究から 産学官連携，地域連携及び起業人人材育成等，研究成果の活用等に関す
応用，開発及び実用に至る研究 る総合的な事項についての企画・立案を行うリエゾン部を設置した。
並びにこれらの研究支援を行 さらに，学外に対する総合窓口機能と産学官共同研究を推進し，中でも
い，本学と産業界等との研究協 プロジェクト研究領域は学内での産学連携研究の中から特に事業化の可能
力を推進するとともに，新たな 性が高い研究を公募し，新規事業創出やベンチャー企業の立ち上げを全面
学問領域の創成及び研究科等横 に打ち出したプロジェクト研究を行っており，平成17年度は共同研究プロ
断的な研究を推進する。 ジェクト７件，共同研究６件が実施された。
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【116】 【116】 ・ 量子集積エレクトロニクス研究センターにおいては，ユビキタスネット
・ 量子集積エレクトロニクスに ・ 量子集積エレクトロニクスセ ワーク社会の発展のキーとなる大規模情報・通信集積システムやナノテク
関する研究を推進する。 ンターは，ユビキタスネットワ ノロジー発展のキーとなる超微細電子・光システムを構築する研究の推進

ーク社会発展の核となる量子集 を目指し，学内および学外との共同研究を推進し，量子ナノワイヤ・ナノ
積エレクトロニクスに関する研 チューブ構造の作成と評価等，多くの研究成果を得た。

， ， ，究を推進する。 なお 研究を推進するための基盤として 競争的資金を積極的に獲得し
「 」２１世紀ＣＯＥプログラム 知識メディアを基盤とする次世代ＩＴの研究

においては，センターからサブリーダー１名，事業担当者２名が量子ナノ
エレクトロニクス分野の中核として参画した。

【117】 【117】 ・ 北方生物圏フィールド科学センターにおいては，学内・全国の研究者や
・ 北方生物圏におけるフィール ・ 北方生物圏フィールド科学セ 研究機関との共同研究を拡大・推進しており，平成17年度は，本学との包
ドを基盤とした総合的な研究教 ンターは，生物圏におけるフィ 括連携協定機関である三菱重工業及びＵＦＪキャピタルとの研究計画作成
育を推進する。 ールドを基盤とした総合的な研 と研究費申請を行った。

究教育を推進する。 特に三菱重工との共同研究においては科学技術振興調整費への申請課題
に基づく天塩研究林における「未利用木質バイオマスの収集試験」を実施
した。
また，同センターにおいてプロジェクト研究を企画し，提案と組織作り

を積極的に行うとともに，外部企画の各種プロジェクト研究に積極的に参
画することにより，センターのフィールド内外で実施される共同研究の拡
大・充実を進めた。なお，代表・分担を含め約20件の取組に参加した。

【118】 【118】 ・ ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーにおいては，ベンチャーシーズの
・ ベンチャー・ビジネスの萌芽 ・ ベンチャー・ビジネス・ラボ 萌芽となる独創的な成果を求め，平成16年度より進めてきた，東芝，ＮＴ
となる独創的な研究開発を推進 ラトリーは，ベンチャー・ビジ Ｔドコモ，K-plex（米国 ，Intellpaxx（独 ，シーズラボとの共同研究を） ）
するとともに，高度の専門的職 ネスの萌芽となる独創的な研究 発展させ，国立情報通信研究所の支援のもと，編集工学研究所，慶応大学
業能力を持つ創造的な人材を育 開発を推進するとともに，高度 と共に新しい電子図書館システムの開発プロジェクトを立ち上げた。
成する。 の専門的職業能力を持つ創造的 また，２１世紀ＣＯＥプログラム「知識メディアを基盤とする次世代Ｉ

な人材を育成する。 Ｔの研究」に参画し，知識メディア技術の基盤ならびに応用に関する技術
開発を担当した。
さらに，創造的な人材の育成を促進するために，外国企業との合同研究

集会に大学院生を積極的に参加させたり，共同研究に大学院生をメンバー
として加えるなど高度の専門的職業能力を持つ人材育成を行った。

【119】 【119】
・ 新たな学問領域の創成及び研 （平成17年度は年度計画なし）
究科等横断的な研究を推進す
る。

⑧学部・研究科・附置研究所等の ⑧学部・研究科・附置研究所等の
研究実施体制等に関する特記事 研究実施体制等に関する特記事
項 項
【120】 【120】
・ 高度情報化社会に対応するた （平成17年度は年度計画なし）
めに既存の関連学問分野を統合
した「情報科学」を担う研究教
育組織を確立し，発展させる。

【121】 【121】 ・ ジェンダーの研究教育体制整備の準備として，男女共同参画委員会が研
・ ジェンダーに関する研究教 ・ ジェンダーに関する研究教 究会「教職員の男女共同参画」を主催し，ジェンダー学の教育及び研究の
育，及びアイヌ民族をはじめと 育，及びアイヌ民族をはじめと 現状について研究した。

，する北方諸民族に関する研究教 する北方諸民族に関する研究教 ・ 北方諸民族に関する研究教育を総合的に推進する体制の構築については
育を総合的に推進する体制の構 育を総合的に推進する体制の構 平成16年度に企画･経営室の下に設置した「北方諸民族研究教育体制整備に
築を図る。 築について引き続き検討する。 関するＷＧ」において引き続き検討を行い，国内の関連機関等に関する現

状調査を実施するとともに，国際シンポジウム「先住民族と大学」を開催
した。また，教育については，すでに開始している学士課程の全学教育の
授業に加えて，平成17年度後期から大学院共通授業科目「先住民族研究特
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別講義－アイヌと北方少数民族－」を開講した。このような検討と準備に
基づき 「アイヌ･北方先住民研究センター（仮称 」を平成19年度に設置す， ）
ることを目途として，検討を開始した。

【122】 【122】 ・ 法学研究科，工学研究科，経済学研究科の連携により，高い政策能力を
・ 文理融合型の研究教育を適切 ・ 文理融合型の研究教育を適切 持った国際的にも通用する人材の養成を目指し，文理融合型の公共政策に
に推進する体制の構築を図る。 に推進する体制として，大学院 関する専門職大学院として，平成17年４月１日に「公共政策学教育部･公共

」（ ） ， 。公共政策学教育部・公共政策学 政策学連携研究部 公共政策大学院 を設置し 42名の学生を受け入れた
連携研究部を設置する。 入学者選抜の工夫により，法学部・工学部・経済学部・教育学部卒等の学

， ， ， ，生 元国会議員 現職の地方自治体議員･職員 ＮＰＯ活動に関わる人材等
多様な入学者を確保した。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携，国際交流等に関する目標

社会連携，産学官連携，国際交流を実施する体制及び環境を整備し，関連事業を推進することにより，世界水準の研究を促進するとともに，教育研究成果の産業界，地域社中
会及び国際社会への還元を積極的に進める。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①地域社会等との連携・協力，社 ①地域社会等との連携・協力，社
会サービス等に係る具体的方策 会サービス等に係る具体的方策
【123】 【123】 ・ 大学ホームページに包括連携協定の状況を掲載し，地域社会への情報発
・ 社会連携に関する情報発信機 ・ 社会連携に関する情報発信機 信を充実させた。また，平成17年度から北海道大学東京同窓会を後援とし

。能を充実させるため，ホームペ 能を充実させるため，ホームペ て東京で開催している北大フロンティア・セミナーの開催案内等を行った
， ， ，ージ活用の一層の推進を図ると ージ活用の一層の推進を図ると なお 大学ホームページについては 平成17年度にリニューアルを行い

ともに，特に本学における研究 ともに，特に本学における研究 訪問者別インデックスとして「地域・企業の皆様へ」を設けるなど利便性
者及び研究活動情報については 者及び研究活動情報については に配慮した。
それらのデータベース化を進 それらのデータベース化を推進 さらに，国際競争力が求められている状況の中で，英語による情報発信
め，その公開・供用により，地 する。 をより一層強化，推進するために，平成16年度から開始された研究者及び
域社会，産業界との交流の強化 研究業績等のデータベースの英語版の入力を促し，平成18年３月現在では6
を図る。 6.1％までになった。

【124】 【124】 ・ 各種審議会，委員会等へは，平成17年度には，本学教員935名が延べ2,12
・ 国・地方自治体，経済・文化 ・ 国・地方自治体，経済・文化 １件(国186名 318件 地方自治体241名 511件 各種団体508名 1,292件)， ， ， ， ，
団体，非営利団体等を含む地域 団体，非営利団体等を含む地域 に参加した。
社会の行政，文化，産業活動等 社会の行政，文化，産業活動等 ・ 各部局では，経済学研究科のセミナー「北海道大学・北洋銀行共同セミ
への貢献のため，各種審議会， への貢献のため，各種審議会， ナー－グローバル経営時代を生きぬくための会計知識－」等，専門職業人
委員会，研究会への参加等を含 委員会，研究会への参加等を含 を対象とした講演会等を11件開催した。
め，それらを専門的見地から評 め，それらを専門的見地から評 ・ また，学部では聴講生27名，科目等履修生82名，研究生115名，特別聴講
価，助言する活動を拡充する。 価，助言する活動を引き続き推 学生87名,大学院では聴講生８名，科目等履修生27名，研究生345名，特別
また 行政 文化 産業 教育 進する。また，行政，文化，産 聴講学生16名，特別研究学生65名(人数は前・後期の延べ人数)を受け入れ， ， ， ， ，
福祉，医療等の様々な分野にお 業，教育，福祉，医療等の様々 た。
いて活躍中の専門職業人等を対 な分野において活躍中の専門職
象とした講演会，講習会活動を 業人等を対象とした講演会，講
より充実させるとともに，本学 習会活動をより充実させるとと
の様々な制度を活用したリカレ もに，本学の様々な制度を活用
ント教育を実施する。 したリカレント教育も引き続き

実施する。

【125】 【125】 ・ 公開講座(講習料を徴収するもの)は,全学企画で１講座，部局企画で12講
・ 地域の社会人教育等を推進す ・ 地域の社会人教育等を推進す 座実施し，645名の受講者があった。また，リカレント教育特別事業として
るため，公開講座や市民を対象 るため，公開講座や市民を対象 薬学部生涯教育特別講座，北大病院循環器科生涯教育講座等を実施した。
とした教育活動，施設利用等を とした教育活動，施設利用等を また，部局長が講師となり市民等との対話により進められる「遠友炉辺談
通じ，基幹総合大学の特色を発 通じ，基幹総合大学の特色を発 話」など市民の知的好奇心に応えるユニークな取組も行った。部局におい
揮した，潜在的知的好奇心を満 揮した，潜在的知的好奇心を満 ても，専門職業人を対象とした講演会等11件，その他の市民を対象とした
足させうる社会教育サービス事 足させうる社会教育サービス事 教育活動として歯学部の市民公開特別講座や北方生物圏フィールド科学セ
業を企画・実施する。 業を引き続き企画・実施する。 ンターの自然観察会等50件の教育サービスが実施された。総合博物館では

「土曜セミナー」を実施するとともに種々の講演会等を行った。

【126】 【126】 ・ アドミッションセンターが中心となり，オープンユニバーシティを札幌
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・ オープンキャンパス事業，出 ・ オープンキャンパス事業，出 キャンパス（８月１日）と函館キャンパス（８月３日）で開催し，高校生
前講義，学部講義への受入及び 前講義，学部講義への受入及び を中心に3,737名の参加があった。
公開講演活動等を通じた初等・ 公開講演活動等を通じた初等・ ・ 体験入学（教育学部６月25日，他の札幌キャンパス８月２日～，函館キ

） 。中等教育との連携を充実させ 中等教育との連携を引き続き充 ャンパス８月４・５日 を全12学部で実施し高校生1,017名の参加があった
る。 実させる。 ・ 出前講義等は６校で延べ13名の教員を派遣し実施した。

・ 講演，演習や実験形式の模擬講義等を行う北大セミナーを道内３地区及
び道外１地区で実施した。
・ 高等学校14校を訪問し出前講義や進路指導担当教諭との情報交換を行っ
た。
・ 道内及び道外の高校生を構内見学や模擬授業・施設見学等で47件，4,335
名を受け入れた。
・ 以上の事業のほかに道内の国公立大学で組織する北海道進学コンソーシ

「 」（ ，アム実施委員会の主催で 北海道10国公立大学進学説明会 大阪８月27日
名古屋８月28日）を実施した。
・ 新規事業として，①高校生向けの北海道大学入試広報ＤＶＤ「学びのフ
ロンティア」を作成し，高等学校に配付した。②主要大学説明会（東京大
学主催）の札幌会場に参加し，本学副学長による基調講演，個別相談を実
施した。
・ 北海道大学公開講座を高大連携の資源として位置づけ,高校生への開放を
実施した。本年度は札幌旭丘高校を中心に104名が聴講した。また，公開講
座実施ごとに，高校生にアンケートを実施し，その結果を分析するととも
に，高校に知らせた。

【127】 【127】 ・ 北海道生涯学習審議会委員，札幌市生涯学習推進構想策定委員会委員(副
・ 地方自治体等の生涯学習計画 ・ 地方自治体等の生涯学習計画 委員長)に高等教育機能開発総合センター・生涯学習計画研究部専任教員が
の企画・立案・各種相談並びに の企画・立案・各種相談並びに 当たるなど，北海道や札幌市等の生涯学習計画の企画・立案などに協力し
交流事業等に積極的に参加し， 交流事業等に積極的に参加し， た。また，札幌市生涯学習振興財団主催の「ボランティアメッセインちえ
地域社会の文化的活性化に貢献 引き続き地域社会の文化的活性 りあ」(平成18年２月)などに協力し，生涯学習ボランティアの養成に貢献
する。 化に貢献する。 した。

【128】 【128】 ・ 連合同窓会で各学部同窓会名簿の提供を受け収集・整理しデータベース
・ 本学学部卒業者，大学院修了 ・ 同窓生名簿を整理・データベ 化した。
者の各同窓会組織の連絡・協力 ース化し，学生の就職活動や包 収集した名簿は，キャリアセンターに就職先斡旋及び新規企業開拓等の

。 ， 。体制の整備を支援し，本学の研 括連携，受託研究，研究成果の 就職支援のために提供した また 地区同窓会にも必要な情報を提供した
究，教育・社会連携等に関する 実用化等へ役立てる。 連合同窓会と北海道大学キャリアセンターが連携し，平成18年１月16日
意見交換を広く行いうる体制の (月)～27日(金)と２月16日(木)～23日(木)の２回にわたり「北海道大学企
構築を図る。 業等研究セミナー」を開催した。このセミナーは企業等の人事・採用担当

者が各ブース内で参加学生に対し業界・企業・就職等の情報を提供するも
ので316社の企業・団体の協力があり，参加学生数は延べで12,937人に達し
た。

②産学官連携の推進に関する具体 ②産学官連携の推進に関する具体
的方策 的方策
【129】 【129】 ・ 学内に集積している研究動向を分析し，その中から統一的な研究戦略を
・ 大学と産業界を結ぶリエゾン ・ 大学と産業界を結ぶリエゾン 打ち出すことにより，より多くの外部資金獲得に結びつけるとともに，平
機能を一層強化するため，リエ 機能を一層強化するため，リエ 成17年４月に先端科学技術共同研究センターと創成科学研究機構を統合し
ゾンオフィス体制の整備を進め ゾンオフィス体制を整備すると て発足した創成科学共同研究機構に，これまで同センターに置いていたリ
るとともに，学内の連絡調整機 ともに，学内の連絡調整機能を エゾンオフィスを充実・発展させた「リエゾン部」を設け，産学官連携，
能を充実させる。 充実させる。 地域連携及び起業人材育成等，研究成果の活用等に関する総合的な事項に

ついて企画・立案を行うとともに，学内の産学連携に関する意識を啓発す
るため，学術研究員１名を新たに配置する等体制を強化した。
「リエゾン部」の設置により①研究成果の活用に関する窓口，②地域連

携，地域連携の推進と具体的な活動に関する企画・立案，③企業人材育成
の推進とビジネス創造支援，④高度技術研修等の大学事業の企画・立案・
実施を推進した。

【130】 【130】 ・ 研究開発から事業化までの一貫したシステムを構築することを目指す 北「
（ ）」 ，・ 産学官の連携・協力機能が集 ・ 産学官の連携・協力機能が集 大リサーチ＆ビジネスパーク構想 以下Ｒ＆ＢＰ構想 を推進するために
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積された札幌北キャンパスにお 積された札幌北キャンパスにお 本学を含めた産学官の11機関で構成されている「北大Ｒ＆ＢＰ構想推進協
いて 関連する研究所等のほか いて 関連する研究所等のほか 議会」において，平成17年４月に産学官連携事業推進室を設置した。， ， ， ，
産学連携施設，民間資金活用関 産学連携施設，民間資金活用関 産学官連携事業推進室では，インキュベーションモデル事業や「Ｒ＆Ｂ
連施設の整備を図り，交流のさ 連施設の整備を引き続き検討す パーク札幌大通サテライト」の開設等，Ｒ＆ＢＰ構想を具現化する諸事業
らなる活性化を推進する。 る。 の総括・推進管理・連絡調整を行うとともに新たな事業展開の企画・立案

等の業務を行った。
これらにより，Ｒ＆ＢＰ構想は科学技術振興調整費の中間評価でＡ評価

を受けるに至った。

【131】 【131】 ・ 創成科学共同研究機構リエゾン部においては，企業ニーズと学内シーズ
・ 技術相談会及び交流セミナー ・ 技術相談会及び交流セミナー シーズのマッチングを行うとともに，地場企業と産学官連携の活性化を図
等の開催を積極的に進めるとと 等の開催を推進するとともに， り，研究開発・事業化プロジェクトへと発展していく誘導を行うために組
もに，学内の研究施設･装置の 学内の研究施設・装置の活用方 織された「産学官連携研究会（HoPE 」と協力して交流セミナーを開催する）
活用方法を整備し，共同研究や 法の整備を引き続き検討し，共 とともに，企業からの技術相談を随時受付け，年間300件の問い合わせに対
受託研究をさらに推進する。 同研究や受託研究を推進する。 応した。また，学内での産学連携研究のうち特に事業化の可能性が大きい

研究テーマ７件をプロジェクト研究として採択し，企業との連携研究の支
援を行った。
学内の研究施設・装置の活用方法の整備については，創成科学研究棟オ

ープンファシリティとして，創成科学研究棟に入居している創成科学共同
研究機構，触媒化学研究センター，電子科学研究所附属ナノテクノロジー
センターが50件の共同利用研究機器を供出し 運営を開始するとともに 予， 「
約管理システム」を構築し，学内他部局，学外者が有料で利用できるサー
ビス体制を整備した。

【132】 【132】 ・ 平成17年度は，新規に２講座（ニコンバイオイメージングセンター研究
・ 寄附講座の設置により研究・ ・ 寄附講座の設置により研究・ 部門，不定比化合物研究部門）を設置し，１講座（ＵＦＪキャピタル起業
教育両面での産学連携を推進す 教育両面での産学連携を推進す 家育成研究部門）を更新し既に設置されている15の寄附講座と合わせ計18
るとともに，学外機関研究員の るとともに，学外機関研究員の 講座となった。
受入体制を整備する。 受入体制の整備について引き続 ・ 内地研究員，私学研修員の規程の見直しを行い，これまで６月以上であ

き検討する。 った受入れ期間を１月以上から受入れ可能とし，受入れ範囲を広げた。

【133】 【133】 ・ 北大Ｒ＆ＢＰ構想推進協議会事業として平成16年度に公募した，北キャ
・ 地方自治体・企業と連携し， ・ 地方自治体・企業と連携し， ンパスの既存施設を活用し，新事業・新産業の創出を加速化する「インキ

」 ，社会のニーズに対応した研究プ 社会のニーズに対応した研究プ ュベーションモデル事業 に採択された企業に対し引き続き支援を実施し
ロジェクト等について札幌北キ ロジェクト等について札幌北キ 製品化に至る等の一定の成果を得た。
ャンパスの研究スペース・施設 ャンパスの研究スペース・施設 ・ 北海道の科学技術資源を最大限に活用し，特色ある基礎研究から事業化
を活用し，研究開発から事業化 を活用し，研究開発から事業化 ・実用化へと進展させるため，創成科学共同研究機構にとどまらず学内の
・育成を行う体制の構築を進 ・育成を行う体制の構築を引き 複数部局の教員と北海道立工業試験場，食品加工研究センター等と研究者
め，技術移転及び起業促進を図 続き推進する。 ネットワークを形成した。
るように努める。 ・ 北海道と北海道大学の協働型研究を推進するために特別教育研究経費連

携融合事業「協働型開発事業－地域ＣＯＥの形成－」を平成17年度に開始
し 「自己組織化による微細多孔質高分子膜の製造技術に関する研究」など，
14課題の協働型研究開発を実施した。
また，本事業の進捗状況の把握や協力体制の整備を図るため 「連携融合，
連絡会議」を発足した。

【134】 【134-1】 ・ 東京オフィスでは，平成16年度に採用した非常勤職員に 「オフィス代表，
・ 産学官連携の拠点としての ・ 産学官連携の拠点としての （産学官連携担当 」の称号を付与しており，平成17年度においても各省庁）
「北海道大学東京オフィス」の 「北海道大学東京オフィス」の や民間企業の連絡調整，関東エリアにて実施された包括連携協定締結にお
機能強化を図るとともに，海外 機能強化を図る。 ける調整，北大フロンティア・セミナーの広報・調整等に当たらせ，関東
における研究機関・大学や企業 地方における産学官連携等に関する業務の機能強化・充実を図った。
等との連携活動拠点の形成に努
める。 【134-2】 ・ 国際交流室では，日本学術振興会との連携を視野に同振興会の北京事務

・ 中国との交流を強化するため 所内への設置を予定し，平成17年度前半を目途に北京オフィス開設の準備
の拠点として，北京に事務所を を進めたが，同振興会事務所の登記が認められなかったため，別の場所に
開設する準備を行う。 オフィスを確保することとし，平成18年２月に賃貸契約を結ぶなどの開設

準備を行った。また，平成16年に触媒化学研究センターが大学間協定校で
ある北京大学化学院内に，平成17年11月に工学研究科が北京科技大学内に
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開設したオフィスとの連携をとりつつ，中国諸大学の研究者交流，学生交
流の推進をめざし，平成18年５月のオフィス開設に向けて検討を進めた。

③留学生交流その他諸外国の大学 ③留学生交流その他諸外国の大学
等との教育研究上の交流に関す 等との教育研究上の交流に関す
る具体的方策 る具体的方策

，「 」 ，【135】 【135】 ・ 平成17年度には 持続可能な開発 を本学の国際戦略の中心領域として
・ 国際交流の企画立案にあたる （平成17年度は年度計画なし） 文部科学省「大学国際戦略本部強化事業」に申請，採択された。これに伴
組織を平成１６年度から設置 い，国際的研究連携機能，国際的教育連係機能，国際協力・広報・ブラン
し，国際交流の活性化を図る。 ド形成機能，国際化総合支援機能強化を意識して活動を展開するため，総

長が議長となり，教授，助教授及び学術国際部長で構成する「持続可能な
開発」国際戦略推進会議を設置し，学内体制を整備した。
また，文部科学省「大学教育の国際化推進プログラム（海外先進教育実

践支援，戦略的国際連携支援 」２件の申請について国際交流室が積極的に）
支援し，両件とも採択された。

【136】 【136】 ・ 国際交流室では，国際交流の在り方について海外大学間協定校との意見
・ 国際交流の在り方等について ・ 国際交流の在り方等について 交換を行っており，平成17年度は，10月開催のソウル大学，２月開催のハ
海外大学等の有識者による外部 海外大学等の有識者による外部 ワイ大学との各ジョイントシンポジウムにおいて「大学の国際戦略」等に

。 ， ，評価や意見交換等を実施する。 評価や意見交換等の実施につい ついて討議した また 平成17年10月に開催された日瑞学長会議において
て検討する。 スウェーデンの教育界のリーダー及び欧州各大学の学長と討論を行うとと

もに，平成18年３月に韓国ソウルで行われ，26カ国140機関が参加したアジ
ア太平洋国際教育会議においては，大学間交流協定校にとどまらず，多数
の大学と意義ある意見交換を行った。
さらに，来学した海外の大学等との懇談の機会及び３月のポートランド

州立大学，カリフォルニア大学デービス校，ロサンゼルス校，ワシントン
大学等訪問の機会を捉え，意見交換等を行った。
また，国際交流の在り方について総長が学内の外国人教員の意見を聴く

会を平成17年９月に開催した。

【137】 【137】 ・ 大学間交流の協定校数については，平成16年５月現在の34校から平成17
・ 大学間の交流協定の増加を図 ・ 大学間の交流協定の増加を図 年５月現在の38校に増加した （中国２校，台湾１校，欧州１校）。
る一方，現在締結している協定 る一方，現在締結している協定 協定校については，締結後ほぼ５年ごとに見直を行っており，17年度に
については交流内容及び交流実 については国際交流室において おいては，５大学，１大学連合の交流実績，交流計画を審査し，本学にお
績により見直しを行い，国際交 交流内容及び交流実績による見 ける協定の意義等を確認の上更新を行った。９月にはフィンランド・オウ
流を量的にも質的にも向上させ 直しを行う。引き続き，中国を ル大学で開催されたシンポジウムに本学から総長以下14名が参加し，学術
る。 はじめとするアジア諸国，北方 交流及び産学官交流を行った。これが，平成17年11月のオウル大学を含む

圏及びオセアニア諸国との交流 フィンランド３大学からの代表団の受入れ及び平成18年３月のオウル大学
を図る。また，南極研究に関す からの１名の研究者の受入れにつながった。また，16年度日中学長会議後
る大学等の国際的コンソーシア の個別ミーティングの結果，平成17年10月にソウル大学，復旦大学，吉林
ムへの参加について検討する。 大学から優秀な学生６名を招致することができた。

さらに，南極研究に関し，スイス連邦工科大学及びタスマニア大学との
連携カリキュラムについて講義，実習の内容及び実施体制等具体的検討を
行うなど国際南極大学参画に向けた計画を立案した。これに関連し，事務
職員１名を８週間にわたりタスマニア大学に語学研修を兼ね，派遣した。

【138】 【138】 ・ 韓国ソウル大学とは，平成10年から交互に合同シンポジウムを開催して
， 。 ，・ 交流協定を締結した大学との ・ 交流協定を締結した大学との おり 学術交流拠点としての実績を積み重ねてきた 国際交流室において

間において，相互の交流拠点形 間において，相互の交流拠点形 中国諸大学の研究者，学生交流の促進等を目的としたオフィスを北京に設
成の実現に向けた計画を整備す 成の実現に向けた計画を具体化 置することの検討を行ってきたが，２月には賃貸契約を締結し，平成18年
る。 させる。 度稼働へ向けた準備を行った。

また，従来から毎年開催しているソウル大学のほか，フィンランド・オ
ウル大学，米国・ハワイ大学との間で，各総長室とも連携して，それぞれ
合同シンポジウムを開催し，協定大学との全学的な学術交流を深めた。

【139】 【139】 ・ 平成17年４月現在で，11ヵ国・１地域 27大学・２大学連合だった大学
・ 留学生双方向交流の拡大に向 ・ 留学生双方向交流の拡大及び 間協定校の学生交流が，平成17年６月にスイス連邦・ジュネーブ大学と学
け，大学間の学生交流に関する 大学間の学生交流の拡大に向 生交流覚書を締結したことにより，12ヵ国・１地域 28大学・２大学連合
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覚書の増加や単位互換制度の充 け，引き続き大学間の学生交流 となった。
実に努める。 に関する覚書の増加や単位互換 なお，現在，アメリカ合衆国・オレゴン大学と学生交流協定締結の最終

。 ， ，制度の充実に努める。 協議を行っている また 中国の重点大学との一層の交流を促進するため
新たに南京大学と南開大学との大学間交流協定に向けた交渉を開始した。
留学予定者及び潜在的な留学希望者の増加に伴い，単位互換の充実はま

すます重要となっており，互換単位数の拡大に向け既に実施している法学
部・経済学部等のノウハウの学内での共有化を図るとともに，単位認定に
関し先進的な取組を行っている私立大学から情報を収集し，さらに，交換
留学中に修得した単位を可能な限り認定することを推奨する方向で検討を
重ねた。

【140】 【140】 ・ 国際交流室において，国際交流活性化のため，重点配分経費により協定
・ 交流基盤拡大のため，外国人 ・ 交流基盤拡大のため，外国人 校との交流促進（国際シンポジウム，招へい・派遣等 ，国際開発協力促進）
研究者招聘，教員の在外研究， 研究者招聘，事務・技術職員の 及び事務職員の海外研修等の方策を検討し，大学間交流協定校とのシンポ
事務･技術職員の海外研修等を 海外研修及び教員の在外研究の ジウム（３件）を開催したほか，30名の研究者を招聘し，81名の教員，学
推進する。 推進方策について検討する。特 生等を派遣した。

に，中国及び韓国の大学間交流 また，事務職員１名を中国政府派遣奨学金留学生として，大学間協定校
協定大学において事務・技術職 である北京科技大学に１年間派遣し，中国語研修に従事させたほか，別の
員の海外研修を実施する。 事務職員１名を韓国の協定校が提供する春季語学研修コース（２週間）に

本学学生の引率を兼ねて参加させた。
さらに，教員２名及び事務職員４名を２班に分けてそれぞれ中国(浙江，
復旦，北京大学)及びアメリカ(ポートランド州立大学，カリフォルニア大

， ，学デービス校)に派遣し 短期留学生の受入れについて協議を行うとともに
本学の紹介を行った。ポートランド州立大学では，来年度開催されるシン
ポジウムの打ち合わせを行った。さらに，南京大学において大学間交流協
定の可能性についての協議を行った。

④教育研究活動に関連した国際貢 ④教育研究活動に関連した国際貢
献に関する具体的方策 献に関する具体的方策
【141】 【141】 ・ 平成17年４月ＪＩＣＡと連携協力協定を締結し，連携協力協議会を発足
・ 国際援助機関等による各種共 ・ 国際援助機関等による各種共 させた。本学副学長が議長となり第１回協議会を12月に開催し，双方の現
同研究，国際共同開発プロジェ 同研究，国際共同開発プロジェ 状の確認，今後の連携のあり方について協議した。この連携協力の枠組み
クトの獲得･実行を支援するた クトの獲得･実行を支援するた の中でスリランカにおける保健医療活動等をＪＩＣＡと連携して実施する
めの学内体制を整備する。 めの学内体制の整備について検 こととし，このための運営委員会を設置して，学内体制を整備した。

討する。また，専門家の派遣を また，ＪＢＩＣ中国内陸部人材育成事業提案型調査による特設研修コー
推進するとともに，研修員の受 ス開発の提案が採択されたことに伴い，関係教員３名と事務職員１名によ
入を促進する。特に，国際協力 るプロジェクトチームを発足させ，中国側の状況把握及び交渉を行った結
銀行中国内陸部人材育成事業に 果，平成18年７月～８月に10名の研修員を受け入れることとなった。
よる研修生の受入を促進する。 さらに，国際協力銀行中国内陸部人材育成事業による中国大学教員の本

学研修希望者に対して本学の教員との専門領域の調整を図り，８名の研修
員を受入れ，研修員から高い評価を受けた。

【142】 【142】 ・ ＪＩＣＡとの連携協力の下に平成17年12月には，ＪＩＣＡ本部から講師
・ 国際開発協力実施のための学 ・ 国際開発協力実施のための学 を招き講演会を開催したほか，青年海外協力隊に関するセミナーを平成17
内基盤醸成及び人材育成を図る 内基盤醸成及び人材育成を図る 年12月及び平成18年２月に開催した。また，平成18年３月には，インター
ため，関連実務経験者によるセ ため，引き続き関連実務経験者 ンシッププログラム説明会を実施し，15名の学生が参加した。
ミナー，国内外の開発援助機関 によるセミナー，国内外の開発 さらに，平成18年３月には，本学が主催して北海道地域の国公私立大学
による研修会等の機会を確保す 援助機関による研修会等の機会 を主たる対象として，ＪＢＩＣ円借款事業である中国「内陸部人材育成事
る。 を確保する。 業」活用セミナーを開催し，20名が参加した。



- 47 -

北海道大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標

・ 教育，研究，診療のそれぞれの課題と役割を明確にしつつ，先端的医療を実践する拠点を形成する。中
・ 医学部・歯学部の学生への臨床医学教育，医学研究科・歯学研究科の学生に対する臨床研究を通して，全人的医療人の育成を目指す。また，本学の他研究科等や企業，期
官庁と連携し，高度先進医療の基盤となる研究や技術開発を促進し，その成果を日常の診療に還元する。一方で社会に開かれた病院とし，専門性の高い医療の実践，地域目
医療支援，市民への健康サービスを行う。これらの活動を実現するために，教育，研究，診療の各部署にそれぞれ専門性の高い優れた人材を配置するとともに，経営を効標
率化し，健全な病院経営を行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

①良質な医療人養成の具体的方策 ①良質な医療人養成の具体的方策
【143】 【143-1】 ・ 医師卒後臨床研修プログラムに基づき，平成17年度はＡコース（１年目
・ 医学研究科・医学部及び歯学 ・ 引き続き医師の卒後臨床研修 北大病院，２年目学外病院）30名，Ｂコース（１年目学外病院，２年目北
研究科・歯学部との密接な連携 必修化に対応する卒後臨床研修 大病院）50名の研修医を採用した。
の下に，卒前，卒後教育並びに センターの教育・研修体制の充 また，北海道大学病院医師卒後臨床研修専門委員会を中心に協力病院と
生涯教育の実施体制を整備す 実を図る。 問題点・改善策を検討し，本プログラムを充実させた。
る。また，基礎研究を臨床医学
に移転する臨床研究を主体的に 【143-2】 ・ 医師卒後臨床研修専門委員会を中心に検討を行い，専門医養成のための
展開する。 ・ 卒後臨床研修終了後の専門医 後期研修プログラムを作成，公表した。また，平成17年10月に全診療科合

養成（後期研修）プログラムの 同での説明会を開催し，同プログラムの周知を図った。
検討を進める。

【144】 【144-1】 ・ 歯科医師臨床研修専門委員会を中心に検討を行い，平成18年度から義務
・ 卒前，卒後教育に関しては， ・ 歯科医師の卒後臨床研修の教 化される歯科医師の卒後臨床研修プログラムを作成し，平成17年８月に本
救急医療を含む実践教育を重視 育・研修体制を整備し，平成１ 院ホームページに公表するとともに，学生を対象に説明会を実施した。
するだけでなく，全人的医療人 ８年度の臨床研修医の募集を行 また，単独型プログラムコースに45名，26歯科医院の協力を得て複合型
の養成に努める。 う。 プログラムコースに30名の研修医を募集した。

【144-2】 ・ 平成17年７月から約４ヶ月間，調剤，製剤，薬品管理の各部署において
・ 大学院薬学研究科修士課程に 薬剤師業務の基本的な研修を行った。また，より特化した臨床実習プログ
置かれている臨床薬学コースの ラムとして，第一外科担当薬剤師の指導のもと，移植医療における薬剤管
学生に対する薬剤部における研 理指導業務の研修を行った。
修の充実を図る。

【145】 【145-1】 ・ 北海道医師会，北海道歯科医師会等と連携し，北海道内の医療機関の勤
・ 医師・歯科医師の生涯教育並 ・ 北海道内の医療機関における 務医・開業医などに対する講演会等を開催又は参画し（153回，延べ12,477
びに地域医療支援に資するた 勤務医・開業医に対し，講演会 名 ，指導及び啓発を行った。）
め，最新の研究成果や医療情報 等により最新の医療技術等の啓
の提供，技術指導，共同研究を 蒙を行う。
行う。

【145-2】 ・ 平成16年度に設置した「地域医療支援室」において，5,791件の医師紹介
・ 地域医療支援のための「地域 要請に対して，5,593件の医師を紹介した。また，北海道医療対策協議会に
医療支援室」による医師紹介業 病院長及び副病院長が参画し，地域医療支援のための様々な課題等につい
務を継続し，北海道医療対策協 て協議を行った。
議会等との連携を図る。

【145-3】 ・ 北海道医師会，北海道歯科医師会等と連携し，北海道内の医療機関の勤
・ 北海道内の医療機関，医師会 務医・開業医に対する講習会等（153回，延べ12,477名）及び医療技術職員
等との連携を強化し，地域医療 等に対する講習会等（37回，延べ2,493名）を開催又は参画し，教育，指導
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支援及び医師・歯科医師・医療 を行った。
技術職員等への教育・技術指導
等を推進する。

【146】 【146】 ・ 病院執行会議において，日本医療機能評価機構から審査内容について聴
・ これらの活動並びに組織運営 ・ 日本医療機能評価機構による 取し，検討を行った。さらにそれを踏まえて今後も検討することとした。
体制について，外部評価を受け 審査に対応するため，委員会に また，検査部においては，平成16年度に実地検査を受けたＩＳＯ１５１
る。 おいて検討を継続する。 ８９（第三者評価として検査に特化した品質マネジメントシステムの国際

規格）について，日本最初の認定施設として平成17年９月に承認された。

②研究成果の診療への反映や先端 ②研究成果の診療への反映や先端
的医療の導入のための具体的方 的医療の導入のための具体的方
策 策
【147】 【147-1】 ・ 病院執行会議において，既存の施設を活用し，細胞培養室，細胞保存室
・ 遺伝子工学を用いた細胞治 ・ 遺伝子工学を用いた細胞治 及び細胞培養解析室を有する高度先進医療支援センターを設置することと
療 高度先進医療 探索医療 ト 療 高度先進医療 探索医療 ト し，末梢血幹細胞移植の内製化を決定し，さらに次世代医療の核となる再， ， （ ， ， （
ランスレーショナル・リサー ランスレーショナルリサーチ） 生医療及び探索医療に向けた構想を策定した。
チ）及び治験研究を積極的に推 及び治験研究を推進するために また，医・歯学総合メディカルセンターの新営構想については，経営面
進するための組織と施設の整備 既存の組織と施設を活用しつ の観点から，構想の見直しを含め実現可能性について，病院執行会議にお
に努める。さらに，産学共同研 つ，併せて医・歯学総合メディ いて検討を行った。
究を推進し，研究成果の産業界 カルセンターの新営構想を引き
への移転を図る。 続き検討する。

【147-2】 ・ 生体腎移植（17件 ，献腎移植（４件 ，生体部分肝移植（18件）及び脳） ）
・ 遺伝子・細胞治療 再生治療 死肝移植（２件）を実施した。， ，
臓器移植医療等の高次医療の充 また，平成18年２月に厚生労働省に対して，放射線治療分野における先
実を積極的に推進する。 進医療「強度変調放射線治療」の新たな届出を行った。

【148】 【148】 ・ 「治験管理センター」を中心に，北海道内の医療機関との「北海道大学
・ 包括的な臨床試験や地域連携 ・ 「臨床治験センター」を活用 病院治験ネットワーク」に基づき地域連携型の治験を実施し，ＳＭＯ（治
型の治験を推進し，新しい医療 した地域連携型の治験を推進す 験施設支援機関）との情報交換を行った。
技術や機器の臨床応用を図る。 る。また，センターと外部の治 なお，契約件数は，平成17年度195件（平成16年度193件）であった。

験施設管理機関（SMO）との連
携を進める。

③医療サービスの向上や経営の効 ③医療サービスの向上や経営の効
率化に関する具体的方策 率化に関する具体的方策
【149】 【149-1】 ・ 医療安全体制及び院内感染対策体制について担当組織を見直し，平成17
・ 医療提供体制の整備を行い， ・ 医療安全体制及び院内感染対 年４月から医療安全管理室を医療安全管理部，感染対策室を感染制御部と
外来・病棟・中央診療部門の重 策体制を整備充実し，安全な医 して病院長直属の組織とした。また，医療安全管理部には，専任職員（副
点化，効率化を進める。 療提供体制を構築する。 看護師長）を１名増員した。

また，医療安全管理マニュアルについては，チューブ管理基準における
穿刺・採血による神経障害への対応など３件について改正するとともに，
抗癌剤取扱いなど６件について新規に作成し，充実を図った。

【149-2】 ・ 歯科病床の医科病棟への移転に伴う医科病棟の再配置について検討を行
・ 医科病棟内に歯科病床を移転 った結果，患者への影響を考慮して段階的に移転を行うこととして改修計
し，医・歯学の連携による機能 画を作成し，平成17年12月に着工した（平成18年５月移転予定 。）
強化と運営の効率化に努める。 また，移転の事前準備として，検査部門においては，検体検査業務の一

元化及び生化学検査装置等の移転による有効活用を行なうとともに，歯科
（ ）。 ， ，から医科へ職員を１名異動した 平成17年６月 また 薬剤部においては

歯科の院外処方箋発行による業務の見直しを行ない，歯科から医科へ職員
を１名異動することとした（平成18年５月予定 。）

【149-3】 ・ 北海道内の地域医療機関との連携を推進するため 「地域連携システム」，
， （ ）・ 地域医療連携部の拡充整備を を構築し 初診紹介患者の予約・受付及び連携医療機関 紹介元・紹介先

行い，医療サービスの向上を図 の登録などの業務を平成17年４月から開始した。
る他，患者紹介率の向上等によ また，それにあわせて平成17年４月からＭＳＷ（医療ソーシャルワーカ
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り，病院収入の増に努める。 ー）２名を採用して医療サービスの向上を図った。

さらに，病院執行会議において，地域医療連携部に医事課医療福祉相談
室を統合をした 地域医療福祉センター 仮称 を設置することとし 紹「 」（ ） ，「
介患者の受入」及び「地域医療機関への逆紹介」の連携体制の強化を図る
こととした。

， （ ） 。なお 平成17年度の患者紹介率は51.8％ 平成16年度51.8％ であった

【149-4】 ・ 平成16年度に開始した医科・歯科の患者ＩＤ番号の一元化及び情報共有
・ 医科・歯科の患者ＩＤ番号の 化については，既往患者も含め順調に運用した。
一元化と情報共有化を推進する また，個人情報管理に関するガイドラインを作成し，医療情報システム
とともに，個人情報保護の体制 及び院内専用ホームページに掲示して周知する等，個人情報保護の体制を
を強化する。 強化した。

【149-5】 ・ フィルムレス化を推進し，現有のハード及びソフトで対応できるものに
・ フイルムレス化を推進し，電 ついては，歯科部門を除き概ね完了した。
子カルテの導入に向け準備作業 なお，電子カルテについては，平成17年11月の病院執行会議において平
を進める。 成19年度末導入を決定し，仕様策定の準備作業を進めた。

【149-6】 ・ 平成17年４月に「ＭＥ機器管理センター」を設置し，各診療科等で管理
・ 「ＭＥ機器管理センター」を していた医療機器を集中管理し，機器の柔軟な運用を可能にした。
設置し，医療機器等の集中管理
体制を整備充実して経営効率化
に努める。

【149-7】 ・ 病院管理会計システムを運用して，各診療科別収支（診療報酬収益から
・ 病院管理会計システムを運用 医薬品及び診療材料費など直接経費を差し引いた額）を算定し，平均在院
して，部門ごとの業務内容，収 日数の短縮のためのＤＰＣ（包括評価）の分析資料とともに各診療科にデ
支 原価計算 の分析に基づく ータを提示した。それらを踏まえて平成18年２月に病院長ヒアリングを実（ ） ，
業務改善計画の策定・実行に努 施した上で，ＤＰＣ下の最適診療による平均在院日数の短縮及び複数の同
める。 種同効薬品の平行採用による医薬品及び診療材料費の削減を含む業務改善

計画を策定し，実行に着手した。

【149-8】 ・ 外来運営委員会において，外来診療の臓器別再編と外来診察室の改修案
・ 臓器別診療の検討を含む外来 を策定した。
診療科の再編と施設整備を実施
する。

【150】 【150-1】 ・ 昨年度に引き続き院内学級の春遠足 小中学生７名参加 及び秋遠足 小（ ） （
・ 長期入院患者や入院児童のた ・ 引き続き院内学級，ふれあい 中学生７名参加）を実施した。また，患者サービス推進委員会主催でふれ

（「 」 ，「 」 ）めに，院内学級や四季の催し等 コンサート等に研修医・学部学 あいコンサート 七夕の夕べ ８月４日 クリスマスの夕べ 12月13日
の患者サービスを充実させる。 生を参画させて，患者サービス を実施し，それぞれ患者さん等約350名が参加した。これらの行事には研修

を充実させる。併せて院内学級 医，学部学生を参画させるなど，スタッフの充実を図った。
の移設を含む教育環境の整備に さらに，平成17年度から，開催された諸行事を院内ＴＶ無料チャンネル
努める。 で放映し，ベッドサイドにおいて鑑賞可能とした。

なお，院内学級については，教育環境を整備するため，救急玄関付近の
エリアから他のエリアへの移設について検討を行い，病院全体の整備検討
の中で，引き続き検討することとした。

【150-2】 ・ 平成16年度に入院患者のパソコン利用コーナーを設け，４台のパソコン
・ 入院患者のパソコン利用コー をインターネットに接続して，患者サービスの向上を推進した。平成17年
ナーの利用状況を見ながら，要 度の利用状況は，月平均633回の利用で平成16年度（月平均731回）とほぼ
望に応じ拡充する。 同じ利用状況であり，今後も同コーナーをパソコン４台で運用することと

した。

【150-3】 ・ 平成17年４月から，患者の携帯電話利用コーナーを６ヶ所設置して院内
・ 患者の携帯電話の利用コーナ での携帯電話の使用を可能とし，患者サービスの向上を図った。
ーを設置し，要望に応じ拡充す
る。
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【150-4】 ・ 平成17年１月に実施した患者満足度調査（国立大学附属病院長会議常置
・ 患者満足度調査を実施し，評 委員会運営改善問題小委員会主催）については，平成17年８月にその評価
価を行う。 報告を行い，その結果を院内のホームページに掲載した。

， 「 」また 平成18年３月に 国立大学附属病院の病院機能指標に関する調査
の一環として患者満足度調査（国立大学附属病院長会議常置委員会運営改
善問題小委員会主催）を実施した。

【151】 【151-1】 ・ 平成16年度における医学部長・歯学部長等による検討を踏まえ，病院執
・ 病院長の指導体制を確立し， ・ 専任病院長が十分な任期を確 行会議において引き続き検討を行い，現在の任期２年から３年とし，再任
専門的立場から病院長を補佐す 保できるよう任期・再任方法等 を可とする改定案を策定した。なお，平成18年度に関係部局等と協議を進
る制度を確立するとともに，病 を引き続き検討する。 めた上で規程等を整備し，平成19年度からの実施を目指すこととした。
院専任教員の役割を明確にし，
適正に評価する体制をつくる。

【151-2】 ・ 病院長を議長とし，病院財務担当理事，副病院長，病院長補佐及び事務
・ 専任病院長がリーダーシップ 部長を構成員として，病院の管理運営に関する重要事項を審議する病院執
を発揮できる制度を引き続き検 行会議を平成17年５月に設置し，病院長がリーダーシップを発揮できる制
討する。 度を構築した（23回開催 。）

また 「助手」の人事については，医学研究科又は歯学研究科の教授会の，
承認を要しないこととし，病院長の下に病院教員人事委員会を設置して，
病院長のリーダーシップによる教員配置を可能とした。

，【151-3】 ・ 平成17年５月に経営推進部門に替えて病院執行会議を設置するとともに
・ 経営推進部門での検討を踏ま 平成17年５月から学外の経営コンサルタントを病院長補佐（病院経営戦略
え，病院経営改善を推進する。 担当）として任命し，平成16年度における経営推進部門での検討を踏まえ

つつ，戦略的な経営改善への取り組みを行った。
また，平成17年６月に病院長の下に経営企画室を設置し，病院経営情報

の調査，収集及び分析を行うとともに，病院経営に関する緊急の課題等の
改善について，具体的方策の企画・立案を行った。また，それらの情報を
院内に周知するために「経営企画室ニュース」を発行するなど，経営改善
を推進した。
事務組織においても，病院経営改善に効率的かつ迅速に対応するため，

平成17年10月に経営企画課を設置し，病院執行会議及び経営企画室会議の
サポート体制を強化した。また，管理課においては購入改善プロジェクト
を立上げ，経費削減の体制整備を図った。
これらの取組の結果，収入においては，経営改善係数２％（約４億円）

を達成した。また，医薬品及び診療材料の購入改善を推進し，経費を約１
億４千万円削減した。

【151-4】 ・ 国立大学附属病院長会議病院評価問題小委員会が作成した「国立大学附
・ 病院所属教員の診療業務に対 属病院の評価について」の評価項目及び成果測定指標例に基づき，自己点
する適正な評価を含め，北海道 検評価を試行し，本院における自己点検評価システムの構築を進めた。
大学病院の自己点検評価システ
ムを引き続き検討する。

【152】 【152】 ・ 放射線部及び検査部においてフレックス勤務体制を導入するとともに，
・ 看護部，薬剤部及び中央診療 ・ 診療支援部等の人材の効率的 業務量に応じた効率的な配置を行った。
部の合理的再編を進め，病院運 配置を行い，病院運営の改善， また，検査部と放射線部のそれぞれで行っていた一部の検査測定法につ
営の改善，効率化を図る。 効率化を引き続き推進する。 いて，一本化して検査部で行うこととし，業務の効率化を図った。

④適切な医療従事者等の配置に関 ④適切な医療従事者等の配置に関
する具体的方策等 する具体的方策等
【153】 【153-1】 ・ 看護部においては，リハビリテーション科外来診察室の移転に伴う業務
・ 重点化した診療体制において ・ 看護部，薬剤部，診療支援部 の見直しを行い，リハビリテーション科の外来所属の看護師を病棟所属へ
必要な人員配置に努める また 等の組織運営体制を整備し，適 統合した。。 ，
職員の知識・技術の向上を目的 正な人員配置を引き続き検討す 薬剤部においては，定期処方の受付，払出日を各科の診療状況に合わせ
とした研修の受講機会を確保 る。 ることとし，午前中の注射薬混合業務が増加し繁忙過多となったので,午前
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し，職務能力の向上を図る。 中に行っていた個人別注射払出しの調剤業務を，午後に行なうように変更

するなどして一日の業務量の平準化を図り，運営体制を整備した。

【153-2】 ・ 医療安全管理を推進するために研修医に対する医療安全研修を４月，７
・ 各部署からのローテートによ 月，２月の３回実施した。
る職員研修を行い，安全管理業 また，新任医師を対象に医師研修（４回 ，院内の救命医療体制整備のた）

（ ）， （ ）務等を体験させることで，引き めにＢＬＳ／ＡＥＤ救命講習会 ９回 人工呼吸器安全管理講習会 ３回
続き職員個々の意識高揚を図 及びその他の研修（７回）を実施した。
る。

【153-3】 ・ 看護部においては，採用予定者に対しオリエンテーションを実施すると
・ 新人医療技術職員の職場適応 ともに，新人の看護基礎技術集合教育を４月から10月までの間に計４回実
を図るための具体的方策を検討 施した。
し，可能なものから実施する。 薬剤部においては，抗がん剤のミキシング（注射薬の混合調整）につい

ての研修を実施した。

【153-4】 ・ 認定看護師資格者の育成を計画的に実施することとし，平成17年度は感
・ 医療安全対策及び感染対策等 染管理認定看護師養成研修を１名受講させた（研修期間約６ヶ月 。）
に関する研修による高度な資格 なお，認定看護師として平成16年度に１名（糖尿病看護認定 ，平成17年）
（感染管理認定看護師，救急看 度に１名（手術看護認定）資格取得した。
護認定看護師，ホスピスケア認
定看護師等）の取得のための受
講機会の確保と支援に努める。

【154】 【154-1】 ・ 調理師についての変形労働時間制を１箇月単位（暦日）から４週間単位
・ 外部から研究支援者，技術者 ・ 業務の効率化を図るため，幅 に移行し，業務の効率化を図った。
を積極的に受け入れるととも 広い職種について変形労働時間 また，薬剤師，臨床検査技師及び診療放射線技師の時間外・休日の勤務
に，優秀な看護師，技師，事務 制の導入の拡大を引き続き検討 体制を見直し，１箇月単位の変形労働時間制を導入した。
職員を確保するために，職員の する。
勤務環境の整備に配慮する。

【154-2】 ・ 時間外・休日に交替制勤務を行っている集中治療部・救急部及び新生児
・ 病院教職員の勤務環境を勘案 集中治療室に勤務する医師の夜間業務手当（16時間勤務１回につき20,000
した適切な処遇に努める。 円）を新設した。

薬剤師，臨床検査技師及び診療放射線技師の時間外・休日の勤務体制に
ついて宿日直体制から交替制勤務に移行したことに伴い，職員の夜間業務
手当（16時間勤務１回につき6,800円）を新設した。

，診療に従事する医師・歯科医師である教員・医員の休日・時間外の診察
手術等にかかる業務に対して超過勤務手当・休日給の支給を開始した。
時間外・休日の急患受付等に係る事務職員の宿日直体制については，全

面外注化した。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

１．教育研究組織の整備
法人化にともなって，大学の主導による教育研究組織の適切な改編が求められ，かつ実

現可能となった。本学においては，専門職大学院として，平成16年度に設置した法科大学
院に引き続き，平成17年４月には公共政策大学院及び経済学研究科会計情報専攻を設置し
た。また，本年度には新しい複合領域での研究と教育の展開を目的とし，部局横断的な改
組による先端生命科学研究院・生命科学院の設置準備を行ない，平成18年度からの設置が
認められた。さらに，総長の主導で，国の基本政策や産業界からの要請などをふまえて，
北海道に立地する基幹総合大学にふさわしい研究と教育の内容を備えた観光学に関する教
育研究体制の整備を検討し，平成18年度に観光学高等研究センターを学内共同教育研究施
設として設置することとし，あわせて平成19年度の設置を目途に観光学に関する専攻を新
設するための検討を進めた。また，同様にアイヌ・北方先住民研究センター（仮称）を平
成19年度設置を目途に準備を進めた。

２．平成１８年度以降の教育課程策定
新「高等学校学習指導要領 （平成11年告示）の下で高校教育を受けた学生が入学する」

平成18年度以降の教育課程を策定し，単位の実質化の体制を整備し，学士課程教育改革準
備を終了した。平成18年度以降の教育課程における主な改革は以下のとおりである。
（１）平成17年度には平成13年度に教養科目（全学共通の非専門教育）に導入したコアカ
リキュラムの運用状況を点検し 「分野別科目」を「主題別科目 「複合科目」を「総， 」，
合科目」と改称するなど，授業科目区分を整備した。

（２ 「共通科目」において 「情報処理・情報科学」を「情報学」に再編・刷新し，体育） ，
学Ｂ(講義)を新設した。

（ ） 「 」 ， 「 」３ 従来の外国語科目の基礎的領域を 外国語科目 とし 発展的領域を 外国語演習
とした 「外国語演習」では専門科目及び国際交流科目との連関を強化し，卒業年次ま。
でいつでも履修できるようにした。英語においては，ＣＡＬＬシステムを利用したオン
ライン授業及びＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ試験にもとづく成績評価を導入し，自習支援システ
ムを構築した。またＴＯＥＦＬやＴＯＥＩＣ等の試験での優れた成績に基づく単位認定
制度を新設した。

（４）主題別科目の中に，数学，物理学及び化学の入門科目を新設した。これらは文系学
生向けコアカリキュラムとしても活用することとした。

（５）理科基礎科目において，コース別履修制度・互換性科目（専門科目）を導入し，専
門科目との連関を強化し，授業内容の標準化（共通教科書の編纂等）を実施するととも
に，自然科学実験に物理学，化学，生物学，地学の４つの実験科目を融合した科目を加
えるなど，抜本的に刷新した。また，文系学生向け自然科学実験も刷新した。

（６）文系基礎科目（人文科学の基礎，社会科学の基礎）を新設した。

３．単位の実質化の推進
（１）平成17年度入学者から全学部で「秀」評価及びＧＰＡ制度を実施し，学部別ＧＰＡ
平均値，授業科目・クラス別のＧＰＡ平均値・成績分布等を調査して，成績評価基準・
学生に対する修学指導の今後の在り方等を検討した。

（ ） ， ，２ 平成18年度入学者から １年次履修登録単位数の上限設定実施を決定するとともに
成績優秀者には上限設定を超えて履修登録を認める「特例措置」の基準を設定した。２
年次以降の上限設定については，全学部が検討を開始した。

（３）厳格な成績評価実現を目的として，全学教育科目については，平成15年度以降，①
成績評価基準の明示，②成績評価基準の設定，③成績評価結果の公表，④成績評価の妥
当性の検討，を実施してきた。平成17年度には，新教務情報システム上で成績評価分布
状況の表（成績分布Ｗｅｂ公開システム）を整備し公開した。
専門科目についても，17年９月の教務委員会で平成19年度までに全学部で成績分布の
公表を実施することを確認した。

（４ 「ＧＰＡ制度の取扱いに関する要項」を定めるとともに 「 秀」評価，ＧＰＡ制度） ，「
及び履修登録単位数の上限設定の実施について（Ｑ＆Ａ （平成18年度入学者用 」を作） ）
成し，全教員，新入生に周知する準備を終えた。

（５）大学院課程における成績評価基準の見直しについては，各研究科等で検討を進め，
経済学研究科，医学研究科，工学研究科，獣医学研究科，情報科学研究科，水産科学院

及び公共政策大学院において17年度入学者から「秀」評価を導入した。

４．学部・大学院における教育プロジェクトの展開
（１）文部科学省による公募プログラム応募への支援
全学ならびに各部局等における，また部局横断的な教育改善・改革の取組を推進する
ため，文部科学省公募各種教育プログラム申請内容について，情報提供，意見交換等を
行って，各種教育プログラムへの応募促進を図った。その結果，現代ＧＰ１件，地域医
療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム１件，魅力ある大学院
教育イニシアティブ５件，派遣型高度人材育成協同プラン１件，大学教育の国際化推進
プログラム２件，の１０プロジェクトが採択された。
（２ 「特色ＧＰ・現代ＧＰ取組活動フォーラム／パネル展」の実施）
本学の社会貢献の一環として，教育活動の内容や成果を広く社会や教育関係者に情報
提供し，活用してもらうことを目的に，教育改革室の主導のもと，特色ＧＰ・現代ＧＰ
に採択された本学の５つの取組が合同して平成18年３月にフォーラム及びパネル展を開
催した。
（３）重点配分経費による教育改革支援
総長主導の重点配分経費を活用して，全学教育，学部専門教育，大学院教育の質の向
上及び学生支援などを目指した教育改革促進事業を学内公募により支援した。① 全学
教育プログラム開発研究，全学的視点からの教育プログラムの開発：申請12件，採択９
， 。 ，件 配分予算：7,472千円 ② 教育プログラム開発研究及び教育改革の試行：申請10件
採択４件，配分予算：3,082千円。
（４）北海道大学ＯＣＷ（オープンコースウェア）プロジェクトの開始
本学の社会貢献ならびにビジビリティの向上を目的に，講義情報をインターネット上
で公開する米国マサチューセッツ工科大学オープンコースウェア(ＭＩＴ・ＯＣＷ)への
参加を決定し，北海道大学ＯＣＷプロジェクトＷＧ及び作業チームを設置した。必要経
費及び人員(ＯＣＷ教員及び事務補助員各１名)を重点配分経費で措置し，平成18年４月
までに10科目以上の公開を目標に作業を開始した。

５．アドミッションセンターの設置
本学の共同教育研究施設等として，平成17年４月に，入学者選抜に関する調査及び分析
ならびに，入学者選抜の企画，広報，入学相談及び実施に関する業務を行うことを目的と
した「北海道大学アドミッションセンター」を設置し，入学者選抜にかかわる組織を一元
化した。
（１）アドミッションセンターの構成

， ， ， ， ，副学長をセンター長 役員補佐を副センター長とし 企画 広報・相談 調査・分析
実施の４部門をもって構成し，各部門にはそれぞれ専門部会を設置した。４部門には，
役員補佐，教育改革室員各１名，高等教育機能開発総合センター入学者選抜研究部長，
同研究部教員３名，学部教育を担当する12研究科から各１名の教員，その他総長が必要
と認めた者を配置している。センターの運営には，センター長，副センター長，各部門
責任者などを構成員とする運営会議を設け，平成17年度には２回開催し，重要事項の審
議，部門間の連絡調整を行った。
全学の入学者選抜に関する重要事項の審議は総長を委員長とする入学者選抜委員会にお
いて行うが，その下に入学者選抜の実施を担当する総務委員会を新たに設置し，アドミ
ッションセンター長がこれを統括し，さらにアドミッションセンター実施部門の総務部
会，ＡＯ入試部会（いずれも専門部会）責任者がそれぞれ大学入試センター試験ならび
に前後期日程試験，ＡＯ入試実施にかかる総務業務の指揮を担う体制を構築した。
（２）入試広報ＤＶＤの作成
入試広報改善の一環として，高校生とその保護者，高校教員に対して，本学の現在を
伝え，適切な学生募集を図るため，アドミッションセンターと広報室が連携し，学生，
電通北海道の協力を得て，平成17年12月にＤＶＤ「北海道大学－学びのフロンティア」
を作成した。このＤＶＤは，今後，進学説明会や高校生の訪問時における説明などで活
用する。
（３）募集形態に関する意識調査
平成１６年度に設置した「入学者選抜の現状と今後の対応に関するタスク・フォース」
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において，道内外の高校生(回収：全学年3,675名)，高校進路指導部教員(132名)，高校生
徒保護者(989名)，北海道大学在学者(1,380名)を対象に，全国的にも類例のない，学部を
単位とする募集形態と学部を超えた「中くくり」や「大くくり」の募集形態に関する意識
調査を行い，その結果を平成17年4月に「募集形態に関する基本調査報告書－高大接続の
視点から」としてまとめ，公表した。

６．研究支援体制と研究推進
平成17年度に本学が推進した研究支援実績は以下の通りである。

（１）２１世紀ＣＯＥプログラムの支援
ＣＯＥプログラムの組織的推進のために平成14年に設置した２１世紀ＣＯＥ推進会議
（構成員は，総長，理事，研究戦略室役員補佐，拠点リーダー，当該研究科長）は，Ｃ
ＯＥプログラムの申請，採択プログラムの実施・運営・点検等に対して，進捗状況報告
書（中間評価用）の作成及びヒアリングのための学内リハーサルの実施等，積極的に支
援している。本学では現在12件のＣＯＥプログラムが採択されており，平成17年度は平
成15年度採択の６拠点の中間審査が行われ，３拠点がＡ評価，３拠点がＢ評価とおおむ
ね高い評価を受けた。
また 「２１世紀ＣＯＥプログラム拠点活動報告会」等により，その成果の社会還元，
に努め，平成18年２月には九州大学と共同で報告会「北と南から，日本が変わる，世界
が見える」を東京で開催した。この報告会には，産学官関係者並びに一般市民等約480
人の参加を得た。

（２）北大リサーチ＆ビジネスパーク構想の推進
平成15年度に文部科学省科学技術振興調整費戦略的研究拠点育成プログラムに採択さ
れた本学創成科学共同研究機構を育成機関とする「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想
（Ｒ＆ＢＰ構想 」のメインコンセプトは 「知の創造 （ニューサイエンスの創成）と） ， 」
「知の活用 （創成されたニューサイエンスの社会還元）である。特に 「知の活用」の」 ，
ために設定した包括連携と地域連携には２名の役員補佐を配置した。包括連携は基幹総

， 。合大学として国内産業の基盤を強化するための 研究開発に優れた企業との連携である
包括連携に参加する企業には 「知の創造」段階から参加してもらい，協力してビジネ，
スモデルを作成し，そのモデルを基にパテントマップを作り，知的財産権を共同保有す
ることにしている。この知的財産権をベースに，本学は新産業の創成に貢献している。
平成17年度に行われた科学技術振興調整費の中間評価では 「北海道の社会・経済ニー，
ズによく合致しており，地域との連携を強化しつつ大学の組織改革を進める一つのモデ
ルとなり得るもの」として 「継続すべきである」というＡ評価を得た。，

（３）重点配分経費による研究支援
重点配分経費から約８千万円を学内公募による研究支援に活用した 公募事項は 世。 ，「

界的レベルの戦略的プロジェクト研究の推進 （応募17件，採択８件 「先端的融合学」 ），
」（ ， ），「 」（ ，問領域創成のための支援 応募18件 採択２件 若手研究者の研究支援 応募28件

採択９件）等であった。この審査では，研究戦略室役員補佐会で申請書の書面により一
次選考し，合格者に対する二次選考は研究戦略室全体会議でのヒアリングにより実施し
た。選考結果はコメントを付して応募者に通知し，今後の研究の展開の参考に供した。
平成18年３月には採択課題の報告会を開催し，それぞれの課題に対して指導助言を行っ
た。事後評価も厳正に行い，ほとんどが文部科学省の大型科研費その他へ応募した。

７．産学官連携－包括連携と地域連携の推進
本学の包括連携は，①研究交流，②人材交流，③人材育成を三本柱としている。平成16

年度までに締結した11社のうち，平成17年度に６社２機関と技術交流や共同研究のほか，
ジョイント講演会，ビジネススクールやＭＯＴ（Management of Technology）教育などの
人材育成を推進した。平成17年度には新たに （独）国際協力機構（ＪＩＣＡ （株）北， ），
洋銀行，帝人（株）との間において，各関連分野の技術交流を展開するための研究交流，
専門家・調査団の派遣などの人材交流，共同セミナー・知財研修などの人材育成を推進す
るための包括連携協定を締結した。このうち，ＪＩＣＡとの連携では，平成17年12月に連
携協力協議会を開催し，スリランカにおける保健医療活動等を実施することを決定した。
一方，地域連携は本学の大学としての社会貢献を目的としている。本学の北キャンパス

に隣接する多くの研究機関が中心となって，各機関が持つ，大学にはない機能をフルに活
用することで，大学の創出した「知」を地域社会に還元する仕組みである。平成17年度に
は，Ｒ＆ＢＰ構想の一環として，産学官連携事業推進室を設置し，インキュベーションモ
デル事業や「Ｒ＆Ｂパーク札幌大通サテライト」の開設など，Ｒ＆ＢＰ構想を具現化する
事業を行った。

また，創成科学共同研究機構リエゾン部では，企業ニーズと学内シーズのマッチングを
行うとともに，地場企業と産学官連携の活性化を図った。その結果，企業から約300件の
技術相談を受けた。また，学内での産学連携研究のうち，特に事業化の可能性が大きい研
究テーマ７件をプロジェクト研究として採択し，企業との連携研究の支援を行った。
また，寄附講座については，新たに２講座（ニコンバイオイメージングセンター研究部
門，不定比化合物研究部門）を設置するとともに，１講座（ＵＦＪキャピタル起業家育成
研究部門）を更新し，合計18講座となった。

８．国際交流の展開
本学の国際交流の全学的展開及び全学的環境整備を図るとともに，戦略企画・実施体制
を整え，平成17年度には以下の事業を実施した。
（１）本学の重要活動領域の一つであるテーマ「持続可能な開発」を中核として，国際戦
略強化プロジェクトを構想し，文部科学省「大学国際戦略本部強化事業」に申請，採択
され 「持続可能な開発」国際戦略本部を創設した。国際交流室を中心として 「持続可， ，
能な開発」に関連した国際的研究・教育連携強化，大学としての国際戦略の総合的支援
機能強化プログラムを開始した。
（２）国際化支援機能の強化：①前年度に刊行した季刊の英語版ニューズレターに加え，
平成17年10月に中国語版ニューズレター（季刊）の刊行ならびにＷｅｂ上での掲載を開
始した。②協定大学との合同シンポジウムを，従来から毎年開催している韓国・ソウル
大学（平成17年10月）のほか，フィンランド・オウル大学（平成17年９月 ，米国・ハ）
ワイ大学（平成18年２月）との間で開催し，全学的な学術交流を深めた。③事務職員の
国際業務対応能力育成として，国際業務を視野に置いた本学の目標設定のあり方等，効
果的・効率的に業務を行うための研修を行うとともに，一定レベル以上の英語力を備え
ている者の能力向上に向けた学内英語研修，さらには，中国（１名約１年 ，オースト）
ラリア（１名約２ヶ月）の協定校等への海外派遣研修を行った。
（３）本学においては，北東アジアを重視する戦略をとっている 「北東アジア戦略」の。
具体的活動とその拡大としては，①平成16年度に創設した北東アジア主要大学からの留
学生奨学金制度を運用し，平成17年度には６名の留学生を受け入れた。②本学大学院に

「 」北東アジアからの優秀な私費外国人留学生を受け入れる目的で 北海道大学総長奨励金
を新設した。③北京に本学の事務所を確保し，平成18年度開設に向けた準備を終えた。
④中国の重点大学との交流をいっそう促進するため，新たに南京大学と南開大学との大
学間交流協定に向けた交渉を開始した。
（４）学生交流拡大に向けた広報活動：①海外への直接的広報活動として，台湾での日本
留学フェア，協定校の韓国のソウル大学，中国の浙江大学，復旦大学，米国のポートラ
ンド州立大学への個別訪問など，様々な機会に本学の紹介及び留学プログラムの説明を
行った。②派遣留学生拡大を目指して，留学説明会を平成17年度は６回（平成16年度は
５回）開催し，地域別・特定大学向けを用意して多様な留学ニーズへの対応ならびにニ
ーズ発掘を図るとともに，地域的貢献と効率化を考慮し，一部は札幌圏他大学にも公開
した。③派遣留学生の潜在層拡大に向け，全学入試広報のオープンユニバーシティに留
学生センターが加わり，高校生向けの広報も新たに実施した。

（ ） ，５ 国際開発協力の組織的推進：①ＪＩＣＡとの包括連携協定を平成17年４月に締結し
具体的プロジェクトの開始準備に着手した。②ＪＢＩＣ円借款による「中国内陸部人材
育成事業」プログラムに参加し，平成17年度は８名の研修生を受け入れた。

９．表彰制度と奨励金制度の拡充と新設
本学学生の教育と研究推進の観点から，入学料・授業料減免のほかに，本学の教育・研
究の理念・目的に合致する学生の勉学や課外活動を顕彰し，適切な手段によって奨励する
べきであるとの考えから，従来あった「北大元気プロジエクト 「北大えるむ賞」のほか」，
に 「北大ペンハロー賞 「大塚賞 「新渡戸賞」を新設した。， 」， 」，
（１）従来から「北大えるむ賞」をもって国内外での顕著な功績を収めた個人又は団体を
表彰してきたが，平成17年度はこの表彰枠を拡大するとともに 「北大ペンハロー賞」，
を新設し，優れた課外活動（ボランティアを含む）を収めた個人又は団体を表彰するこ
ととした 「北大えるむ賞」は，平成18年３月に２個人を 「北大ペンハロー賞」は平成。 ，
18年１月及び３月に19団体３個人を表彰した。
（２）男女共同参画事業の一環として，研究者を目指す優秀な女子学生育成のために新た
に「大塚賞 （対象者10名）を新設し，毎年総額500万円の奨励金を授与することを決定」
し，９月修了者の中から１名（授与式９月26日 ，３月修了者の中から９名（授与式３）
月23日）にそれぞれ奨励金50万円を授与した。
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（３）学生の勉学を奨励する目的をもって新たに「新渡戸賞」を設けた。これは，学業成
績が秀でており，かつ，人格に優れ，他の学生の模範になると認められる学部学生に奨
励金を授与するものである。平成16年10月に89名を表彰し，それぞれ年間20万円の奨励
金を授与した。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

① 法令及び学内措置により設置する運営組織を効果的・機動的に運営するとともに，研究科等のボトムアップ機能に配慮することなどにより，戦略的かつ機動的なトップマ
ネジメントを推進する。中
② 研究科長等が，研究科等の実情に応じ，機動的かつ戦略的な研究科等の運営を行える体制を整備する。期
③ 事務職員が教員と一体となって大学運営業務に従事する体制を確立するための基盤を整備する。目
④ 限られた学内資源を効果的に活用し，教育研究の活性化等を図るため，その一部を留保し，総長のリーダーシップの下に，戦略的に配分するシステムを確立する。標
⑤ 社会の知見を活かしつつ，戦略的かつ機動的な法人の経営を推進するため，学外の有識者・専門家を必要に応じて登用する。
⑥ 財務規律や業務運営の合理性等の確保に資するため，効率的な内部監査機能の充実を図る。
⑦ 社団法人国立大学協会の場等を通じて，国立大学間の自主的な連携・協力を促進する。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

①全学的な経営戦略の確立に関す ①全学的な経営戦略の確立に関す Ⅲ
る具体的方策 る具体的方策
【155】 【155】 ・ 総長のリーダーシップの下で，各総長室において企画･立案を
・ 法令の趣旨に則して経営協議 ・ 法人化後の新しい運営組織の 行い，部局長等連絡会議による学内の調整を図るなどして，以
会及び教育研究評議会並びに役 下で，研究科等のボトムアップ 下の取組を行った。
員会の運営を行うとともに，そ 機能にも十分配慮しつつ，総長 ①全学運用定員制度による教員の戦略的配置
のプロセスにおいて研究科等の による戦略的かつ，機動的なト ②重点配分経費による経費の配分（学業及び課外活動を奨励す
ボトムアップ機能にも十分配慮 ップマネジメントを推進する。 る各種の賞の設置）
することを基本として，総長に ③戦略的資源配分システムの拡充制度の策定
よる戦略的かつ機動的なトップ ・総長の下に留保する教員人件費を，平成21年度までに４％
マネジメントを推進する。 から５％に拡大

・教員の人件費についてポイント制管理制度の導入
④教員，事務職員の削減計画の策定
⑤新たな教育研究組織の再編
・公共政策大学院の設置
・生命科学院・先端生命科学研究院の設置（平成18年度）
・観光学高等研究センターの設置（平成18年度）
・大学院「観光学専攻（仮称 」の設置（平成19年度予定））
・ アイヌ･北方先住民研究センター（仮称 」の設置（平成19「 ）
年度予定）

⑥「現代的教育ニーズ取組支援プログラム 「魅力ある大学院」，
教育イニシアティブ」等への積極的な取り組み

【156】 【156】 Ⅲ ・ 全学運用定員制度を活用し新規性，先端性等特色ある教育研
・ 学術研究の動向，学生や社会 ・ 学術研究の動向，学生や社会 究プロジェクトや，学術的･社会的要請に応える組織再編制に繋
の多様なニーズ，地域社会や国 の多様なニーズ，地域社会や国 がるものなどについて，優先的にポストを配分した。
際社会への貢献等を踏まえつ 際社会への貢献等を踏まえつ ・ 定員管理から総人件費管理への移行に伴い，平成18年度から
つ，本学の教育・研究のより一 つ，本学の教育・研究のより一 「ポイント制教員人件費管理システム」を導入することとし，
層の活性化と質の向上を図るた 層の活性化と質の向上を図るた 全学運用教員制度においては，総長の下に留保する教員人件費
め，後記⑤の「全学的視点から め，後記⑤の「全学的視点から を平成21年度までに４％から５％へ拡大することとした。
の戦略的な学内資源配分に関す の戦略的な学内資源配分に関す ・ 重点配分経費については，約14億の財源を確保し，総長のリ
る具体的方策」に掲げるところ る具体的方策」に掲げるところ ーダーシップにより，全学的な教育研究等を振興･活性化する視
により，戦略的な経営資源の配 により，戦略的に経営資源を配 点から，学生の生活環境の改善に係る取り組み，組織改革及び
分システムを構築し，効果的に 分するシステムの導入，運用又 広報活動の充実を重点課題として，資金配分を行った。
運用する。 は検討を引き続き行う。 ・ 研究科等における博士後期課程充足率，博士号学位授与率及

び外部資金受入状況を評価基準とする傾斜配分制度を創設し，

北海道大学
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平成18年度から導入することとした。
・ 学外からの採用で，研究業績の特に優れた教員に対し，全学
的見地から支援するスタートアップ特別支援事業を創設し，平
成18年度から実施することとした。

②運営組織の効果的・機動的な運
営に関する具体的方策
【157】 【157】 ・ 「総長室」及び「役員補佐」は，総長又は理事の業務執行を
・ 総長及び理事の迅速な意思決 （平成17年度は年度計画なし） 機動的に補助し，本学の運営に関する重要事項についての企画
定と円滑な業務執行を確保する 及び立案機能を果たした。また 「部局長等連絡会議」では，総，
とともに，経営協議会及び教育 長室の企画・立案事項に関し，必要に応じて事前に意見聴取を
研究評議会における効果的・機 行い，全学的な意思形成の連絡調整組織としての役割を果たし
動的な審議に資するため，平成 た。
１６年度から学内措置により以 なお，運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策
下の運営組織等を設置する。 として中期計画に記載されている ア）～ウ）に対応する取組み
ア）総長又は理事のリーダーシッ については， 平成18年度において，総長の下で点検・評価を行
プの下に，全学的業務に関し， うこととした。
企画立案を主たる任務とする
「総長室」と円滑な業務処理を

「 」主たる任務とする 全学委員会
を設置する。その際，法人化前
の各種学内委員会をそのまま引
き継ぐことなく，その任務・構
成を見直すなどして真に必要な
ものに精選するほか，審議プロ
セスの効率化を図る。
イ）総長又は理事の業務遂行を機
動的に補助するため，役員補佐
制度を設ける。
ウ）総長又は理事と研究科等の長
とが十分な意思疎通等を行い，
全学的業務に係る効果的な企画
立案や全学的な運営方針の円滑
な具体化に寄与することを任務
とする連絡調整組織を設置す
る。

③研究科長等を中心とした機動的
・戦略的な研究科等運営に関す
る具体的方策
【158】 【158】
・ 研究科長等のリーダーシップ （平成17年度は年度計画なし）
の下で，全学的な運営方針を踏
まえつつ，自律的な教育研究活
動の改善や研究科等の運営を行
えるようにするため，平成１６
年度から研究科等の規模等に応
じ副研究科長等を置くことがで
きる制度を設けるとともに，研
究科等の必要に応じてアドバイ
ザリーボードを置くなどして，
研究科長等の補佐体制を整備す
る。

【159】 【159】
・ 研究科長等の迅速な意思決定 （平成17年度は年度計画なし）
や機動的な業務執行に資するた
め，教授会の審議事項を教育研

北海道大学
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究に関する重要事項に精選する
とともに，研究科等の実情に応
じて，代議員会や専門委員会の
活用を一層促進する。

④教員・事務職員等による一体的 ④教員・事務職員等による一体的 Ⅲ
な運営に関する具体的方策 な運営に関する具体的方策
【160】 【160】 ・ 各総長室，評価室及び全学委員会においては，その運営にあ
・ 教員と事務職員とが協働して ・ 教員と事務職員とが協働して たり１名から４名の事務職員が室員もしくは委員として参加す
業務を遂行する体制の確立を目 業務を遂行する体制の確立を目 るとともに，各室を担当する事務組織と各総長室の連携の下で
指し，前記②の「運営組織の効 指し 「全学委員会」や「総長 業務を遂行した。，
果的・機動的な運営に関する具 室」の運営に当たっては，引き また，具体的な事項に関する検討や提案を行うＷＧ等では，
体的方策」に掲げる「全学委員 続き構成メンバーとして適切な 教員だけではなく，事務職員もその構成員となり，両者が協働
会」や「総長室」の運営に当た 事務職員を参加させるほか，関 して検討を行った。
っては，構成メンバーとして適 連事務組織との密接な連携を図
切な事務職員を参加させるほ る。
か，関連事務組織との密接な連
携を図る。

【161】 【161】 Ⅲ ・ 事務職員の採用は，北海道地区国立大学法人等職員統一採用
・ 事務職員が全学又は研究科等 ・ 事務職員が全学又は研究科等 試験合格者からの採用を原則とし，当該試験での採用により適
の運営業務全般に係る企画立案 の運営業務全般に係る企画立案 切な人材を得がたい場合には，選考により採用を行うことを可
等に積極的に参画しうる基盤整 等に積極的に参画しうる基盤整 能とし，必要な資質を有する職員の確保に努めた。事務職員の
備の一環として，後記３の⑤の 備の一環として，後記３の⑤の 人事管理に関しては，各職員の意欲・適性・能力等を勘案しつ

， ，「事務職員等の採用・養成・人 「事務職員等の採用・養成・人 つ 男女の均等な機会や待遇の実質的な確保に努めるとともに
事交流に関する具体的方策」に 事交流に関する具体的方策」に 資質向上のための階層別又は専門別研修を実施した。また，事
掲げるところにより，事務職員 掲げるところにより，事務職員 務職員の外国語研修については，平成17年９月から１年間の海
の資質向上を図る。 の資質向上を図る。 外研修として中国（北京科技大学）に職員を派遣した。さらに

包括的連携協力協定の人材育成に基づく広報担当の業務研修と
して，平成17年４月から１年間株式会社電通東京本社へ職員を
派遣した。

⑤全学的視点からの戦略的な学内 ⑤全学的視点からの戦略的な学内 Ⅲ
資源配分に関する具体的方策 資源配分に関する具体的方策
【162】 【162】 ・ 総長のリーダーシップの下に以下の様な取り組みを行った。
・ 本学における教育研究のより ・ 本学における教育研究のより ・ 重点配分経費については，運営費交付金の一定割合並びに間
一層の活性化と質の向上を図る 一層の活性化と質の向上を図る 接経費の50％及び奨学寄附金の５％を全学に留保し 「平成17年，
ため，総長のリーダーシップの ため，総長のリーダーシップの 度重点配分経費の配分基本方針 （平成17年４月11日総長裁定）」
下に，以下のような資金，人員 下に，以下のような資金，人員 に基づき配分した 平成17年度は 総長重点配分事業として キ。 ， ，「
及びスペースに係る学内資源を 及びスペースに係る学内資源を ャンパスライフの充実に関する事業 「障害を有する学生等に」，
戦略的に配分するシステムを確 戦略的に配分するシステムの導 対する支援事業」及び「業務運営の改善に関する事業」につい
立する。 入，運用又は検討を引き続き行 て，特に重点をおいて配分したほか，各総長室が企画立案した
ア）資金については，研究科等に う。 事項に配分した。
おける教育研究を維持する資金 ア） 資金については，研究科等 また，企画・経営室において，研究科等における教育研究の
の確保に留意しつつ，運営費交 における教育研究を維持する資 活性度や改善のための取り組みの進捗状況に関する評価をベー

，「 （ ）付金並びに間接経費及び奨学寄 金の確保に留意しつつ，運営費 スとする傾斜配分を実施するための方策を検討し 博士 後期
附金の一定割合を全学に留保 交付金の一定割合並びに間接経 課程充足率 「博士号学位授与率」及び「外部資金受入状況」」，

。 ，し，個別の事業内容をベースと 費の50％及び奨学寄附金の5％ を評価基準とする配分制度について取りまとめた これを受け
する重点配分と研究科等におけ を全学に留保し，個別の事業内 平成18年度から，上記事項を評価基準とする配分制度を導入す
る教育研究の活性度や改善のた 容をベースとして重点配分を行 ることとした。
めの取組の進捗状況に関する評 う。また，研究科等における教 ・ 運営費交付金の一定割合を全学に留保し，総長のリーダーシ
価をベースとする傾斜配分とに 育研究の活性度や改善のための ップの下に全学的な視点から定員または人件費の措置を講ずる
分けて執行する。なお，傾斜配 取り組みの進捗状況に関する評 「全学運用定員制度」は，国立大学法人北海道大学全学運用定

， ，分については，研究科等におけ 価をベースとする傾斜配分を実 員規程により適正な運用を行うこととしており 平成17年度は
る教育研究の活性度を評価する 施するための方策を検討し，成 同規程に基づき 「評価室の円滑な運営のための教員配置 「知， 」
基準等を検討し，平成１８年度 案を得る。 的財産本部の体制強化のための教員配置 「文書館設置に伴う教」
を目途に実施する。 イ） 人員については，運営費交 員配置 「医学部保健学科の組織整備に伴う教員配置 「薬学教」 」
イ）人員については，運営費交付 付金の一定割合を全学に留保 育６年制への対応のための教員配置 「博物館の充実のための教」
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金の一定割合を全学に留保し， し，新規性，先端性等特色ある 員配置 「公共政策大学院及び会計専門職大学院の設置に伴う教」
新規性，先端性等特色ある教育 教育研究プロジェクトや，学術 員配置 「ＣＯＥプログラムの円滑な推進のための教員配置」な」
研究プロジェクトや，学術的・ 的・社会的要請に応える組織再 どに新たに措置し，同年度中の活用実績は，教授ポスト19，助
社会的要請に応える組織再編 編成に繋がるものなどについて 教授ポスト23，講師ポスト１，助手ポスト14を配分し，助手ポ
成，経営管理の推進に繋がるも 優先的に配分する全学運用定員 ストを教授ポストに格上げする等の措置は８件であった。
のなどについて，優先的に配分 制度について，より適切に運用 また 平成18年度から総人件費管理に移行することに伴い 全， ，「
する。 する。 学運用定員制度」については，総長の下に留保した教員に係る

ウ） スペースについては，引き 人件費（教員人件費積算総額の４％の額）を配分する「全学運
ウ）スペースについては，引き続 続き新設・改修施設整備面積の 用教員制度」に移行することとし，さらに平成21年度までに，
き新設・改修施設整備面積の20 20％を目標に共用部分を確保す 総長の下に留保する教員に係る人件費の額を段階的に５％に拡
％を目標に共用部分を確保する るなどして，大型の外部資金を 大することとした。
などして，大型の外部資金を導 導入した研究プロジェクトや研 ・ スペースについては，17年度に改修した経済学部研究棟にお
入した研究プロジェクトや研究 究科等の枠組みを越えて行う教 いて共用面積を確保し，文系４学部の改修計画の進行により最
科等の枠組みを越えて行う教育 育研究等に優先的に割り当て 終的に目標の共用スペースを確保するように整備を進めた。ま
研究等に優先的に割り当てる。 る。 た，マリンサイエンス創成研究棟ではオープンラボを整備し，

学内流動プロジェクトに対し，研究スペースを優先的に割り当
てた。

⑥学外の有識者・専門家の登用に ⑥学外の有識者・専門家の登用に Ⅲ
関する具体的方策 関する具体的方策
【163】 【163】 ・ 社会の幅広い知見を大学経営に積極的に活かすため，法令の
・ 社会の幅広い知見を大学経営 ・ 社会の幅広い知見を大学経営 趣旨に則して，役員のほか，経営協議会の委員に企業経営の専
に積極的に活かすため，法令の に積極的に活かすため，法令の 門家及び地域経済界のトップを引き続き迎え入れた。
趣旨に則して，役員のほか，経 趣旨に則して，役員のほか，経 ・ 経営協議会は，４回開催し，平成18年度概算要求，平成16年
営協議会の委員に幅広い分野か 営協議会の委員に幅広い分野か 度決算，教員に係る人件費，平成18年度「年度計画」の重点事
ら学外者を迎え入れる。 ら学外者を引き続き迎え入れ 項（案 ，平成18年度予算編成方針（案 ，平成18年度年度計画） ）

る。 （案 ，平成18年度収入・支出予算書（案）などを審議した。）

【164】 【164】 Ⅲ ・ 大学の経営機能の向上に資するため，民間から副理事を採用
・ 役員及び経営協議会の委員以 ・ 役員及び経営協議会の委員以 した。また，北海道内の金融機関から財務管理の専門的知識を
外に，職員についても，大学の 外に，職員についても，大学の 有する者を財務管理室長として採用したほか，本学ホームペー
経営機能の向上に資するため， 経営機能の向上に資するため， ジ等を活用した公募により，キャリアセンターに専門職員を採
学外の幅広い分野から専門知識 引き続き専門知識・技能を持つ 用した。
・技能を持つ人材を必要に応じ 人材を必要に応じて登用する。
て登用する。

【165】 【165】 Ⅲ ・ 全学運用定員制度を活用した知的財産本部の知的財産戦略部
・ 上記により学外者を教員とし ・ 上記により学外者を教員とし 長（教授）１名の採用に当たっては，総長直属の人事委員会に
て登用する場合は 前記⑤の 全 て登用する場合は 前記⑤の 全 おいて選考した。， 「 ， 「
学的視点からの戦略的な学内資 学的視点からの戦略的な学外資
源配分に関する具体的方策」に 源配分に関する具体的方策」に
掲げる戦略的配分システムを活 掲げる全学運用定員制度を活用
用するほか，平成１６年度から し，総長直属の人事委員会にお
選考採用についても総長のリー いて選考する。
ダーシップの下で行う仕組みを
設ける。

⑦内部監査機能の充実に関する具 ⑦内部監査機能の充実に関する具 Ⅲ
体的方策 体的方策
【166】 【166】 ・ 監査室において 「経理・財務管理」と「社会的責任」を対象，
・ 経理面における内部統制シス ・ 平成１６年度に設置した総長 に監査を行った。
テムの妥当性の検討・評価やそ 直属の内部監査組織である監査 「経理・財務管理」については，全部局を対象として高額な
の運用状況の監視と，業務諸活 室において，経理面における内 契約，現金収納，債務計上を中心に会計事務の執行状況の監査
動の合法性や合理性の検討・評 部統制システムの妥当性の検討 を行った。また 「社会的責任」については，ＵＳＲ（大学の社，
価を行うため，総長直属の内部 ・評価やその運用状況の監視 会的責任）やコンプライアンス確保の観点から，本学が対象と
監査組織を平成１６年度から設 と，業務諸活動の合法性や合理 なっている「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す
置する。 性の検討・評価を引き続き実施 る法律 「化学物質排出把握管理促進法」への対応状況の監査」，

する。 を行い，問題点については改善を求めた。
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また，平成16年度監査で指摘した「北海道大学札幌キャンパ
スにおける事業系一般廃棄物の排出状況について」がさらに実
効性のあるものとなるようフォローアップ監査を行った。

【167】 【167】 Ⅲ ・ 監査を効率よく行うため，監査室は監査の基本方針や監査対
， ，・ 内部監査を行うに当たって ・ 監査室が内部監査を行うに当 象を定めた年度監査計画を策定し 監査担当者はこれに基づき

は，内部監査機能と会計監査人 たっては，内部監査規程に基づ 監査実施計画を策定し監査を行った。監査結果については，必
や監事の行う監査機能が密接に き監査計画を策定するととも 要に応じて，会計監査人，監事にも連絡し監査資源の共有を図
関連していることを考慮し，会 に，監事及び会計監査人が行う った。
計監査人及び監事との連携・協 監査業務との重複を避けるなど また，監査室員が，会計監査人監査，監事監査の連絡調整や

， ， ， ，力を図りながら，効率的に実施 効率的に実施する。 立会を行うことにより 監査結果等を把握し 更に総長 監事
する。 会計監査人及び監査室で大学の問題点，方向性を確認し，協議

する場を設け，内部監査を効率的に行った。

⑧国立大学間の自主的な連携・協 ⑧国立大学間の自主的な連携・協 Ⅲ
力体制に関する具体的方策 力体制に関する具体的方策
【168】 【168】 ・ 北海道地区の各国立大学法人等との連携・協力により，平成1
・ 社団法人国立大学協会の一員 ・ 社団法人国立大学協会の一員 6年度に引き続き本学に採用事務室を設置して，北海道地区国立
として，また北海道内における として，また北海道内における 大学法人等職員統一採用試験を実施した。また，北海道内の国
基幹総合大学として，後記４の 基幹総合大学として，後記４の 立大学法人等事務系職員を対象に中堅職員及び係長相当職等の
②の「複数大学による共同業務 ②の「複数大学による共同業務 階層別研修並びに専門別研修を実施した。これらの研修につい
処理に関する具体的方策」に掲 処理に関する具体的方策」に掲 ては，国立大学協会北海道地区支部内に置かれる「北海道地区
げるものを中心に，自主的な連 げるものを中心に，引き続き自 国立大学法人等合同研修実施委員会」において，今後も継続し
携・協力を促進する。 主的な連携・協力を促進する。 て国立大学協会北海道地区支部の事業として北海道内の国立大

学法人等と協力して実施することとされた。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

学術研究の動向や社会的ニーズ等を踏まえつつ，教育研究組織の見直しを行うシステムを確立し，成案が得られたものから逐次実施する。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

①教育研究組織の編成・見直しの ①教育研究組織の編成・見直しの Ⅲ
システムに関する具体的方策 システムに関する具体的方策
【169】 【169】 ・ 基本的な教育研究組織（学部，研究科等）の見直しについて

， 。 ，・ 本学の基本的な教育研究組織 ・ 基本的な教育研究組織の見直 は 当該組織の長のリーダーシップの下で検討を進めた また
の見直しについては，当該組織 しについては，これまで行って これらの構想については，大学が全学的な視点から構想の適否
の長のリーダーシップの下で自 きた自己点検・評価の結果等を についての審査を行い，自ら組織整備についての意思決定を行
主的・自律的に検討することを 踏まえ，当該組織の長のリーダ う必要性から，企画･経営室の下に設置した「組織整備構想審査
原則とし，自己点検・評価の結 ーシップの下で自主的・自律的 会」において審査を行った。
果及び国立大学評価委員会の評 に検討を進める。 平成18年度に実施する主な事項は，次のとおりである。
価結果並びに役員会からの要請 ・薬学部，水産学部の改組
等に基づいて検討するためのシ ・理学院･理学研究院の新設（理学研究科の廃止）
ステムを確立する。 ・農学院･農学研究院の新設（農学研究科の廃止）

・薬学研究院の新設

【170】 【170】 Ⅲ ・ 全学的視点から教育研究組織の見直しに取り組む必要がある
・ 自己点検・評価の結果や国立 ・ 上記のほか，自己点検・評価 と総長が判断した場合は，役員会の議に基づき，関連総長室等
大学法人評価委員会の評価結果 の結果等により教育研究組織の で検討･準備を進めた。
等に基づき，役員会が戦略的視 見直しに取組む必要があると総 平成18年度に実施する主な事項は，次のとおりである。
点から教育研究組織の見直しに 長が判断する場合は，役員会の ・生命科学院，先端生命科学研究院の新設
取り組む必要があると判断する 議に基づき，関連する総長室又 ・観光学高等研究センターの新設

， 。場合には，役員会直属の組織を は当該教育研究組織において検 平成19年度実施を目途に検討した事項は 次のとおりである
設置して，上記の基本的な教育 討を進める。 ・大学院観光学専攻（仮称）の新設
研究組織を含めて検討できるシ ・アイヌ･北方先住民研究センター（仮称）の新設
ステムを確立する。

②教育研究組織の見直しの方向性 ②教育研究組織の見直しの方向性 Ⅲ
【171】 【171-1】
・ 大学院において，学生所属組 ・ 大学院において学生所属組織 ・ 地球環境問題における重要・緊急の課題に取り組む研究者及
織と教員所属組織を分離するこ と教員所属組織を分離する「学 び高度専門職業人の養成，さらに環境科学の新たな分野を起こ
とによって，伝統的な学問分野 院・研究院 構想の一環として す人材養成を目的とし，環境科学院･地球環境科学研究院を平成」 ，
での研究の蓄積を発展的に継承 「環境科学院・地球環境科学研 17年４月に設置した。初年度は，修士課程157名，博士後期課程
するとともに，先端的・学際的 究院」及び「水産科学院・水産 48名の学生を受け入れた。
な研究と知識の教授を目的とす 科学研究院」を設置する。 ・ 水産科学に関する創造的な学術研究を担いうる高度な研究者
る「学院・研究院」構想を検討 と先端先進の技術，幅広い視野と地球規模で活躍しうる行動力
し，成案が得られたものから逐 を備えた高度な専門家を養成することを目的とし，水産科学院･
次実施する。 水産科学研究院を平成17年４月に設置した。初年度は，修士課

程114名，博士後期課程37名の学生を受け入れた。

【171-2】 Ⅲ ・ 「学院･研究院」構想の一環として，分子レベルから個体レベ
・ 大学院において学生所属組織 ルにわたる高度な生命科学の研究を推進する大学院の教育研究
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「 」「 」「 」と教員所属組織を分離する「学 組織である 生命科学院 先端生命科学研究院 薬学研究院

院・研究院 構想の一環として の新設（薬学研究科の廃止）について，平成18年度実施を目途」 ，
生命科学 等の分野について に設置計画を策定した。なお 「生命科学院」の設置計画（平成「 」 ， ，
平成18年度実施を目途に具体的 18年４月設置）については，文部科学省大学設置･学校法人審議
構想を取りまとめる。 会における審査を経て，文部科学大臣から設置を認められた。

また，理学院･理学研究院の新設（理学研究科の廃止）及び農
学院･農学研究院の新設（農学研究科の廃止）についても，平成
18年度実施を目途に設置計画を策定し，文部科学大臣あてに届
出を行った。

【172】 【172】
・ 質の高い専門法曹を幅広く養 (平成17年度は年度計画なし）
成するため，平成１６年度に法
学研究科に法律実務専攻を設置
し，専門職学位を授与する。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

① 組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を図るため，職員の能力・業績の適正な評価，柔軟な人事制度の構築及び教員の流動性や多様性の確保に関する方策について中
検討し，成案が得られたものから逐次実施する。期
② 優れた事務職員等を確保するため，公正な採用の仕組みの確立及び資質の向上等を図る方策を実施する。目
③ 中長期的展望の下に，柔軟な教員編制システムの確立及び人件費総額の適切な管理を行うとともに，助手及び技術職員等の職種の在り方についての見直しを行う。標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

①人事評価システムの整備・活用 ①人事評価システムの整備・活用 Ⅲ
に関する具体的方策 に関する具体的方策
【173】 【173】 ・ 平成17年８月に副理事を座長とする北海道大学人事・給与制
・ 職員の主体的な資質向上や職 ・ 平成１８年度において一部試 度検討会を設置し，事務職員の能力や業績を的確に把握しうる
務遂行を促し，本学における教 行することを目指して，職員の 公正で納得性の高い人事評価システムについて検討を進めた。
育研究活動の成果を最大化して 能力や業績を的確に把握しうる 同検討会においては，平成18年度中の試行を目指し 「新たな人，
いくため 「公務員制度改革大 公正で納得性の高い人事評価シ 事・給与制度に関する中間報告 （平成18年２月27日）をまとめ， 」
綱 （平成１３年１２月２５日 ステムの検討を進める。 た。」
閣議決定）に基づく改革の進展
状況や私立大学における動向等
を勘案しつつ，職員の能力や業
績を的確に把握しうる公正で納
得性の高い人事評価システムの
整備について検討し，平成１９
年度を目途に実施する。

【174】 【174】 Ⅲ ・ 上記人事評価システムの検討とあわせて，能力，職責及び業
・ 上記人事評価システムの整備 ・ 上記人事評価システムの検討 績を適切に反映したインセンティブの高い人事・給与制度につ
と連動させて，能力や業績を適 と併せて，収集した資料や事例 いて，他の国立大学や私立大学における動向等を踏まえて，収
正に評価した人事配置・昇進等 を基に，能力，職責及び業績を 集した資料や事例を基に，本学における現状分析と問題点等に
を行うとともに，能力，職責及 適切に反映したインセンティブ ついて検討を行った。また，その検討結果に基づき，昇任・昇
び業績を適切に反映したインセ の高い人事・給与制度につい 格人事，職層，月例給与，勤勉手当について 「新たな人事・給，
ンティブの高い給与処遇を実現 て，公務員制度改革大綱に基づ 与制度に関する中間報告 （平成18年２月27日）として取りまと」
する新たな人事・給与制度の導 く改革の進捗状況や私立大学に め，基本的方向を示した。
入について検討し，平成１９年 おける動向等を踏まえて，具体
度を目途に実施する。 的な検討に着手する。

②柔軟で多様な人事制度の構築に ②柔軟で多様な人事制度の構築に Ⅲ
関する具体的方策 関する具体的方策

，【175】 【175】 ・ 教育研究活動による大学と教員との利益相反が生じないよう
・ 本学における教育研究活動の ・ 学生の教育に支障を生じた 平成16年11月に制定した「国立大学法人北海道大学利益相反マ
成果を社会に還元し，産学官連 り，大学と教員との利益相反が ネジメント規程」に基づき設置した利益相反マネジメント室に
携の推進や地域社会への貢献を 生じたりしないよう留意しつ おいて，教職員からの質問や相談に応ずるとともに，本学ホー
円滑に推進できるようにする視 つ，兼業の柔軟化に伴う社会的 ムページにおいて同制度の概要について掲載し，教職員に周知
点から，学生の教育に支障を生 説明責任を果たすため，平成16 を行った。なお，平成17年度中には利益相反審査会の開催実績
じたり，大学と教員との利益相 年度における兼業の従事状況を はなかった。
反が生じたりしないよう留意し 公表する。 ・ 平成16年度における兼業の従事状況については，各教員から
つつ，教員の兼職・兼業を柔軟 提出された兼業報告書に基づき 「技術移転事業者（ＴＬＯ）の，
に認める制度を平成１６年度か 役員兼業 「研究成果活用企業への役員兼業 「一般の兼業」」， 」，
ら実施する。 に分けて取りまとめ，平成17年11月に本学ホームページ上に公
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表した。
なお 「一般の兼業」については 「国・地方公共団体 「各， ， 」，
種法人 「国立大学・学校法人等 「営利企業 「その他」の」， 」， 」，
兼業件数を各部局別に公表した。

【176】 【176】
・ 教育研究に従事し，社会の様 (平成17年度は年度計画なし）
々な分野に寄与することが求め
られている教員の職務の特性に
鑑み，労使協定を締結し，平成
１６年度から主として研究に従
事する教員に裁量労働制を導入
する。

【177】 【177】 Ⅲ ・ 企画・経営室において，外国人教員や任期付き教員等を対象
・ Ⅱの１の⑤の「全学的視点か ・ 外国人教員や任期付き教員等 とした年俸制の導入等を視野に入れた柔軟な給与制度について
らの戦略的な学内資源配分に関 を対象とした年俸制の導入等を 検討し，外部資金等による教員，外国人教師及び外国人研究員
する具体的な方策」に掲げると 視野に入れた柔軟な給与制度に 等を対象とした「特任教員制度」及び「年俸制」について取り
ころにより採用する外国人教員 ついて引き続き検討し，成案を まとめた。これらの検討結果を受け，平成18年度から 「特任教，
や任期付き教員等を対象とした 得る。 員制度」及び「年俸制」を導入することとした。
年俸制の導入や，民間から人材
を登用した際の弾力的な給与格
付け等を視野に入れた柔軟な給
与制度の設計について検討し，
平成１７年度中を目途に実施す
る。

【178】 【178】 Ⅲ ・ 企画・経営室において，授業等の職務から離れて自己研鑽を
・ 授業等の職務から離れて自己 ・ 授業等の職務から離れて自己 行う機会等を付与するためのサバティカル・リーブを一定の要
研鑽を行う機会等を付与するた 研鑽を行う機会等を付与するた 件の下に導入することについて検討し，教員の職務上の「研究
めのサバティカル・リーブを一 めのサバティカル・リーブを一 専念期間」という位置付けで，講師以上の教員が７年以上継続
定の要件の下に導入することを 定の要件の下に導入することを 勤務した場合に，教育及び管理運営等の業務を一定期間免除さ
検討し，平成１８年度中を目途 検討し，成案を得る。 れ，研究に専念できる期間を設ける「サバティカル研修制度」
に実施する。 について取りまとめた。これを受け，平成18年度から 「サバテ，

ィカル研修制度」を導入することとした。

【179】 【179】 Ⅲ ・ 教員の再雇用制度（嘱託職員）の適用により，次のとおり４
・ 定年に達した優れた教員を引 ・ 定年に達した優れた教員を引 名の教員を採用した。
き続き本学の教育研究業務等に き続き本学の教育研究業務等に ・学務部キャリアセンター １名（工学研究科定年退職教授）

（ ，従事させるため，勤務延長制度 従事させるための勤務延長制度 ・創成科学共同研究機構 ３名 工学研究科定年退職教授２名
や再雇用制度を平成１６年度か や再雇用制度を適切に運用す 先端科学技術共同研究センター定年退職教授１名 ））
ら導入し，その適切な運用を図 る。
る。

③任期制・公募制など教員の流動 ③任期制・公募制など教員の流動 Ⅲ
性向上に関する具体的方策 性向上に関する具体的方策
【180】 【180】 ・ 平成17年度においては，次のとおり任期制を導入した。
・ 教員の流動性を向上させ教育 ・ 教員の流動性を向上させ教育 ○水産科学研究院〈海洋生物資源科学部門資源保全管理戦略分
研究の活性化を図るため，再任 研究を活性化する視点から，再 野，海洋応用生命科学部門安全管理生命科学分野《教授，助
可能な任期制を一定の要件の下 任可能な任期制を一定の要件の 教授 〉》
に導入することについて，研究 下に導入することについて，引 ○人獣共通感染症リサーチセンター〈全部門《教授，助教授 〉》
科等の組織単位ごとに全職種を き続き研究科等の組織単位ごと ○エネルギー変換マテリアル研究センター〈エネルギー変換シ
対象として検討し，成案が得ら の検討を促進するために必要な ステム設計分野《助教授 〉》

〈 ， ，れた研究科等から逐次実施す 取組を行い，成案を得られた研 ○遺伝子病制御研究所 全研究部門 疾患モデル動物実験施設
る。また，Ⅱの１の⑤の「全学 究科等から順次任期制を導入す ウイルスベクター開発センター《助手 〉》
的視点からの戦略的な学内資源 る。
配分に関する具体的方策」に掲
げるところにより採用する教員
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については，平成１６年度から
任期制を導入する。

【181】 【181】 Ⅲ ・ 広く優秀な人材を求めるため 公募を原則とする旨定めた 教， 「
・ 教員に多様な経歴・経験等を ・ 教員に多様な経歴・経験等を 員選考の指針」に基づき，教員の採用・昇任は原則として公募
持つ優れた人材を確保するた 持つ優れた人材を確保するた により行った。
め，教員の採用及び昇進に当た め，教員の採用及び昇進に当た
っては，引き続き原則として公 っては，原則として公募により
募により行う。 行う。

④外国人・女性等の教員採用の促 ④外国人・女性等の教員採用の促 Ⅲ
進に関する具体的方策 進に関する具体的方策

【182】 【182】 ・ 企画・経営室において，外国人教員採用に係る国際公募制の
・ 本学が学術研究と人材養成の ・ 本学が学術研究と人材養成の あり方や給与制度の柔軟化について検討し，外国人教師及び外
面で日本のみならず世界の発展 面で日本のみならず世界の発展 国人研究員等を対象とした「特任教員制度」及び「年俸制」に
に貢献することを目指す視点か に貢献することを目指す視点か ついて取りまとめた。これらの結果を受け，平成18年度から，
ら，国際公募制の導入の検討や ら，外国人教員採用に係る国際 外国人教師及び外国人研究員等を 特任教員 として採用し 年「 」 ，「
給与制度を柔軟化するなどし 公募制のあり方や給与制度の柔 俸制」を適用することを可能とした。
て，外国人教員採用促進に必要 軟化についての検討を進め，成 また，国際公募については，インターネット・ジャーナル等
な基盤整備を行う。 案を得る。 により実施した。

【183】 【183】 Ⅲ ・ 男女共同参画委員会及び同専門委員会での検討結果に基づき，
・ 男女共同参画社会基本法並び ・ 男女共同参画委員会におい 以下の施策の実施・推進を図った。
に雇用の分野における男女の均 て，ポジティブ・アクションを ・次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の策定
等な機会及び待遇の確保等に関 含めた総合的な施策の実施・推 ・次世代育成支援対策に係る各種支援制度の取得状況調査の実施
する法律の精神に則り，ポジテ 進を図る。 ・科学技術振興調整費「女性研究者支援モデルプラン」の申請
ィブ・アクションを含めた総合 ・研究会「教職員の男女共同参画に向けて」の実施
的な施策を講ずるための担当組 ・男女共同参画の取組に関する本学ホームページの開設
織を設置するなど種々の取組に ・各部局等における男女共同参画推進員の配置
より 女性教員の比率を高める ・男女共同参画を担当する副理事の平成18年度からの設置決定， 。

【184】 【184】 Ⅲ ・ 育児にあたる必要の生じた本学の職員や大学院生，ポストド
・ 育児にあたる必要の生じた本 ・ 育児にあたる必要の生じた本 クター，外国人研究者等が安心して就労又は就学できるように
学の職員や大学院学生，ポスト 学の職員や大学院生，ポストド するため，平成17年度から保育園「子どもの園」を開園した。
ドクター，外国人研究者等が安 クター，外国人研究者等が安心 ・ 平成17年度の入園児童数は 定員60人に対し 月平均53人 う， ， （
心して就労又は就学できるよう して就労又は就学できるように ち大学関係者の利用率は約70％）であったが，平成18年度は，
にするため，保育園「子どもの するため 保育園 子どもの園 既に定員を超える入園希望がある。， 「 」
園」の運営の充実等育児環境の を認可保育園として設置運営す
充実整備に努める。 る。

⑤事務職員等の採用・養成・人事 ⑤事務職員等の採用・養成・人事 Ⅲ ・ 事務職員等の採用は「北海道地区国立大学法人等職員統一採
交流に関する具体的方策 交流に関する具体的方策 用試験」合格者から行うことを原則とし，平成18年４月１日付
【185】 【185】 け採用者も含めて，事務28名（男19名，女９名 ，図書１名（男）

）， （ ， ）， （ ， ）・ 事務職員等の採用は，試験採 ・ 事務職員等の採用は，北海道 １名 技術16名 男10名 女６名 計45名 男30名 女15名
用を原則とし，その方法では適 地区国立大学法人等職員統一採 を採用した。また，選考採用により１名を採用した。
切な人材を得がたい場合には， 用試験合格者からの採用を原則 なお，公平で透明性のある選考採用を実施するため，選考採
選考により行う。 とし，この試験で適切な人材を 用を行う場合の基準について検討し 「国立大学法人北海道大学，

得がたい場合には，選考により 職員の選考による採用に関する要項（平成18年２月６日総長裁
行う。なお，公平で透明性のあ 定 」を制定した。）
る選考採用を実施するため，選
考採用を行う場合の基準につい
て検討し，成案を得る。

【186】 【186】 Ⅲ ・ 事務職員の人事管理に当たって，各職員の意欲・適性・能力
・ 事務職員の人事管理に当たっ ・ 事務職員の人事管理に当たっ 等を勘案しつつ，男女の均等な機会や待遇の実質的な確保に努
ては，各職員の意欲・適性・能 ては，各職員の意欲・適性・能 めた。
力等を勘案しつつ，男女の均等 力等を勘案しつつ，男女の均等 ・ 中堅職員及び係長相当職の階層別研修並びに専門別研修を実
な機会や待遇の実質的な確保に な機会や待遇の実質的な確保に 施した。
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努めるとともに，階層別や専門 努めるとともに，階層別や専門 ・ コース別人事管理の導入については，検討の結果，採用時か
別研修，民間企業や私立大学と 別研修を実施する。また，平成 らの導入は困難であるという結論に達したが，前記①に掲げる
の人事交流等を実施する また 18年度採用者からコース別人事 平成18年度に試行する人事評価システムに基づく人事給与制度。 ，
新たにコース別人事管理制度の 管理を実施することを前提に， の中で，コース別人事管理制度の趣旨を含んだ運用を可能とし
導入について検討し，平成１８ 引き続き具体的な方策を検討 た。
年度を目途に実施する。 し，成案を得る。

⑥中長期的観点に立った適切な人 ⑥中長期的観点に立った適切な人 Ⅲ
員（人件費）管理に関する具体 員（人件費）管理に関する具体
的方策 的方策
【187】 【187】 ・ 平成18年度以降，これまでの「国立大学法人北海道大学教員
・ 研究科等における教授，助教 ・ 研究科等における教授，助教 配置規程」に基づく人員管理から総人件費管理に移行すること
授，講師及び助手に係る職や人 授，講師及び助手に係る職や人 とし，研究科等における柔軟な教員編制が可能となるシステム
員数，財源を流動化させ，研究 員数，財源を流動化させ，研究 として 「ポイント制教員人件費管理システム」を導入すること，
科等がその戦略に基づき柔軟な 科等がその戦略に基づき柔軟な とした 「ポイント制教員人件費管理システム」とは，各職種の。
教員編制としうるシステムを確 教員編制としうる方策について 平均給与を基に，教授を１ポイント，助教授を0.798ポイント，
立する。 拡大を図る。 講師を0.748ポイント，助手を0.604ポイントとして，各部局等

の総ポイントを定め，その範囲内において職種や員数にとらわ
れない教員人事管理を行う制度である。
また，総人件費管理に移行することに伴い，運営費交付金の
一定割合を全学に留保し，総長のリーダーシップの下に全学的
な視点から定員または人件費の措置を講ずる「全学運用定員制
度」については，総長の下に留保した教員に係る人件費（教員
人件費積算総額の４％の額）を配分する「全学運用教員制度」
に移行することとし，さらに平成21年度までに，総長の下に留
保する教員に係る人件費の額を段階的に５％に拡大することと
した。

【188】 【188】 Ⅲ ・ 企画・経営室において，平成16年度に引き続き，助手の職務
・ 助手等の職務実態が多様であ ・助手の職務については，平成１ 内容に応じた処遇等について検討し，平成19年４月からの学校
ることに鑑み，現状を調査・分 ８年度実施を前提に，平成１６ 教育法の改正に伴い，現行の助手は，職務内容の実態に応じて
析の上，職務内容に応じた処遇 年度の検討結果に基づき，中央 助教職と助手職に移行させることとし，平成19年度以降に向け
等その在り方についての見直し 教育審議会の答申等及び学校教 ての移行審査に着手すること，また，平成19年度以降は新たな
方策を検討し，平成１６年度中 育法等の法令の改正の動きを確 助手は原則として採用しないこと等の実施案を取りまとめた。
を目途に結論を得る。 認しながら具体的な実施案を検 これを受け，平成19年度以降の助教及び助手の教員人事の準備

討し，成案を得る。 を開始することとした。
なお，新たに採用する助教職の任期制導入については，継続

して検討することとした。

【189】 【189】 Ⅲ ・ 企画・経営室においては，改正学校教育法に対処する「本学
・ 教育研究支援機能を充実させ ・平成１６年度の検討結果に基づ における教員の職に係る方策」の検討と並行して教室系技術職
るため，技術職員に係る組織や き，技術職員の一元的管理を目 員に係る検討・議論を進めた。検討結果は「教室系技術職員に
人材養成システム等の在り方に 的とする組織を平成１８年度に 関する基本方針（案 」としてまとめ，研究科等の長に提案し，）
ついての見直し方策を検討し， 設置するため，具体的準備を行 平成18年度中を目途に，教育支援機能を充実させるため全学的
平成１６年度中を目途に結論を う。 視野に立った一元的管理を目的とする組織を設置すること，組
得る。 織を設置するための検討ワーキンググループを設置することが

了承され，引き続き検討を進めることとした。

【190】 【190】 Ⅲ ・ 学内における新たな職種ニーズ等を調査し，これらの調査結
・ 高度の専門性を有する業務に ・ 高度の専門性を有する業務に 果も踏まえ，企画・経営室において，考えられる職種及び今後
従事する職員を確保するため， 従事する職員を確保するため， の検討課題等の整理を行い，それらの職群や処遇等の検討に着
教員，事務職員等従来の画一的 教員，事務職員等従来の画一的 手した。
職種区分にとらわれない職種を 職種区分にとらわれない職種の
設定し，効果的な運用を図る。 設定についての検討に着手す

る。

【191】 【191】 Ⅲ 企画・経営室において，研究科等における柔軟な教員組織編・
・ 運営費交付金を原資とする職 ・ 運営費交付金を原資とする職 制が可能となるシステムについて検討し，これまでの「国立大
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員の給与等の人件費総額につい 員の給与等の人件費総額につい 学法人北海道大学教員配置規程」に基づく人員管理から総人件
ては，当該交付金の積算内容を て，当該交付金の積算ルールを 費管理に移行することとし 「ポイント制教員人件費管理システ，
勘案した適切な管理を行う。 勘案しつつ中長期的観点に立っ ム」について取りまとめた 「ポイント制教員人件費管理システ。

た適切な管理を行うための具体 ム」とは，各職種の平均給与を基に，教授を１ポイント，助教
的方策を検討し，成案を得る。 授を0.798ポイント，講師を0.748ポイント，助手を0.604ポイン

トとして，各部局等の総ポイントを定め，その範囲内において
職種や員数にとらわれない教員人事管理を行う制度である。こ
の検討結果を受け，平成18年度から同制度を導入することとし
た。
あわせて，運営費交付金の一定割合を全学に留保し，総長の
リーダーシップの下に全学的な視点から定員または人件費の措
置を講ずる「全学運用定員制度」については，総人件費管理に
移行することに伴い 総長の下に留保した教員に係る人件費 教， （

） 「 」員人件費積算総額の４％の額 を配分する 全学運用教員制度
に移行することとし，さらに，平成21年度までに，総長の下に
留保する教員に係る人件費の額を段階的に５％に拡大すること
とした。
また，事務系職員については，業務の効率化・合理化等とあ

わせて事務部の統合等の検討を行い，一定の員数を削減し，人
件費総額の抑制を図ることとした。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

事務組織の機能や編成を適宜見直し，機動的な事務組織編成になるようにするとともに，アウトソーシング等により，事務処理の簡素化・効率化を図る。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

①事務組織の機能・編成の見直し ①事務組織の機能・編成の見直し Ⅲ
に関する具体的方策 に関する具体的方策
【192】 【192】 ・ 法人化に伴う業務や本学が戦略的に推進すべき業務を事務局
・ 法人化に伴う業務や本学が戦 ・ 法人化に伴う業務や本学が戦 組織が適切に担いうるよう，企画部の設置，職員課の設置等事
略的に推進すべき業務を事務局 略的に推進すべき業務を事務局 務局組織を再編したことについて，事務改善委員会の下に「事
組織が適切に担いうるよう，事 組織が適切に担いうるよう，企 務局再編に係る効果検証ＷＧ」を設置し，その効果の検証を行
務局組織の機能・編成を適宜見 画部の設置，職員課の設置等事 った。
直し，より効率的なものに改善 務局組織を再編したことについ ・ 各組織の自己点検評価結果及び各部署からの意見等をもとに
する。 て，その効果の検証を行う。 同WGで検証した結果，機能の強化，一元的・機動的な業務の遂

行など効果が上がった面も見られたが，他方，組織の在り方・
機能の更なる検討が必要なこと，重複業務の更なる見直しが必
要なことなど問題点等も明らかになった。
・ 法人化後１年しか経過していないことなどにより，本検証の
みを以っては，事務局の改組・統合を提案することは難しいと
いう結論に至ったが，明らかとなった問題点等について，現体

。制の中で可能なものについては改善・見直しを行うこととした

【193】 【193】 Ⅲ ・ 事務改善委員会において，これまでの「事務組織見直し検討
・ 事務職員の効率的配置の視点 ・ 平成１８年度において研究科 プロジェクトチーム」等の検討を踏まえた上で「国立大学法人
から，研究科等の事務のうち定 等の事務のうち定型的な人事， 北海道大学における事務組織等の在り方について」を決定し，
型的な人事，経理事務等を合同 経理事務等を合同処理する体制 次のような本学における今後の研究科等事務処理体制を含めた
処理する体制を確立する。 について具体的な検討を行うた 効率的な事務系職員の配置等について，全学合意を得た。

め，法人化後における研究科等 ①合同事務処理部門については，事務局・部局事務部・合同事
の業務処理状況の調査分析を行 務処理部門の三層構造は事務の煩雑化，事務組織の細分化を
う。 招くため，合同事務処理部門という組織体は設けないことと

し，研究科等の事務部間における職員配置の格差を解消する
とともに，効率的な研究科等事務部体制を構築するために，
客観的な指標により事務職員を配置することとした。
②研究科等事務部の統合構想として，教員100名未満かつ事務職
員10名未満の事務部にあっては，原則的に統合し，人事・経
理等共通する事務について統合処理する提案を行い，引き続
き，検討することとした。
③業務の見直しとしては，1）業務の廃止・縮小，2）集中化・
標準化，3）アウトソーシング，4）事務処理マニュアルの確
立等を進めていく。

・ 法人化後の会計業務の処理方法を見直し，合理化・簡素化を
進めるため，研究科等の経理業務担当者からのヒアリングを実
施するとともに，財務部合理化特別チームを設置し検討に着手
した。また，定型的な人事・経理事務のうち，給与計算関係業
務について，給与業務検討ＷＧを設置し，アウトソーシングの
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検討を行った。
・ 事務改善コンクールを実施し，22件について実施又は実施に
向けての検討を行うこととした。

【194】 【194】 Ⅲ ・ 附属図書館事務部に置いた「北海道大学の図書館図書関係事
・ 研究科等の図書関係部門を附 ・ 研究科等の図書関係部門を附 務改善検討ＷＧ」が検討した構想案を踏まえ，事務改善委員会
属図書館事務部の下に一元管理 属図書館事務部の下に一元管理 において「国立大学法人北海道大学における図書館系事務組織
し，図書及び雑誌等の発注，受 し，図書及び雑誌等の発注，受 の在り方について」を決定し，研究科等の図書関係事務部門を
入，目録作成等の管理業務を集 入，目録作成等の管理業務を集 附属図書館事務部の下に一元管理するとともに，全学の図書管
中化する。 中化するための構想案に基づき 理業務を附属図書館本館に集中化し効率化を図ることとした。

実行計画を立案し，可能な事項
から着手する。

【195】 【195】 Ⅲ ・ 事務改善委員会において，事務組織の在り方の検討とあわせ
・ 事務組織を巡る環境の変化に ・ 事務組織を巡る環境の変化に て，機動的な人員配置を行うための仕組みについて検討し 「国，
応じた機動的な人員配置を行え 応じた機動的な人員配置を行う 立大学法人北海道大学における事務組織等の在り方について」
るようにするため，事務職員を ための仕組みについて検討し， を決定した。機動的な人員配置を行うための仕組みとしては，
全学的に一元管理する仕組みを 成案を得る。 事務局にあっては「重点配分定員 ，研究科等にあっては「留保」

」 ， ， ，確立する。 定員 を事務局長の下に設けて 本学の重点施策 新規ニーズ
緊急対応などに機動的に配置することとした。
・ 図書系事務組織については，図書館事務部の下に一元化する
こととして合意を得た。

【196】 【196】 Ⅲ ・ 特定研究科等に正規職員として配置されている教室系事務担
・ 特定研究科等に定員内職員と ・ 特定研究科等に定員内職員と 当者の段階的な廃止を引き続き実施し，平成16年度における当
して配置されている教室系事務 して配置されている教室系事務 該定年退職者11名について不補充とした。
担当者について，限られた人員 担当者の段階的な廃止を引き続 ・ 「研究科等における経理事務業務処理状況の調査分析専門部
を有効に活用するなどの視点か き実施する。これに関連して， 会」での検討等を踏まえ，理学研究科事務部における中央事務
ら，段階的にその廃止に取り組 中央事務との役割分担を含む専 担当者と教室系事務担当者の役割分担について見直しを行い，
む。 攻事務の在り方についての検討 平成18年度から，教室系事務担当者を中央事務部に配属させ，

に着手する。 これまで教室系事務担当者が担っていた業務については，中央
事務において一元的処理を行うこととした。

②複数大学による共同業務処理に ②複数大学による共同業務処理に Ⅲ
関する具体的方策 関する具体的方策
【197】 【197】 ・ 複数大学の協力により効率的な業務処理を行うため，北海道
・ 事務職員等の採用試験に関す ・ 複数大学の協力により効率的 地区の国立大学法人等との連携・協力により，平成16年度に引
る業務等，複数大学が共同して な業務処理を行うため，北海道 き続き，本学に採用事務室を設置して，北海道地区国立大学法
行うことにより，効率的な業務 内の国立大学法人等と協力し， 人等職員統一採用試験を実施するとともに，北海道内の国立大
処理を期待しうるものの有無に 北海道地区国立大学法人等職員 学法人等事務系職員を対象に中堅職員及び係長相当職等の階層
ついて検討し，成案が得られた 統一採用試験，事務系職員合同 別研修並びに専門別研修を実施した。
ものから逐次実施する。 研修を実施する。また，他の業 また，北海道地区の国立大学法人等と協力し，大阪・名古屋

務についても共同業務処理の可 における合同入試説明会を実施した。
能性について引き続き検討し，
合意の得られたものから逐次実
施する。

③業務のアウトソーシング等に関 ③業務のアウトソーシング等に関 Ⅲ
する具体的方策 する具体的方策
【198】 【198】 ・ 平成16年度における検討結果に基づき，旅費関係業務のアウ
・ 本学における各種業務の内容 ・ 平成１６年度における検討結 トソーシングを実施した。また，財務部調達課等における定型
・性格等を分析し，アウトソー 果に基づき，旅費関係業務等の 的業務の一部について派遣職員を活用した。
シングが可能かどうかを例外な アウトソーシングに取組むとと ・ 給与計算関係業務のアウトソーシング導入について検討ＷＧ
く検討する予算編成と一体化し もに，定員内職員が担っている を設けて，平成18年度中の実施に向けた準備を行った。
た仕組みを確立する。 定型的業務について派遣職員等

の活用を促進する。

【199】 【199】 Ⅲ ・ 事務処理の電子化に向けて，全学の会計担当者の業務を分析
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・ 経理，人事等の事務処理の一 ・ 経理，人事等の業務の効率化 し，財務会計システムのユーザー登録・業務権限の設定のルー
層の電子化に取り組み，業務の を図るため，電子届出システム ル作りを行った。
効率化を図る。 の運用範囲の拡大を図る なお ・ 電子届出システムとして年末調整関係書類の作成を本格実施。 ，

年末調整関係書類の作成につい するとともに，人事・共済関係の各種申請書様式をホームペー
ては，本格実施する。 ジ上に掲載し，ダウンロード印刷をできるようした。また，申

請書の提出先・照会先情報や各種制度の詳細説明，記入例等の
情報をホームページに掲載する準備を開始した。
・ 「北海道大学情報環境整備検討委員会」を設置し，事務処理
の効率化の観点から，事務情報システム，教務情報システム及
び図書館情報システム等個別に稼動している各種事務システム
の一元的管理について検討に着手した。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

１．総長室体制によるトップマネージメントの強化
本学は法人化への移行時に，大学のトップマネージメントを支える体制として，５つの

， ， 。総長室と 総長室から独立した評価室を置き 役員補佐として14名の教員を配置している
各室では，全学的視点による企画･立案が行われ，最終的には役員会の議を経て総長の意
志決定が行われている。この体制をさらに強化するため，平成17年度には総長直轄の広報
室（室長は総長，他に理事（副学長，事務局長 ，役員補佐で構成）を設置し，広報体制）
の強化を図った。
また，戦略的な資源配分として，引き続き重点配分経費（平成17年度は約14億円）と運
用教員（実績数：教授ポスト19，助教授ポスト23，講師ポスト１，助手ポスト14，ポスト
の格上等の措置８）を，総長のリーダーシップにより，バリアフリー化を含む学生の生活
環境の改善，大型の外部資金獲得の促進，組織改革の促進，広報活動の充実などに重点的
に配分した。なお，研究科等からの申請にもとづく運用教員の配分については，その透明
性を高めるために，研究科等の代表で構成される全学運用教員審査会を設けた。

２．ポイント制による教員人件費管理システム導入の決定
本年度の業務運営に関する重要な検討事項のひとつは，法人化によって定員管理から人
件費管理に移行した利点を生かす柔軟な教員の人員管理システムの構築にあった。研究科
等の教員について，効率化係数による削減分と運用教員制度のための留保分を削減したあ

（ ， ， ， ）との教員数の合計をポイント 教授：1.00 助教授：0.798 講師：0.748 助手：0.604
に置き換え，その合計を当該研究科等の総ポイントとした。各研究科等はその総ポイント
内であれば，職種及び員数にとらわれない教員の配置が可能である。また，従来の運用定

， ，員制度は空き定員によって生じる人件費の余剰を利用したものであったが それに代えて
教員の総人件費の４％を総長の下にあらかじめ留保し，期限を付して研究科等に機動的に
配分する運用教員制度への移行も決定した。その留保分は平成21年度までに段階的に５％
に拡大することになっている。この「ポイント制教員人件費管理システム」は平成18年度
から実施する。

３．人件費の抑制
本学では，今期計画期間中，教員人件費を効率化係数に応じて抑制することとし，上記
のポイント制は，これに伴う柔軟な人件費管理の方策として導入することとしたものであ
る。これとともに，既に16年度に決定していた事務職員の130人削減を部局別に割振る計
画を作成し，平成17年11月に最終決定した。平成17年12月末の閣議決定により，総人件費
の削減が求められることになったが，今期計画期間中に４％の削減が可能であると予測さ
れたので，これら既存の計画により対応することとした。

４．教育・研究活動の活性化に関する方策の検討
教育・研究活動の活性化を促す方策として，本年度には次の諸事項を検討して，平成18
年度から実施する成案を得た。
（１ 「傾斜配分 ：大学院博士（後期）課程の学生定員の充足率と学位授与率が一定の基） 」
準を満たしていない研究科及び学院に対して配分予算を減額し，また外部資金の獲得額
に応じて研究科等に対して重点配分経費から予算を再配分する。
（２ 「特任教員制度 ：外部資金等による教員の雇用と処遇を「特任教員制度」として整） 」
理を行い，また年俸制の適用も可能とし，教員採用の柔軟化を図る。
（３ 「スタートアップ特別支援事業 ：学外から採用した教員で，とくに研究業績の優れ） 」
た者に対して，研究活動を円滑に開始できるよう，支援経費を措置する。
（４ 「サバティカル研修制度 ：７年間の継続勤務ごとに６～12ヵ月間の研究専念期間を） 」
取得することを可能とする制度を平成18年度に導入することを決定した。

５．助手，技術職員の在り方，および事務職員のコース別人事管理に関する検討
「助手の職務内容に応じた処遇やそのあり方」については，平成16年度からの継続審議
事項となっていた。平成19年４月の学校教育法の改正にともない，現在の助手はその職務
内容によって助教と助手に振り分けられることになる。助教は教員のキャリアパスとして
位置付けること，原則として新規の助手は採用しないことについては学内合意を得た。教
室系の技術職員については平成18年３月に「教室系技術職員に関する基本方針案」を研究

科等に提示，平成18年度中に全学的視野に立った一元的管理を目的とする組織の設置につ
いて細部の検討を行うことになっている。また，平成18年度採用者から事務職員のコース
別人事管理を実施することを前提に検討が行われたが，統一採用試験制度との整合性の問

， 。 ，題などがあり 平成18年度採用者からの実施は不可能であると判断した これについては
職員の能力や業績に基づく新しい人事評価システムを現在検討しており，平成18年度に試
行されることになっているので，この制度の中で実施すべく検討を進めている。いずれも
中期目標及び年度計画の期限設定からは遅れている部分はあるが，検討は具体的に進めら
れており，中期計画中の目標達成には問題がないと判断している。

６．業務運営の改善・効率化
法人化以降のトップマネージメントについては，教育研究組織の新設，大型の競争的資
金の獲得，人件費の削減など，一定の成果を得ており，また，その実施にあたっては部局
長等連絡会議などの場で意見交換を行っており，意志決定における透明性・公平性も保た
れていると判断している。しかし，新制度に移行して３年目にあたる平成18年度には，こ
れまでの大学の意志決定過程を再検証し，より効率的でかつ透明性の高いシステムへの改
善をはかる予定である。

７．事務の効率化・合理化
「 」事務改善委員会による 国立大学法人北海道大学における事務組織等の在り方について

にもとづき，平成22年度当初までに事務系職員を重点施策，新規ニーズ，緊急対応などの
ために再配置することとし，また小部局の事務部を原則的に統合し，人事・経理等共通す
る事務について統合処理する提案を行い，引き続き，検討することとした。教室系事務職
員の段階的廃止は本年度も継続して実施した。事務的経費の削減および事務の簡素化とし
て，旅費関係業務の電子システム化と全面的アウトソーシング，年末調整関係書類の電子
システム化を行った。定型的業務の一部については，派遣職員の活用，清掃業務，警備業
務契約の集約化，宅配業務，清掃・衛生用品賃貸借契約の一括単価契約，電気需給契約の
複数年契約，ガス供給の固定従量単価制契約などを実施した。さらに，給与計算関係業務
のアウトソーシングの検討も行った。また，事務改善コンクールを実施し，22件について
実施または実施に向けて検討を行うこととした。

８．病院における経営改善
（１）病院の管理運営に関する意思決定を迅速に行うため，平成17年５月に「病院執行会
議 （病院長を議長，病院財務担当理事，副病院長，病院長補佐及び事務部長で構成）」
を設置するとともに、平成17年６月に「経営企画室」を設置した。
（２）経営改善に努め，経営改善係数２％（約４億円）を達成した。また，医薬品及び診
療材料の購入改善を推進し，経費を約１億４千万円削減した。

９．企画立案部門の活動状況・具体的検討結果・実施状況
本学の運営に関する重要事項について企画及び立案機能を果たすための総長室は，室長
の担当理事，役員補佐，教員の中から選ばれた室員，関連部門の事務局部長から構成され
ている。
平成17年度中の各総長室の活動状況等は下記のとおりである。
（１）企画・経営室
企画・経営室会議は12回開催したほか，機動的な検討を行うため，ほぼ毎週定期的に
企画・経営室連絡会（理事，役員補佐，事務担当者等で構成される）を開催し，企画・
提案事項の細部の検討を行った。平成17年度においては，①ポイント制による教員人件
費管理の導入，②サバティカル制度の導入，③特任教員制度・年俸制の導入，④研究科
等研究費の傾斜配分制度の導入，⑤スタートアップ特別支援事業等の導入について提案
を行い，その提案にもとづいて新制度が導入された。また，⑥本学の教員の職にかかる
方策，⑦教室系技術職員に関する基本方針の立案も行い，その提案を基礎にして最終的
な制度の設計が平成18年度に行われることになった。さらに，企画・経営室の下の「北
方諸民族研究教育体制整備に関するＷＧ」で「アイヌ・北方先住民研究センター」設置
に向けた検討を行った。
（２）教育改革室
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北海道大学
教育改革室会議は11回開催した。同室は３班体制（教務関係，入試関係，学生支援関
） ， 。 ，係 をとり 担当役員補佐を中心に検討課題等の整理を行った 平成17年度においては
①平成１８年度以降の教育課程，②単位の実質化の推進，③学生に対するカウンセラー
体制の整備，④学生の懲戒手続きに関する内規等の制定，⑤ＭＩＴ・ＯＣＷ（マサチュ
ーセッツ工科大学オープンコースウェア）への参加等について検討を行い，具体策を提
案した。
（３）研究戦略室
研究戦略室会議は７回開催した。同室では検討課題等の整理を行うため，定期的に研
究戦略室役員補佐会を開催している。主な活動実績としては，包括連携協定の締結（企
業２社 ，重点配分経費による戦略的プロジェクト研究への支援，振興調整費をはじめ）
とする大型外部資金獲得のための研究プロジェクト策定等である。
（４）国際交流室
国際交流室会議は８回開催した。機動的な検討を行うため，定期的に役員補佐会（部
課長も参画）を開催した。主な活動実績は，①ＪＩＣＡとの連携協力協定締結，②北京
オフィスの設置，③「持続可能な開発」国際戦略推進会議の設置，④「北海道大学総長
奨励金」の創設，⑤外国の大学（ソウル大学，オウル大学，ハワイ大学）とのシンポジ
ウム開催などの企画・立案である。
（５）施設・環境計画室
施設・環境計画室会議は11回開催した。機動的な検討を行うため，定期的に施設・環
境計画室準備会議（室長，役員補佐，事務担当部課長で構成）を開催した。主な活動実
績としては，①「環境情報の提供促進等による特定業者等の環境に配慮した事業活動の
促進に関する法律」施行に伴う 「北海道大学環境方針」の策定，②「環境への配慮を，
実施する体制」の整備，③平成17年度の環境実施目標の策定等についての企画・立案作
業である。

10．附属施設の時限の設定状況
本学は，短期的な達成目標を掲げつつ段階的な研究展開を図るものや，緊急対応的な個
別課題の解決に向けた研究体制を機動的に形成することを目的とした時限の施設等を設置
している。平成17年度における時限の設定状況は下記のとおりである。
①触媒化学研究センター（全国共同利用施設）

改組 ： 平成10年４月１日 時限 ： 平成20年３月31日
②脳科学研究教育センター（学内共同教育研究施設）

設置 ： 平成15年９月17日 時限 ： 平成23年３月31日
③量子集積エレクトロニクス研究センター（学内共同教育研究施設）

設置 ： 平成13年４月１日 時限 ： 平成23年３月31日
④人獣共通感染症リサーチセンター（学内共同教育研究施設）

設置 ： 平成17年４月１日 時限 ： 平成22年３月31日
⑤電子科学研究所附属ナノテクノロジー研究センター（研究所附属施設）

設置 ： 平成14年４月１日 時限 ： 平成24年３月31日
⑥遺伝子病制御研究所附属ウイルスベクター開発センター（研究所附属施設）

設置 ： 平成12年４月１日 時限 ： 平成22年３月31日

11．経営協議会の審議状況及び運営への活用状況
経営協議会は，平成17年度中は４回開催した。審議内容は，中期計画及び年度計画の変
更，平成16年事業年度に係る業務の実績に関する報告書（案 ，平成18年度概算要求，平）
成16年度決算，教員に係る人件費，平成18年度「年度計画」の重点事項（案 ，平成18年）
度予算編成方針（案 ，平成18年度年度計画（案 ，平成18年度収入・支出予算書（案）な） ）
どであった。
なお，経営協議会で得た意見について，次のとおり本学の運営に反映した。
（１）観光に関する教育研究組織について
平成16年度第３回及び第５回経営協議会において，日本は観光立国を目指しており，
特に北海道では，観光は重要な産業であるが，北海道内はもとより，国内にも高度な観
光学の専門家がほとんどいないので，北大に観光学の大学院を設置し，人材育成を図る
必要がある旨提案があった。これを受け，学内において，観光に関する大学院の教育研
究組織について，その必要性，実現可能性等について種々調査検討を行い，平成18年４
月に日本における観光学のＣＯＥ及び地域振興への貢献等を目指し，観光学高等研究セ
ンターを設置することとし，その設置準備を行った。さらに，教育組織として，平成19
年４月に国際広報メディア研究科を拡大改組し，観光に関する専攻の設置を目指すこと

とし，そのための検討を行った。
（２）バリアフリー対策について
平成16年度第２回経営協議会において，障害を持つ学生が学ぶ環境の整備，バリアフ
リー化の推進について意見があった。当時，バリアフリー化については，各部局等で対
応していたが，これを機に見直しを行い，平成17年度からは全学的見地から計画的に予
算化して整備することとした。
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Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

外部資金その他の自己収入は，当該資金や収入を伴う事業の性格を勘案しつつ，その増加に努める。
中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

①科学研究費補助金，受託研究， ①科学研究費補助金，受託研究， Ⅳ
奨学寄附金等外部資金増加に関 奨学寄附金等外部資金増加に関
する具体的方策 する具体的方策
【200】 【200】 ・ 科学研究費補助金等競争的資金の獲得額の増加を図るため，
・ 科学研究費補助金等競争的資 ・ 科学研究費補助金等競争的資 ①補助金申請に関する説明会の開催，②各助成団体等の競争的
金については，関連情報を幅広 金の獲得資金総額については， 資金情報をホームページにて提供，③科学研究費補助金につい
く収集し，適時に提供できる体 その伸び率が平成17年度関連予 ては，一部研究種目について申請アドバイザーを選定し，申請
制を整備するなどして，中期目 算の対前年度伸び率に達するよ 内容についての指導・助言等を行った。
標期間中における獲得資金総額 う努める。 これらの支援方策を行った結果，平成17年度の科学研究費補
が，平成１５年度以降における 助金の獲得資金は6,023,395千円であり，平成16年度（5,663,67
関連予算の平均伸び率に相当す 5千円）からの伸び率は6.4％となり，科学研究費補助金予算総
る水準に達するよう努める。 額の対前年度伸び率2.7％を大きく上回った。

【201】 【201】 Ⅳ ・ 外部資金の獲得額増加を図るため，各省庁等のホームページ
・ 産業界，地方自治体，同窓会 ・ 受託研究，共同研究，寄附金 から公募や説明会開催の情報を収集して，職員に対し文書・メ
等との連携を強化するととも 等外部資金の獲得資金総額につ ールにより通知し応募への意識喚起を行った。
に，研究者の研究内容や研究成 いては，その伸び率が平成17年 これらの方策により，平成17年度の受託研究（424件 4,766,2
果等に係る情報を広く社会に発 度の国内総生産の対前年度伸び 76千円 ，共同研究（347件 763,190千円 ，寄附金（3,216件 2,） ）
信することにより，中期目標期 率に達するよう努める。 414,612千円 の総額は7,944,078千円であり 平成16年度総額6,） ，
間中における受託研究，共同研 637,570千円からの伸び率は19.7％となり，国内総生産の対前年
究，奨学寄附金等外部資金の獲 度伸び率3.0％を大きく上回った。
得総額が，平成１５年度以降に
おける国内総生産の平均伸び率
に相当する水準に達するよう努
める。

，【202】 【202】 Ⅲ ・ 学内における科学研究費補助金申請に関する説明会を実施し
・ 本学教員の外部資金への応 ・ 上記競争的資金及び外部資金 各助成団体情報を集約してホームページに掲載し，メールによ
募，採択及び獲得額の状況を， に関する伸び率の達成や，平成 る競争的資金の獲得に関する情報提供を積極的に行い，申請ア
毎年度，研究科等別に整理し， 18年度における獲得資金の増額 ドバイザーによる相談体制の整備を行った。
公表するとともに，研究分野の を目指して，以下の方策を実施 ・ 平成17年９月に担当事務からの学内説明会を開催し，平成17
特性を考慮しつつ，外部資金の する。 年10月には教員を対象とした説明会を開催し，文部科学省より
獲得額の多い教員については， ア） 若手研究者を主たる対象に 講師を招き公募に関する説明を受けたほか，学内の講師による
Ⅱの３の①の「人事評価システ して 科学研究費補助金の傾向 効果的な研究計画調書の作成方法についての説明も行った。， ，
ムの整備・活用に関する具体的 戦略的な研究種目の選定方法及 ・ 平成17年度は，科学研究費補助金の特別推進研究，特定領域
方策」に掲げる取組の一環とし び研究計画調書の作成方法に関 研究について，文部科学省学術調査官となっている本学教員を
て特別な処遇をするための方策 する説明会を開催する。 申請アドバイザーとして選定するとともに，応募者が事前に申
を実施する。 イ） 科学研究費補助金に精通し 請等について相談できるシステムを構築し，申請内容について

た教員を申請アドバイザー（仮 の指導・助言等を行った。
称）として選定し，希望者に対 また，他種目についてのアドバイザーの設定についても検討

北海道大学
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し助言できる仕組みを引き続き を行った。
検討する。 ・ 各省庁等のホームページから公募や説明会開催の情報を収集
ウ） 受託研究については，各省 し，職員に対し文書・メールにより通知したほか，本学ホーム
庁が行う説明会開催情報や公募 ページに掲載し周知した。
情報等を収集し 研究者に対し また，平成17年２月から部局の研究者等への周知方法につい， ，
ホームページやメーリングネッ て検討し，各部局のメーリングリストの整備状況を調査し承諾
トワーク等を通じて情報提供す を得たうえで，研究戦略に関する情報を平成18年３月より学内
る。 に周知している。
エ） 平成17年度における本学教 ・ 財団法人等が公募する研究助成金等の応募状況及び採択状況
員の外部資金（競争的資金を含 について，各研究科等から四半期毎の報告を受け，その結果を
む ）への応募，採択及び獲得 取りまとめて公表するための準備を昨年度に引き続き進めた。。
額の状況を，平成18年度におい ・ 北海道大学基金設置検討プロジェクトにおいて本学基金の在
て研究科等別に整理し，公表す り方について検討の結果，次のとおり成案を得た。
るための準備を行う。 平成18年４月から総長，理事を中心とする基金室，学内外の
オ）卒業生や在学生の保護者，篤 ディレクター等からなる基金設置準備グループ及び基金設置準
志家等が本学に対する寄附を行 備事務室を設置し，平成18年10月からの募金開始に向けた準備
い易くするための仕組みを検討 に着手することとした。
し，成案を得る。

②収入を伴う事業の実施に関する ②収入を伴う事業の実施に関する Ⅲ
具体的方策 具体的方策
【203】 【203】 ・ 学生納付金については，教育の機会均等や優秀な学生の確保
・ 学生納付金については，教育 ・ 学生納付金については，教育 等に配慮し，国が定める標準額をもって設定した。
の機会均等や優秀な学生の確保 の機会均等や優秀な学生の確保
等に配慮しつつ，国が定める基 等に配慮し，国が定める標準額
準の範囲内で設定する。 をもって設定する。

【204】 【204】 Ⅲ ・ 北海道内の地域医療機関との連携を推進するため 「地域連携，
・ 附属病院については，良質な ・ 北海道大学病院の経営の効率 システム」を構築し，初診紹介患者の予約・受付及び連携医療
医師を養成する教育面及び先端 化を図り，医業収入を確保する 機関（紹介元・紹介先）の登録などの業務を平成17年４月から
的医療を実践する研究面におい ため，Ⅰの３の（2）の③に掲 開始した。
て果たすべき役割並びに患者サ げるところにより以下の取組を また，それにあわせて平成17年４月からＭＳＷ（医療ソーシ
ービスの向上に配慮しつつ，引 行う。 ャルワーカー）２名を採用して医療サービスの向上を図った。
き続き，経営の効率化を図ると ア） 地域医療連携部の拡充整備 さらに，地域医療連携部に医事課医療福祉相談室を統合をし
ともに，医療技術の進歩及び医 イ） 医科病棟内への歯科病床の た「地域医療福祉センター （仮称）を設置することとし 「紹」 ，
療制度改革に応じた医業収入を 移転統合 介患者の受入」及び「地域医療機関への逆紹介」の連携体制の
確保するよう努める。 ウ） ＭＥ機器管理センターの設 強化を図ることとした。

置 ・ 歯科病床の医科病棟への移転に伴う医科病棟の再配置につい
エ） 臓器別診療を含む外来診療 て検討を行った結果，患者への影響を考慮して段階的に移転を
科の再編及び施設整備 行うこととして改修計画を作成し 平成17年12月に着工した 平， （
オ） 経営推進部門における病院 成18年５月移転予定 。）
経営改善の推進 ・ 「ＭＥ機器管理センター」を平成17年４月に設置して運用を
カ） 病院管理会計システムを運 開始し，経営の効率化を図った。
用しての業務改善計画の策定・ ・ 外来運営委員会において，外来診療の臓器別再編と外来診察
実行の検討 室の改修案を策定した。

・ 病院長を議長とし，病院財務担当理事，副病院長，病院長補
佐及び事務部長を構成員とする病院執行会議を平成17年５月に
経営推進部門に替えて設置し，病院の管理運営に関する重要事
項を審議する制度を構築した（23回開催 。さらに平成17年５月）
から学外の経営コンサルタントを病院長補佐（病院経営戦略担
当）として任命し，平成16年度における経営推進部門での検討
を踏まえつつ，戦略的な経営改善への取り組みを行った。
また，平成17年６月に病院長の下に経営企画室を設置し，病

院経営情報の調査，収集及び分析を行うとともに，病院経営に
関する緊急の課題等の改善について，具体的方策の企画・立案
を行なった。また，それらの情報を院内に周知するために「経
営企画室ニュース」を発行（３回発行）するなど，経営改善を
推進した。

北海道大学
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事務組織においても，病院経営改善を効率的かつ迅速に対応

するため，平成17年10月に経営企画課を設置し，病院執行会議
及び経営企画室会議のサポート体制を強化した。また，管理課
においては購入改善プロジェクトを立ち上げ，経費削減の体制
整備を図った。
これらの取組の結果 収入においては 経営改善係数２％ 約， ， （

４億円）を達成した。また，医薬品及び診療材料の購入改善を
推進し，経費を約１億４千万円削減した。
・ 病院管理会計システムを運用して，各診療科別収支（診療報

）酬収益から医薬品及び診療材料費など直接経費を差し引いた額
を算定し，平均在院日数の短縮のためのＤＰＣ（包括評価）の
分析資料とともに，各診療科にデータを提示した。
それらを踏まえ平成18年２月に病院長ヒアリングを実施した

上で，ＤＰＣ下の最適診療による平均在院日数の短縮及び複数
の同種同効薬品の平行採用による医薬品及び診療材料費の削減
を含む業務改善計画を策定し，実行に着手した。

【205】 【205】 Ⅲ ・ 入場料，家畜治療収入，公開講座の講習料等のその他の収入
・ 入場料，家畜治療収入，公開 ・ 入場料，家畜治療収入，公開 について，以下の取組を行った。
講座の講習料等のその他の収入 講座の講習料等のその他の収入 ・ 植物園については，引き続きパンフレットの配布，教育委員
については，適切な広報活動を について，増収に努めるため， 会を通じて小中学校への利用の働きかけを行った。また，今後
行うことなどにより，増収に努 以下の取組を行う。 の来園者の増を図るため，本学ホームページのトップページか
める。 ア） 植物園については，引き続 ら直接「植物園ホームページ」にアクセスできる環境を整える

きパンフレットを関係機関に配 とともに，近隣の駐車場との連携に向けた調査を行った。
布するとともに，教育委員会を ・ 獣医学研究科長の下に家畜病院改革検討委員会を設置し，広
通じて小中学校に対し総合学習 報活動の方策を検討するとともに，現状の診療体制の問題点に

， 。 ，におけるフィールドとしての利 ついて検証し 対応策を検討した その対応方策の一つとして
用の働きかけを行う。 平成17年10月から非常勤獣医師及び研修獣医師を順次雇用し，

， 。 ，イ）獣医学研究科長の下にワーキ ４名増員させ 外来・入院の患畜受入れ体制を強化した また
ンググループを設置し，家畜病 ＭＲＩ（磁気共鳴断層撮影装置）を導入し，診療体制の充実を
院における適切な広報活動の方 図った。
策について検討を行い，併せて ・ 高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部として,北
診療体制の見直しを含めた病院 海道立生涯学習推進センター等の協力の下に，道内市町村の社
運営についての検討に着手す 会教育関連行政職員を対象とする郵送実態調査を行い,その分析
る。 結果を北海道の生涯学習計画策定の基礎資料として提供した。
ウ） 公開講座については，教育 ・ 公開講座の広報の進め方についてガイドブックを作成し，全
委員会と連携して，地域住民の 学の講座広報担当者に配布した。また，全学の公開講座，講演
学習ニーズについて実態の把握 会，イベントなどを紹介・広報する「エルムの杜学習通信－北
に努めるとともに，生涯学習計 海道大学公開講座ニュース」を発刊，今年度は４回発行し，北
画研究委員会において全学的広 海道大学生涯学習学友会会員等へ配付した。

， 「 」 「 」報支援体制の強化及び受講生確 ・ 平成17年度から 公開講座の講習料を 教養型 と 専門型
「 」 ，「 」保のための具体的な方策につい とに分け, 教養型 は従来の講習料より安く設定し 専門型

て検討する。 は 「教養型」の倍に設定した。講習料収入は，開講数が前年度，
エ）本学を表示する商標の在り方 より２講座減となったこと及び「教養型」(従来型)の講習料を

， ，について検討し，結論を得たも 値下げしたことにより 前年度より55万円弱の減収となったが
のについて登録する。また，こ 受講者数では，定員650名のところ645名他に１回のみの受講者5
れを活用した北大グッズの制作 4名(16年度定員710名，受講者525名)で増加した。
・販売について検討し，結論を ・ 広報活動の一環として北大ブランドのイメージアップを図る
得たものから逐次具体化する。 ために北大グッズの販売を検討していたが，その第一弾として

平成17年４月から札幌の菓子メーカーの「きのとや」が北大の
シンボルマークを箱に付したクッキー「札幌農学校 （北大紹介」
のしおり付き）を販売した。平成18年３月末で約１億４千万円
以上を売り上げている。同社には，売り上げの一部を北大に寄
附することを条件に，北大のシンボルマークを使用した商品を
販売することを許可した。このように，検討し結論を得たもの
については，順次制作・販売を進めている。その後も広報室に
おいて，北大グッズの制作・販売の検討を進めており，オルゴ
ール，日本酒・梅酒，ハム・ソーセージなど結論を得たものか
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， 「 」ら順次商品化に着手し 平成18年５月の エルムの森ショップ

開店に合わせて販売を開始した。その他，中高生向けのグッズ
を含めた関連商品を増やし，本学の活動状況を広くアピールし
ていく予定である。
なお，あわせて商標の在り方についても検討を進め，エンレ

「 」，「 」，「 」イソウをかたどった シンボルマーク 北海道大学 北大
について，平成18年３月に商標登録を出願した。
また，現在使っているシンボルマークとは別に，北大グッズ

を販売するときに商品に付して，その売り上げの一部をロゴマ
ークの使用料として大学の収入とするために北海道大学コミュ
ニケーションマークの作成と商標登録も，平成18年度に行うた
めの準備を進めた。

【206】 【206】 Ⅲ ・ 企業等との共同出願特許については，当該企業等に独占的実
・ 知的財産の創出 取得 管理 ・ 引き続き知的財産本部と北海 施権を付与し，あるいは大学が保有するよりも譲渡したほうが， ， ，
活用等に関する業務を行う組織 道ＴＬＯをはじめとする技術移 よい特許については，譲渡するなどして，実施料収入等の確保
体制を構築して，本学の研究成 転機関等との連携を図り，特許 や出願経費の抑制等，効率的運用に努め，平成17年度は実施許
果である知的財産を一元管理し 実施契約を積極的に進めること 諾契約10件（新規７件，継続３件 ，譲渡契約13件，オプション）
た上で 積極的に内外に公表し により，特許の実施による収入 契約３件，プログラム著作権利用許諾契約２件（新規１件，継， ，
企業等との連携を図ることによ 増に努める。 続１件）の実績により，前年度の42千円から，23,403千円（譲
り，技術移転を積極的に進め， 渡，オプション契約を含む）に達した。

， ，特許の実施による収入増に努め ・ なお 大学知的財産本部整備事業に対する中間評価が行われ
る。 知的財産本部における，知的財産マネージャーが積極的かつ頻

繁に発明者を訪問し，発明者との協働で権利化を進めることが
実績に結びついた取組などが高く評価され，Ａ評価を得ること
ができた。
・ 北海道唯一の承認技術移転機関である，北海道ＴＬＯ㈱と平

， ，成16年度より ライセンス仲介業務委託契約を締結しているが
より積極的な連携を強化するため，平成18年１月に技術移転に
関する協定を締結し，本学が有する知的財産情報の積極的開示
を行い，技術移転先の拡大を期待している。これまでに実施許
諾契約２件，プログラム著作権利用許諾１件，オプション契約
１件，譲渡契約１件をまとめた。
・ 大学発ベンチャー企業支援としてインキュベーション施設に
ついての相談，事業形態に応じたライセンス条件等の相談を行
った。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

管理的経費については，その実態を把握した上で，適切な方策を講じつつ，抑制に努める。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【207】 【207】 Ⅲ ・ 全学に共通する管理的経費の節減に努めるため，以下の取組
・ 全学に共通する管理的経費に ・ 全学に共通する管理的経費を を行った。
ついては，研究科等別管理運営 節減するため，以下の取組みを ・ 清掃業務について，近隣の部局等で集約可能なものを検討し
体制の集約化や消耗品等の一括 行う。 た結果，平成16年度に13件だった契約を６件に集約した。その
購入等により，節減に努める。 ア） 清掃業務，警備業務及び環 結果，契約額は6,633千円の減額となった。

境整備等の契約について集約化 また，警備業務についても同様に検討し，平成16年度に16件
の検討を行い，実施可能なもの だった契約を７件に集約した結果，契約額が4,587千円の減額と
から逐次集約化する。 なった。
イ） 全学的な共通使用物品及び ・ 宅配業務及び清掃・衛生用品賃貸借について，各部局毎に個
一定の使用量が見込まれる物品 別に随時契約していたものを，全学的に取りまとめ一括単価契
を対象に，一括購入及び単価契 約を行った。その結果，宅配業務について490千円，清掃・衛生
約の拡充を行う。 用品賃貸借について2,650千円の節減となった。

・ 単年度予算の制約により単年契約であった電気需給契約につ
， 。 ，いて 安価な料金体系となる複数年契約を締結した その結果

21,915千円の節減となった。
・ ガス供給契約について，平成17年10月供給分から見直し，安
価な料金体系となる固定従量単価制の契約を締結した。その結
果，平成17年10月から平成18年３月までの支出額について，従
来の変動従量単価と比較して46,852千円の節減となった。
・ 委託によるゴミ収集について，札幌市の廃棄物収集運搬委託
料金は，重量単価ではなく，容積単価であることから，ゴミの
運搬距離が短く排出量が多い北海道大学病院内に圧縮ステーシ
ョンを設置し圧縮減容を実施した。また，病院以外についても

。一般ゴミから紙類を徹底分類別することなどで減量化を図った
その結果，一般廃棄物処理分費について，平成16年度と比較し
て27,973千円の節減となった。

【208】 【208】 Ⅲ ・ 平成16年度は全エネルギーグラフ，全エネルギー表，エネル
（ ）， （ ），・ 光熱水料については，教育研 ・エネルギー管理システムを活用 ギー別グラフ 全体月別 エネルギー別グラフ 全体年度別

究の充実に伴い増加が予想され して，光熱水料抑制のための検 エネルギー別グラフ（部局別年度別）をエネルギーマップとし
るが，使用エネルギーの実態等 討を行う。 て掲載した。施設・環境計画室において，光熱水量抑制に効果
の把握・分析や省エネ法（エネ 的な公表方法を検討した結果，平成16年度の掲載内容は，学部
ルギーの使用の合理化に関する 別の情報が年別の推移のため，短期間の使用状況の把握に不備
法律）に基づく計画を実施する な状態であることから，光熱水量抑制の認識が薄れ啓発の促進
とともに，実態把握に基づいた が結びつきにくいことが判明した。このことからエネルギーマ
情報の公表や省エネルギーに対 ップに公表するエネルギーデータの表現方法について検討し，1
する啓発活動を行うことによ 7年度は全学月毎使用量に加え部局別月毎使用量を掲載すること
り，その抑制に努める。 により光熱水量抑制の啓発を図ることとした。

さらに，原単位（燃料等使用量÷建物の延べ床面積）での各
学部使用量を把握するための検討を行い，延べ面積当たりの全
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学年別原単位表を作成した。
また，平成17年度に策定した中長期計画に基づき，ボイラ配

管のウォーミング対策（夜間連続通気による朝の暖房立ち上げ
負荷の低減）を実施し，その効果を検証した。

【209】 【209】 Ⅲ ・ 平成16年度における検討結果に基づき旅費関係業務のアウト
・ Ⅱの４の③の「業務のアウ ・ Ⅱの４の③「業務のアウトソ ソーシングを実施し，安価な航空券等の提供により5,193千円の
トソーシング等に関する具体的 ーシングに関する具体的方策」 節減を進めた。また，財務部調達課等における定型的業務の一
方策」に掲げるところにより必 に掲げるところにより，アウト 部について派遣職員の活用を進めた。
要な措置を講じ，管理的経費の ソーシング等を実施し，管理的 給与計算関係業務のアウトソーシング導入について検討ＷＧ
節減に努める。 経費の節減に努める。 を設けて，平成18年度中の実施に向けた準備を行った。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

資産は，その実態を常に把握しつつ，良好の状態において管理するとともに，資産保有の目的に応じて効果的・効率的な運用に努める。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【210】 【210】 Ⅲ ・ 財務管理室において，国債等の取得，長期性預金への預入に
・ 資産の効果的・効率的な運用 ・ 平成１６年度に財務部に設置 よる長期運用を行うとともに譲渡性預金，短期の定期預金への
を行い，かつ，適切なリスク管 した財務管理室において，引き 預入による短期運用を行い，資金の効果的・効率的な運用を実
理が全学的に行われるための組 続き資金の効果的・効率的な運 施した。
織体制を整備する。 用を行い，かつ，適切なリスク また，取引金融機関の経営に関する情報収集を行い，リスク

管理を行う。 管理に努めた。

【211】 【211】 Ⅲ ・ 財務管理室において，合計残高試算表を作成し，月次推移及
・ 資産の実態を常に把握・分析 ・ 財務情報としての合計残高試 び対前年同月との比較分析を行い，財政状態から見た資産運用
し，随時経営判断のための情報 算表を作成することにより，役 の判断又は運営状況から見た経営改善状況の確認等が行えるよ
提供が出来る仕組みを確立す 員等に対し，随時経営判断のた うに，役員等に対し，随時情報提供を行った。
る。 めの情報提供を行う。また，対

前年同月との比較をし，資産，
負債，損益の分析を行う。

「 」【212】 【212】 Ⅲ ・ 図書館委員会の下に設置した 学術研究コンテンツ小委員会
・ 学術情報の流通と共同利用を ・ 学術情報の効率的運用を図る において，電子ジャーナル及び電子的参考資料の充実について
促進することにより，附属図書 ため 引き続き電子ジャーナル 検討し，新規の電子ジャーナル６タイトル，電子的参考資料３， ，
館及び研究科等図書室で所蔵す 電子的データベース及び電子的 タイトルを選定するとともに，利用頻度の少ない電子ジャーナ
る図書及び雑誌等の重複削減に 参考図書をより一層充実し共同 ル34タイトルの購読を中止した。
努め，効率的な運用を図る。 利用の促進に努めるとともに， 重複雑誌については平成17年度購入分として全学で214点の削

重複雑誌等の削減を進める。 減を行った。この結果，電子ジャーナル13,858点，電子的参考
資料26点が共同利用可能となった。

【213】 【213】 Ⅲ ・ 施設が有効に活用されるように，平成16年度に構築した施設
・ 施設の有効活用等及び維持管 ・ 施設の有効活用及び維持管理 情報管理システムの一部として，施設予約管理システムを稼働
理については Ⅴの１の③の 施 については，Ⅴの１の③の「施 し，学内の利用者がインターネットを通じて百年記念会館，学， 「
設等の有効活用に関する具体的 設等の有効活用に関する具体的 術交流会館，ポプラ会館，エンレイソウ，遠友学舎の各施設の
方策」及び④の「施設等の維持 方策」及び④の「施設等の維持 予約状況を確認できるようにした。また，施設の有効な活用を
管理に関する具体的方策」に掲 管理に関する具体的方策」に掲 図るため，休日等教育研究活動に支障のない範囲で講義室等の
げるところにより，必要な措置 げるところにより必要な措置を 有償貸付を226件（14,651千円）実施した。
を講ずる。なお，教育研究活動 講ずる。なお，教育研究活動に
に支障を来さない範囲で，学外 支障を来さない範囲で，学外者
者に対し短期間の有償貸付（一 に対し短期間の有償貸付を行
時使用）を行う。 う。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

１．病院における経営改善
（１）病院の管理運営に関する重要事項を審議するために新たに，平成17年５月に「病院
執行会議 （病院長を議長，病院財務担当理事，副病院長，病院長補佐及び事務部長で」
構成）を設置した。定例月２回開催とし，平成17年度には23回開催した。

（２）平成17年５月から病院長補佐（病院経営戦略担当）として外部のコンサルタントを
任命し，戦略的な経営改善への取り組みを行った。

（３）病院長の下に「経営企画室」を設置（平成17年６月）し，病院経営情報の調査，収
集及び分析を行い，病院経営に関する緊急の課題等改善についての具体的方策を企画・
立案した。同時に「経営企画室ニュース」を発行（３回）して，それらの情報を院内に
周知した。

（４）事務組織においても病院経営改善を効率的かつ迅速に対応するため，経営企画課を
（ ）， 。設置し 平成17年10月 病院執行会議及び経営企画室会議のサポート体制を強化した

また，管理課においては購入改善プロジェクトを立ち上げるなど，経費削減の体制整備
を図った。

（５）収入の部においては，経営改善係数２％（約４億円）を達成した。
（６）病院管理会計システムを運用して，各診療科別収支（診療報酬収益から医薬品及び
診療材料費など直接経費を差し引いた額）を算定し，平均在院日数の短縮のためのＤＰ
Ｃ（入院診療費の計算方法としての包括評価）の分析資料とともに，各診療科にデータ
を提示した。平成18年２月には病院長による各診療科ヒアリングを実施した。それらを
踏まえて，ＤＰＣ下の最適医療による平均在院日数の短縮及び複数の同種同効薬品の平
行採用による医薬品及び診療材料費の削減等を中心とした業務改善計画を策定し，実行
に着手した。

（７）コスト削減対策としては，医薬品及び診療材料の購入改善を推進し，経費を約１億
４千万円削減した。

（８）その他 「診療費自動精算機」の導入に伴い，クレジットカードによる支払いが可，
能となり，経営改善の実行に向けての準備を進めた。

２．特許出願事業の進展
本学と企業等との共同出願特許については，当該企業等に独占的実施権を付与し，ある

いは大学が保有するよりも譲渡したほうがよい特許については，譲渡するなどして，実施
料収入等の確保や出願経費の抑制等，効率的運用に努めた結果，平成17年度には，実施許
諾契約10件（新規７件，継続３件 ，譲渡契約13件，オプション契約３件，プログラム著）
作権利用許諾契約２件（新規１件，継続１件）となり，実施料収入は，昨年度の42千円に
比して，23,403千円（譲渡，オプション契約を含む）に達した。
なお，大学知的財産本部整備事業に対する中間評価が行われ，知的財産本部における，

知的財産マネージャーが積極的かつ頻繁に発明者を訪問し，発明者との協働で権利化を進
めることが実績に結びついた取組などが高く評価され，Ａ評価を得た。
また，本学は北海道唯一の承認技術移転機関である北海道ＴＬＯ㈱と平成16年度より，

ライセンス仲介業務委託契約を締結しているが，より積極的な連携を強化するため，平成
18年１月に技術移転に関する協定を締結し，本学が有する知的財産情報の積極的開示を行
い，技術移転先の拡大を期待している。これまでに実施許諾契約２件，プログラム著作権
利用許諾１件，オプション契約１件，譲渡契約１件をまとめた。

３ 「北大グッズ」等の販売．
本学札幌キャンパスは北海道を代表する観光スポットの一つであり，その名称やロゴは

。 ，商業的に大きな価値を持っている 国立大学法人という制度的な制約の中で可能な範囲で
北大の広報活動，教育研究成果の普及活用事業の一環として，北海道大学の名称および商
標を使用し，本学自らの事業，もしくは民間企業の事業として，オリジナルグッズや北大
関連商品等の販売を行うことを平成16年度に決定した。平成17年４月には，本学初の認定
商品としてクッキー「札幌農学校」を発売した。好評を得て，平成17年度の売り上げは１
億４千万円に達した。また，平成17年11月に総合博物館にミュージアムショップをオープ
ンした。このショップでは，クッキー「札幌農学校」をはじめとして，書籍，文具類のほ
か，貴重な学術資料として展示されているデスモスティルスの骨格標本をデザインした懐
中時計，バンダナ，タオルなど，博物館ならではの商品（北大グッズ）をそろえている。

ここでの販売利益は博物館企画展示資金に充てる予定である。また，北大グッズを販売す
る「エルムの森ショップ」を「北海道大学交流プラザ エルムの森」に平成18年５月に開
店するための準備を進めた。ここでの販売利益は大学全体の運営に充てる。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
１ 評価の充実に関する目標

自己点検・評価を有効かつ効率的に行い，評価結果を公表するとともに大学運営の改善等に結びつけるシステムを確立する。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

①自己点検・評価の改善に関する ①自己点検・評価の改善に関する Ⅲ ・ 各教育研究組織の評価体制が効率的に機能を発揮しうるよう，
具体的方策 具体的方策 評価室において以下のとおり支援した。
【214】 【214-1】 ①各教育研究組織の評価体制の整備状況及び平成16年度・平成1
・ Ⅰの１の（３）の③の「教育 ・ 評価室において，Ⅰの１の 7年度の活動状況等を調査し，その結果を取りまとめて部局長
活動の評価及び評価結果を質の （３）の③の「教育活動の評価 等に報告した。
改善につなげるための具体的方 及び評価結果を質の改善につな ②評価の基礎資料として 「研究者総覧 「研究活動一覧 「教， 」， 」，
策 及び同２の ２ の⑥の 研 げるための具体的方策」及び同 育・管理運営・社会貢献活動一覧」を刊行又はホームページ」 （ ） 「
究活動の評価及び評価結果を質 ２の（２）の⑥の「研究活動の で公表した。
の向上につなげるための具体的 評価及び評価結果を質の向上に ③学生による授業アンケートを実施し，その結果を各教員及び

。方策」に掲げるところにより構 つなげるための具体的方策」に 所属部局長にフィードバックするとともに全体的に分析した
築する各教育研究組織の体制と 掲げるものを中心に，各教育研 ④各教育研究組織が実施した点検評価の実施状況等を取りまと
連動させつつ，それらの機能が 究組織の評価体制が効率的に機 めた「点検評価関係資料」及び本学の職員数，学生数，収入
効率的に発揮しうるよう支援す 能を発揮しうるよう支援する。 ・支出予算等の基本的な12項目を取りまとめた「統計資料」
るとともに，全学的業務に係る を作成し，ホームページで公表した。
自己点検・評価を実施するこ
とを任務とする全学システムを 【214-2】 Ⅲ ・ 平成16年度実績報告書については，各年度計画を担当する各
確立する。 ・ 評価室と総長室，各教育研究 総長室，病院が原案を作成し，評価室において最終的な取りま

組織の評価体制との連携によ とめを行った。実績報告書作成に当たっては，評価室において
り，平成１６年度に係る業務の 各総長室等間の連絡調整を行うとともに密接に連携を図り，原

，実績を明らかにした報告書を作 案作成に必要な根拠データを各教育研究組織から収集・集計し
成するとともに，その作成方法 総長室等へ提供した。
について適切性及び効率性を検 ・ 平成16年度実績報告書の作成方法について適切性，効率性を
証する。 検証し，各総長室間の連絡調整のため設置していた作業調整会

， 。議を廃止する等 平成17年度の作成方法を効率的なものにした

【215】 【215】 Ⅲ ・ 平成16年度に評価室の下に設置したデータ集積・分析システ
・ 評価に必要不可欠なデータを ・ 評価に必要不可欠なデータを ムＷＧで引き続き検討を進めた。なお，システム構築に当たっ
全学的に集約，蓄積し，評価に 全学的に集約，蓄積し，評価に ては，情報科学系分野の教員が専任で携る必要があるため，平
迅速かつ効率的に利用できる基 迅速かつ効率的に利用できるデ 成17年６月から，全学運用定員を活用して企画部企画調整課経
盤を平成１８年度中を目途に構 ータシステムについて平成１８ 営分析室に助手１名を配置した。平成17年12月にはデータ集積
築する。 年度中の構築を目途に検討を進 ・分析システム仕様策定委員会を設置し，データ集積・分析シ

める。 ステムＷＧでの検討内容を踏まえて仕様書を作成し，平成18年
２月に入札公告を行った。平成18年度には，同システムを構築
し，運用を開始することとしている。

【216】 【216】 Ⅲ ・ 平成17年度に実施した授業アンケートの結果について，全体
・ 社会に対する説明責任を果た ・ 社会に対する説明責任を果た 的な分析結果を公表するとともに，上位者の氏名，授業の内容
すため，授業アンケートの結果 すため，授業アンケートの結果 ・工夫等についてもホームページで公表した。平成16年度に実
などを含む自己点検・評価の結 などを含む自己点検・評価の結 施した特別版の授業アンケートについても分析結果をホームペ
果を，ホームページ等により公 果を，ホームページ等により公 ージで公表した（ 49-1】参照 。【 ）
表する。 表する。 ・ 「研究者総覧 「研究活動一覧 「教育・管理運営・社会貢」， 」，

北海道大学
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献活動一覧」を冊子又はホームページ等で公表した。
・ 点検・評価のホームページについて，体裁の改善や掲載内容
を整理してリニューアルした。
・ 各部局等においても，獣医学研究科・獣医学部，低温科学研
究所，電子科学研究所，遺伝子病制御研究所，触媒化学研究セ
ンター，スラブ研究センター，情報基盤センター，アイソトー
プ総合センター，留学生センター，総合博物館，量子集積エレ
クトロニクス研究センター，北方生物圏フィールド科学センタ
ー，エネルギー変換マテリアル研究センター，創成科学共同研
究機構及び保健管理センターにおいて点検・評価の結果や年報
を冊子あるいはホームページで公表した。

②評価結果を大学運営の改善に活 ②評価結果を大学運営の改善に活 Ⅲ ・ 平成16年度に係る業務の実績に関する評価結果については，
用するための具体的方策 用するための具体的方策 学内関係会議において評価室長から報告し，課題とされた事項
【217】 【217】 について改善への取組を喚起した。また，評価室において同規
・ 前記①の「自己点検・評価の ・ 平成16年度に係る業務の実績 模大学の評価結果との比較分析を行い，各年度計画を担当する
改善に関する具体的方策」に掲 に関する評価結果を分析し，全 各総長室等に報告した。平成16年度の評価結果で課題があると
げる全学システムの一環とし 学的視点から教育研究活動や業 されたものについては，平成17年度に取り組む事項として年度
て，各種自己点検・評価並びに 務運営の改善に着手する。 計画に反映させ，担当の総長室を中心に対応した。
各事業年度及び中期目標期間に
係る業務の実績に関する評価結
果を分析し，全学的視点から教
育研究活動や業務運営の改善に
効果的に反映させるための学内
体制を確立する。

【218】 【218】 Ⅲ ・ 企画・経営室において 「全学的視点からの戦略的な学内資源，
・ 評価結果を学内資源の配分を ・ Ⅱの１の⑤の「全学的視点か 配分に関する具体的方策」の一環として，研究科等における教
行う際の基礎資料として活用す らの戦略的な学内資源配分に関 育研究の活性度や改善のための取り組みの進捗状況に関する評
るためのシステムをⅡの１の⑤ する具体的方策 の一環として 価をベースとする傾斜配分を実施するための方策を検討し 「博」 ， ，
の「全学的視点からの戦略的な 評価結果を学内資源の配分を行 士（後期）課程充足率 「博士号学位授与率」及び「外部資金」，
学内資源配分に関する具体的方 う際の基礎資料として活用する 受入状況」を評価基準とする配分制度について成案を得て，平
策」の一環として検討し，平成 システムを検討し 成案を得る 成18年度から，これらの事項を評価基準とする配分制度を導入， 。
１８年度を目途に実施する。 することとした。

【219】 （平成17年度は年度計画なし）
， ， ，・ 教員の教育 研究 管理運営

社会貢献に関する実績を評価し
インセンティブ付与に適切に結
びつけるシステムをⅡの３の①
の「人事評価システムの整備・
活用に関する具体的方策」の一
環として検討し，平成１９年度
を目途に実施する。

ウェイト小計

北海道大学
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
２ 情報公開の推進に関する目標

国民に支えられる大学として社会に対する説明責任を果たすため，教育研究，組織運営など広範囲にわたる各種情報を広く公開・提供する。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【220】 ２ 情報公開の推進に関する目標 Ⅲ ・ 本学における教育研究活動面に関する多彩な情報を，より分
・ 本学における教育研究活動面 を達成するための措置 かり易く公開・提供するため，本学ホームページのヘッドライ
に関する多彩な情報を，広報資 【220】 ンニュースや「ニュースとお知らせ」に教育研究のトップニュ
料及びホームページを活用し ・ 本学における教育研究活動面 ースのほか，部局のニュースや話題性を重視したニュースを掲
て，より分かり易く公開・提供 に関する多彩な情報を広報資料 載した。
する。 及びホームページを活用して， ・ なお，平成17年12月開催の広報室会議において，ホームペー

より分かり易く公開・提供す ジのリニューアルを決定し，平成18年４月に完成した。リニュ
る。 ーアル後のトップページ等は，画像を多く用いるなど，視覚的

に分かり易いデザインとし，訪問者別インデックスを設けるな
どユーザーの利便性に配慮した内容とした。また，携帯電話に
も対応する機能や北大構内をリアルタイムで提供するＷＥＢカ
メラによる映像を付加した。
・ 本学では，研究者の研究業績をデータベース化してホームペ
ージで公表しており，17年度も内容の更新を行った。各教員の
教育・管理運営・社会貢献活動についても一覧を作成してホー
ムページで公表した。
・ 広報誌では，学外広報誌である「リテラポプリ」が本学の最
新の研究内容を一般にも分かり易く紹介しており，17年度にお
いても，同誌を年４回発行し広く学内外に配布するとともに，
あわせてホームページでも公開した。

【221】 【221】 Ⅲ ・ 本学の基本理念と長期目標，中期目標，中期計画及び年度計
・ 本学の中期目標，中期計画， ・ 引き続き本学の中期目標，中 画など組織運営面に関する情報をホームページの「大学紹介」
年度計画，財務内容等組織運営 期計画，年度計画等組織運営面 に掲載して情報発信した。なお，当該内容の変更時には速やか
面に関する情報を，ホームペー に関する情報を，ホームページ に改訂した。
ジを用いて積極的に発信する。 を用いて積極的に発信する。 また，財務諸表や決算報告書等についても公表した。

【222】 【222】 Ⅲ ・ 本学としての諸活動を広く社会に対して積極的に情報発信す
， 。 ，・ 学外からの多様な問い合わせ ・ ＦＡＱをホームページ上に掲 るために 平成17年５月に広報室を設置した 同室においては

に応える方策として，ホームペ 載する質問とそれに対する回答 各部局等が独自に掲載しているＦＡＱの項目・内容を基に全学
ージ上にＦＡＱ（Frequently を集積掲載する体制について整 共通のＦＡＱについて検討を重ね，平成18年度中に公開するよ
Asked Question）を掲載すると 備する。 う体制を整備した。
ともに，平成１７年度中を目途
にＦＡＱに対応する学内体制を
整備する。

【223】 【223】 Ⅲ ・ 英文情報発信強化のため，平成16年度に教員等による英語版
・ 世界に対して広く情報を発信 ・ 世界に対して広く情報を発信 研究業績データベースの入力を開始したところであるが，年度
するため，英文版のホームペー するため，研究業績データベー 末の入力率は40.81%であった。その後も引き続き入力促進を図
ジの充実を図る。 スの拡充等により，英文情報の ったところ，まだまだ十分とはいえないが，平成18年３月現在
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充実を図る。 では66.1%までになった。

「ニューズレター」については，平成16年度から刊行してい
る英語版について，Ｗｅｂ上にも掲載するとともに，新たに中
国版を刊行し，情報発信を行った。
また，大学のホームページ，留学生センターのホームページ

との有機的な連携を図りつつ，留学応募者に対するホームペー
ジのユーザビリティー改善に着手した。

【224】 【224】 Ⅲ ・ 北大交流プラザ「エルムの森」では映像で北大を紹介する事
・ 北大交流プラザ エルムの森 ・ 北大交流プラザ エルムの森 を目的に平成17年度に作成した「ポプラ並木の再生 「高校生「 」 「 」 」，
を広報拠点の一つとして位置づ では以下の事柄を行う。 向けの大学案内（入試広報 」のＤＶＤを用意して来館者が自由）
け，中学校・高等学校の生徒や ア）本学の紹介ビデオの内容充実 に視聴することを可能にした。
一般市民等来学者に対するサー を図り 「北大グッズ」の販売 また，４月から北大認定グッズであるミルククッキー「札幌，
ビスを充実させる。 についても検討を行う。 農学校」等の販売も開始し，学内外を問わず多くの方々が訪れ

イ）昨年の台風で倒れたポプラを て北大のおみやげとして購入された。平成18年５月には，ショ
利用して作成したベンチ 衝立 ップを開店し，クッキーをはじめとして各種北大グッズを販売， ，
記念品等を展示する。 することとしている。
ウ 「北海道大学の歴史写真展」 ・ 交流プラザ「エルムの森」では，平成16年９月の台風で倒木）
を実施する。 したポプラ材を利用して作成したベンチ，衝立，記念品等の展

示会を６月に開催し期間中3,433人の来場者があった。展示会終
了後もいくつかのポプラ材の作品を常設展示した。
・ 平成18年２月のさっぽろ雪祭りの期間には 「エルムの森」で，
「北海道大学の歴史写真展」を開催し，北海道大学の前身であ
る札幌農学校時代の校舎など，歴史的価値の高い写真を展示し
９日間で377人の来場者があった。

【225】 【225】 Ⅲ ・ 「北海道大学東京オフィス」を引き続き首都圏近郊における
・ 「北海道大学東京オフィス」 ・ 「北海道大学東京オフィス」 情報の発信と収集の拠点として運営した。特にＣＯＥ報告会や
を拠点として，首都圏近郊にお では昨年度配置した研究戦略担 フロンティアセミナー開催など東京における北海道大学の研究
ける情報の発信と収集を充実さ 当者とも連携を取りながら首都 の情報発信について支援した。また，在京企業の求人票を東京
せるほか，企業等との連携の促 圏の情報収集と情報発信を強化 オフィスで受け付け，東京近辺における学生の就職活動の拠点
進及び同窓会組織との交流を図 させる。また 「北海道大学キ としてキャリアセンターの事業の支援も行った。，

， ，る。 ャリアセンター」の首都圏にお なお 北海道大学の東京における教育研究活動の拠点として
ける活動拠点としての具体的な 今後ますますの利便性を高めるために，平成19年度には，より
利用方策を検討する。 面積が広くて立地条件の良い東京駅直通のビル内に移転するこ

ととしているが，この移転構想に伴い東京における「個別企業
説明会」及び「官庁業務説明会」の開催 「就職相談室の開設」，
などについてキャリアセンターで具体化に向けて検討し，平成1
8年度も引き続き検討することとした。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項

１．評価室の運営
本学では役員会の下に理事（副学長）を室長とする評価室を置き，役員補佐を１名配置

している。評価室の役割としては，法人評価，認証評価に関わる業務とともに，全学的な
点検評価の実施，及び部局等で行われる自己点検評価に関する支援（学内外のデータ収集
・分析と資料提供等）に重点が置かれている。平成17年度においては，法人評価（平成16
年度評価）に対応する実績報告書の作成，データベース構築の検討，授業アンケートの実
施とその実証性検証等を行った。

２．データベースシステム構築
「 」 （ ）評価室の下に データ集積・分析システムワーキング・グループ を設置 平成16年度

， ， ， ， ，し 自己点検評価 法人評価 認証評価等に必要不可欠なデータを一元的に集約 蓄積し
評価に迅速かつ効率的に利用するためのシステム構築の検討を行ってきた。本年度に詳細
設計が終わり，平成18年２月に，システム製作業者による入札が行われた。開札は平成18
年度に行われる。このシステムは平成18年度中に導入され，稼働を開始する予定である。

３．授業アンケートの継続的実施と実証性の検証
本学では全国の大学に先駆けて平成11年度から，学生による授業アンケートを全学的に

実施しており，全学教育から学部専門教育までの授業の改善に資してきたが，これまでに
行ってきた授業アンケートは記入者が匿名であるため，評価室会議でアンケートの実証性
検証の必要性が指摘された。この指摘にもとづき，平成16年度後期に，アンケート対象の
一部の授業（全学教育科目・学部専門科目から計24科目，延べ受講学生1,293人）で，受
講学生と担当教員の了承のもとに，記名式アンケートを実施した。これとは別に当該授業

。 ，担当教員による受講学生の出席状況・成績評価の提出を求めた これらのデータについて
平成17年度に，評価室において両方式のアンケートの統計的分析を行った結果，匿名式ア
ンケートにおける評価は記名式アンケートのそれと違いは認められず，匿名式アンケート
が記名式と同様の有効性を持つことを確認し，全教員に報告した。

４．平成16年度の評価結果に対する改善に向けた取組
平成16年実績報告書において計画の進捗状況を「Ⅱ」と自己評価した事項については，

平成17年度に改善に向けて取組む事項として年度計画に反映させ，次のとおり実施した。
（１）技術職員にかかる組織や人材養成システム等のあり方については，見直し方策を検
討し，平成16年度中を目途に結論を得ることとしていた。しかしながら，技術職員の教育
研究支援のあり方は改正学校教育法に対処する教員の職に係る方策と密接に関連するた
め，両者を並行して検討・議論を進めることとし，継続検討事項とした。平成17年度は，
引き続き，企画・経営室において検討を進め，その検討結果を「教室系技術職員に関する
基本方針（案 」としてとりまとめた。同基本方針（案）は研究科等の長に提案し，平成1）
8年度中を目途に教育支援機能を充実させるため全学的視野に立った一元的管理を目的と
する組織を設置すること，組織を設置するためのワーキンググループを設置することが了
承され，引き続き細部について検討を進めることとした。
（２）経理，人事等の事務処理の一層の電子化については，平成16年度においては，事務
処理の内容分析と業務整理について，必ずしも全体を網羅したものとはならなかった。平
成17年度においては，事務処理の電子化に向けて，全学の会計担当者の業務を分析し，財
務会計システムのユーザー登録・業務権限の設定のルール作りを行った。
また，旅費関係業務の電子システム化と全面的アウトソーシングを実施し，電子届出シ

ステムとしては年末調整関係書類の作成を実施するとともに，人事・共済関係の各種申請
書様式をホームページ上に掲載し，ダウンロード印刷ができるようにした。

，「 」 ， ，なお 北海道大学情報環境整備検討委員会 を設置し 事務処理の効率化の観点から
事務情報システム，教務情報システム及び図書館情報システム等個別に稼動している各種
事務システムの一元的管理について，検討に着手した。

５．広報室の設置と広報事業の展開
本学の諸活動を広く社会に対して積極的に発信するための広報に関する企画，立案等を
行うことにより，高等教育及び学術研究の水準の向上に果たす本学の役割の重要性につい
ての社会の理解及び関心の増進を図るために，総長を責任者（室長）とする広報室を平成
17年５月に設置した。広報室は，総長，広報担当理事（副学長 ，理事（事務局長）のほ）
かに，役員補佐１名，各総長室役員補佐のうちから広報室員兼任役員補佐各１名で構成さ
れ，総長が必要に応じて広報室会議を開催することとした。本年度，広報室会議は３回開
催された。
広報室の本学における戦略的位置づけは，①対外的認知（特に東京と海外）を高め，②
学生募集・研究費獲得などの促進手段とし，③トップマネージメントの意志と姿勢を鮮明
にして対外的学内的説明責任を果たすこと，にある。広報室の任務は，①広報活動に関す
る企画・立案，②「北海道大学の今」を広範なひとびとに伝える広報誌等の編集・発行，
③北海道大学ホームページの管理，④「北海道大学連合同窓会」との連携を行うこと等で
ある。
本年度は広報誌『リテラポプリ （Littera Populi：ポプラの手紙の謂，季刊）23～25』
号を発行し，26号（新入生歓迎号）の準備を行った。編集・発行は，広報担当理事,役員
補佐,５名の教員,広報課職員からなる編集委員会が担当した。広報誌の読者対象は，高等
学校進路指導担当教員，北海道大学受験を目指す高校生，同窓生，一般市民，学内の教職
員・学生などとし，専門分野を超えた理解を得られるよう表現・文体を工夫した。
また，平成15年度に倒壊したポプラ並木再生記録ＤＶＤを作成するとともに,広報戦略
としての北大グッズの製造・販売，ホームページのリニューアル，コミュニケーションマ

， ， 。ークの制定 東京オフィスの移転など 大学の広報全般に関わることがらの検討を進めた
その他，広報室が推進した事業は下記の，電通北海道との包括連携事業ならびに報道機
関との協力協定締結である。

６．電通北海道との包括連携協定事業の進展
平成17年２月にトータル・コミュニケーション・サービスの大手である(株)電通北海道
と包括連携協定を締結し，相互の連携をとおして研究交流や人材育成などで協力を深めて
いる。この締結のもとで平成17年度には，北大職員を電通の研修に１年間派遣した。この
派遣プログラムにより，さらに専門性の高い広報担当者を育成し，国立大学法人として，
よりよい広報体制づくりを図っている。また，電通北海道からはホームページのリニュー
アル，入試広報ＤＶＤやコミュニケーションマークの作成などで助言を得た。

７．報道機関との協力協定締結
本学は各報道機関と提携・協力を進めることにより，広報活動の強化を推進するため，
平成17年７月に朝日新聞社及び北海道テレビ放送並びに北海道新聞社と教育・研究プロジ
ェクトを共同推進することで基本合意した。朝日新聞社，北海道テレビ放送との提携・協
力は「ポプラプロジェクト」と称し，全国に向けて双方の公共的責務を，より効果的かつ
公正に果たすための連携をコンセプトとし 「持続可能な開発」国際シンポジウム，同市，
民フォーラムの共催，千島列島の火山活動の共同調査などを予定している。北海道新聞社
との提携・協力は「北プロジェクト」と称し，北海道内における双方の地域貢献責任を一
層推進するための連携をコンセプトとし，道州制，市町村合併など，地域に関わる事項を
共同で研究・分析等を行う予定である。
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

① 北海道大学の施設長期計画を具現化し，教育研究の成果を上げるとともに，文化性や国際性に豊み，人と環境に優しいエコ・キャンパスを目指して，計画的な施設設備の中
整備に取り組む。期

② 既存施設の使用実態の点検・評価に基づき，全学的な有効活用の促進を図る。目
③ 教育研究のための良好な施設環境の保持と安全性の確保を図るため，予防的な施設の維持管理体制を整備するとともに，資産価値の保全を図る。標
④ 教育研究の目標を具現化するため，施設の自己点検・評価結果や社会的要請にも配慮しつつ，全学的かつ中長期的視点に立った着実な施設整備を行うことにより，必要と
なるスペース・機能の確保・充実に努める。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【226】 【226】 Ⅲ ・ キャンパス・マスタープラン96について，社会情勢を反映し
① 施設設備の整備に当たって ① キャンパスマスタープラン96 た施設・キャンパス需要の変化を考慮した見直しを行うため，
は，本学のキャンパス・マスタ については，作成時以降の財政 平成17年７月に施設・環境計画室の下にキャンパス・マスター
ープラン９６に基づいて着実に 状況や社会的情勢の変化，教育 プラン96見直し検討ＷＧを設置し，キャンパスに隣接した土地
取り組むこととするが，同プラ 研究の新たな進展による施設需 購入とこれに伴う北キャンパスの動線計画や構内緑地管理の方
ンについては，作成時以降の財 要等を踏まえ，引き続きその見 針等について検討を行うとともに，キャンパス全体の今後の見

， 。政状況や社会情勢の変化，教育 直しの検討を行う。 直し実施方策をまとめ 平成18年１月の役員会に中間報告した
研究の新たな進展による施設需 今後，見直し実施方策に基づいて検討を進めるため，検討体
要等を踏まえ，その適切な見直 制を同ＷＧからキャンパス・マスタープラン検討部会に改め，
しを図る。 キャンパス全体の緑地計画・構内交通計画等を含め，総合的に

検討することとした。
また，札幌キャンパス全体の交通計画，防災計画など周辺地

域と密接に関係する事項について，地域と連携した検討を進め
るため，札幌市と総合的な意見交換を行った。

【227】 【227】 Ⅲ ・ 施設マネジメントについては，平成16年度に大学全体として
，② 教育研究活動とその基盤とな ② 教育研究活動の基盤となるキ 一体化した施設マネジメント体制の在り方について検討を行い

るキャンパス整備を全学的視点 ャンパス環境を全学的視点から 役員会において施設マネジメントの基本方針を決定した。平成1
から戦略的に展開し，かつ，施 適切に確保・活用するため，引 7年度では，４月の役員会において決定された「北海道大学の面
設整備に民間資金の導入など新 き続きその企画・計画，整備， 積基準の策定について」に基づき，スペースマネジメントに重
たな整備手法を開拓するための 管理を一体的に行う施設マネジ 点を置き，総合研究棟等の共通スペースについて，課金システ
施設マネジメント体制を確立 メント体制のための検討を行 ムの検討に着手した。また，施設部内にマネジメント検討ＷＧ
し，施設計画，整備，管理を一 う。 を設置し，他大学の施設マネジメントに関する情報収集を行っ
元的に行う。 た。その結果として「企画・計画・整備・管理」を一体的に行

う体制づくりとして，施設・環境計画室に全学運用教員から施
設マネジメント担当教員１名を措置することとし，施設マネジ
メント部会を設置した。平成18年度は，昨年度実施したスペー
ス利用状況を基に，施設等の効率的管理と戦略的活用を図るた
めに必要な方策を検討することとした。

③施設等の有効活用に関する具体 ③施設等の有効活用に関する具体 Ⅲ
的方策 的方策
【228】 【228】 ・ 既存施設については，昨年実施した全学的な使用実態調査と
・ 既存施設の点検・評価を定期 ・ 点検手法の開発や評価基準の 施設情報管理システムに入力された部屋情報により，ほぼ100％
的に実施するとともに，点検手 策定に向けた使用実態の分析を の使用状況を把握した。この結果に基づき，文系４学部がそれ
法の開発や評価基準の策定に取 行い，既存施設の点検・評価を ぞれ管理する講義室・演習室等について，使用実態のデータを

， 。り組み，平成１８年度中を目途 定期的に実施するための制度構 分析し 共有化する方策について関係部局との協議に着手した
に成案を得る。 築の検討を行う。 今後，空室などの部屋を有効活用するための制度及び部屋使用

の課金制等について検討するため，施設・環境計画室に施設マ

北海道大学
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ネジメント部会を設置した。

【229】 【229】 Ⅲ ・ 公正かつ効果的なスペース配分を行うため，施設・環境計画
・ 教育研究の進展に柔軟かつ機 ・ 教育研究の進展に柔軟かつ機 室において検討し，競争的資金やプロジェクト研究など弾力的
動的に対応するため，全学共用 動的に対応する適切なスペース ・流動的利用可能なスペースを確保するため，既存施設の点検
スペースの増加に努めその有効 配分を実施するために，教員室 評価を行い，施設の効率的・弾力的な活用に配慮した複数の部

， ，活用を図るとともに，教育研究 の面積基準等必要な方策を引き 局毎の運営体制に基づく講義室 実験機室及び共同研究室等で
の特性や活性状況に応じた適切 続き検討する。 全学共用スペースとして標準面積の20％を確保することとした
なスペース配分を実施するため 「北海道大学の面積基準の策定について」をまとめ，平成17年
に必要な措置を講ずる。 ４月の役員会で了承後，各部局に示した。今後，この内容に沿

った具体的方策を検討するため，施設・環境計画室に施設マネ
ジメント部会を設置した。

【230】 【230】 Ⅲ ・ 講義室・演習室等の実態を把握するため，平成17年１月の調
・ 講義室・演習室等の共用室 ・ 講義室・演習室等の利用率の 査に引き続き，平成17年８月にも全学的に既存施設の使用実態
は，全学又はブロック内で空間 向上を図るために，具体的に実 調査を実施し，平成16年度後期及び平成17年度前期のデータの
的・時間的に共用化するなどし 施可能なブロックを想定し，空 収集を行った。
て，共用室の利用率の向上を図 間的・時間的に共用化する方策 また，文系４学部がそれぞれ管理する講義室・演習室等につ
る。 の検討を引き続き行う。 いて，使用実態のデータを分析し，共有化する方策について関

係部局との協議に着手した。

④施設等の維持管理に関する具体 ④施設等の維持管理に関する具体 Ⅲ
的方策 的方策
【231】 【231】 ・ 平成16年度に実施した建物の現状調査結果で得られた全体的
・ 教育研究環境を良好に保持す ・ 教育研究環境を良好に保持 な傾向を踏まえて，建物簡易調査診断システムを導入し，施設
るために，予防保全と事後保全 し，施設の劣化を一定水準に抑 設備の点検・保守・修繕等の基準作成の基礎資料とするため，
との費用対効果を勘案した施設 制するために，施設設備の点検 医学部，工学部など一部の建物（21棟）について調査を実施し
設備の点検・保守・修繕等の基 ・保守・修繕等の基準作成の検 た。
準の作成を行うことにより，施 討を引き続き行う。
設の劣化を一定水準に抑制し，
資産価値の保全を図る。

【232】 【232】 Ⅲ ・ 定期的な点検手法策定のため，教育研究環境の施設設備の安
・ 教育研究環境の安全性を確保 ・ 教育研究環境の安全性を確保 全パトロールを16回行い（安全衛生委員会で決めた年間活動計
するために，施設設備の使用状 するために，施設設備の使用状 画のうち施設保全課が行うもの ，その結果をもとに，施設・環）
況に関する点検を定期的に行 況に関する定期的な点検の検討 境計画室において定期的な点検の試行のためチェックリスト
い，施設設備の改修・補修計画 に着手する。 （案）を作成した。
の立案や安全性の確認・指導等
を行うための実施体制を整備す
る。

⑤施設等の整備に関する具体的方 ⑤施設等の整備に関する具体的方 Ⅲ
策 策

（ ） （ ）【233】 【233】 ・ 施設整備費補助事業として文系 経済学部 研究棟 3,373㎡
・ 世界水準の大学施設を目指 ・ 建物の老朽・狭隘解消の再生 の耐震補強を含む改修工事を実施し，老朽・狭隘の解消を図っ
し，教育研究の一層の充実に資 整備として，文系建物の整備実 た。また，施設費交付事業にて，総合博物館の屋上防水改修工
するため，建物の老朽・狭隘の 施と，総合博物館の屋上防水改 事を実施した。
解消に努めるとともに，施設設 修工事等を行う。
備の安全性やアメニティ等に配
慮した施設の再生整備に努め
る。

【234】 【234】 Ⅲ ・ 学術研究の高度化・多様化と共に増加するプロジェクト研究
・ 学術研究の高度化と優れた研 ・ 学術研究の高度化と優れた研 に対応するスペース及びフレキシブルな運用を必要とするオー
究者の養成，教育研究を通じた 究者の養成，教育研究を通じた プンラボの整備を主として，施設整備費補助事業により函館キ
国際貢献を目指す大学院重点化 国際貢献を目指す大学院重点化 ャンパスにマリンサイエンス創成研究棟（2,303㎡)の新営整備
に必要となるスペースの確保・ として，マリンサイエンス創成 を行った。なお，同研究棟内には函館市が区分所有する「産学
整備充実に努める。 研究棟の新営整備を行う。 官交流プラザ （370㎡）が合築され，地域・企業等との研究連」

北海道大学
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携拠点として活用されることとなっている。

【235】 【235】 ・ ライフサイエンスの卓越した研究拠点として，平成18年４月に
・ ライフサイエンス・情報通信 （平成17年度は年度計画なし） 大学院先端生命科学研究院を設置することとした。新たな研究領
・環境・ナノテクノロジーなど 域である生物分子ネットワーク解析科学，細胞膜分子科学，生物
の卓越した研究拠点を形成する 情報伝達科学分野の新規採用教員の研究室をオープンラボラトリ
スペースの確保・整備充実に努 ーである次世代ポストゲノム棟に確保し，これらの研究室に係る
める。 基盤整備については，重点配分経費により措置した。

， ，また 生命科学の人材養成に資する実験・研究設備については
平成18年度特別教育研究経費により，導入が図られることとなっ
た。

， ，【236】 【236】 ・ 別棟となっていた歯科病棟について 経費面・診療面の効率化
・ 北海道大学病院において，先 （平成17年度は年度計画なし） リスクマネジメント，患者サービスの向上を図るため，歯科病床

， ，端的な医療を実践する拠点を形 を医科病棟に統合することとし 施設整備等の改修計画を作成し
成するとともに，経営の健全化 平成17年12月に着工した （平成18年５月移転予定）。
に資するために必要となるスペ
ースの確保・整備充実に努め
る。

【237】 【237】 Ⅲ ・ 施設整備費補助事業で文系共用棟を新営整備し，法科大学院
・ 法科大学院など専門職大学院 ・法科大学院などの専門職大学院 ・公共政策大学院・会計専門職大学院の大学院学生演習室とし
の設置に伴い，必要となるスペ の適切な教育環境を保持するた て1,060㎡を確保した。
ースの確保・整備充実に努め め，必要なスペースの確保に努
る。 める。

【238】 【238】 Ⅲ ・ 施設費交付事業により，情報基盤センターにおいてはスーパ
・ ２１世紀に相応しい全学規模 ・ ２１世紀に相応しい全学規模 ーコンピューターの更新に合わせて，稼働環境を確保するため
の高度情報化アカデミックキャ の高度情報化アカデミックキャ に必要な空調設備システムを更新整備するとともに，附属図書
ンパスの実現を図るため，情報 ンパスの実現を図るため，情報 館においては蔵書スペース確保を主とした機能変更を伴う改修
基盤センター及び附属図書館の 基盤センター及び附属図書館の 工事を実施した。
電子化，利便性の向上，蔵書数 電子化，利便性の向上，蔵書数
の増加に対応するスペースの確 の増加に対応するスペースの確
保・整備充実に努める。 保・整備充実として，附属図書

館改修と情報基盤センターの空
調設備更新工事等を行う。

【239】 【239】 ・ 医療技術短期大学部の廃止・保健学科への移行（３年制から
・ 高い資質を備えた医療技術専 （平成17年度は年度計画なし） ４年制へ）により必要となったスペースは，医療技術短期大学
門職，教育者及び研究者を育成 部校舎の改修・整備を行い，確保した。
することを目標として行われ
る，医療技術短期大学部の廃止
・保健学科への移行により必要
となるスペースの確保・整備充
実に努める。

【240】 【240】 Ⅲ ・ 留学生の生活環境を改善するため，留学生会館の改築につい
・ 世界に開かれた大学を目指 ・ 外国人研究者や留学生の教育 て，実現のための方策等を，銀行借入れ・寄附等民間資金活用
し，外国人研究者や留学生の教 研究環境や生活環境を向上させ も含めて多様な検討を行った。
育研究環境や生活環境を向上さ るために必要となるスペースの また，職員独身用宿舎に留学生を入居させる場合の改修工事
せるために必要となるスペース 確保・整備充実のための検討を 経費の試算等を行い，引き続き検討することとした。
の確保・整備充実に努める。 引き続き行う。

【241】 【241】 ・ 学部学生の正課授業及び課外の体育活動の充実のため，陸上
・ 学部学生の正課授業及び課外 （平成17年度は年度計画なし） 競技場及び第二体育館の整備，スポーツトレーニングセンター
の体育活動の充実のための体育 の宿泊棟サッシ入替，小体育館及び第一体育館ステージの床補
施設や，快適な学生生活を支え 修，サッカー・ラグビー場の整備，サークル会館電話設備更新
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るための福利厚生施設等の再生 等を行った。
整備に努める。

【242】 【242】 ・ 雨竜研究林の製材工場の屋根葺替え及び七飯淡水実験所の高
・ 北方生物圏フィールド科学セ （平成17年度は年度計画なし） 圧受変電設備改修など，北方生物圏フィールド科学センターに
ンターに附属する地方施設につ 附属する地方施設の改修工事６件を実施した。
いて，本学の特色であるフィー
ルドを利用した教育研究の更な
る推進のため，老朽化した施設
の再生整備に努める。

【243】 【243】 Ⅲ ・ 施設費交付事業により，理学部本館・電子科学研究所・高等
・ キャンパスの環境保全，バリ ・ インフラ設備の更新等基幹環 教育機能開発センターＳ棟のガス漏れの恐れのある施設の改修
アフリー対策，構内交通動線の 境整備の充実のため，構内の建 工事を実施し，インフラ設備の機能改善を図った。また，総長
整備，インフラ設備の更新等基 物内ガス漏れ改修を実施する。 室重点配分経費（運営交付金）を活用してクラーク会館・医学
幹環境整備の充実に努める。 部・工学部・保健管理センター・事務局のバリアフリー対策工

事を実施した。

【244】 【244】 Ⅲ ・ ＰＦＩ事業である環境資源バイオサイエンス研究棟改修施設
・ 民間資金の円滑な受入れによ ・ 民間資金の円滑な受入れによ 整備等事業は実施設計を完了して，第Ⅰ期工事に着手し，平成1
る効果的・効率的な施設整備を るPFI事業として環境資源バイ 8年３月に完成した。
行うため，環境資源バイオサイ オサイエンス研究棟改修施設整
エンス研究棟改修施設整備等事 備等事業を引き続き進める。
業をＰＦＩ事業として確実に推
進する。

ウェイト小計
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
２ 安全管理に関する目標

学生や職員の安全確保及び防災・防犯対策を強化するため，全学的な管理体制の充実・整備等必要な方策を推進する。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

①労働安全衛生法を踏まえた安全 ①労働安全衛生法を踏まえた安全 Ⅲ
管理・事故防止に関する具体的 管理・事故防止に関する具体的
方策 方策
【245】 【245-1】 ・ 安全衛生委員会を中心として，計画・実施・評価・改善のマ
・ 労働安全衛生法，ＰＲＴＲ法 ・ 労働安全衛生法を踏まえた安 ネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を検討し，次のとおり実施し
（特定化学物質の環境への排出 全管理を組織的，継続的に実施 た。
量の把握等及び管理の改善の促 するために，労働安全衛生マネ 年間の安全衛生管理計画を定め（Ｐ ，会議，講習会，安全教）
進に関する法律）等を踏まえた ジメントシステムを活用した運 育，職場巡視を行った （Ｄ）。
化学物質，毒物・劇物，危険物 用体制の検討を行う。 巡視や法定検査等の結果をもとに，改善指導を行った （Ｃ）。
等の適切な保管，取扱，処分・ 年間活動結果を評価し，次年の活動計画を見直した （Ａ）。
廃棄を行うため，全学的な管理 ・ 労働安全衛生マネジメントシステムの中の報告書ツールとし
体制を確立する。 て平成16年度に構築したソフトウェアについては，運用体制を

検討・整備し，安全衛生管理活動計画の中の「防火管理者パト
」，「 」 ，ロール 安全監督者の職場巡視 の報告を可能にするともに

委員会議事録，年間活動計画，月別活動計画の閲覧，ヒヤリハ
ット事例の収集についても可能にする等システムの活用を開始
した。

【245-2】 Ⅲ ・ ＰＲＴＲ法を踏まえた化学物質管理を実施するため，化学物
・ ＰＲＴＲ法（特定化学物質の 質管理システムの運用を行ってきたが，システム上で改善すべ
環境への排出量の把握等及び管 き問題点があり，安全衛生委員会，安全衛生管理検討推進会議
理の改善の促進に関する法律） などで化学物質管理システムのカスタマイズ，システム使用率
等を踏まえ，化学物質等管理シ 向上方策などの検討を行った。
ステムの運用を含む全学的な管 ・ 環境保全センターは，首席総括安全衛生管理者の指揮の下，
理体制を確立するための検討を 化学物質の安全管理に関する支援及び指導を行っており，平成1
行う。 7年度においても化学物質等管理システムの運用を中心に，以下

の取組を行った。
（ ） ，・ 環境保全センター運営委員会 平成17年６月開催 において

化学物質管理システムの機能強化及び使用率を向上させる方針
を決定し，化学物質管理システムのカスタマイズ（平成17年11
月：在庫検索機能充実等，平成18年３月：廃液表示札作成機能
追加等）を行った。
・ 化学物質管理システムの操作説明会を行った。
・ 化学物質管理システムにより，ＰＲＴＲ法特定化学物質調査
を平成17年４月に行った。
・ 化学物質管理システムの使用率を調査し，ＰＲＴＲ法特定化
学物質使用研究室について約66％の使用率であることが判明し
た。
・ 環境保全センター講習会を２回開催し，薬品及び廃液取扱方
法について教育を行った。



- 90 -

北海道大学
・ 各部局の有害廃液管理責任者及び補助者について確認を行っ
た。
「 」 ，・ 国立大学法人北海道大学毒物及び劇物管理要項 を改訂し
化学物質のうち，特に社会的管理責任を負わなければならない
毒物及び劇物の管理を化学物質管理システムを用いて管理する
こととした。

②学生等の安全確保に関する具体 ②学生等の安全管理に関する具体 Ⅲ
的方策 的方策
【246】 【246】 ・ 安全衛生委員会において，労働安全衛生法等により策定した
・ 学生や職員の安全確保のた ・ 学生や職員の安全確保のた 平成17年度安全衛生管理活動計画に基づき 安全パトロール 平， （
め，施設設備の安全点検を定期 め，施設設備の安全点検を定期 成17年９月 ，安全監督者パトロール（平成17年８月，平成18年）
的に実施するとともに，実験時 的に実施する方法の検討を引き ３月 ，産業医巡視（16回）及び防火管理者パトロール（平成17）
における事故防止等に役立てる 続き行う。 年６月，９月，12月，平成18年３月）を実施した。
ための安全管理マニュアルの充 また，安全の手引きについては，従来の冊子に加え，解説用
実とその活用を図る。 資料として音声入りパワーポイント版を作成し安全教育の充実

を図った。
・ 定期的な点検手法策定のため，教育研究環境の施設設備の安
全パトロールを16回行い（安全衛生委員会で決めた年間活動計
画のうち施設保全課が行うもの ，その結果をもとに，チェック）
リストの案を検証した。

【247】 【247】 Ⅲ ・ 施設・環境計画室において，平成16年度に調査を行った札幌
・ 全学的な防災・防犯管理体制 ・ 全学的な防災・防犯体制を検 キャンパスの危険箇所・施設設備に関連する資料をもとに，大

（ ，を確立するとともに，施設設備 討するとともに，防災マップ， 学構内の危険箇所を表示したハザードマップ 危険物等配置図
に関連する防災計画として，防 ハザードマップを作成する。 洪水ハザードマップ等）及び防災マップ（避難場所，ゲートマ
災マップ及びキャンパス内にお ップ，消防設備，耐震建物等）を札幌キャンパス防災マップ報
ける危険箇所・建物等のハザー 告書（案 （平成18年３月）としてとりまとめた。今後，防災マ）
ドマップを平成１７年度中を目 ップの公表について札幌市の危機管理室と協議し，役員会の了
途に作成する。 承を経て全学に公表予定である。

【248】 【248】 Ⅲ ・ キャンパス環境は，機能的にも空間的にも，都市を構成する
・ 災害に対するキャンパス内の ・ 安全なキャンパス環境の実現 重要な要素の一つであることから，地域・自治体との連携が必

， ，インフラ設備を強化するととも に必要な機能について，検討す 要なこととして 今年度は札幌市関連部署と意見交換を実施し
に，学生や職員等の避難通路， る。 安全なキャンパス環境の実現に向けて，種々の情報交換を行っ
一時的避難場所及び災害復旧拠 た。
点を整備するなど，安全なキャ
ンパス環境の実現に努める。

【249】 【249】 Ⅲ ・ 平成16年度に策定した耐震診断実施計画に基づき，クラーク
・ 既存建物の耐震診断を計画的 ・ 耐震診断の実施計画に基づ 会館，医療技術短期大学部Ａ棟・Ｃ棟及び理学部３号館の耐震
に推進し，新耐震基準に合致す き，必要な施設から計画的に耐 診断を実施し，改修工事計画の作成に備えた。また，経済学部
る耐震改修の促進に努める。 震診断の実施に努める。 研究棟改修工事において耐震改修を行い，安全な教育研究環境

の整備を実施した。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項

１．学生のキャンパスライフの充実に関する事業
総長が本年度の重点課題として選定した事業への重点配分経費では，バリアフリー化へ

の対応を中心としたキャンパスライフの充実に関する事業（総額約４億円）を実施した。
学生のキャンパスライフの整備事業（約２億円）として，教務情報システム構築，体育

館などの課外活動用厚生補導設備の整備，学部・大学院教育環境の整備，学生相談室の整
備等を，また教育研究支援設備の整備事業（約９千万円）として，図書館北分館の整備な
らびに図書館本館への電動式書架の設置を行った。
バリアフリー化への対応事業（約１.１億円）は，①クラーク会館に身障者用エレベー

， ，ターと外部スロープの設置 ②保健管理センターに身障者用リフトと身障者トイレの設置
③情報科学研究科情報棟に身障者用エレベーターの設置，④医学部図書館に身障者用エレ
ベーターの設置，⑤事務局新館のエレベーターの身障者用への改修及び旧・新館間の渡り
廊下の設置，を行った。

２．キャンパス・マスタープランの再検討
， ，財政状況や社会情勢の変化 教育研究の新たな進展による施設需要等に応えるためには

「 」 ，平成８年に策定した 北海道大学キャンパス・マスタープラン'96 を見直す必要があり
平成17年７月に施設・環境計画室の下に「キャンパス・マスタープラン見直し検討ＷＧ」
を設置した。同ＷＧでは，キャンパスに隣接した土地（北20条）購入計画に関して，近隣
住民への影響と北キャンパスの動線計画について検討を行った。また，札幌キャンパス全
体の交通計画，防災計画など周辺地域と密接に関係するキャンパス・マスタープラン関連
事項について，地域と連携した検討を進めるため，札幌市と総合的な意見交換を行った。

３．環境配慮促進法への対応
平成17年４月１日付けで「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮し

た事業活動の促進に関する法律」が施行されたことにより，平成17年度に「北海道大学の
」 「 」 ， ，環境方針 ならびに 環境への配慮を実施する体制 を定めて インターネットで公表し

全学的に環境への配慮のための取り組みを実施し，日常生活の中から継続的に活動を行う
ように通知した。
また，本学が特定事業者として環境に配慮した事業活動を行い，それを毎年「環境報告

書」としてまとめ，公表することが義務づけられたことに伴い，本学の教職員及び学生を
対象に，環境報告書への理解を深め，本学教職員が一体となって環境に配慮した活動を行
うために平成18年１月に外部講師を招き 「本学の環境に配慮した活動及び環境報告書に，
関する説明会」を開催した。
平成18年３月には，本学に直接的または間接的に関係するステークホルダーとの双方向

コミュニケーションを通して「北海道大学の環境」をよりよいものにしていくことを目的
として，本学初の試みのステークホルダー・ダイアログを開催し 「生活の中や，自分で，
気をつけている環境について 「 北海道大学と環境 」というテーマで思い浮かぶキーワ」『 』
ードやイメージ 「学生と環境について 「北海道大学と環境問題への期待」をテーマに３」 」
時間に及ぶ活発な意見交換を行った。参加者は，北洋銀行，北海道電力（財界 ，財団法）
人北海道環境財団（ＮＰＯ法人 ，札幌市環境局，札幌市市民まちづくり局（自治体 ，北） ）
海道大学生活協同組合（構内事業者）から各１名及び学生２名であった。今後，このステ
ークホルダー・ダイアログの貴重な意見を取入れた環境報告書を，平成18年９月に発行す
る予定である。

４．アスベスト対策
本学におけるアスベスト対策については，アスベストの使用が社会問題となった昭和62

年にすでに全学の吹付けアスベストの施工状況調査を行い，昭和63年からは，改修工事等
で徐々に除去するとともに，毎年，アスベスト施工箇所において空気環境測定（抜き取り
調査）を実施し，劣化等によるアスベストの飛散の有無などを継続的に観測してきた。平
成17年度においては，図書館のアスベスト除去工事に着手し，機械室など一部を除いて工
事を完了した。平成18年度は残りの部分の工事を行う予定である。なお，健康被害が社会
問題となったことにより，全国立大学法人で吹付けアスベスト及び含有アスベスト吹付け
材の使用状況調査が実施され，これにより新たに判明した箇所については，平成18年度に
除去工事などを行う予定である。

５．危機管理に対する取り組み状況
本学では，危機管理担当の理事（副学長）を置き，有事の際の速やかな連絡体制ととも
に必要な措置を講ずることとしている。
安全・防災の観点では，全学委員会である「安全衛生委員会」が作成した「安全の手引
き」があるほか，各部局等においても，それぞれの実状に応じて海外渡航時の安全の心得
などを含めたマニュアルを作成し，所属職員・学生に周知を図っている。
また，放射線や病原菌，化学薬品等の危険物等の取扱いについては，それぞれに係る法
令を踏まえ，関係の専門委員会等が作成したマニュアルがあるほか，大規模な災害等が発
生した際には，本学「北海道大学災害対策要項」により，速やかに災害対策本部を設置し
その対応に当たることとしている。
通常の危機管理体制については，役員，事務局をはじめ各部局等における緊急連絡網に
より速やかに情報伝達が行われるほか，大規模災害等が発生した場合を想定し，札幌キャ
ンパスに安全確保のための緊急避難場所３カ所を指定している。
さらに，同地区の教職員・学生等に対しては，有事の際の安否確認に供するため 「災，
害発生時の安否確認携帯カード」を作成し，全員に配布している。
また，海外における事件や事故等にできる限り対応するため，有事の際には，関係地域
に渡航中の教職員・学生等の安否を速やかに確認するとともに，ホームページに必要な情
報を掲載し，海外からのアクセスに対しても情報提供を行うこととしている。
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Ⅵ 予算（人 件費見積もりを含む。）、収支 計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし。１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
１１２億円 １１２億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等
により緊急に必要となる対策費として借り入れ により緊急に必要となる対策費として借り入れ
することも想定される。 することも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

磁気共鳴断層撮影システム整備に必要となる経 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ
費の長期借入れに伴い，本学病院の敷地及び建物 ーション北管理部天塩研究林の土地の一部（北海 ーション北管理部天塩研究林の土地の一部（北海
について，担保に供する。 道天塩郡幌延町，２７，３００㎡）を譲渡する。 道天塩郡幌延町，２７，１９０．３５㎡）を譲渡
北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ した。
ーション北管理部天塩研究林の土地の一部（北海 〈内訳〉
道天塩郡幌延町，２７，３００㎡）を譲渡する。 ○相手方：幌延町
北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ ・譲渡年月日：平成18年3月13日
ーション北管理部雨龍研究林の土地の一部（北海 ・用途及び面積
道雨竜郡幌加内町，４５，９９５．０４㎡）を譲 森林基幹林道雄興・問寒別線
渡する。 21,858.76㎡

○相手方：北海道留萌支庁
・譲渡年月日：平成18年3月13日
・用途及び面積
上問寒幌延停車場線 4,675.87㎡
豊富中頓別線 655.72㎡

計 5,331.59㎡

北海道大学
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Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○決算において剰余金が発生した場合は， ○決算において剰余金が発生した場合は， 該当なし。
・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に ・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に
充てる。 充てる。

北海道大学
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額 財 源 施設・設備の内容 予定額 財 源 施設・設備の内容 決定額 財 源
（百万円） （百万円） （百万円）

・札幌団地研究棟改 総額 施設整備費補助金 ・災害復旧工事 総額 施設整備費補助金 ・災害復旧工事 総額 施設整備費補助金
修 １，８２９ ８２２ ・札幌団地研究棟改 １，３４２ １ ２２９ ・札幌団地研究棟改 １，３７９ （１,２６６）（ ） （ ， ）
・小規模改修 船舶建造費補助金 修（文系） 船舶建造費補助金 修（文系） 船舶建造費補助金
・磁気共鳴断層撮影 ０ ・函館団地マリンサ ０ ・函館団地マリンサ （ ０）（ ） （ ）
システム 長期借入金 イエンス創成研究 長期借入金 イエンス創成研究 長期借入金
・災害復旧工事 ２５４ 棟 ０ 棟 （ ０）（ ） （ ）

国立大学財務・経営セ ・小規模改修 国立大学財務・経営セ ・小規模改修 国立大学財務・経営セ
ンター施設費交付金 ・環境資源バイオサ ンター施設費交付金 ・環境資源バイオサ ンター施設費交付金

７５３ イエンス研究棟改 １１３ イエンス研究棟改 （１１３）（ ） （ ）
修施設整備等事業 修施設整備等事業
(PFI) (PFI)

・アスベスト対策事
業

(注１)金額については見込みであり，中期目標を達成する （注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等
ために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備 を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案し
の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が た施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。
追加されることもある。

(注２)小規模改修について１７年度以降は１６年度同額と
して試算している。
なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費
補助金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，
長期借入金については，事業の進展等により所要額の
変動が予想されるため，具体的な額については，各事
業年度の予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等

・災害復旧工事については，施設整備費補助金（６１百万円）により工事を完了した。
・札幌団地研究棟改修については，施設整備費補助金（５３６百万円）により工事を完了した。
・函館団地マリンサイエンス創成研究棟については，施設整備費補助金（５９０百万円）により工事を完了した。
・小規模改修については，国立大学財務・経営センター施設費交付金（１１３百万円）によりガス管改修等の各営繕事業を完了した。
・環境資源バイオサイエンス研究棟改修施設整備等事業（PFI）については，施設整備費補助金（３２百万円）により１５年中２年目の事業が完了した。
・アスベスト対策事業については，施設整備費補助金（５００百万円）のうち，４６百万円により一部の工事を行ったが，道内にはアスベスト処理工事に相応した技術を有する施工業
者が少ないことに加え，アスベスト被害が社会問題となってからは工事依頼が殺到し，施工業者の確保に時間を要するため，残りの工事については，平成１８年度に実施することと
し，４５４百万円を翌年度に繰り越した。

北海道大学
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を図るため次 組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を図るため Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するため
の方策を講ずる。 次の方策を講ずる。 の措置
① 公正で納得性の高い人事評価システムの整備について検 ① 職員の能力や業績を的確に把握しうる公正で納得性の高 ３ 職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置
討し，能力，職責及び業績を適切に反映した人事給与制度 い人事評価システムの平成１８年度において一部試行する
の導入に取り組む。 ことを目指して検討を進める。 ① Ｐ．62 No.173 参照
② 定年に達した優れた教員を引き続き教育研究業務等に従 ② 助手等の職務については，平成１８年度実施を前提に，
事させるため，勤務延長制度や再雇用制度を導入する。 平成１６年度の検討結果に基づき，中央教育審議会大学分 ② Ｐ．65 No.188 参照
③ 教員の流動性を向上させ教育研究の活性化を図るため， 科会の下にある「大学の教員組織の在り方に関する検討委
再任可能な任期制を一定の要件の下に導入することについ 員会」等の審議状況及び学校教育法等の法令の改正を確認 ③ Ｐ．63 No.179 参照
て，研究科等の組織単位ごとに検討する。 しながら具体的な実施案を検討し，成案を得る。
④ 外国人教員，女性教員の採用を促進するための基盤整備 ③ 定年に達した優れた教員を引き続き本学の教育研究業務 ④ Ｐ．63 No.180 参照
等に取り組む。 等に従事させるための勤務延長制度や再雇用制度につい
⑤ 事務職員を対象とするコース別人事管理制度の導入に取 て，平成１６年度の検討結果に基づき適切に運用する。 ⑤ Ｐ．64 No.182 参照
り組む。 ④ 教員の流動性を向上させ教育研究を活性化する視点か
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 238,255百万 ら，再任可能な任期制を一定の要件の下に導入することに ⑥ Ｐ．64 No.186 参照

円（退職手当は除く） ついて，引き続き研究科等の組織単位ごとの検討を促進す
るために必要な取組を行い，成案を得られた研究科等から
順次任期制を導入する。
⑤ 外国人教員，女性教員の採用を促進するための基盤整備
等に取り組む。このうち外国人教員採用に係る国際公募制
のあり方や給与制度の柔軟化についての検討を進め，成案
を得る。
⑥ 事務職員を対象とするコース別人事管理制度の導入につ
いて，平成１８年度採用者から試行的に導入することを前
提に，引き続き具体的な方策を検討し，成案を得る。
（参考１）平成１７年度の常勤職員数 ４，０９０人

また，任期付職員数の見込みを３１人とする。
（参考２）平成１７年度の人件費総額見込み 40,568百万円

（退職手当は除く）

北海道大学
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北海道大学

Ⅹ そ の 他 ３ 災害復旧に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

平成１６年９月に発生した台風１８号により被災した施設 平成１６年９月に発生した台風１８号により被災した施設 台風１８号により被災した施設の復旧整備については，施
・設備の復旧整備をすみやかに行う。 の復旧整備をすみやかに行う。 設整備補助金および運営費交付金等で，平成１６年９月に着

工し，平成１７年１０月にすべて完了した。
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○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
人 人） （％）( ) (

文学部 ７６０ ８９２ １１７．４
人文科学科 ７６０ ８９２ １１７．４

教育学部 ２２０ ２５５ １１５．９
教育学科 ２２０ ２５５ １１５．９

法学部 ８７０ １，０３５ １１９．０
法学課程 ８７０ １，０３５ １１９．０

経済学部＊ ７６０ ８４４ １１１．１
経済学科 ３００ ３５５ １１８．３
経営学科 ２７０ ２８９ １０７．０
１年次（学科分属前） １９０ ２００ １０５．３

理学部＊ １，２００ １，３１７ １０９．８
数学科 １５０ １６３ １０８．７
物理学科 １０５ １２４ １１８．１
化学科 ２２５ ２３４ １０４．０
生物科学科 ２４０ ２５４ １０５．８
地球科学科 １８０ １９２ １０６．７
１年次（学科分属前） ３００ ３５０ １１６．７

医学部 ９５０ ９９１ １０４．３
医学科 ５９０ ６０９ １０３．２
（うち医師養成に係る分野） （５９０） （６０９） （１０３．２）
保健学科 ３６０ ３８２ １０６．１

歯学部 ３６０ ３６６ １０１．７
歯学科 ３６０ ３６６ １０１．７
（うち歯科医師養成に係る分野） （３６０） （３６６） （１０１．７）

薬学部 ３２０ ３３７ １０５．３
総合薬学科 ３２０ ３３７ １０５．３

工学部＊ ２，７００ ２，９７２ １１０．１
材料工学科※１６ １２０ １４３ １１９．２
応用化学科※１６ ２１０ ２２３ １０６．２
情報工学科※１６ １８０ １９１ １０６．１
電子工学科※１６ １８０ １９０ １０５．６
システム工学科※１６ １８０ ２０５ １１３．９
応用物理学科※１６ １５０ １７８ １１８．７
原子工学科※１６ １２０ １３３ １１０．８
機械工学科※１６ ２４０ ２６９ １１２．１
土木工学科※１６ ２４０ ２５２ １０５．０
建築都市学科※１６ １３５ １４３ １０５．９
環境工学科※１６ １６５ １６９ １０２．４
資源開発工学科※１６ ９０ ９４ １０４．４
３年次編入学（各学科共通） ２０ ４７ ２３５．０
１年次（学科分属前） ６７０ ７３５ １０９．７

農学部＊ ８６０ ９４０ １０９．３
生物資源科学科 １０８ １１５ １０６．５
応用生命科学科 ９０ ９３ １０３．３
生物機能化学科 １０５ １１３ １０７．６
森林科学科 １０８ １１９ １１０．２
畜産科学科 ６９ ７４ １０７．２

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

農業工学科 ９０ １０２ １１３．３
農業経済学科 ７５ ８２ １０９．３
１年次（学科分属前） ２１５ ２４２ １１２．６

獣医学部 ２４０ ２５５ １０６．３
獣医学科 ２４０ ２５５ １０６．３

水産学部＊ ８６０ ９０９ １０５．７
水産海洋科学科 １２０ １３７ １１４．２
海洋生産システム学科 １２０ １５０ １２５．０
海洋生物生産科学科 １８０ １９８ １１０．０
海洋生物資源化学科 １８０ １９１ １０６．１
水産教員養成課程 ４５ ０ ０．０
（うち水産教員養成に係る分野） （４５） （０） （ ０．０）
１年次（学科分属前） ２１５ ２３３ １０８．４

合 計 １０，１００ １１，１１３ １１０．０

文学研究科 ４１３ ５４０ １３０．８
思想文化学専攻 ６３ ８４ １３３．３
（うち修士課程 （３６） （５３） （１４７．２）

博士課程） （２７） （３１） （１１４．８）
歴史地域文化学専攻 １６５ ２３０ １３９．４
（うち修士課程 （９２） （１０９） （１１８．５）

博士課程） （７３） （１２１） （１６５．８）
言語文学専攻 １０１ １２４ １２２．８
（うち修士課程 （６０） （６３） （１０５．０）

博士課程） （４１） （６１） （１４８．８）
人間システム科学専攻 ８４ １０２ １２１．４
（うち修士課程 （４８） （４７） （ ９７．９）

博士課程） （３６） （５５） （１５２．８）

教育学研究科 １５３ ２０９ １３６．６
教育学専攻 １５３ ２０９ １３６．６
（うち修士課程 （９０） （１１５） （１２７．８）

博士課程） （６３） （９４） （１４９．２）

法学研究科 ３０９ ３５６ １１５．２
法学政治学専攻 １０９ １６０ １４６．８
（うち修士課程 （５０） （９８） （１９６．０）

博士課程） （５９） （６２） （１０５．１）
法律実務専攻 ２００ １９６ ９８．０
（専門職学位課程）

経済学研究科 １７９ １７３ ９６．６
現代経済経営専攻 ４５ ４１ ９１．１
（うち修士課程 （３０） （３１） （１０３．３）

博士課程） （１５） （１０） （ ６６．７）
会計情報専攻 ２０ ２１ １０５．０
（専門職学位課程）
経済システム専攻※１６ ３６ ３５ ９７．２
（うち修士課程 （１８） （１６） （ ８８．９）

博士課程） （１８） （１９） （１０５．６）
現代経済経営専攻※１６ ４４ ５４ １２２．７
（うち修士課程 （２２） （３２） （１４５．５）

博士課程） （２２） （２２） （１００．０）
経営情報専攻※１６ ３４ ２２ ６４．７
（うち修士課程 （２２） （１８） （ ８１．８）

博士課程） （１２） （４） （ ３３．３）

北海道大学
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
名 名） （％）( ) (

理学研究科 ７４４ ７４７ １００．４
数学専攻 １５８ １３２ ８３．５
（うち修士課程 （９２） （８８） （ ９５．７）

博士課程） （６６） （４４） （ ６６．７）
物理学専攻 １３５ １１３ ８３．７
（うち修士課程 （７８） （７７） （ ９８．７）

博士課程） （５７） （３６） （ ６３．２）
化学専攻 １６５ １８４ １１１．５
（うち修士課程 （９６） （１３２） （１３７．５）

博士課程） （６９） （５２） （ ７５．４）
生物科学専攻 １５６ ２０２ １２９．５
（うち修士課程 （９０） （１２６） （１４０．０）

博士課程） （６６） （７６） （１１５．２）
地球惑星科学専攻 １３０ １１６ ８９．２
（うち修士課程 （７６） （６８） （ ８９．５）

博士課程） （５４） （４８） （ ８８．９）

医学研究科 ４８０ ５２６ １０９．６
医科学専攻 ４０ ７２ １８０．０
（修士課程）
生体機能学専攻 ８０ ２０ ２５．０
（博士課程）
病態制御学専攻 １２０ １８６ １５５．０
（博士課程）
高次診断治療学専攻 ９６ １３０ １３５．４
（博士課程）
癌医学専攻 ４８ ５６ １１６．７
（博士課程）
脳科学専攻 ５６ ２７ ４８．２
（博士課程）
社会医学専攻 ４０ ３５ ８７．５
（博士課程）

歯学研究科 １６８ １５４ ９１．７
口腔医学専攻 １６８ １５４ ９１．７
（博士課程）

薬学研究科 １４６ ２０４ １３９．７
生体分子薬学専攻 ５１ ７１ １３９．２
（うち修士課程 （３０） （４８） （１６０．０）

博士課程） （２１） （２３） （１０９．５）
創薬化学専攻 ５１ ７８ １５２．９
（うち修士課程 （３０） （４６） （１５３．３）

博士課程） （２１） （３２） （１５２．４）
医療薬学専攻 ４４ ５５ １２５．０
（うち修士課程 （２６） （３７） （１４２．３）

博士課程） （１８） （１８） （１００．０）

工学研究科 ９３３ １，０３０ １１０．４
応用物理学専攻 ４２ ３７ ８８．１
（うち修士課程 （３４） （３３） （ ９７．１）

博士課程） （８） （４） （ ５０．０）
有機プロセス工学専攻 ３１ ２６ ８３．９
（うち修士課程 （２５） （２３） （ ９２．０）

博士課程） （６） （３） （ ５０．０）
生物機能高分子専攻 ２５ ２４ ９６．０
（うち修士課程 （２０） （２０） （１００．０）

博士課程） （５） （４） （ ８０．０）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

物質化学専攻 ２２ ２４ １０９．１
（うち修士課程 （１７） （２０） （１１７．６）

博士課程） （５） （４） （ ８０．０）
材料科学専攻 ３７ ２５ ６７．６
（うち修士課程 （３０） （２１） （ ７０．０）

博士課程） （７） （４） （ ５７．１）
機械宇宙工学専攻 ２６ ２７ １０３．８
（うち修士課程 （２１） （２６） （１２３．８）

博士課程） （５） （１） （ ２０．０）
人間機械システムデザイン専攻 ２５ ２９ １１６．０
（うち修士課程 （２０） （２４） （１２０．０）

博士課程） （５） （５） （１００．０）
エネルギー環境システム専攻 ２５ ３１ １２４．０
（うち修士課程 （２０） （２７） （１３５．０）

博士課程） （５） （４） （ ８０．０）
量子理工学専攻 ２２ ２１ ９５．５
（うち修士課程 （１７） （１８） （１０５．９）

博士課程） （５） （３） （ ６０．０）
環境フィールド工学専攻 ２８ ２４ ８５．７
（うち修士課程 （２３） （２４） （１０４．３）

博士課程） （５） （０） （ ０．０）
北方圏環境政策工学専攻 ２３ ２３ １００．０
（うち修士課程 （１８） （２３） （１２７．８）

博士課程） （５） （０） （ ０．０）
建築都市空間デザイン専攻 ２３ ３３ １４３．５
（うち修士課程 （１８） （２７） （１５０．０）

博士課程） （５） （６） （１２０．０）
空間性能システム専攻 ２７ ３５ １２９．６
（うち修士課程 （２２） （２８） （１２７．３）

博士課程） （５） （７） （１４０．０）
環境創生工学専攻 ３５ ３４ ９７．１
（うち修士課程 （２８） （３２） （１１４．３）

博士課程） （７） （２） （ ２８．６）
環境循環システム専攻 ３４ ３０ ８８．２
（うち修士課程 （２７） （２７） （１００．０）

博士課程） （７） （３） （ ４２．９）
システム情報工学専攻※１５ ２７ ２４ ８８．９
（うち修士課程 （０） （０） （ － ）

博士課程） （２７） （２４） （ ８８．９）
電子情報工学専攻※１５ ２３ ３６ １５６．５
（うち修士課程 （０） （０） （ － ）

博士課程） （２３） （３６） （１５６．５）
物質工学専攻※１６ ５８ ６６ １１３．８
（うち修士課程 （３０） （４８） （１６０．０）

博士課程） （２８） （１８） （ ６４．３）
分子化学専攻※１６ ６６ ５５ ８３．３
（うち修士課程 （３４） （４２） （１２３．５）

博士課程） （３２） （１３） （ ４０．６）
量子物理工学専攻※１６ ５７ ４５ ７８．９
（うち修士課程 （２９） （３８） （１３１．０）

博士課程） （２８） （７） （２５．０）
量子エネルギー工学専攻※１６ ４１ ２９ ７０．７
（うち修士課程 （２１） （２１） （１００．０）

博士課程） （２０） （８） （４０．０）
機械科学専攻※１６ ６５ ８２ １２６．２
（うち修士課程 （３３） （６４） （１９３．９）

博士課程） （３２） （１８） （５６．３）
社会基盤工学専攻※１６ ５３ ７４ １３９．６
（うち修士課程 （２７） （５４） （２００．０）

博士課程） （２６） （２０） （ ７６．９）

北海道大学
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北海道大学

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
名 名） （％）( ) (

都市環境工学専攻※１６ ６５ １１２ １７２．３
（うち修士課程 （３３） （７４） （２２４．２）

博士課程） （３２） （３８） （１１８．８）
環境資源工学専攻※１６ ５３ ８４ １５８．５
（うち修士課程 （２７） （６１） （２２５．９）

博士課程） （２６） （２３） （ ８８．５）

農学研究科 ４７３ ５６９ １２０．３
生物資源生産学専攻 １８９ ２２１ １１６．９
（うち修士課程 （１１０） （１３４） （１２１．８）

博士課程） （７９） （８７） （１１０．１）
環境資源学専攻 １４９ １６３ １０９．４
（うち修士課程 （８５） （１０８） （１２７．１）

博士課程） （６４） （５５） （８５．９）
応用生命科学専攻 １３５ １８５ １３７．０
（うち修士課程 （７８） （１３６） （１７４．４）

博士課程） （５７） （４９） （ ８６．０）

獣医学研究科 ９１ ６７ ７３．６
獣医学専攻 ９１ ６７ ７３．６
（博士課程）

水産科学研究科 １６２ ２０７ １２７．８
環境生物資源科学専攻※１６ ８５ １１７ １３７．６
（うち修士課程 （４３） （５８） （１３４．９）

博士課程） （４２） （５９） （１４０．５）
生命資源科学専攻※１６ ７７ ９０ １１６．９
（うち修士課程 （３９） （５５） （１４１．０）

博士課程） （３８） （３５） （ ９２．１）

地球環境科学研究科 ２３８ ２５０ １０５．０
地圏環境科学専攻※１６ ５５ ４０ ７２．７
（うち修士課程 （２９） （２５） （ ８６．２）

博士課程） （２６） （１５） （ ５７．７）
生態環境科学専攻※１６ ８１ ８１ １００．０
（うち修士課程 （４３） （３１） （ ７２．１）

博士課程） （３８） （５０） （１３１．６）
物質環境科学専攻※１６ ４５ ７０ １５５．６
（うち修士課程 （２３） （４５） （１９５．７）

博士課程） （２２） （２５） （１１３．６）
大気海洋圏環境科学専攻※１６ ５７ ５９ １０３．５
（うち修士課程 （３１） （３２） （１０３．２）

博士課程） （２６） （２７） （１０３．８）

国際広報メディア研究科 ９６ １１７ １２１．９
国際広報メディア専攻 ９６ １１７ １２１．９
（うち修士課程 （５４） （６９） （１２７．８）

博士課程） （４２） （４８） （１１４．３）

情報科学研究科 ４３８ ４３４ ９９．１
複合情報学専攻 ５６ ７９ １４１．１
（うち修士課程 （４８） （６５） （１３５．４）

博士課程） （８） （１４） （１７５．０）
コンピュータサイエンス専攻 ６４ ５４ ８４．４
（うち修士課程 （４８） （４７） （ ９７．９）

博士課程） （１６） （７） （ ４３．８）
情報エレクトロニクス専攻 ９４ ８４ ８９．４
（うち修士課程 （７８） （６６） （ ８４．６）

博士課程） （１６） （１８） （１１２．５）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

生命人間情報科学専攻 ７８ ５８ ７４．４
（うち修士課程 （６６） （４７） （ ７１．２）

博士課程） （１２） （１１） （ ９１．７）
メディアネットワーク専攻 ７６ ９６ １２６．３
（うち修士課程 （６０） （７６） （１２６．７）

博士課程） （１６） （２０） （１２５．０）
システム情報科学専攻 ７０ ６３ ９０．０
（うち修士課程 （５４） （５４） （１００．０）

博士課程） （１６） （９） （ ５６．３）

水産科学院 １２５ １４３ １１４．４
海洋生物資源科学専攻 ６０ ７０ １１６．７
（うち修士課程 （４３） （５１） （１１８．６）

博士課程） （１７） （１９） （１１１．８）
海洋応用生命科学専攻 ６５ ７３ １１２．３
（うち修士課程 （４７） （６３） （１３４．０）

博士課程） （１８） （１０） （ ５５．６）

環境科学院 ２２５ ２０５ ９１．１
環境起学専攻 ５９ ３１ ５２．５
（うち修士課程 （４４） （２３） （ ５２．３）

博士課程） （１５） （８） （ ５３．３）
地球圏科学専攻 ５２ ４６ ８８．５
（うち修士課程 （３７） （３４） （ ９１．９）

博士課程） （１５） （１２） （ ８０．０）
生物圏科学専攻 ７５ ８１ １０８．０
（うち修士課程 （５２） （６２） （１１９．２）

博士課程） （２３） （１９） （ ８２．６）
環境物質科学専攻 ３９ ４７ １２０．５
（うち修士課程 （２８） （３８） （１３５．７）

博士課程） （１１） （９） （ ８１．８）

公共政策学教育部 ３０ ４２ １４０．０
公共政策学専攻 ３０ ４２ １４０．０
（専門職学位課程）

合 計 ５，４０３ ５，９７３ １１０．５
（修士課程） （２，７４０） （３，３７０） （１２３．０）
（博士課程） （２，４１３） （２，３４４） （ ９７．１）
（専門職学位課程） （２５０） （２５９） （１０３．６）

医療技術短期大学部 ２２０ ２３３ １０５．９
看護学科※１５ ８０ ８２ １０２．５
理学療法学科※１５ ２０ ２１ １０５．０
作業療法学科※１５ ２０ ２３ １１５．０
衛生技術学科※１５ ４０ ３９ ９７．５
診療放射線技術学科※１５ ４０ ４８ １２０．０
専攻科助産学特別専攻 ２０ ２０ １００．０

合 計 ２２０ ２２３ １０５．９

（注１）※１５を付した研究科の専攻及び医療技術短期大学部の学科は、平成１５年度入学者をもって募
集を停止した専攻及び学科を、※１６を付した研究科の専攻及び学部の学科は、平成１６年度をも
って募集を停止した専攻及び学科を示す。

（注２）＊を付した学部の各学科における収容定員及び収容数は、２～４年次を示す。
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○ 計画の実施状況等

±１５％を超える差がある主な理由１ 収容定員と収容数に

【学士課程】

学部の学科等 主な理由

文学部 公務員・民間企業等への就職率の低下による就職希望者の
・人文科学科（＋） 留年及び大学院進学希望者による留年のため、４年次の在

籍者数が突出して多く、収容数が超過した。

教育学部 公務員・教員採用試験等の受験希望者による留年のため、
・教育学科（＋） 収容数が超過した。

、法学部 司法試験及び公務員試験等の受験希望者による留年のため
・法学課程（＋） 収容数が超過した。

経済学部 公務員・民間企業等への就職率の低下による留年者が依然
・経済学科（＋） 相当数存在するため、収容数が超過した。

理学部 教育に支障をきたさない範囲での編入学者の受入れ増によ
・物理学科（＋） り、３・４年次学生が増えたため、収容数が超過した。

工学部 留年者が多かったため、収容数が超過した。
・材料工学科（＋） なお、留年学生に対しては、メンター教育・インタビュー
・応用物理学科（＋） などきめ細かな対応をしている。

・３年次編入学（＋） 入学形態の多様化を推進すべく、学部教育及び各学科での
教育に支障のない限りで３年次編入学希望者を積極的に受
け入れている。なお、学部学生全体に占める編入学生の割
合は、１．６％であり教育上の問題はない。

、水産学部 ３年次進級時の全学教育の単位未修得者による留年のため
・海洋生産システム学科（＋） 収容数が超過した。

・水産教員養成課程 各学科共通 － 水産教員養成課程の学生定員については、各学科に均等に（ ）（ ）
なるよう学生を配属しているため、本課程の収容数は０人
となった。
なお、本学部においては、平成１８年度からの組織再編に
伴い、同課程の収容定員について見直した。

【修士課程】

研究科の専攻等 主な理由

文学研究科 研究領域の特性として先行研究を踏まえるために時間を要
・思想文化学専攻（＋） すること、社会人学生が論文執筆の時間確保が困難なこと
・歴史地域文化学専攻（＋） による留年があった。また、フィールドワークにおける資

料収集や、外国語の文献解読力の習得に時間を要し、修士
論文作成に時間がかかっている学生がおり、収容数が超過
した。

教育学研究科 定員と入学者数はほぼ同数であるが、社会人特別選抜を実
・教育学専攻（＋） 施して積極的に社会人を受け入れており、社会人の占める

割合が高い（４２．６％）ことが特徴となっている。社会
人学生は、職業に就いている等の理由により、標準修業年
限を超えて在学する傾向が強いため、収容数が超過した。

法学研究科 司法試験及び公務員試験等の資格試験受験希望者による留
・法学政治学専攻（＋） 年のため、収容数が超過した。

経済学研究科 就職未決定者の自発的留年の増加や、社会人学生等で修士
・現代経済経営専攻（＋） 論文を提出できずに在籍している者が増加したため、収容

数が超過した。
、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い

左記専攻の学生募集を中止した。

・経営情報専攻（－） 本専攻は主に会計学を柱にしており、税理士法改正の影響
により、平成１４年度以降入学者が減少し、収容数が減少
した。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。

理学研究科 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるとともに、博
・化学専攻（＋） 士課程において優秀な人材を確保するために、教育に支障
・生物科学専攻（＋） をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収容数

が超過した。

医学研究科 修士課程と博士課程の一貫教育による医科学研究者・教育
・医科学専攻（＋） 者となる人材の育成を目指し、将来の博士課程（基礎医学

分野）への進学を奨励しており、成績優秀者を多く受入れ
ているため、収容数を超過した。

薬学研究科 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・生体分子薬学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
・創薬化学専攻（＋） 容数が超過した。
・医療薬学専攻（＋）

工学研究科 各専攻の修士課程修了者に対する社会的評価は高く、入学
・物質化学専攻（＋） 希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に支障
・機械宇宙工学専攻（＋） をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収容数
・人間機械システムデザイン専攻（＋） が超過した。
・エネルギー環境システム専攻（＋）
・北方圏環境政策工学専攻（＋）
・建築都市空間デザイン専攻（＋）
・空間性能システム専攻（＋）

、・材料科学専攻（－） 本専攻に該当する工学部からの卒業者数が少なかったため
収容数が下回った。

・物質工学専攻（＋） 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・分子化学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
・量子物理工学専攻（＋） 容数が超過した。

、 、・機械科学専攻（＋） なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
・社会基礎工学専攻（＋） 左記専攻の学生募集を中止した。
・都市環境工学専攻（＋）
・環境資源工学専攻（＋）

農学研究科 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・生物資源生産学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
・環境資源学専攻（＋） 容数が超過した。
・応用生命科学専攻（＋）

水産科学研究科 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・環境生物資源科学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
・生命資源科学専攻（＋） 容数が超過した。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。

水産科学研究院 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・海洋生物資源科学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
・海洋応用生命科学専攻（＋） 容数が超過した。

地球環境科学研究科 本研究科は学部を持たないため、応募者数が年度によって
・生態環境科学専攻（－） 変動した。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。

・物質環境科学専攻（＋） 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
容数が超過した。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。
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環境科学院 本専攻は目的指向・分野統合という新たな概念に基づき、
・環境起学専攻（－） 平成１７年度に設置した。ほとんどの入学生は２月末の入

試、すなわち通常なら補欠募集に相当する時期の入試を受
けたため、入学者が少ない。なお、平成１８年度入学者に
ついては、８月末に入試を行い、定員に相当する入学者数
となった。

・生物圏科学専攻（＋） 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・環境物質科学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収

容数が超過した。

国際広報メディア研究科 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・国際広報メディア専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収

容数が超過した。

情報科学研究科 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・複合情報学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
・メディアネットワーク専攻（＋） 容数が超過した。

、・情報エレクトロニクス専攻（－） 平成１６年度の本研究科設置時に新設した研究室において
・生命人間情報科学専攻（－） 学生を確保するための十分な時間的余裕がなかったことが

本年度にも影響している。
昨年来、東京で入学試験を実施するなどして定員充足率の
向上に努めている。

【博士課程】

研究科の専攻等 主な理由

文学研究科 現地調査による資料収集・分析に時間を要したり、海外留
・歴史地域文化学専攻（＋） 学により留年する学生が多いことなどにより、収容数を超
・言語文学専攻（＋） 過した。
・人間システム科学専攻（＋）

教育学研究科 定員と入学者数はほぼ同数であるが、社会人特別選抜を実
・教育学専攻（＋） 施して積極的に社会人を受け入れており、社会人の占める

割合が高い（４５．６％）ことが特徴となっている。社会
人学生は、職業に就いている等の理由により、標準修業年
限を超えて在学する傾向が強いため、収容数が超過した。

経済学研究科 博士課程修了後の就職不安による志願者の減少がある。他
・現代経済経営専攻（－） 面では、近年における就職状況の好転により研究者志願者

すなわち博士課程への志願者が減少した。

・経営情報専攻（－） 経過年度において、税理士法改正の影響により、入学者の
主なルートである修士課程の学生数が減少した結果、博士
課程においても収容数を下回った。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。

理学研究科 これらの分野における研究・開発職の需要不足から志願者
・数学専攻（－） が少ない。また、教員の辞職・転出等による交替が多く、
・物理学専攻（－） 学生確保に時間不足があったため、収容数を下回った。
・化学専攻（－）

（ ） 、・生物化学専攻（＋） 過年度入学者 オーバードクター１１名 が滞留したため
収容数が超過した。

医学研究科 基礎医学分野から構成される専攻のため志願者が少なく、
。 、 、・生体機能学専攻（－） 収容数が下回った しかし 修士課程医科学専攻において

・脳科学専攻（－） 修士課程と博士課程の一貫教育による医科学研究者・教育
者となる人材の育成を目指し、基礎医学分野から構成され
る専攻への進学を奨励しており、数年後の定員充足率の改
善が期待できる。

・病態制御学専攻（＋） これらの専攻は主に臨床分野から構成されている。地方の
・高次診断治療学専攻（＋） 医療を支えなければならないという北海道の特殊事情によ

・癌医学専攻（＋） り、臨床系大学院学生のなかには、地域医療に貢献してい
る学生が多い 、そのため博士論文の提出が遅れるなど、。
４年間の標準修業年限を超える学生がおり、収容数が超過
した。

薬学研究科 近年、博士課程入学希望者は減少傾向にあり、毎年入学定
・創薬化学専攻（＋） 員と同程度の数が入学している。しかし、この２年に限り

入学希望者が多かったため、教育に支障をきたさない範囲
で優秀な学生を入学させたため、収容数が超過した。

工学研究科 修士課程修了者に対する社会的評価は高く、求人倍率が極
・応用物理学専攻（－） めて高い。よって多くの修士課程修了者が企業に就職して
・有機プロセス工学専攻（－） しまう。また、学生の一般的な意識として、博士学位取得
・生物機能高分子専攻（－） 後の就職についての不安をぬぐいきれていない。これらの
・物質化学専攻（－） 理由によって、収容数が下回る結果となった。
・材料科学専攻（－） また、平成１７年度の本研究科の組織再編により専攻が小
・機械宇宙工学専攻（－） 規模になり、博士課程応募者人数の変動を吸収あるいは平
・エネルギー環境システム専攻（－） 均化できなかった面もある。
・量子理工学専攻（－）
・環境フィールド工学専攻（－） なお、本研究科においては秋季入学を実施しており、平成
・北方圏環境政策工学専攻（－） １７年１０月はこれらの専攻全体で１６名の入学者があっ
・環境創生工学専攻（－） た。
・環境循環システム専攻（－）

・建築都市空間デザイン専攻（＋） 本専攻にかかる社会人博士のニーズが非常に多くなり、入
・空間性能システム専攻（＋） 学希望者が多く、また優秀な人材が集まるようになったた

め、収容数が超過した。
また、平成１７年度の本研究科の組織再編により専攻が小
規模になり、博士課程応募者人数の変動を吸収あるいは平
均化できなかった面もある。

・電子情報工学専攻（＋） 社会人を含む入学希望者の増加及び社会的ニーズに応える
・都市環境工学専攻（＋） ため、教育に支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学さ

せたため、収容数が超過した。
なお、本研究科においては平成１６・１７年度の組織再編
に伴い、左記専攻の学生募集を中止した。

・物質工学専攻（－） 修士課程修了者に対する社会的評価は高く、求人倍率が極
・分子化学専攻（－） めて高い。よって多くの修士課程修了者が企業に就職して
・量子物理工学専攻（－） しまう。また、学生の一般的な意識として、博士学位取得
・量子エネルギー工学専攻（－） 後の就職についての不安をぬぐいきれていない。これらの
・機械科学専攻（－） 理由によって、収容数が下回る結果となった。

、 、・社会基盤工学専攻（－） なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。

獣医学研究科 経済状況の悪化により、博士課程に進学する学生が減り、
・獣医学専攻（－） 収容数を下回った。

水産科学研究科 修士課程の充足率が高くなったことに起因して、収容数が
・環境生物資源科学専攻（＋） 超過した。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。

水産科学研究院 修士課程修了者の社会的ニーズが多く、修了時に就職する
・海洋応用生命科学専攻（－） 学生が多いため、収容数が下回った。

なお、１０月入学の学生が５名おり、その結果、充足率は
８３．３％となった。

地球環境科学研究科 １４・１５年度修士課程修了学生が少なかったため、収容
・地圏環境科学専攻（－） 数が下回った。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。

・生態環境科学専攻（＋） １４・１５年度修士課程修了学生が多く、進学希望者が優
秀であったため、教育に支障をきたさない範囲で学生を入
学させ、収容数が超過した 。。

、 、なお 本研究科においては平成１７年度の組織再編に伴い
左記専攻の学生募集を中止した。
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環境科学院 環境起学専攻は目的指向・分野統合という新たな概念に基
・環境起学専攻（－） づく専攻であり、専攻間の移動は可能であるものの、設置
・地球圏科学専攻（－） 年度である平成１７年度は、他研究科や他大学から入学生
・生物圏科学専攻（－） を受入れなければならなかったため、入学者が少ない。こ
・環境物質科学専攻（－） の状態は通常の入学試験を行った１８年度修士課程入学者

が博士課程に入学する２０年度に解消されると予想してい
る。
その他の専攻は、地球環境科学研究科１６年度修士課程修
了学生が少なかったため、収容数が下回った。
なお、平成１８年度入試からは８月末にも募集を行い、他
大学からの入学者が増えた。

情報科学研究科 入学希望者の増加及び社会的ニーズに応えるため、教育に
・複合情報学専攻（＋） 支障をきたさない範囲で優秀な学生を入学させたため、収
・メディアネットワーク専攻（＋） 容数が超過した。

、・コンピュータサイエンス専攻（－） 平成１６年度の本研究科設置時に新設した研究室において
・システム情報科学専攻（－） 学生を確保するための十分な時間的余裕がなかったことが

本年度にも影響している。
広報活動を通して学生の確保に努めるとともに、社会人特

。別選抜や外国人特別選抜による学生の受入に努力している

【専門職学位課程】

研究科の専攻等 主な理由

公共政策学教育部 平成１７年度は設置一年目であり、一回目の入試において
・公共政策学専攻（＋） は社会人の受験が多く、優秀な受け入れるべき人材が多か

、 、ったため 教育に支障をきたさない範囲で学生を入学させ
収容数を超過した。

【医療技術短期大学部】

学 科 等 主な理由

、・作業療法学科（＋） 本短期大学部は卒業時に各医療職種の国家試験があるため
・診療放射線技術学科（＋） 進級判定を厳しく行ってきた。このため、留年の学生がお

り、収容数が超過した。
なお、本短期大学部は平成１６年度から学生募集を中止し
ており、閉校予定の平成１９年３月までには全員卒業する
予定である。

２ 秋季入学の実施状況及び入学者数（平成１７年１０月）

修士課程：法学研究科（０名） 理学研究科（３名） 薬学研究科（０名）
工学研究科（７名） 農学研究科（５名） 環境科学院（０名）
情報科学研究科（２名）

博士課程：法学研究科（２名） 理学研究科（４名） 薬学研究科（４名）
工学研究科（１９名）農学研究科（９名） 獣医学研究科（１名）
水産科学院（８名） 環境科学院（２名） 情報科学研究科（８名）


